
イギリスのチャリティ制度改革（2）（石村）　　1

イギリスのチャリティ制度改革（2）
～「社会的企業」構想実現のための各種共済組合の刷新と

　　　　　　地域社会益会社（CIC）制度の創設

石　村耕治

◆はじめに

第1部　イギリスのチャリティ制度と改革の経緯

第2部　2006年チャリティ法の個別分析（以上15巻2号）

　序（以下本号）

第3部　各種共済組合の刷新と地域社会益会社（CIC）制度の創設

1　政権交代と非営利公益セクター政策の変遷

1　労働党政権の非営利公益セクター政策の特質

2　保守党・自民党の連立政権の非営利公益セクター政策の特質

H　「社会的企業部門」構築に向けた各種共済組合の刷新と

　地域社会益会社（C℃）制度の創設

1　「社会的企業部門」とは何か

2　イギリスの共済組合・協同組合法制の特質とその刷新

3　住宅金融組合

4　信用組合

5　「社会的企業」構想の核となる非営利・相互組織のさらなる刷新プラン

6　地域社会益会社（Cic）と新公益法人（CIO）制度の特徴

皿

1
2
3
4
5
6

地域社会益会社（CIC）登録制度

地域社会益会社（CIC）制度検討の経緯

CIC制度導入の契機
社会的責任投資（SRI）とCIC制度

CIC制度から浮かび上がる「三位一体論議」の中身

CIC制度政府素案の目指すところ

「社会的企業」の実例をみる

IV　CIC制度の分析

1　CIC制度政府原案の概要



2　　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）

2　立法趣旨の分析

V
1
2
3
4
5

CICの新設登録、既設会社のCIC転換登録

C℃の新設
既設会社のC℃転換登録

チャリティからCICへの転換登録

勤労者共済組合（IPS）からCICへの転換登録

CICの新設登録、既設会社のCIC転換登録の実績

V【

1
2
3
4
5

CIC規制官の審査業務と審査基準

CIC規制官とその業務

地域社会益基準

資産の利用目的限定（アセットロック）原則の適用

CICに適用される法定「分配制限」

CICの自己株式取得、株式消却および減資

皿

1
2
3
4

C℃のガバナンスとディスクロージャー

CICのガバナンス

取締役への報酬支払制限

登録チャリティの受託者・理事とその子会社の取締役の兼務

年次会計書類、年次報告書およびCIC報告書の提出

第4部　新たな公益法人（CIO）類型の創設（以下次号）

◆序

イギリス（UK）では（1）、民間非営利公益団体を総称で、「チャリティ

（charity）」と呼んでいる（2）。イギリスのチャリティ制度のきわだった特徴

（1）　イギリス（グレートブリテン及び北アイルランド連合王国需The　United　Kingdom

　ofGreatBritainandNorthemlreland、1922年にこの名称を採択。略称UK＝連合王

　国）は、ブリテン〔①イングランド（England）、②ウエールズ（Wales）、③スコッ

　トランド（ScoUand）〕、および④北アイルランド（Northem　Ireland）の4つの非独

　立国からなる。

（2）イギリスのチャリティ制度は、団体規制の観点からみると、大きく①イングランド

　＋ウエールズ、②スコットランド、③北アイルランドの3っに分かれている。規制

　実施機関も、それぞれの正式名称は、①イングランド・ウエールズ・チャリティコ

　ミッション（Charity　Commissionfor　England　andWales）、②スコットランドチャリ

　ティ規制局（OSCR1Of挽e　ofthe　Scot廿sh　Charity　Regulator）、③北アイルランド社

　会開発省（DepartmentofSocial　Development，Northem　Ireland）である。なお、北

　アイルランドについては、2008年チャリティ（北アイルランド）法（Chari廿es　Act

　（NI）2008）が2008年9月9日に女王の裁可を得て公布された。この2008年法に基
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の一つは、これらさまざまなチャリティに対し登録制を敷いていることで

ある。っまり、非営利公益目的の活動をするさまざまな団体をチャリティ

として認定・登録する‘‘認定団体登録制度”を置いていることが特徴であ

る。

　この登録制度を束ねているのが「チャリティコミッション（Charity

Commission）」である。チャリティコミッションは、チャリティの「公益

増進性（public　benefit）」を担保するため、一定の監督権や規制権限を賦

与された独立性を有する政府機関である。チャリティコミッションに申請

し、登録が認められたチャリティは、一定の受忍義務を負うと同時に、税

制面などでの支援措置が受けられる。

　わが国では、2002年来、100年ぶりの公益法人制度の抜本的な改革が

すすめられ、新公益法人法は2006（平成18）年5月26日に成立、2008

（平成20）年12月1日に施行された。わが国とほぼ時を同じくして、イ

ギリス、とりわけイングランドやウエールズにおいて、1998年以降400

年ぶりの抜本的なチャリティ制度改革がはじまった。制度改革をめざ

したチャリティ法案（Charities　Bi11）は、議会（ウエストミンスター議

会）での一連の審議を経て、2006年11月7日に議会を通過・成立し、翌

8日に女王の裁可を得て、チャリティ法（Chari且esAct2006）〔【新チャ

リティ法】または【2006年チャリティ法】、【06年法】〕が公布された。

2006年チャリティ法は段階的に施行され、新たな制度が動き出した（3）。

　イギリスの新チャリティ法の改正点は多岐にわたっている。とくに今回

のチャリティ制度改革における目玉の一つは、「チャリティ（charity）」な

づいて、新たに北アイルランドにも社会開発省所管の下チャリティコミッションが

創設され、2011年から稼動した。このうち、本稿で中心的に取り扱うイギリスの

制度とは、正確にいうと、イングランドとウエールズのチャリティ制度についてで

ある。ちなみに、わが新公益法人制度における公益認定等委員会の仕組みは、多分

にイギリスのチャリティコミッションに倣う面が見られる。イギリスのチャリティ

法と政策にっいて、グローバルな視点からの分析について、詳しくは、See，Kerry

O’Halloranθよαゐ，Chanty　Law　and　Social　Policy（2008，Spnnger）。
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いし「公益目的（charitablepurposes）」の‘‘再定義”である。具体的には、

チャリティの類型を、これまでの4つから13まで拡大したことである。

また、従来から塩漬けが当然視されてきた「基本財産（endowment）の

あり方」についても、その流動化の是非をも含め、多角的に検討された。

さらに、チャリティ審判所（CharityTribuna1）を新設し（4）、チャリティと

チャリティコミッションとの問の紛争処理手続を簡素なものにし、迅速化

したことも目新しい。

さらに、2006年チャリティ法の下、新たに設けられた「公益法人

（3）　この他、スコットランドでは、2005年7月に、2005年チャリティ及び受託者投資（ス

　コットランド）法（Chadties　an〔iTrustee　Investment（ScoUan〔i）Act2005）が、北アイルラ

　ンドでは、2008年チャリティ　（北アイルランド）法（ChahtiesAct（NI）2008）が、それ

　ぞれ制定されている。ちなみに、イギリスの場合、議会制定法の条文の参照にあたり注

　意すべきことがある。それは、いわゆる‘‘修正方式”をとっていることである。すなわち、

　まったくの新議会制定法の場合は別として、すでに制定されている議会制定法の場合、

　度々年度改正が加えられてきているから、後法は前法に優先するルールを念頭に置いた

　上で、条文を参照する必要があることである。（ただし、その後の全面改正されたかたち

　で新法を制定した場合は除く。）チャリティ法の場合、1960年法（Chari廿esAct1960）【全

　廃】がいわゆる‘‘元祖法”となる。その後、改正法の制定は、1985年チャリティ法（Chari廿es

　Act1985）【全廃】、1992年チャリティ法（Chari廿esAct1992）、1993年チャリティ法

　　（Cha雌esAct1993）、そして2006年チャリティ法（Ch血艶sAct2006）と続く。各年の

　チャイティ法をはじめとしたあらゆる制定法〔イングランド国教会法（measures）を含

　む。〕の全条文は、イギリス法務省（MinistryofJus廿ce）の制定法データベース（The　UK

　Statute肱wDatabase）のホームページ（HP）にアクセスすれば、入手できるAv証able　at：

　http：／／www．statutelawgovluk／legResults．aspx？LegType＝An％20Primary＆PageNumber＝2＆Br

　owseLe鵬r＝C＆NavFrom＝1＆ac伽eTe証DocId＝2939707。このHPで入手できる新法ないし各

　年改正法には、一部、後法で改正されたかあるいは廃止された箇所を、条文ごとにデータ

　ベース編纂注記で明らかにしている場合が多いが、必ずしも徹底していない。とりわけ、

　制定されて間もない年度法については、不徹底の傾向が目立つ。チャリティ法の場合、

　1993年法に数多くの重要な参照条文が規定されている。しかし、制定法データベースに

　掲載されている1993年法には、大改正を伴った2006年法による修正部分の編纂注記は挿

　入されていない。ちなみに、2006年法改正（およびそれ以前の年度改正）で修正された

　部分の注記を含む1993年チャリティ法にっいては、StephenLloyd，Chari且es：TheNew

　血w2006（2007，Jordans）Appendbく2に収録されたものが参考にし易い。

（4）　その後、行政審判所制度改革により、2009年4月1日に新たな二審級制の横断的

　行政審判所（tw面ertribunalsystem）の誕生に伴い、チャリティ審判所（Charity

　Thbunal）は、第一段階審判所チャリティ部（Firs距erT且buna1（Charity））に編入さ

　れた。詳しくは、拙論「イギリスの租税審判所制度の抜本改革」白鴎法学16巻1号参照。
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　（CIO＝charitableincorporatedorganis甜on）」類型の法人制度も、チャ

リティの新時代を切り開く‘‘公器”となりうる可能性を秘めている。同時

に、イギリスにおける従来からの民商法が一元化された法人法制の伝統を

変える動きとしても目が離せない。

　一方、今回のイギリスのチャリティ制度改革に関連して出てきた目玉

は、「地域社会益会社（CIC＝community　interest　company）」および「地域

『社会益共済組合（BenComs＝communitybene且tsociedes）〔なお、「ベン

コム／BenComs」は地域社会益共済組合の通称である。〕という新たな認

定・登録法人制度の導入である。すなわち、既存の会社や共済組合が自主

的に申請して政府の認定を受け登録する、または、新設の会社や共済組合

が設立申請時認定を受ければ、それぞれ「CIC」、「ベンコム／BenComs」

という“ブランド”で、「地域社会益の増進」事業に専念できる仕組みが導

入されたことである。

　　「CIC」および「ベンコム／BenComs」の目的は、「地域社会益（commun醇

interest）の増進」にある。言い換えると、従来からある「登録チャリ

ティ（registeredchari丘es）」の場合に求められる「公益の増進（pu励c

beneHt）」とは異なる。「CIC」および「ベンコム／BenComs」制度の導入

は、営利会社や相互組織（中間法人）の社会貢献のあり方に新風を吹き込

む動きとして注目される。

　地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs）（5）は、従来からある勤労者

共済組合（IPS＝industrial　and　providentsocieties）〔2003年から新名称「真

（5）根拠法令は、1965年勤労者共済組合法（lndustrialandProvidentSociedesAct1965）

　【1965年IPS法】〔1965年IPS法は、2010年協同組合及び地域社会益共済組合並び

　に信用組合法（Co－oper甜veandCommunityBene丘Socie惚sandCreditUnionAct

　2010）により名称改正。新名称は1965年協同組合及び地域社会益共済組合並びに信

　用組合法（Co－opera廿ve　and　CommunityBene五tSocie丘es　and　CreditUnionAct1965）

　【1965年協同組合・ベンコム法】。なお、ベンコム（BenComs）は、地域社会益共

　済組合の通称〕、1965年IPS法に基づいて定められた2003年協同組合・地域社会益

　共済組合法（Co－opera伽e　and　Community　Bene五t　Socie挽sAct2003）【2003年協同

　組合・ベンコム法】、ならびに同法1条に基づいて制定された2006年地域社会益共

　済組合（資産の利用制限）規則（CommunityBene丘tSocie廿es（RestricUon　on　Use　of

　Assets）Regulations2006）【2006年ベンコム規則】〕等である。
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正協同組合（60％α餌8co－opera伽e　societies）および地域社会益共済組合

（BenComs＝community　benefit　societies）」なお、「ベンコム／BenComs」

は地域社会益共済組合の通称である〕が母体となる。

一方、地域社会益会社（CIC）16）は、イギリスに従来からある各種

‘‘有限責任会社（1imitedliabilitycompanies）”、すなわち、「保証有限

責任会社（CLG＝companylimitedbyguarantee）」、「株式有限責任会社

（CLS＝companieslimitedbyshares）」、「公会社／株式有限責任公会社

（PLC＝public　limited　companyby　shares）」が母体となる（7）。一ほとんどの

（6）根拠法令は、2006年会社法（Com蜘esAct2006）6条〔地域社会益会社（co㎜塒

　Ihterestcompany）〕に基づいて定められた2004年（監査、調査および地域社会企業）

法（Com脚ies（Audit，Inves廿ga廿ons副Co㎜uni取Ente姻se）Act2004）【2004年

　地域社会企業法】、ならびに、同法に基づいて定められた2005年地域社会益会社規則

　　（Co㎜塒hterestComp㎝yRe脚ons2005）【2005年CIC規則】である。

（7）　イギリス会社法（CompaniesActs）は、会社（companies）を、大きく公会社

　　（publiccompanies）と私会社（privatecompanies）に分けて規制する。私会社とは、

　公会社でないものを指す（2006年会社法4条）。私会社は株式の上場が禁止される

　　（2006年会社法755条）。会社設立証書（cer雌cate　ofincorporation）に公会社と記載

　される必要がある（2006年会社法4条2項a号）。公会社の仕組みは、1980年会社法

　改正（Companies　Act1980）で導入された。また、公会社とは、実質的には、ほぼ

　株式有限責任のかたちをとる公会社（companylimitedcompanybyshares）を指す。

　株式有限責任公会社には、5万ポンド以上の授権資本金（authbrized　capita1）が適

　用され、会社登記所（Companies　House）から開業証書（Trading　Cer面cate／1985

　年会社法117条）の発行を受けるまでに、引受けられた株式の25％まで払い込まれ

　る必要がある。株式有限責任公会社は、その名称に「public　limlted　company」また

　は「plc」、「PLC」を付けるように求められる。ロンドン有価証券取引所への上場、

　公募が許される。もっ・とも、持株会社（holding　companies）の場合、その多くは、

　たんに「plc」の品格（pre曲ge）が欲しいとの動機から公会社として登録してお

　り、株式を公開していない。一方、私会社（private　company）とは、公会社でない

　会社を指す。したがって、公会社でない株式有限責任会社（CLS・companylimited

　by　shares）、保証有限責任会社（CLG＝company　Hmited　by　guarantee）、無限責任会

　社（unlim呈tedcompany）などはすべて私会社にあてはまる。株式等の公募は許さ

　れず、最低資本金制度の適用はない。私会社である有限責任会社（private　Hmited

　company）は、無限責任会社を除き、その名称に「1imited」または「1td」、「LTD」

　を付けるように求められる。See，1UistairAlcockα砿，CompaniesAct2006：The

　New　La凧（2007，Jordans）；Saleem　Sheikh，A　Guide　to　the　CompaniesAct2006（2008，

　Routledge－Caven（1ish）．
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場合、有限責任形態の私会社（private　limited　company）である非公開会

社が母体となると思われる。もちろん、理論的には公会社（PLC＝public

limitedcompany）あるいは公開会社（1istedPLC）であってもよい。

　地域社会益会社（CIC）は、母体が持分会社（CLS）である場合には、

エクイティファイナンス（株式や転換社債発行による資金調達）も認めら

れる。また、「普通社員」〔完全な議決権はあるが、利益分配および残余資

産請求権なし。〕のほかに、「投資家社員」〔原則として議決権はないが、

利益分配および残余資産請求権あり。〕を置くことができる。言い換える

と、市民や企業が、議決権はないがある程度の見返りの期待できる優先株

主（preference　shareholders）として地域社会益／コミュニティインタレ

ストに貢献する会社（CIC）に投資して社会貢献できる途も拓かれたわけ

である。

　イギリスにおいては、伝統的に民間非営利公益（市民公益）活動は第三

セクターにある「チャリティ団体」に広く委ねられてきており、その活動

原資の調達（キャピタルフイナンス／capital　nnance）のルートは、篤志家

からの「寄附金」に加え、政府や支援機関などからの「助成交付金や補助

金（grants，subsidies）」が中心であった。言い換えると、市民公益活動は、

その活動原資については寄附金・補助金漬けで、「官製経済」の中で生か

される常態にあったといっても過言ではない。今回の社会的企業構想で

は、民間非営利公益（市民公益）活動に相互組織である共済組合に加え、

第ニセクターにある営利会社も動員することで、地域社会での事業の創設

や働く場の確保、さらにはその活動原資にっいても、寄附金・補助金漬け

から脱して、社会貢献投資に意欲のある個人や法人投資家からの資金を呼

び込むことも目指すものである（8）。この構想により、市民公益活動団体な

いし地域社会益活動団体が、法人活動資金調達／キャピタルフイナンスの

（8）後に精査するように、CIC制度は、あがった利益をいかに多く社会貢献投資家に分

　配すること（利益配分の極大化）を本来の目的とするのではない。むしろ、あがっ

　た利益をいかに多く地域社会益事業に再投資するかを目的とする仕組みである。し

　たがって、CICがあげた利益は、地域社会益増進事業の原資とすることが予定され

　ている仕組みである。
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面で、「市場経済」「金融市場」にも参加する途が拓かれた、と見ることも

できる。

　このように、地域社会益会社（CIC）は、これまでの公的資金（寄附金

控除・損金算入を通じた租税歳出や直接的な助成交付金・補助金など）で

生かされる従来の「チャリティ／公益団体」とは一味違う存在である。

市場メカニズム（市場原理）、金融市場を活用し社会貢献を前面に打ち出

した新たな営利と非営利のハイブリッド（混合）タイプの認定・登録法人

（CIC）制度の出現は、イギリスの民間非営利公益界に新たな流れをっく

る契機にもなるものといえる。

　その一方で、イギリスの民間非営利公益セクターの特徴は、従来から

「公益増進性」やガバナンスを担保するために、官の機関が、このセク

ターに属する団体を束ねて監督・規制する構図にある。今回あらたに提案

され実現した地域社会益会社（CIC）認定・登録制度においては、「地域

社会益／コミュニティインタレストの増進」やガバナンスを監督するため

に、新たな規制機関（CIC　Regulator）が置かれた（9）。この点は、地域社会

益共済組合（ベンコム／BenComs）の認定・登録についても金融サービス

庁（FSA）があたることになっており、同じ構図にある。政府規制緩和の

精神に欠けた制度ではないかとの批判もある。

　もっとも、目下の課題は、「社会的企業（social　enterprise）」構想実現

に向けての「共済組合・協同組合」制度の刷新、それに伴う新たな「地域

社会益共済組合（ベンコム／BenComs＝communitybene丘t　sociedes）」制

度の構築、ならびに「地域社会益会社（CIO）」制度の構築に焦点を絞っ

て検証することである。したがって、「社会的企業」構想とは何か、さら

には、この構想の核となるベンコム／BenComs（地域社会益共済組合）お

よびCIO（地域社会益会社）の法制や仕組み、さらにはCIC（＝charitable

incorporated　organis甜on／公益法人）の法制や仕組みなどについて、法政

（9）事業革新技能省（BIS＝DepartmentofBus｝ness，ImovぬonandSk丑ls）所管の執行工一

　ジェンシーである会社登記所（CompaniesHouse）内にCIC規制官（CICRegulator）

　が置かれた（2004年地域社会企業法27条）。詳しくは、本稿第3部V参照。
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策論的な視点から点検してみる。

　ちなみに、2010年5月の政権交代で誕生した保守党・自民党の連立政

権（Lib－ConCoaliUonGovemment）も独自の非営利公益セクター政策を

打ち出している。しかし、具体化にはもう少し時間が必要なようである。

したがって、今回は、旧労働党政権時代に定立された政策を中心に分析す

る。

第3部　各種共済組合の刷新と地域社会益会社（CIC）制度の創設

　イギリスの非営利公益（市民公益）セクターの改革は、労働党政権、と

りわけブレア政権のときに、「社会的企業」構想の下で大きく進展した。

その後の政権交代で、保守党・自民党の連立政権が誕生し、「大きな社会

（Big　Society）」構想の下、小さな政府の実現に向けて逆に、大きな非営

利公益セクターを構築しようという動きにつながっている。

1　政権交代と非営利公益セクター政策の変遷

　イギリスのサッチャー政権は、「小さな政府」、「市場原理」、「民営化」、

「自助努力」などを極度に強調した各種政策を実施した。この結果、・地域

社会（コミュニティ）の崩壊、貧富の格差増大、社会的弱者の排除、医

療の崩壊、金融排除（financial　exclusion）、犯罪発生率の上昇など、いわ

ゆる「社会的排除（social　exclusion）」の要因となるさまざまな‘‘負の遺

産”を残すことにつながった。

　1997年の総選挙で、労働党ブレア党首（当時）は、市場原理のメリッ

トをいかしつつも、そのディメリットを極小化するために、①機会の均

等、②地域社会（コミュニティ）の再生、③責任、④価値の平等の4っを

うたった「第三の道（ThirdWay）」を提唱し（10）、勝利し、政権に就いた。

（10）　See，TBlare，TheTh量r〔1Wiay（1998，FabianSociety）．
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1　労働党政権の非営利公益セクター政策の特質

　ブレア政権においては、提唱する「第三の道」構想の中でも、とりわけ

「地域社会（コミュニティ）の再生」にカが注がれた。政府と第三（民間

非営利公益）セクターとの間で戦略的なパートナーシップを組んで、いか

に住民の参画と協同に根ざした市民社会を構築していくかが重要な政策課

題とされた。

　この政策課題に対し的確に対応するために、内閣府（Cabinet　Office）

に、第三セクター局（O伍ce　oftheThird　Sector）（11）や社会的排除対策室

〔（SocialExpulsionUnit）1997年12月〕が設けられた（12）。

　2002年9月25日に、首相直属の「戦略室（StrategyUnit）」（13）が、チャ

リティを含む広範な非営利セクター改革についての方向性を示した報告書

『民問活力、公益増進：チャリティおよび広範な非営利部門のレビュー

（PrivateAc廿on，PublicBene丘t：AReviewofCharities　andtheWiderNoレ

Fo卜Pro且tSector）』【『民間活力、公益増進案』、『戦略室三セク改革案』】

を首相に答申し、これを内閣府が公表した（14）。

　その後、労働党政権は、第三セクターの関する公開諮問／意見公募

（11）　Available　at：http：／／www．cabinetoffice．govluk／thir（1＿sector／about＿us．aspx

（12）　AvailabIe　at：h1‡p：／／www．1iteracytrust．org．uk／Database／Exclusion。htm1＃Backgroun〔i．

　ちなみに、2006年6月には、社会的排除対策室が改組され、内閣府に「社会的排除

　対策班（Social　Exclusion　Task　Force）」が設置された。社会的排除対策班は、第三セ

　クター・社会的排除局の局長（Director・General　ofthe　Of五ce　oftheThird　Sector　and

　SocialExclusion）が統括していた。2010年5月の政権交代で同班は廃止された。

（13）すでにふれたように、戦略室（StrategyUnit）は、ブレア政権下において、首相や

　政府省庁に対し、公共サービスの改革に向けて政策の策定・革新・実施なとの提言

　（答申）をするねらいで設けられた組織である。2002年に、それまであった「実行と

　刷新室（PIU＝Performance　and　Innov甜on　Unit）」、「首相将来化戦略室（FSU＝Pr㎞e

　Minister’sForwardStrategyUnit）」および「経営・政策研究センター（CMPS－Centre

　for　Management　and　Policy　Studies）」の一部を併合してつくった組織である。戦略

　室は、内閣府を通じて、首相に報告することになっていた。戦略室は、2010年5月

　の政権交代で廃止された。

（14）　Available　at：http：／／www．cabinetoffice．govluk／media／cabineto伍ce／strategy／assets／

　strat％20data．pdf．
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（pubhcconsult甜ons）を繰り返し実施した。民間からのさまざまの意見

を徴収したうえで、内閣府は、2006年12月に中間報告書『社会的・経済

的再生の向けての第三セクターの将来的役割・中間報告（The　future　role

of　the　third　sector　in　social　an（1economic　regeneration：interim　report）』

を公表した（15）。

　さらに、2007年7月には、最終報告書『社会的・経済的再生の向け

ての第三セクターの将来的役割・最終報告（The　future　role　ofthe　third

sectorin　social　and　economic　regeneration：finalreport）』【『第三セクター

の将来的役割・最終報告』】と題する、いわゆる「第三セクター・レビュー

（ThirdSectorReview）」を公表した（16）。

　こうした一連の作業を通じて、「社会的企業（socialentelprise）」構想

や、その核となる「地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs－co㎜mi取

beneHtsocie琶es）」や「地域社会益会社（CIC・co㎜血ゆterestcom卿y）」

という新たな認定・登録法人制度、さらには新「公益法人（ch諭table

incorporatedorg2血sadons）」制度の創設などの立法に動き出した。立法後、

関係政令（規則）の制定・公布・施行ができたものから、ブレア政権、その

後継のブラウン政権により次々と実施されていった。

2　保守党・自民党の連立政権の非営利公益セクター政策の特質

　2010年5月に、労働党政権は、総選挙で敗退し、保守党・自民党の連

立政権（Lib－Con　Coalition　Govemment）が誕生した。

　新連立政権は、「大きな社会（BigSociety）」構想を打ち出した。こ

の「大きな社会」構想は、旧労働党政権のような「大きな政府（big

govemment）」を目指すものではない。むしろ、政府の公的サービスを、

できるだけ幅広くボランティア団体およびコミュニティ団体、チャリティ

（15）　Available　at：http：／／webarchive．nationalarchives．govluk／＋／http：／／www．hm－treasuryl

　govluk／media／53E／94／pbrO6＿3rd＿sector＿428．pdf．

（16）　Available　at：http：／／www．hm－treasurylgovluk／d／thir（isectorreview」inalreportpdf
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ならびに社会的企業に開放し、それによって、市民社会（civilsociety）を

強固なものにするとともに、「小さな政府（small　govemment）」の実現を

目指そうというものである。

　新連立政権は、政権奪取後、政策提言書『より強固な市民社会の構

築：ボランティア団体およびコミュニティ団体、チャリティならびに社

会的企業に関する戦略（BuildingaStrongerCivilSociety：Astrategyfor

voluntary　and　community　groups，charities　and　social　enterprises）』や、

政策提言書『より強固な市民社会の構築：最前線の市民社会団体に対す

る支援措置改善に関する市民社会局からの諮問（Building　a　Stronger　Civil

Society：An　Office　for　Civil　Society　consultation　on　improving　support　for

frontlineci通lsocietyorganizations）』を公表した。

　また、旧労働党政権下で内閣府（Cabinet　O伍ce）に置かれていた「第

三セクター局（Ofnce　oftheThird　Sector）」を解体した。そして、新たに

「市民社会局（OCS＝Of且ce　for　Civil　Society）」を設けた。また、戦略室

（StrategyUnit）も廃止された。

　内閣府市民社会局（ocs）は、①「大きな社会構築の課題（Big

Societyagenda）」、②「チャリティ（charides）」、③「ボランティァ活動’

（volunteering）」および④「社会的企業（social　enterprise）」の分野での

政策を所管する。ニック・ハード（Nick　Hurd）市民社会相（Ministerfor

Civi1Society）がトップを務める。

　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　＊

　こうした政治状況を勘案したうえで、以下においては、旧労働党政権の

『民間活力、公益増進案』【「戦略室三セク改革案』】および『第三セクター

の将来的役割・最終報告』など改革の核となる資料を使って、イギリスに

おける近年の社会的企業部門構築に向けた労働党政権（当時）の第三セク

ター改革、さらには新連立政権の「大きな社会」構築に盛られた非営利公

益セクター政策を分析・検討する。
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II　「社会的企業部門」構築に向けた各種共済組合の刷新と地域社会益会

　　社（CIC）制度の創設

　旧労働党政権、とりわけブレア政権が唱えたコミュニティの再生、

第三セクターのあり方の検討・構造改革においては、新たな「社会的

企業（socialenterprise）」あるいは「社会的企業部門（socialenterprise

sector）」の構築が目玉の政策であった。

　この「社会的企業部門」を構築するために、ブレア政権は、政府と第ニ

セクター（民間営利企業部門）と第三セクター（民問非営利公益部門）が

パートナーシップを組む必要性を強調した。

　具体的には、イギリスにおいて伝統的な非営利組織である「勤労者共

済組合（IPS＝industrial　and　provident　societies）」【現真正協同組合（わo％α

ガ46cσ・operaUves）および地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs）】

や「住宅金融組合（building　socie廿es）」、「信用組合（creditunions）」な

どの共済組合・協同組合制度を刷新し「地域社会益共済組合（ベンコム／

BenComs）制度の創設・活用」とともに、認定・登録「地域社会益法人

（CIC＝communityinterestcompany）」制度の創設、さらには新たな「公

益法人（CIO＝chahtable　incorporated　organisation）」類型の創設などを政

策の柱に据えた（17）。

（17）　ちなみに、この制度改革を、わが国の法制との対比において見るとすれば、IPS

　（勤労者共済組合）などの刷新は‘‘各種協同組合や共済組合などの制度刷新”に該当

　する。また、CIC（地域社会益会社）は“会社法の分野での制度改革”に該当する。

　さらに、CIO（公益法人）は“公益法人分野での制度改革”に該当する。IPSなど

　の制度刷新および法令改正は財務省（Treasury　Department）が担当、その制度の具

　体的な執行・監督は同省所管の金融サービス庁（FSA＝FinancialServiceAuthority）

　が担当している。また、CIC制度の構築および法令の制定は当時営利会社法制事

　務を所管した当時の通産省〔（DTI＝DepartmentofTradeandlndustry）、現事業革

　新技能省（BIS＝Department　ofBusiness，ImovaUon　and　Skills）〕が担当、構築され

　た登録CIC制度の執行・監督は同省所管の会社登記所（Companies　House）内の

　会社登記官（Registrar　of　Companies，Company　Registrar）およびCIC規制官（CIC

　Regulator）が担当している。さらに、CIO制度の構築および法令の制定は内務省

　（HomeDepartment）が担当、構築されたCIO制度の執行・監督はチャリティコ

　ミッション（CharityCommission）が担当している。
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1「社会的企業部門」とは何か

　イギリス政府がいう「社会的企業（social　enterprise）」あるいは、より

広く「社会的企業部門（social　enterphse　sector）」とは、どのようなコン

セプトなのであろうか。

　ブレア政権時に首相直属の戦略室（SU・ategyUnit）やイングランド

銀行（BankofEngland）などが出した資料（18）によると、「社会的企業

（socialenterprise）」とは、その企業が、‘‘営利か非営利公益かを問わず、

広く、社会面（socia1）、地域社会面（community）あるいは生活環境面

（environmental）での利益をはかることを目的に事業活動をしている企

業”を指すとしている。．

　言い換えると、「社会的企業」とは、第三セクター（民問非営利公益部

門）に所在するチャリティ（公益団体）はもちろんのこと、たとえ第ニセ

クター（民間営利企業部門）に所在する企業であっても、主たる目的が、

株主や所有者の利潤の極大化にあるのではなく、利益追求があくまでも地

域社会の利益／コミュニティインタレストを拡大再生産する事業を営む

企業ということになる。

　したがって、この種の企業では、利益（剰余金）が出ても、その大部分

をその企業の本来（社会・地域社会・生活環境面での利益増進）の目的に

再投資することになる。

　後に詳しくふれるように、当時のブレア政権の立てた「コミュニティの

再生」、「相互扶助の組織化」に向けての「社会的企業部門」構想では、イギ

リスにおいて伝統的な非営利相互組織である勤労者共済組合（IPS＝indus伍al

andprovidentsocie且es）〔2003年から新称「真正協同組合（わo郷万吻cα

operaHvesocieHes）および地域社会益共済組合（BenComs・co㎜t鱒bene且t

socieHes）」。なお、「ベンコム／BenComs」は地域社会益共済組合の通称であ

（18）　See，ASpecialReportbytheBankofEngland，TheFinancingofSocialEnterphses

　（May2003）．Available　at：http：／／www．bankofengland．co．uk／publications／

　且nanceforsmallfirms／fhlanc盤1g＿socia1＿enterpriseJeportpdf．
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る。〕などの活用のみならず、第ニセクター（営利企業部門）に所在する株

式有限責任会社（CLS）を地域社会益（commur丘tyinterest）追及型に改変し

た「持分（出資）型非営利会社」の仕組みも活用できることにした。

　したがって、この構想では、従来の第三セクター（民間非営利公益部

門）に所在するチャリティ（公益団体）はもちろんのこと、非営利の勤労

者共済組合（IPS）〔現ベンコム／BenComs／地域社会益共済組合〕、さら

には第ニセクター（営利企業部門）に所在する株式有限責任会社（CLS）

ないし保証有限責任会社（CLG）で地域社会益（コミュニティインタレス

ト／community　interest）増進目的で事業を営んでいる「地域社会益会社

（CIC＝communityinterest　company）」を包括する意味において、「社会的

企業」という新たなコンセプトを用いている（19）。

　このように、当時のブレア政権が立てた新たな「社会的企業部門」ない

し「社会的企業」構想とは、種々の「社会派企業」を囲い込み、従来から

ある第二（営利）セクターと第三（非営利公益）セクターとをミックスし

たハイブリッド（混合）セクターの構築をねらったものと見ることができ

る。

　この構想の大きなねらいは、社会基盤としてのコミュニティを立て直す

ためには、多様な企業形態を総動員しようということにある。すなわち、

第三セクターにあるチャリティの活用だけではできる施策が限られてしま

うことから、利益をしっかりと確保しながらも、利益追求はあくまでも社

会的利益を拡大再生産する手段であるとする目的を持つ（したがって、利

益の極大化が本来の目的ではない。）営利会社や共済団体・共済組合（相

互組織）などを「社会的企業」あるいは「社会的企業部門」として育成す

ることにある。

（19）　See，DTI，SocialEnterphse：AProgressReportonSocia1Enterprise～AStrategyfor

　Success（OcL，2003）．
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（1）「社会的企業」の意味

　　「社会的企業部門」とは、いわゆる‘‘準公共財（quasi．pubHc　goods）”あ

るいはマスグレイブ（R　A　Musgrave）が唱えた‘‘価値財（merit　goods）”

やサービスを提供する（20）営利企業や非営利企業はもちろんのこと、地域

の雇用や生活環境の改善に尽力している中小企業などを含んだセクターを

指す。また、個人事業・自営業（se1卜employed）形態の企業まで含んでい

る。

　したがって、ブレア政権（当時）が構想した「社会的企業」とは、新た

な‘‘法人類型の創設”ではなくて、さまざまな企業形態を包括した一っの

‘‘ビジネスモデル”あるいは‘‘ブランド”と見てよい。

　ある意味では、イギリスの社民主義の伝統を強く感じとれるような構想

のようにも見える。しかし、一方では、コミュニティを「市民が主役」の

仕組みに強化・育成しようと言う意味では、アメリカなどでも展開されて

いる「社会的企業」コンセプトとも共通の認識にあるようにも見える（21）。

（2）「社会的企業」構想の骨格

　ブレァ政権（当時）は、社会基盤としてのコミュニティの再生・立直

しを最重要政策課題に一つに据え、この政策実現に向けて「社会的企業

（20）　See，Richard　Musgrave，‘‘Merit　Goods”，The　New　Palgrave：A　Dictionary　of

　Econom玉cs　vo1．3at452－3（Stocktone　Press，1998）．

（21）わが国では、必ずしも目標が明確とはいえないNPO（noしforpro丘t　organis甜on）

　政策、あるいは経済の効率化一辺倒・中央集中を変える政策を提起できず、各地方

　ではコミュニティが生死の境をさまよっている。この点、‘‘社会益”のみならず‘‘利

　潤”もしっかりと追求し、しかも、利潤の追求はあくまでも社会益の拡大生産が目

　的である「社会的企業」あるいは「社会的企業部門」構想を前面に押し出し、社会

　基盤としてのコミュニティを再生に取り組もうとするイギリス労働党（当時）の

　NPO政策は、わが国でも参考になるモデルのようにも見える。もっとも、制度改革

　の結果、イギリスのNPO制度の仕組みがあまりにも複雑になってしまったとの批

　判も少なくない。ちなみに、公益資本主義といった考え方も、社会的企業のコンセ

　プトに通じるものがあると解される。公益資本主義について詳しくは、原丈人『新

　しい資本主義』（PHP新書、2009年）参照。
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（socialenterprises）」構想を打ち出した（22）。

　この構想は三っ柱からなる。一・つは、古色蒼然となっていた各種共済組

合（fdendlysocie挽s）、勤労者共済組合（IPS－industrialandprovident

society）〔2003年から新名称「真正協同組合（加％ガ48cooperative

societies）』および地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs＝community

bene趾societies）」〕、信用組合（creditunions）、住宅金融組合（building

societies）のような「共済組合・協同組合」セクターを刷新すること

である。これによって、コミュニティの再生、社会的排除対策などに

活用することである。二つ目は、営利会社形態で活動する「社会的企

業」のうち一定の要件にあったものを認定し、新たに「地域社会益会

社（CIC＝communityinterestcompany）」として登録する制度の導入、

つまり「新ブランドの創設」である。三つ目は、新たな「公益法人

（CIO＝charitableincorporated　organisa廿ons）」類型の創設である。

　ちなみに、労働党政権（当時）がすすめていた「社会的企業部門」の強

化・刷新のための政策に骨子は、次のように図示できる。

（22）　ブレア政権、さらには労働党政権（当時）のコミュニティ再生に向けた政府と

　NPOとの協同（パートナーシップ）ないし社会的企業によるコミュニティ再生事業

　の邦文での分析については、中川雄一郎『社会的企業とコミュニティの再生』（大

　月書店、2007年）、塚本一郎ほか編著『イギリス非営利セクターの挑戦～NPO／政

　府に戦略パートナーシップ』（ミネルヴァ書房、2007年）、塚本一郎・山岸秀雄編著

　『ソーシャル・エンタープライズ：社会貢献をビジネスにする』（丸善、2008年）な

　どが有益である。ただ、一般に、こうしたNPO論の視角からの分析においては、根

　拠法制の分析がファジーで甘いのが気になる。イギリス法に強い実定法研究者の参

　加が求めらている。こうしたわが国におけるNPO研究者のリサーチ方法の問題状

　況・欠欲を補う意図から、本稿では、できるだけ根拠法令（議会制定法、命令、規

　則など）やガイダンス（事務運用指針）などを逐条的に精査し、法律学的な分析を

　重視するように努めた。
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〔図III－1〕「社会的企業」部門の強化・刷新政策の骨子

①難灘難騰、灘難灘難灘鰯嚢灘灘翻i

饗．

li

　勤労者共済組合（IPS）などの刷新・活用

②鍵灘灘難鍵溝雛灘灘騨購灘雛鰯饗灘騒

　登録「地域社会益会社（CIC）」制度の新設

③1難鞍灘灘難灘難霧鰯灘蟻灘翻難鑛灘i騰難

新法人類型「公益法人（CIO）」の導入

2　イギリスの共済組合・協同組合法制の特質とその刷新

　ブレア政権（当時）の立てた「コミュニティの再生」、「相互扶助の組織

化」に向けての「社会的企業部門」構築の構想では、その柱の一つに共済

組合や協同組合の刷新を据えた。そのうえで、政府とこれら共済組合・協

同組合組織とがパートナーシップを組んで政策実現に結びつけることとさ

れた。

　具体的には、イギリスにおける伝統的な非営利の相互組織である「共済

組合（fdendlysocie髄es）」や「勤労者共済組合（IPS＝industrialandprovident

socie且es）」〔2003年から新名称「真正協同組合（ゐo％αガ4θcooperadve

socie行es）および地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs－co㎜uni取

bene且tsocieHes）」〕、「住宅金融組合（buildingsocie廿es）」、「信用組合

（creditur曲ns）」などの刷新がタ㌣ゲットとなる。

〔図表1”一2〕イギリスの主要な「非法人」および「法人」類型とその性格

◎諜溝i撫鰯翁鐘c⑧羅o鱗e鹸1癩c樋麗s）・

a）個人事業（soletrader）
　　1菲公益（non－charitable）
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b）総蓋一シツプ（燃hi欝）

c）人格のない社団（unincorporatedassociations），

　　i非公益（non，charitable）i

i公益（charitable） 登録チャリティ（registeredcharity）

d）信託（trusts）

　　i非公益1

i公益 登録チャリティ

e）共済組合（friendlysocieUes）〔1992年以降法人化が可能〕

i非公益i

i公益

ただし、登録除外公益団体（exempt　charity）〔1993年

チャリティ法3条及び96条関係別表第2第y項〕

◎溝逃・、醸i鍋茄o蹴醸無誌銑醸餐鋤「・

a）法人格付与法準拠法人、（bodyincolporatedbyparhamentarystatute）

i非公益i

i公益

例えば、1971年ナショナルトラスト法（Na廿onalTrust

Act1971）に基づくナショナルトラスト

b）勅許状準拠法人（bodyincorporatedbycharter）

i公益 例えば、英赤十字、ブリテヅシュ・カンシルなど。
ただし、登録除外公益団体（exempt　charity）〔1993年

チャリティ法3条及び96条関係別表第2第b項以下〕

c）有限責任パートナーシップ（LLP＝limitedliabilitypartnership）

　　1非公益

d）住宅金融組合（buildingsociety）

　　i非公益i

e）保証有限責任会社（LCG＝1imitedcompanybyguarantee）

i非公益1地域社会益会社（CIC＝communityinterestcompany）

i公益 登録チャリティ

f）株式有限責任会社（LCS＝1imitedcompanybyshares）

t私会杜．¢L9πP遡七皇迦聖旦興興虹．．

訟会裡．¢喜9＝P噸g塾唖叫99塑鍵y≧＿

地域社会益会社（CIC）

／登録チャリティ
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g）勤労者共済組合（IPS＝industda1＆providentsoci¢ty）

i非公益…

公益

真正協同組合（δo郷万吻c住operative）

地域社会益共済組合（societyforthebenentofthe
community）。ただし、公益団体（charily）に該当する

場合でも、登録除外公益団体（exempt　charity）〔1993

年チャリティ法3条及び96条関係別表第2第y項〕

h）信用組合（creditunion）

i）公益法人（CIO＝charitable　incorporated　organis甜on）〔2011年度中に

　制度発足予定〕

　　1公蓋二1　登録チャリティ

（1）イギリスの共済組合・協同組合法制の特質

　1852年に制定されたイギリスの勤労者共済組合パートナーシップ法

（Industrial　and　ProvidentSocie廿es　PartnershipAct1852）は“世界初の協

同組合法（co－operatives　act）”と評価されている。イギリスにおいては、

18世紀初頭から、協同組合（co－operadve）やコミュニティをベースとし

た共済組合（society、union）などに関するさまざまな議会制定法が定め

られ、この種の組織体に関する法制度が整備されてきている。

　イギリスにおいては、伝統的に、コミュニティの構築、相互扶助の組織

づくりに共済組合や協同組合の仕組みが積極的に活用され、発展を遂げて

きた国の一つといえる。しかし、共済組合や協同組合に関する立法がパッ

チワーク的に行われたり、逆に行われなかったりしてきたため、その法的

枠組みは極めて複雑になっている。

　この点、わが国においては、協同組合の精神に基づいてつくられるさま

ざまな種類の協同組合については、分野別あるいは目的別の設立準拠法

〔農業協同組合法、消費者生活協同組合法、中小企業等協同組合法等々〕

を制定して、協同組合活動を奨励する仕組みにある。各種共済組合につい
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ても設立準拠法はしっかりと制定される仕組みにある。各種共済団体や共

済組合についても同様である。

　イギリスにおいては、歴史的に各種の協同組合や共済組合が生まれ・

発展してきたのにもかかわらず、個別の設立準拠法が周到に用意されて

こなかった。もちろん、分野別ないし目的別の設立準拠法がまったく制

定されてこなかったわけではない。例えば、イギリスの共済組合の伝統

に根ざした相互組織の一っである消費者金融目的に特化した信用組合

（creditunion〉向けの信用組合法（CreditUnionActs）、さらには住宅金

融目的に特化した住宅金融組合（building　society）向けの住宅金融組合法

（Building　SocietiesActs）など、一部の分野にっいては準拠法がしっかり

と整備されている。

　こうした法環境にあることから、消費者協同組合（consumerco－

operatives）を例にすると、会社法に準拠した有限責任会社〔株式有限責任

会社（CLS）、保証有限責任会社（CLG）など〕に準拠しても、あるいは

IPS法【現協同組合・ベンコム法】のいずれに準拠しても設立できる（23）。

農業協同組合（agriculturalco－opera廿ves，farmersc（｝operatives）の場合

も同様である。その他労働者生産協同組合（ワーカーコーペラティブ／

worker　c研operatives）や事業者協同組合（co－operadve　consor廿a）などの

場合も、その設立準拠法は一様ではない。すなわち、準拠法の選択は、協

（23）会社法（Companies　Acts）に準拠して会社形態の協同組合として法人格を取得す

　ると、その登記および年次会計書類の提出先は、会社登記所（Companies　House）

　となる。一方、IPS法〔現協同組合・ベンコム法〕に準拠して共済組合形態の協同

　組合として法人格を取得すると、その登録および年次会計書類の提出先は、金融

　サービス庁（FSA）となる。ちなみに、「register」の文言は、「登記」とも「登録」

　とも邦訳できる。双方の文言は、一般に、第三者への対抗力の有無で区別される。

　すなわち、対抗力がある場合は「登記」、一方、対抗力のない場合には「登録」と

　される。しかし、実際の立法では、対抗力を有する場合も含めて「登録」の文言を

　使っている場合もある。本稿では、対抗力を有する意味においても「登録」の文言

　を使うことにする。そのうえで、便宜的に、会社登記官（Company　Resistrar）に

　かかる「register」の文言は「登記」、金融サービス庁（FSA）やICI規制官（CIC

　Regulator）にかかる「reg1ster」の文言は「登録」、という邦訳をあてることにする。
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同組合設立者の意思に委ねられてきたわけである。この点は、さまざまな

共済組合（societies）の設立についても同様である。

　現実の法務においても、共済事業を「協同組合」の‘‘組織体”を使って

営む場合には、会社法（Companies　Acts）かIPS法【現協同組合・ベン

コム法】かいずれかの準拠法を選択し、根本規則【定款、規約等】を制

定し、そのなかに、国際協同組合連盟（ICA＝lntemationa1Co－opera廿ve

Alliance）が示した協同組合7原則（24）を盛り込み、協同組合を立ち上げ、

運営してきている（25）。

　イギリスにおいて、従来から共済組合・協同組合の設立・運営にあた

り、その準拠法として最も一般的に選択されてきているのは勤労者共済組

合（IPS）法【現協同組合・ベンコム法】である。IPS法【現協同組合・

ベンコム法】により設立される勤労者協同組合（IPS）【現ベンコムおよ

び真正協同組合】は、ストレートに営利（利益追求）を目的とする法人で

はない。しかし、その構成員（共済契約者・組合員）向けの多様な共済事

業、あるいは地域社会（コミュニティ）の利益に資する活動に活用できる

事業体である。また、IPSは、有限責任（1imitedliability）であることか

ら、普通の株式有限責任会社（CLS＝companylimitedbyshares）と変わら

ない運営もできる。一方で、IPS法【現協同組合・ベンコム法】は、「一

株一票制原則（one　share　one　vote　mle）」を採る株式有限責任会社とは異

（24）　国際協同組合同盟（ICA）100周年記念大会で採択した（1995年9月、マンチェ

　スター・イギリス）「ICAの協同組合確認宣言（ICAStatementofCo－operぬve

　Identity）」に盛られた7原則とは、（第1原則）自発的で開かれた組合員制、（第2

　原則）組合員による民主的管理、（第3原則）組合員の経済的参加、（第4原則）自

　治と自立、（第5原則）教育、研修および広報、（第6原則）協同組合間協力、（第7

　原則）地域社会への関与、である。

（25）「コーペラティブUK（Co－opera伽eUK）」は、由緒ある協同組合の事業者団体で

　ある。協同組合政策や法制のあり方を含め、イギリスにおける協同組合の権益保

　護、協同組合活動や教育に主導的な役割を果たしている、1870年に創立されたその

　前身「コーペラティブ連盟（Co－opera伽e　Feder甜on）」が発展して、今日にいたっ

　ている。Availableat：ht紅p：／／www．uk．coop／about／co－operativesuk．
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なり、「一人一票制原則（one　member　one　vote　rule）」を採っている。こ

のことから、より協同組合原則や共済組合の理念を反映しやすい‘‘器”っ

くりに適しているといえる。

　言い換えると、IPSを刷新して積極的に活用すれば、利益をしっかりと

確保しながらも、利益追求はあくまでも地域社会益を拡大再生産する手段

であるとする社会的企業を育成する展望も開ける。IPSは、使い方によっ

ては、ブレァ政権（当時）の立てた「コミュニティの再生」、「相互扶助の

組織化」のフロントランナーにもなりうる。こうしたところに、ブレア政

権（当時）が、社会的企業育成策にIPSの刷新・積極的な活用を打ち出し

た理由がある。

　事実、ブレア政権（当時）は、「1965年勤労者共済組合法（Industrial

andProvidentSocietyAct1965）」〔および後年の改正法を含む。以下

【1965年IPS法】または【1965年協同組合・ベンコム法】〕の改正に力

を入れた。IPS（勤労者共済組合）を解体し、その名称を廃止するととも

に、新たに純然たる相互扶助を目的とする①「真正協同組合（わ碗αガ吻

c研operaHve　societies）」と、◎地域社会益増進（communitybene且t）を目

的とした「地域社会益共済組合（ベンコム／BenCom＝communitybene且t

socie廿es）」と区分、再編した。そのうえで、後者②を「社会的企業」の

カテゴリーに入れ、条件不利益地域の生活環境の改善などに活用する政策

を実施した。

（2）共済組合と勤労者共済組合

勤労者共済組合（IPS－industrialandprovidentsociely）（26）【現地域社

（26）　ちなみに、「industrial」の文言は、“産業”という意味に加え、“労使”あるいは‘‘勤

　労者”という意味合いもある。ここでいう産業あるいは勤労者には、第二次や第三

　次産業、それに従事する労働者に加え、農業や林業、漁業など第一次産業あるいは

　そこに従事する者を含むと解される。また、「provident」の文言は、‘‘将来に備えて

　の倹約・貯蓄”あるいは‘‘準備・助け合い・共済”を意味する。
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会益共済組合（ベンコム／BenComs＝communitybene且tsocieties）およ

び真正協同組合（わo％α餌θcびoperatives）】（27）は、伝統的な「ソサエティ

（society）」活動の展開のなかから生まれた協同ないし共済の組織であ

る。ソサエティ（共済組合・友愛組合）の準拠法は、共済組合法（Friendly

Societies　Acts）である。一方、勤労者共済組合（IPS）の準拠法は、勤労

者共済組合法（lndustrial　and　Provincial　SocietiesActs）である。双方は、

前者〔共済組合法〕が一般法で、後者〔勤労者共済組合法〕は前者〔共済

組合法〕の特別法にあたる。

　こうしたことから、まず、勤労者共済組合（IPS）の源流ともいえる「共

済組合（friendly　societies）」の類型および法規制の変遷、現行制度につい

て点検してみる。

（a）共済組合（ソサエティ）とは何か

　イギリスには、「ソサエティ（society）」と呼ばれる伝統的な協同組織あ

るいは共済組合がある。参加したい人が自主的に集り、各人が出資をし、

相互に助け合う活動をする組織である。「ソサエティ」は、参加した人た

ちやその家族の相互扶助、福利、生活保障、などをねらいとしていること

から、「共済団体」、「共済組合」、あるいは「互助会」などと邦訳される。

　とりわけ、会員（組合員）やその家族の不慮の事故・死亡、疾病など

に対して、救済や扶助にあたるための保険給付や年金給付、預金や貸付

（融資）などをねらいとしたものとしては、「フレンドリーソサエティ

（27）1965年勤労者共済組合法（Industrial　and　Provident　Socie廿esAct1965）〔2010年

　3月から新名称「1965年協同組合及び地域社会益共済組合並びに信用組合法（Co－

　operadve　and　CommunityBene丘tSocie廿es　and　UnionAct1965）」【1965年協同組合・

　ベンコム法】〕に準拠して設立される法人格を有する団体である。現在、金融サー

　ビス庁（Financial　Service　Authority）が所管し、登録簿を維持している。Available

　at：http：／／www。fsa．govluk／Pages／Doing／sma11＿firms／MSR／Societies／index．shtm1．

　また、課税については、availableat：http：／／www．hmrc．govuk／manuals／ctmanua1／

　CTM40505．htm．
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（friendlysociely／共済組合）」がある（28）。その他に、レクリエーションや

社交（socia1）を目的とした団体もある（29）。そのルーツは、17世紀末にま

でさかのぼる。

　政府の福祉制度ならびに現代的な保険制度（保険会社）および金融サー

ビス制度（銀行その他の金融機関）などの確立をみるまでは、共済組合

（友愛組合）の保険給付業務や預金・融資業務（30）その他相互扶助業務は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たみ労働運動あるいは宗教活動などとも結び付いたかたちで、民の福利に大き

く貢献した（31）。

（b）勤労者共済組合（IPS）とは何か

　勤労者共済組合（IPS＝industrialandprovidentsocieむy）【現地域社会益共

済組合（ベンコム／BenComs＝communitybene翫sociedes）および真正協

同組合（わo％擢θc（｝opera伽es）】は、イギリスで発展してきた共済組合

（friendlysociety）の一種である。IPSは、参加したい人が自主的に集り、

各人が出資をし、相互に助け合う活動をする組織である。

　そこに組合員（会員）として参加した人たちやその家族の相互扶助、福

利、生活保障などをねらいとした多様な事業を営んでいる。とりわけ、組

合員やその家族の不慮の事故・死亡、疾病などに対して、救済や扶助にあ

たるための保険給付や年金給付、預金や貸付（融資）などをねらいとした

（28）　フレンドリーソサエティ（friendlysociety）は、その目的の違いにそって、しばし

　ば「mutual　ai（i　society」、「benevolent　society」あるいは「fratemal　organisation」な

　どとも呼ばれる。「友愛組合」とも邦訳される。

（29）社交団体（socialclubs）のなかには、「lndependentOrderOddFellows」、「Ancient

　OrderofForesters」などのように、全国組織で、各地に自治的な活動をする支部

　（lodge）を有する友愛結社（fratemalorders）が存在する。フリーメーソン団（Order

　ofMasons）なども、この種の結社にあてはまる。

（30）庶民向けの金融サービスを目的とする友愛団体としては、1810年に、スコットラ

　ンドにおいて、「貯蓄および共済組合（savingsandfdendlysociety）」という名称で、

　最初の相互銀行（mutual　savings　bank）が創設されている。より近代的な形態とし

　ては「信用組合（creditunion）」があるが、これも、相互扶助の理念に基づく金融サー

　ビス事業を営む組織といえる。
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事業を営むIPSも多い。ほかに、IPSは、消費者、営農者のような額に汗

して働く人たちが助け合い、物品の販売や融資など多様なサービスの提供

するねらいで共済事業を展開している。法的にも、IPSは、原則として、

いかなる合法的な事業をも営むことができることになっている。もっと

も、協同組合（c研operative　societies）の形態を採る場合で、もっぱら利

子や配当のような投資収益の分配を当該組合の目的とするときには、IPS

になることはできない（1965年IPS法【1965年協同組合・ベンコム法】

1条3項）。

IPSは、営む事業の‘‘相互扶助”、‘‘共済”、“協同”などの特質からみて、

一般に「社会的企業（socialenterprises）」のカテゴリーに分類される。

（31）注目すべきことに、わが国においても、1900（明治33）年に成立した産業組合法

　〔明治33年法律34号〕に基づく協同組合的な組織として「産業組合」の設立をするこ

　とができた。産業組合法は、現在の農業協同組合（農協）法や生活協同組合（生協）

　法のような各種個別協同組合法の範となった。産業組合法は、1891（明治24）年に

　帝国議会へ上程し議会解散により審議未了となった「信用組合法案」に代わって、

　1897（明治30）年に帝国議会に「産業組合法案」が上程され、成立をみたものであ

　る。産業組合法は、信用組合に加え、販売組合、購買組合、生産組合〔後に利用組

　合と改称〕の4種のいずれかの事業を営むことをできた。1906（明治39）年の法改

　正により兼業が認められた〔ただし、1917（大正6年）の改正により再び兼業が禁

　止された。一方、この改正により、信用組合の種類が追加され、今日の信用組合や

　信用金庫の前身となった〕。責任形態として、当初、無限責任、保証責任、有限責任

　の三つを定めていた。産業組合法は、協同組合の基本原理を取り入れ、加入・脱退

　の自由〔ただし無限責任形態の組合の場合には全組合員の同意が必要〕、一人一票〔議

　決権の平等〕、組合員への総会での役員選任権と解任権や総会招集権の付与、出資金

　上限の設定、持分譲渡の制限などにっいて規定していた。さらに、施行規則で剰余

　金の分配について規定していた。産業組合の興隆とともに商工業者との対立を深め

　た時期もあった。戦後の協同組合法は、農業、漁業、生活といったように縦割りの

　個別法方式を取っているのに対して、産業組合法は一般概括方式をとっていたのが

　特徴である。なお、産業組合法は、1948（昭和23）年の消費者生活協同組合法の附

　則103条で廃止された。蓮池公咲『産業組合法通義〔産業組合全書2〕』（高陽書院、

　1934年）、産業組合史編纂会編『産業組合発達史〔全5巻〕』（産業組合史刊行会、

　1966年）、武内哲夫・生田靖『協同組合の理論と歴史』（ミネルヴァ書房、1976年）、

　樋口兼次『労働資本とワーカー・コレクティブ』（時潮社、2005年）参照。
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（c）共済組合の分類

　イギリスにおける共済組合（friendly　societies）は、契約法のルールに

　　　　たみ
基づき、民が互助精神に基づき自主的に社団（association）を結成し活動

してきた、伝統のある共益・相互扶助型の民間非営利組織（NPO）であ

る。今日のような公的社会保険・福祉制度や営利の金融機関・保険会社・

リクリエーション企業などの確立をみるまでは、イギリス社会の福利の促

進や安寧に大きな役割を果たしてきた。

　従来から、共済組合の多くは、任意団体のかたちで存在してきた。しか

し、公的支援を受ける場合や各種の業法の適用を受ける事業を営む場合に

は、登録団体であるか、さらには法人であることを求められることも少な

くない。もちろん、今日でも、営む事業によっては、当該事業が関係する

事業にかかる行政機関からの認可（authoris甜ons）等を受けさえすれば、

任意団体（任意組合）でいることも可能である。

　従来、登録団体になろうとする場合には、1974年共済組合法（Friendly

SocietiesAct1974）に基づいて共済組合登録官事務局（Of且ceofthe

RegistryofFriendlySocieties）申請を行い、審査に通れば登録するこ

とできた。これが、2000年に金融サービス・市場法（FSMA＝Financial

Services　and　MarketsAct2000）【FSMA】の施行に伴い、2001年12月1日

から、共済組合の登録事務は、金融サービス庁（FSA＝Financial　Services

Authority）が担当することになった（32）。

　FSAは、新たに共済組合登録部（MutualSocietiesRegistrationsecdon）

に「相互組織公的登録簿（FSAMutual　Public　Resister）」を設置した。そ

して、FSAは、共済組合登録官事務局から事務の引継ぎ、共済組合登録

官事務局は廃止された（33）。

（32）　旧共済組合登録官も金融サービス庁（FSA）も、同じ財務省（HM　Treasury）所

　管である。

（33）　ただし、イングランドおよびウエールズ。スコットランドでは、スコットランド

　登記官（Registrar　for　Scotland）。1875年に創設された政府組織であったが、FSAへ

　の事務の継承を終え、2001年11月30日でもって廃止された。
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　イギリスには、多様な共済組合が存在するが、とくに「共済組合」にっ

いて定義した議会制定法はない。ただ、登録事務や課税の面からみた場

合、共済組合は、大きく次の3つに分けられる。

〔図表III－3〕共済組合の分類

①未登録の共済組合（unregisteredfriendlysocieties）

②登録共済組合（registeredfdendlysocie廿es）

③共済組合法人（incolporatedfdendlysoci磁es）

　①未登録の共済組合

　「未登録の共済組合（unregisteredfdendlysocie惚s）」は、以下の

②登録共済組合、ないし③共済組合法人、に該当しないものを指す。

税法その他の法律の適用にあたっては、任意団体・法人格のない社団

（unincorporatedassocia廿ons）と同様に取り扱われる。

　例えば、自称で‘‘共済組合”としている任意団体、親しい仲間が集って

福利サービスを提供する相互組織（会員制団体・互助会）などが、このカ

テゴリーに入る。登録した場合、毎年、当局へ登録料を支払わなければな

らないことから、負担を嫌って登録することを望まない団体も少なくな

いo

②登録共済組合

登録共済組合（registeredfdendlysocieties）は、1974年共済組合法

（Friendly　SocietiesAct1974）7条1項に掲げる類型のもので、金融サー

ビス庁（FSA）の共済組合登録部（Mutual　SocieUes　Registration　section）

に置かれた相互組織公的登録簿（FSAMutualPublic　Resister）に登録する

ことを要する。共済組合は、この登録により、登録社団となる。具体的に

は、次のような共済組合を指す（34）。
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〔図表III－4〕登録を要する共済組合

・家畜保険共済組合（cattleinsurancesocieties）〔法7条1項b号〕

・慈善共済組合（benevolentsociety）〔法7条1項c号〕

・勤労者クラブ（workingmen’sclubs）〔法7条1項d号〕

・老齢者ホーム共済組合（01dpeople’shomesocie廿es）〔法7条1項e号〕

・特別に許可された共済組合（speciallyauthohzedsocieties）〔法7条1
項f号〕

また、1992年共済組合法（FriendlySocieUesAct1992）別表第2〔共済

組合の事業（the　activi丘es　ofafdendly　society）〕としては、次のものを掲

げている（35）。

〔図表1”一5〕共済組合の事業の部類

A　長期保険等の業務に該当する部類

①生命および年金（1ifeandamuity）

②婚姻および出産（marriageandbirth）

③長期損害（hnkedlongterm）

④永続的障害（pemanenthealth）

⑤トンチン年金（tontines）

⑥出資金返還（capitalredem画on）

⑦年金基金の管理（pensionfmdmanagement）

B　一般的保険等の業務に該当する部類

①損害（accident）

②疾病（sic㎞eSS）

③各種所得補償（miscellaneousnnancialloss）

C　AおよびBに該当しない業務

　　〔略〕

D　各友愛団体の規則に従って営まれる業務

　　〔略〕

（34）　Available　at：http：／／www．opsi．go玖uk／Revise（1Statutes／Acts／ukpga／1974／

　cukpga一19740046＿en＿1＃pb2－1197．

（35）　Available　at：htΦ：／／www．opsi．govluk／acts／acts1992／ukpga一19920040＿en＿15＃sch2．
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　ひとくちに共済組合といっても、生命保険や損害保険、私的年金のよう

な金融、老人ホームのような共済事業を行う団体から、慈善事業として支

援金の支給あるいはフットボールチーム愛好会、社交クラブのようなもの

まで、その目的は実に多様である。

　例えば「AncientOrderofForesters（AOF）」は、社交を目的とするイ

ギリス最古の共済組合の一つである（36）。AOFのような、全国組織で、各地

に自治的な活動をする支部（10dge）を持つ友愛結社（fratemal　orders）

も、登録共済組合である。この種の全国（連合）ベースの共済組合は、名

称に「Order」が使われている。支部には、「AncientOrderofForesters，

CourtGeorgeStephensonNo4018」といった名称が使われている。課税

その他の法律上、中央組織（全国会・連合会）は、登録共済組合として取

り扱われるが、支部組織は任意団体とみなされる。

　③共済組合法人

　1992年共済組合法（FriendlySocietiesAct1992）は、「共済組合法人

（incorporated　friendly　societies）」制度を導入した。そして、1993年2月

1日から、新たな共済組合を設立する場合には、金融サービス庁（FSA）

の共済組合登録部（MutualSocie廿esRegistrationsection）に置かれた相互

組織公的登録簿（FSAMutualPublicResister）に、法人格を持つ共済組合

（共済組合法人）として登録できる。共済組合法人には金融サービス庁

（FSA）から登録番号が付与される。また、共済組合法人は、有限責任で

あることを明確にするねらいからその名称に「Limited」の文言を付け加

えるように求められる。

　なお、法改正以前から存続する法人格を有しない登録共済組合は、非法

人のかたちでも存続できるが、自らが望めば法人になることができる（37）。

（36）　Available　at：http：／／www．epsomandewellhistoryexploreLor騒uk／Foresters．htmL

（37）　共済組合法人は、有限責任形態の子会社を設立することができ、当該子会社は親

　法人ができないような多様な事業を営むことができる。
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また、共済組合法人は、支部を設けることができる。課税上、これら支部

は、独立した納税主体として取り扱われるのではなく、共済組合法人の構

成体の一部として取り扱われる。

　ここで確認しておきたいことは、現在、金融サービス庁（FSA）は、

1974年および1992年共済組合法に基づく共済組合等の①r登録事務

（registration）」に加え、2000年金融サービス・市場法（FSMA）に基づ

く金融サービスにかかる②r認可事務（authorisation）」も担当している。

ただ、共済組合は、認可の必要な金融サービス業務を営まない限り、FSA

とは②登録事務〔登録料の支払、年次報告書の提出など〕の面でしかかか

わりを持たない。言い換えると、認可が必要な規制を受ける金融サービス

業務を営む共済組合等は、FSAの②登録事務と①認可事務の双方にかか

わりを持つことになる。

　例えば、「シェパーズ・フレンドリー・ソサエティ（ShepherdsFriendly

Society　Limited）」は、1826年以来、長期生命・傷病補償、貯蓄をはじめ

とした多様な共済保険金融業務を営み、全英に2万5，000人を超える会員

を擁するメジャーな共済組合の一つである。シェパーズ・フレンドリー

は、1992年共済組合法に基づいて登録し法人格を取得し、かつ、金融サー

ビス業務についてはFSMAの下で金融サービス庁（FSA）の認可を得た

「登録認可共済組合法人（registered　and　authorized　incorporated　friendly

societies）」である（38）。つまり、シェパーズ・フレンドリーは、①認可事務

と②登録事務の双方の面でFSAとかかわりを持つ共済組合法人である。

（3）共済組合に対する政府規制の構図

沿革的にみると、イギリスのIPS法は、1852年に、勤労者共済組合パー

トナーシップ法（lndustrial　an（l　ProvidentSocieties　PartnershipAct1852）

【1852年IPS法】の名称で、初めて制定された。

（38）Availableat：h伽：／／㎜．shepherds缶endlyco．uk／defaultaspx



32　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）

　1852年IPS法は、共済組合的な発想を一歩すすめた協同組合（co－

opera廿vesocie廿es）の仕組みに制定法上の保護を与えることにもっな

がったことから、「世界初の協同粗合法（C（〉・operativesAct）」ともいわれ

る（39）。その後、1893年IPS法、1965年IPS法、1968年IPS法等々の制定に

より改正を重ねてきている。

　IPSは、ストレートに営利を目的とする法人ではないものの、組合員

（共済契約者）向けのさまざまな共済事業の展開が可能であり、かっ

有限責任（limitedhabihty）であることから、普通の株式有限責任会社

（CLS＝companylimitedbyshares）と変わらない機能を発揮できる。

　伝統的に階級格差が濃厚なイギリス社会の構造のもと、IPSは、いわ

ゆる“富裕層・資本家の罠”にはまることなく、額に汗して働く人たち

（working　class）が資金を出し合って自らのカで相互組織として企業運営

ができるという趣旨で、発展してきた経緯がある。

　イギリスにおける相互扶助・助け合いの精神に基づく団体の設立にっい

ての準拠法は、重複する構造にある。したがって、①共済組合法（Friendly

SocieHesActs）に基づいて「共済団体〔共済組合（friendly　society）〕」と

なり登録団体ないし登録法人となる途を選択できる。あるいは、②1965

年IPS法【現1965年協同組合・ベンコム法】に基づいて「協同組合（co－

opera伽esocieties）」または「地域社会益共済組合（ベンコム／community

benefit　sociedes）」となり、登録法人となる途を選ぶことができる。③そ

の他、営む事業目的に応じて、住宅金融組合（buildingsocieties）〔住宅金

融目的〕ないし信用組合（credit　unions）〔消費者金融目的〕の形態を選

（39）　この評価は、一面正鵠を射ているともいえる。しかし、IPSは、多様であり、

　「他人の支援を必要とする若者、老齢者、病弱者、障害者、経済的困窮者その他不

　利な境遇にある者の救済目的（the　reliefofthose　in　need　byperson　ofyouth，age，i11－

　health，disabiH鉱financial　hardship　or　other　disadvantage）」のようなチャリティ法上

　の公益目的（charitable　purpose）を有するものは、チャリティ（公益団体）のカテ

　ゴリーに分類される（2006年チャリティ法2条2項j号）など、必ずしも、協同組

　合ないし共済組合一辺倒の性格を有する法人とはいえない。
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択することができる。いずれの途を選ぶかは、各設立者の意思・選択によ

る（40）。いずれの場合も、金融サービス庁（FSA）の共済組合登録部が管理

する相互組織公的登録簿（MutualPublic　Register）に登録する手続を踏む

ことになる（41）。

ちなみに、FSAの共済団体登録部が管理する相互組織公的登録簿で

は、共済組合に加え、勤労者共済組合（IPS）〔協同組合タイプか地域益

共済組合（ベンコム）タイプかを問わない〕、住宅金融組合（building

socie債es）、信用組合（クレジットユニオン／creditunions）の登録事務も

取り扱う。

〔図表Ill－6〕FSAの相互組織公的登録簿搭載団体一覧

・新規の勤労者共済組合（IPS＝industrial　and　provident　societies）【現ベ

ンコム】の登録を含むIPS【現ベンコム】の登録および記録保存

・1974年共済組合法に基づき登録した共済組合（friendly　socieUes）な

らびにその他特定の種類の共済組合の登録および記録保存

・住宅金融組合法（Building　SocietiesAct）に基づき登録した住宅金融

組合（buildingsocieties）の登録および記録保存

・信用組合法（CreditUnionsAct）に基づき登録した信用組合（credit

unions）の登録および記録保存

（40）See，William　T　Pratt，The　Law　Relating　to　Friendly　Sociedes，and　Industrial　and

　ProvidentSocie廿es（2009，KessingerPub）．ちなみに、共済組合法（FriendlySocie挽s

　Acts）を一般法とすれば、消費者金融に特化した「信用組合（credit　unions）」、住宅

　金融に特化した「住宅金融組合（building　socie廿es）」などに対しては、それぞれ個

　別に特別法（CreditUn玉onsActs，BuildingSocietiesActs）が制定され、それに基づい

　て規制が行われている。近年、イギリスにおいては、効率的な経営による業務を加

　速的に拡大させている営利企業に押されて、信用組合を除き、協同組合その他の共

　済組合は、急激にその数を減らす傾向にある。

（41）2001年12月1日から、‘‘相互組合（mutual　socie且es）”の登録事務は一元化され、

　金融サービス庁が執り行うことになった。Availableat：http：／／www悉a．govuk／Pages／

　Doing／small＿丘rms／MSR／index．shtml．
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（a）共済組合に対する政府規制の特質

　従来、IPS【現地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs＝communi取

bene且t　societies）および真正協同組合（δo郷ガ4θco－operative　societies）】

の登録・監督は、事務局を有する共済組合主席登記官（ChiefRegistrar　of

Friendly　Socie藪es）が担当してきた。しかし、2000年金融サービス・市場

法【FSMA】が成立し、2001年11月30日から施行された（42）。これに伴い、

2001年12月1日から、IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】の登録・

監督は、所管が変更になった。IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】

の登録・監督は、金融サービス庁（FSA）の「共済組合登録部（Mutual

Socie廿es　Registradon　section）が、「相互組織公的登録簿（Mutuals　Public

Register）」を置いて、担当することになった（43）。この結果、現在、IPS【現

ベンコムおよび真正協同組合】については、登録共済組合や共済組合法人

（incorporatedfriendlysociety）も含め、FSAが所管している。

　こうした経緯からもわかるように、今日、IPS【現ベンコムおよび真正

協同組合】の登録（法人格の付与）・監督などの規制は、1965年IPS法【現

1965年協同組合・ベンコム法】、2003年協同組合・ベンコム法などに基づ

いて、金融サービス庁（FSA）が行っている。もっとも、これらIPS【現

ベンコムおよび真正協同組合】の登録・監督業務は、FSA本来の業務か

らそれるものである。なぜならば、FSAは、2000年金融サービス・市場

法【FSMA】およびFSMSに準拠して制定・公布された委任立法（命令／

規則）の下でもっぱら金融サービス業の規制・監督を主たる業務とする機

関であるからである（必）。

（42）2000年金融サービス・市場法（FSMA）は、2000年6月14日に成立し、2001年

　11月30日に施行された。同法は、433条＋22の別表から成る。同法については、
　available　at：http：／／www．opsi．govuk／acts／acts2000／ukpga一20000008＿en＿1、

（43）　See，Report　of　the　Chief　Registrar2000－2001．Available　at：http：／／www．fsa．govluk／

　pubs／additiona1／rfsweb．p（lf

（44）2000年金融サービス・市場法（FSMA）は、金融サービス庁（FSA）が、従来、

　銀行・証券・保険等の分野に分かれていたものを一元的に規制できるようにしたも

　のである。FASは、FSMAに基づいて、金融業を営むIPS【現ベンコムおよび真正

　協同組合】や信用組合（クレジットユニオン）を含め、金融サービスを業とする機

　関全般について監督し、消費者保護にあたる。
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　IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】は多様な業務を営むことがで

きる（1965年IPS法【1965年協同組合・ベンコム法】1条2項b号）。

例えば、IPSが営む業務が金融サービスに関連し、FSMA第2編に定

める「規制および禁止業務（RegulatedAndProhibitedActivities）」に

当てはまるとする。この場合には、適用除外（exempted　person）にあ

たらない限り（FSMA19条1項b号）、当該業務を営むに先立ちFSAか

ら許可（permission）を得なければならない（FSMA19条1項a号）。

これは、FSAでのIPS【現ベンコムおよび真正協同組合】の法人登録

事務（registration）とIPSが営む金融サービス業務に対する認可事務

（authorisation）とは、別々の手続になっているからである。さらに、

IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】は、その営む事業によっては、さ

まざなな‘‘業法”により規制を受ける。例えば、会員制のグラブ（social

clubs）の場合には、地方団体などから免許の取得が義務づけられる。ま

た、住宅団体（housing　associations）の場合には、建築関連法や地方団体

の建築関係条例の適用を受ける

（b）勤労者共済組合（［PS）の相互組織性

　勤労者共済組合（IPS）【現ベンコムおよび真正協同組合】は、持分出

資金（share　capita1）を有するという点では、持分株式を発行しない保

証有限責任会社（CLG＝companylimitedbyguarantee）とは異なる。一

方、IPSは、有限責任の法人であるという点では、普通の株式有限責任

会社（CLS＝companylimited　by　shares）と変わらない。しかし、IPSは、

次のような4つの特徴的な相互組織性を有する点で、株式有限責任会社

（CLS）とは大きく異なる。
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〔図表II卜7〕勤労者共済組合の相互組織性

①出資者民主主義：一組合員一票が原則（one－membepone－voterule）

　である。したがって、普通の株式有限責任会社のような一株一・票制
　の原則（one－share－one－voterule）の適用はない。

②払込済持分出資金の払戻しおよび持分の譲渡：1965年IPS法【1965
年協同組合・ベンコム法】は、従来から組合員（構成員）が持分出

資金の払戻しを受けることができるの（withdrawable）か、持分を他

に譲渡することができるの（transferable）かどうかについては、余
り詳しい規定を置いてこなかった（45）。現在、IPS【現ベンコムおよび

真正協同組合】の組合員（構成員）が、自己の持分出資額の払戻し

を受けることができるのか、あるいは、自己の持分を他に譲渡する

ことができるのかについては、各組合の規約（rules）に記載すると

ころによることとされている。

③出資金額の制限：IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】の組合員
　は、2万ポンドを超える持分出資（share　capita1）を保有してはなら

　ない（1965年IPS法【1965年協同組合・ベンコム法】6条1項）。も
　ちろん、その組合員が他のIPS【現ベンコムおよび真正協同組合】の

　持分を保有することはゆるされる。現在2万ポンドの上限は、3万
　ポンドに引き上げるか、あるいは廃止するかについて慎重に検討さ

　れている。

④剰余金分配の制限：事業から生じた剰余金を出資者に割戻す場合に

　は、その割合は、事業経営をするに必要な資本等（出資金＋利益剰
　余金）を維持できる範囲までに制限されなければならない。

（c）ベンコムおよび真正協同組合の資金調達に対する政府規制

ベンコムおよび真正協同組合（旧IPS）は、伝統的に、その資金調達を

内部の組合員からの持分出資（sharecapita1）に深く依存してきた。ベン

コムや協同組合においては、組合員が組合への持分出資を引受けた後に

当該組合に払い込んだ金額は、これを持分資本（equitycapita1）として会

計処理することになる。しかし、組合の規約（rules）に出資持分（share

（45）　1893年IPS法は、原則として、組合員が一定額（当時200ポンド）まで持分出資

　金を引き出すことおよび他に譲渡できることを認めていた。
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capita1）に関する規定を置き、払戻請求権付き持分出資（withdrawable

share　capita1）の仕組みを採用することができる。すなわち、組合員は自

己が払い込んだ出資額の払戻を受けられるかたちにもできる。この場合に

は、払込持分出資額を負債（debt）と会計処理することになる。さらに、

組合規約で、持分出資を行った後数年間は払戻を請求できない旨の制限を

付す、あるいは、理事に対して払戻請求を拒否することのできる裁量権限

を与えたとすると、同じく払込持分出資額を負債（debt）と会計処理する

ことになる。払戻請求権付き持分出資は、コミュニティ投資家としてベン

コムや協同組合へ加入している組合員にとっては魅力的に映るかも知れな

い。しかし、ベンコムや協同組合の健全経営の視点からみると、ストック

された内部資金が急激にフロー化する可能性もある。短期金融市場からの

借入や債券（bonds）発行による「流動性（liquidity）」の高い外部からの

資金調達に依存せざるをえなくなる懸念もある。

　ベンコムや協同組合は、払戻請求権付き持分出資（輌thdrawable　share

capita1）に加え、債券（bonds）も発行できる。ベンコムや協同組合によ

る債券発行を通じた資金（活動原資）調達方法（キャピタルファイナン

ス／capitalnnance）はあまり普及していない（46）。しかし、債券発行によ

る資金調達方法は、次の面から注目を浴びている。すなわち、ベンコム

や協同組合の組合員は、一人あたり2万ポンドを超える持分出資（share

capita1）を保有してはならないことになっている（1965年IPS法【1965年

協同組合・ベンコム法】6条1項）。このことから、ベンコムや協同組合

が債券発行を行っていれば、2万ポンド制限を超えて組合の事業原資調達

に応じたい組合員は、債券（bonds）保有者となり資金調達・投資に協力

する途も拓かれる。

　もっとも、債券発行による活動原資調達方法の是非については、政府

（46）　See，Development　Trust　Association，Community　Shares：Factsheet3Shares　and

　bonds（2009）at2．Available　at：http：／／www．communityshares．org．uk／documents／

　factsheet｝3－shares－an（i－bon（is．
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規制や調達コストを織り込んで精査する必要がある。2000年金融サービ

ス・市場法（FSMA）は、一般大衆を対象に投資を募る行為が、同法第2

編に定める「規制および禁止業務（RegulatedAndProhibitedActivities）」

に当てはまる場合には、適用除外（exemptedperson）にあたらない

限り（FSMA19条1項b号）、当該業務を営むに先立ちFSAから許可

（permission）を得るように求めている（FSMA19条1項a号）。これは、

ベンコムや真正協同組合の法人登録事務（registrぬon）とベンコムや真

正協同組合が行う金融サービス業務に対する認可事務（authorisation）と

は、別個の手続になっているからである。

　譲渡可能な払戻請求権付き持分出資券、さらには債券／社債のよう

な譲渡可能な証券（transferable　securities）を公募プロモーションする

場合には、原則としてFSAから認可を受けた目論見書（FSAapproved

prospectus）を公表するように求められる（FSMA21条、84条、85条）（47）。

もっとも、幅広い適用除外が設けられており、最も重要な適用除外の一つ

に、ベンコムや真正協同組合がコミュニティを対象に発行する譲渡権およ

び払戻請求権付き持分出資（transferble　and輌thdrawable　share　capita1）

や、ベンコムや真正協同組合あるいは登録チャリティやCIC（地域社会益

会社）が発行する債券（bonds）にかかる公募プロモーションに対する適

用除外がある。また、譲渡可能な証券であっても、100人以下または250

万ポンドに達していない公募プロモーションも適用除外となる（48）。

　ちなみに、一般に、金融サービスを利用する消費者は、金融機関との

間で紛争が生じた場合には、「金融オンブズマンサービス（FOS＝Financia1

0mbudsmanService）」〔FSMA第16編別表第17および2006年消費者信用

（47）　こうした公募に伴う目論見書規制要件（prospectus　requirements）を達成するの

　は、有償のプロモーション専門職の支援なしでは難しい。100万ポンドを超える資金

　調達を計画していないと、コスト的に見合わないとの指摘もある。

（48）　FSA，UKLA　Publications　Technical　Note，Prospectus　Rules　http：／／www怠a．govluk／

　pubs／ukla／prospec蝕s＿rules。p〔丘
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法（Consumer　CreditAct2006）59条〕を利用できる（49）。また、一般の金

融機関が破綻した場合には、「金融サービス補償制度（FSCS＝Financial

Services　Compens甜on　Scheme）」（FSMA第15編212条以下）で保護を受

けることができる（50）。ただし、目論見書規制（prospectusrequirements）

の適用がない共済組合が発行する債券（bonds）や払戻請求権付き持分

出資（withdrawable　share　capita1）その他非譲渡性持分（non－transferable

shares）などにっいては、この補償制度は適用されない。

（4）勤労者共済組合（IPS）の刷新

　2002年9月、ブレア政権（当時）の内閣府戦略室が策定した報告書『民

問活力、公益増進案（PrivateA面on，Public　Benent）』【『戦略室三セク改

革案』】においては、非営利セクター制度改革の一環として、勤労者共済

組合（IPSニindustrialandprovidentsociety）の刷新がうたわれた。具体的

には、「勤労者共済組合（IPS）」を、「協同組合（co－operative　societies）」

と「地域社会益共済組合（communitybene且t　socie挽s）」とにより明確に

分別したうえで、それぞれを刷新するように諮問した（51）。

（a）『戦略室三セク改革案』の骨・子

IPS刷新に向けての答申「戦略室三セク改革案』の内容は、わかり易く

まとめると、次のとおりである（52）。

（49）　FOSにっいては、Available　at：http：／／www五nancial－ombudsman．org．uk／about／

　index．hUnL
（50）　Available　at：http：／／www．fscs．org．uk／．

（51）　Available　at：http：／／www．cabinetoffice．gov：uk／media／cabinetoffice／strategy／assets／

　strat％20data．pdf．at55etseq．

（52）　Available　at：http：／／www．cabinetof且ce．govluk／media／cabinetoffice／strategy／assets／

　strat％20data．pdf．，at56．
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〔図表III－8〕『民間活力、公益増進』案に盛られたIPS刷新にかかる答申

答申1
・IPSを、真正協同組合（わo加擢8c（〉operative　societies）と地域社会益

共済組合（communitybene且t　societies）と区分し、それぞれの特徴

を維持するものとする。

・また、真正協同組合は、国際協同組合連盟（ICA＝lntemational　Co－

operative　IMliance）の協同組合の定義に関する報告書（Statement　on

theCαoperativeIdentity）1こ沿って制定法による再定義を行うものと

する。

・協同組合および地域社会益共済組合（co－operativesocie位esand
communitybene且tsocieties）は刷新されるものとする。また、勤労
者共済組合（IPS－industrial　and　provident　society）の表題は使用し

ないものとする。

・地域社会益共済組合（community　benefit　societies）には、異なる種

類の会員〔例えば、職員（staff）や利用者（users）〕を擁することを

認めるものとする。

答申2
・協同組合および地域社会益共済組合の解散または共済組織解消のため

の規制を、最近の住宅金融組合（buildingsocieties）の例を範にして、

強化するものとする。

・また、地域社会益共済組合は、会員の投票により、その資産を公益目

的のために永続的に保護し、かつ、協同組合または会社に組織変更す

るのを禁止することができるようにする。

答申3

・出資金にかかる制限は、緩和すべきである6したがって、1会員が出

資できる金額に関する2万ポンドの制限は撤廃するものとする。

・勤労者共済組合（IPS）立法は、会社法の（取締役の解任のよう

な）規定改正に沿って改正されるものとし、かつ、今後の会社法の

改正に沿ったIPS法の改正については、できる限り政令（statutory
instruments）により追完するものとする。

こうした政府案に応えて、イギリス議会は、1965年IPS法【現1965

年協同組合・ベンコム法】に改正を加えるために、2003年協同組合・地
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域社会益共済組合法（Cα・operadves　and　CommmityBenefitSocie行esAct

2003）【2003年協同組合・ベンコム法】を制定、女王の裁可を得て、2003

年7月10日に施行した（53）。さらに、2003年協同組合・ベンコム法に準拠

して2006年地域社会益共済組合（資産の利用制限）規則（Commmi取

Benefit　Societies（Restriction　on　Use　of　Assets）Regulations2006）【2006

年ベンコム規則】を定め、2006年2月7日に公布、2006年4月6日に施

行した（54）。これにより、IPSを分別・再編し、地域社会益に奉仕する「ベ

ンコム／BenComs」と、組合員の利益に奉仕する「協同組合（co－operaHve

socities）」とに大別し別々の軌道を走らせることにした。

（b）事業内容からみたIPSの分類

　IPS【現ベンコムおよび真正協同組合】は、消費者、営農者など額に汗

して働く人たちが助け合い、物品の販売や金融など多様なサービスの提供

をねらいで協同組合的な事業を展開している。さらに、少数ではあるが、

地域社会の振興や救貧、教育のような公益目的（charitablepulposes）

を有するとのことで（2006年チャリティ法2条2項）、チャリティコ

ミッションの所管になっている登録チャリティと同等の事業を営むIPS

（charitableIPS）もある（55）。

　1965年IPS法【現1965年協同組合・ベンコム法】は、IPSが営む事業の

利用者や剰余金の割戻し（分配）方法などから、大きく次の2つに分け

て、IPSとして登録することを認める（1条2項）（56）。

（53）　AvailabIe　at：http：／／www．opsi．gov：uk／acts／acts2003／plain／ukpga一20030015＿en＿1

（54）　Available　at：http：／／www．hm－treasurygov．uk／d／Asset＿Lock＿Regs＿2006＿30＿

　Nov＿05＿dra丘．p（1f．

（55）法令上は「チャリティであるベンコム（acommunitybene丘tsocietythatisa

　charity）」と称され、金融サービス庁（FSA）の所管から外れ、チャリティコミッショ

　ンの所管となる（2006年ベンコム規則5条b項）。

（56）　Available　at：http：／／www．opsi．govIuk／RevisedStatutes／Acts／ukpga／1965／plain／

　cukpga＿19650012＿en＿1＃pb1－1192．
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〔図表”卜9〕事業内容からみたIPSの分類

①真正な共同組合（δo％αガ4θco－operativesocie廿es）：参加した構成員

　　（組合員）などの相互の利益のために事業を営み、協同組合原則（co－

　operativeprinciples）に基づいて運営されるIPS（1965年IPS法【1965

　年協同組合・ベンコム法】1条2項a号及び3項）

②地域社会益共済組合（communitybeneHtsocieties）：共済組合の構

　成員（共済契約者）などの相互利益を目的とするのではなく、広く

　その地域社会の利益の増進を目指して運営されるIPS（1965年IPS
　法【1965年協同組合・ベンコム法】1条2項b号）。通称「ベンコム
　　（BenComs）」である。ベンコムは、構成員（共済契約者）に対して

　持分出資（share　capita1）に応じ事業から生じた利益剰余金を割戻す

　　（分配）ことや持分出資の払戻などはできるが、資産の利用目的限

　定／アセットロック原則（asset　rock　rule）の適用がある（2003年協

　同組合・ベンコム法1条）。

（c）真正な共同組合とは

　「真正な共同組合（加郷ガ46c（｝opera伽esocieties）」について、1965

年IPS法は、明確に定義していない。しかし、同法は、「協同組合」には

「主として組合その他の者に対する金銭の投資、預金もしくは貸付をしそ

れに対する利子、配当もしくはボーナスの支払をすることを目的に利益を

あげる事業を営むまたは営む意図がある組合は含まない」（1965年IPS法

【1965年協同組合・ベンコム法】1条3項）し、登録IPSになれない消

極要件を定めており、参考になる。

この点について、金融サービス庁（FSA）は、次のような判断基準を公

表している。

〔図表II卜10〕真正な協同組合かどうかの判断基準

・共済組合が、その構成員（組合員）が主としてその事業に参加するこ

とから得られる構成員（組合員）相互の利益を目的に事業を営んでい

　ること。
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・共済組合の支配が、「一人一議決権（一・人一票制）」の原則を基本と

し、その構成員（組合員）に平等に帰属していること。

・借入資本（debtcapital）に対する利子の支払は、その共済組合の目的

を達成するための資本等を確保・維持するに必要な利率を超えてなさ

れてはならないこと。

・余剰金は、それを構成員（組合員）に対し出資持分に応じ割戻し（分

配）できることになっている場合には、その構成員（組合員）が共済

組合と取引した分量あるいは共済組合の事業に参加した程度に応じて

割戻し（分配）すること。

・構成員（組合員）資格が、その共済組合の独占権や利益の増加をねら

いに人為的に制限されていないこと。

　例えば、労働者生産協同組合（worker　co－operative）は、IPS法【現ベ

ンコム・真正協同組合法】に基づいて、法定要件を充たせば、真正協同

組合として金融サービス庁（FSA）の共済組合登録部（Mutual　Societies

Registration　secUon）に置かれた相互組織公的登録簿（FSA　Mutual　Public

Resister）に登録ができる（57）。

　また、今回のIPS制度刷新に伴い、これまで会社法に準拠して成立・

運営してきた協同組合は、望めば、社員総会での特別決議を得て、会社

（CLS、CLG）類型から真正な共同組合（わo紹餌8co－operative　societies）

類型へ転換することも可能である（1965年IPS法【1965年協同組合・ベ

ンコム法】53条）。

（d）地域社会益共済組合とは

地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs－co㎜血取benentsocie恒es）

（57）　労働者生産協同組合（ワーカーコーペラティブ）とは、契約で参加する組合員が

　資本と経営権を有し、労働に従事して報酬を得る事業体である。事業を営むための

　資本（capital）は、借入金（10an　capita1）、補助金などの公的資金（grantcapita1）、

　信用貸し〔いわゆる過振り（credit）〕、留保金（retained　pro丘ts）などからなる。た

　だし、原則として、外部投資家向けに持分券を発行して持分資本（share　capital）を

　調達することはできない。
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とは、次の基準を充足してはじめて適格性を有する。

〔図表II卜11〕地域社会益共済組合（ベンコム）かどうかの判断基準

・共済組合の事業は、主としてその構成員（組合員・共済契約者）の利

益ためにではなく、地域社会一般の利益増進に資するように経営され

ること（1965年IPS法【1965年協同組合・ベンコム法】1条2項b
号）。

・共済組合の定款が、外部の出資持分者に分配することを認めていない

こと。また、当該共済組合は、構成員に対して事業から生じた利益剰

余金を割戻し（分配）することはできるが、清算その他非相互組織化

　（営利会社への転換等）にあたっては、地域社会益に供する専用資産

　（dedicated　assets）については利用目的限定／アセットロック原則

　（assetrockrule）適用がある（2003年協同組合・ベンコム法1条）。

・その団体は、会社形態ではなく、したがってIPS法【協同組合・ベン

コム法】に準拠して登録されていることについて、特段の事由を有し

ていること。

・解散（清算）に際して、当該団体の残余資産は、その構成員（組合

員）ではなく、同じ地域社会益を増進する事業目的を有する団体に移

転するものとしていること。

（e）ベンコムに適用される資産の利用目的限定（アセットロック）原則

　地域社会益共済組合（ベンコム）として登録するには、事業活動が、共

済組合のようにもっぱらその構成員（共済契約者）の相互利益を自的とす

るのであってはならない。むしろ、広くその地域社会の利益の増進に供す

ることを目的とするように求められる。すなわち、「組合の事業は地域社

会の利益を目指しているか又は目指そうとしている事実があり、かっ、当

該組合が1985年会社法に基づく会社としてよりも本〔IPS〕法に基づいて

登録されるべき特段の理由がある」（1965年IPS法【1965年協同組合・ベ

ンコム法】1条2項b号）かどうかがベンコム登録の際の判定基準となる。

　このように、ベンコムは、あくまでも地域社会の利益増進を目的として

いる。言い換えると、その構成員（組合員）に対する分配等の極大化を目
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的とする共済組合ではない。ベンコムの準拠法は、ベンコムが地域社会益

に供する専用資産（dedicatedassets）を目的外利用に供するのを防止する

ために資産の利用目的限定／アセットロック原則（asset　rock　rule）の適

用する旨を定めている（1965年IPS法【2003年協同組合・ベンコム法】

1条）。具体的には、組合規約（rules）のなかで地域社会の利益増進が目

的であることを明確にするように求めている。

　こうした構図の下、ベンコムには、地域社会益（コミュニティインタレ

スト）増進のための専用資産（その活動により生じた利益そのた剰余金を

含む。）は、地域社会益の増進する事業に費消されなければならないとす

るルールが適用される。

　ちなみに、「アセットロック（assetrock）」とは、通称であり、法律上、

正式には「資産の譲渡制限（restrictionsonthetransferofasset）」という。

　資産の利用目的限定／アセットロック原則は、後述の「地域社会益会

社（CIC＝community　interest　company）」にも適用がある（58）。ベンコムに

適用されるアセットロック原則とCICに適用されるアセットロック原

則とは、理論的には同じものと解される（59）。しかし、所管が、‘‘共済組

合”であるベンコムの場合は財務省（Treasury）および金融サービス庁

（FSA＝Financial　ServiceAgency）である。他方、“会社”であるCICの場

合は事業改革新技能省（BISニBusiness，ImovationandSkillsDepartment）

および会社登記所（Companies　House）内の地域社会益会社規制官（CIC

規制官／CIC　Regulator）である。このことから、ベンコムもCICも同じ

（58）　2004年地域社会企業法30条以下。詳しくは、本稿第3部m以下参照。

（59）財務省（Treasury）が、ベンコムに適用するアセットロック原則のあり方につい

　てパブリックコンサルテーション／意見公募を求めた資料（consult面on　document）

　においては、CICに適用するアセットロック原則とパラレルなかたちで説明をして

　いる。アセットロック原則の適用にっいては、適用主体は異なっていても、ベン

　コム（共済組合）とCIC（会社）は同一と見てよいのではないかと思われる。See，

　HMTreasurジ‘RegulatoryissuesforIndustrial　and　ProvidentSocieties：Aconsultation

　document（July2004）．Available　at：http：／／webarchive．natiomlarchives．govluk／＋／

　http：／／www．hm－treasurylgovluk／d／industria1300704．pdf
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く「地域社会益の増進」を目標とする法人であるとしても、その監督、規

制方法や内容が必ずしも同一であるとは限らない。

　①アセットロック原則とは何か

　財務省（HMTreasury）には、資産利用制限に関する規則を制定する権

限（powertorestrictuse　ofassets）が与えられている（2003年協同組合・

ベンコム法1条）。この権限に基づき、財務省は、2006年ベンコム規則を

定め、2006年2月7日に公布、2006年4月6日に施行している。また、

ベンコムがこのルールに違反する場合、金融サービス庁（FSA）は、監督

権限を行使し、一定の措置を執ることができる（2006年ベンコム規則8

条以下）。

　ちなみに、ベンコムが、次のような特定条件（prescribedcircumstances）

を満たす支払等をする場合には、組合資産の利用または取引にあたらず、

資産の利用目的限定／アセットロック原則を適用しないことにしている

（2006年ベンコム規則6条）。すなわち、構成員に対して払戻条件付き持

分出資金（而thdrawable　sh撮℃capita1）の価額または利子を支払う場合が

一一例である。また、1965年IPS法【現1965年ベンコム・真正協同組合法】

55条〔登録IPSの解散〕に基づく組合の解散もしくは1986年支払不能法

（InsolvencyAct1986）に基づく組合の整理に際して、債権者へ支払をする

場合も一例である（2006年ベンコム規則第2章関係別表1）。

　特定条件にあてはまらないベンコムの清算、ベンコムにアセットロック

原則違反がある場合、その他アセットロック原則の適用ある地域社会益会

社（CIC＝communityinterestcompany）登録をしていない株式有限責任会

社（CLS）に転換する場合には、金融サービス庁（FSA）は、地域社会益

資産（communityinterestproperty）を同種のベンコム、登録チャリティ、

CICその他のアセットロックト団体（asseし10cked　body）へ移転・譲渡す

べく、地域社会益資産の継承的処分（assetsettlement）を実施するように
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求めることができる（2006年ベンコム規則6条b号）。

〔図表lll－12〕ベンコムに適用ある「アセットロック原則」とは

FSAは組合
の規約に分

配制限およ

び地域社会

益資産の継
承的処分に

関する規定
がある場合

には、登録
を認める。

登録

FSAは、組合のガバナ

ンスを尊重しながら
も、組合の法令遵守状

況を監督し、組合にア

セットロック違反があ

る場合には、ベンコム

登録を抹消できる。

地域社会益資

産利用の監督ベンコb

存続期問

アセット回・7〃

違反への制裁

解散・ベンコム登録
抹消の際の地域社会
益資産の継承的処分

ベンコムは、解散その他ベンコム登録を抹消

する場合には、地域社会益資産を、他のベン

コム、CICその他のアセットロックト団体に

譲渡（継承的処分）するように求められる。

　②金融サービス庁（FSA）による監督

　すでにふれたように、既存の共済組合が地域社会益共済組合（ベンコ

ム）として金融サービス庁（FSA）に登録するには、組合規約（rules）

を改正して、地域社会益に供する専用資産（dedicated　assets）の目的外

利用を防止するため「資産の利用目的限定／アセットロック原則（asset

rockrule）」の規定を規約に盛り込む必要がある。法手続上は、ベンコム

登録を行うに先立ち、1965年協同組合・ベンコム法52条〔会社への転換、

会社との合併又は会社への事業譲渡〕の下での手続をすすめる際に求めら

れる組合員総会での「特別決議（specialresolution）」が求められる（2006

年ベンコム規則4条1項および同2項）。この点、ベンコムを新設する場

合とは、手続が異なる。

　法令遵守を含むベンコム制度の執行、アセットロック原則の適用につい

ては、FSAが監督する。FSAは、是正通知、損害賠償命令、役員解任の

指示、警告を含む法令に定められた一定の権限を行使することができる

（2006年ベンコム規則8条以下）。もっとも、FSAによる監督権限は、あ
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くまでも、ベンコムの信頼性を維持するに必要な範囲で行使できるに過ぎ

ない（2006年ベンコム規則8条）。

〔図表”1－13〕金融サービス庁（FSA）による監督権限行使をめぐる法的手続

是正通知（enforcementnotification）　・FSAは、地域社会益共済組合

／ベンコム（以下「組合」という。）がアセットロック原則に違反し

ていると認める場合には、是正通知を発することができる（2006年

ベンコム規則9条1項）。是正通知は、当該組合が違反を是正するま

たは繰り返さないために必要なあらゆる措置を講じるように求めるも

のである（2006年ベンコム規則9条2項）。

損害額の賠償（restitution）：・FSAは、組合が（a）アセットロック

原則（本規則第3条）に違反しており、（b）損害を被っており、か

つ、（c）その違反にかかわる役員がその事実を知っていると認める

場合には、当該役員に対して当該違反の結果その組合が被った損害賠

償額を適切と認められる日時までに支払うように求めることができる

　（2006年ベンコム規則10条1項）。

・損害賠償を負った当該役員が、支払を求められた期日までに全額また

は残額を支払わない場合には、組合は、未払債権として支払を求める

ことができる（2006年ベンコム規則10条2項）。

・FSAは、警告に応じて提出された説明を斜酌したうえで、その役員
が、当該組合がアセットロック原則違反をしていないかどうかを精査

するためのあらゆる相当な手続を尽くしたと認められるまで、その権

限を行使してはならない（2006年ベンコム規則10条3項）。

役員の解任（removaI　ofo仔icers）：・FSAは、組合がアセットロック

原則に違反し当該違反に関係した役員がその旨を知っていると認める

場合、その組合に対して当該役員の職を解任するように指示すること

　ができる（2006年ベンコム規則11条1項）。

・FSAは、警告に応じて提出された説明を斜酌したうえで、その役員
が、当該組合がアセットロック原則違反をしていないかどうかを精査

するためのあらゆる相当な手続を尽くしたと認められるまで、その権

限を行使してはならない（2006年ベンコム規則11条2項）。

警告（wamin　notice）　：・FSAは、本規則に基づいて是正通知、損害

額の賠償または役員の解任に関してその権限を行使しようとする場合

　には、その組合およびその権限行使の対象となる役員に対して警告を

発しなければならない（2006年ベンコム規則12条1項）。
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・警告は、FSAが取ろうとする行為に加え、その理由を附記した文書
で行わなければならない（2006年ベンコム規則12条2項）。

・警告は、FSAに説明をすることになる者に対して相当な期間を定め

て行わなければならない（2006年ベンコム規則12条3項）。

・FSAは、当該警告に定めた期間を延長することができる（2006年ベ
ンコム規則12条4項）。

・FSAは、相当期間内に、その権限を行使するかどうかを決定しなけ
ればならない（2006年ベンコム規則12条5項）。

決定通知（decision　notice）　：・FSAは、本規則に基づいて是正通知、

損害額の賠償または役員の解任に関してその権限を行使することを決

定した場合には、その旨をその組合およびその権限行使の対象となる役

員に対して通知しなければならない（2006年ベンコム規則13条1項）。

・決定は、FSAが当該権限を行使する理由の附記に加え、事例により
是正通知、支払方法または役員解任に指示についての詳細を記し、か

っ、この決定から28日以内に高等裁判所もしくは事例によっては（ス

コットランドの）民事上級裁判所（Court　ofSession）に提訴する権

利がある旨を記した文書で行わなければならない（2006年ベンコム
規則13条2項）。

・組合は、是正通知または役員解任の指示を受けた場合、それに従わな

ければならない（2006年ベンコム規則13条3項）。

提訴（a　eal）　：・本規則に基づくFSAによる是正通知、損害額の賠

償または役員の解任に関する権限行使決定があった場合、その組合お

　よびその権限行使を受けた役員は、高等裁判所もしくは所轄がスコッ

　トランドのときは民事上級裁判所（Court　ofSession）に提訴するこ

　とができる（2006年ベンコム規則14条1項）。

・FSAの決定についての提訴があった場合、裁判所は、（a）その決定

　の取消または損害賠償額の事案では適切と思われるまでの減額を行う

　ことなど決定の変更、（b）FSAの決定取消に換えた裁判所自身の決

定、をすることができる（2006年ベンコム規則14条2項）。

・裁判所への提訴は、決定通知書が発せられた日から28日以内に行わ

　なければならない（2006年ベンコム規則14条3項）。

・FSAによる是正通知、損害額の賠償または役員の解任に関する権限
行使決定は、（a）提訴できる期問および（b）提訴が終結するまで

の期間は、その効力を有しないものとする（2006年ベンコム規則14
条4項）。
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裁判所の命令（Court　order）　：・裁判所は、FSAの申請に基づき、

　（a）組合がアセットロック原則（本規則第3条）に違反するかも知

　れないまたは（b）違反しているもしくは違反していたとする相当の

蓋然性がある場合には、その組合に対して違反を止めるように命じる

　ことができる（2006年ベンコム規則15条1項）。

・裁判所は、FSAの申請に基づき、（a）組合の役員がアセットロック

原則（本規則第3条）に違反していることを知っているまたは（b）

違反しているもしくは違反していたことを知っておりかつ当該違反が

継続的であるもしくは継続していたとする相当の蓋然性がある場合に

は、その役員に指示を与え違法を停止するまたは解消する措置を講じ

るように命じることができる（2006年ベンコム規則15条2項）。

（f）IPS準拠法令の名称変更

2010年3月18日に、2010年協同組合及び地域社会益共済組合並びに信

用組合法（Co－operative　and　CommunityBenefitSocieties　and　CreditUnion

Act2010）【2010年協同組合・ベンコム法・信用組合法】が、成立した。

この議会制定法は、各種勤労者共済組合法（lndustrialandProvident

SocietiesActs）の名称を、次のように変更（re－naming）した（法2条）。

〔図表IIl－14〕各種共済組合法の名称変更一覧（2010年3月）

既存名称

・Industrial　an（i　Provident　Socie硫es

Act1965〔1965年勤労者共済組
合法〕

・In（lustrial　and　Provident　Societies

嵯Act1967〔1967年勤労者共済組
　合法〕

新名称

・Co－operative　and　Community『

BenefitSocieties　and　CreditUnion

Act1965〔1965年協同組合及び

地域社会益共済組合並びに信用
組合法〕

・Co－operative　and　Community

BenefitSocieties　and　CreditUnion

Act1967〔1967年協同組合及び

地域社会益共済組合並びに信用
組合法〕
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・Friendly　and　Industrial　and

Provident　Societies　Act1968
　〔1968年共済及び勤労者共済組
合法〕

・Indust■ial　an（i　Provident　Societies

Act1975〔1975年勤労者共済組
合法〕

・Indus樋al　and　Provident　Societies

Act1978〔1978年勤労者共済組
合法〕

・Industrial　an（i　Provident　Societies

Act2002〔2002年勤労者共済組
合法〕

・Co－operative　and　Community
Benefit　Societies　Act2003　〔2003

年協同組合及び地域社会益共済
組合法〕

・Co－operative　and　Community
Benefit　Societies　and　Credit　Union

Act1968〔1968年協同組合及び地

域社会益共済組合並びに信用組
合法〕

・Co－operative　and　Community

BenefitSocietiesAct1975〔1975年

協同組合及び地域社会益共済組
合法〕

・Co－operative　and　Community

BenefitSocietiesAct1978〔1978年1

協同組合及び地域社会益共済組
合法〕

・Co－operative　and　Community

BeneBtSocie廿esAct2002〔2002年

協同組合及び地域社会益共済組
合法〕

・Co－operative　and　Community

BenentSocie行esAct2003〔2003年

協同組合及び地域社会益共済組
合法〕

3　住宅金融組合

イギリスの「住宅金融組合（buildingsocie廿es）」は、本来、家を建てた

い人たちを支援するねらいで設立される協同組合の理念に基づく金融機関

である（60）。住宅金融に特化した協同組合（共済組合）方式を採った金融機

関といえる。

住宅金融組合は2種類の組合員からなる。一つは、「持分出資組合員

（shareholdingmembers）」である。すなわち、住宅金融組合に引受

けた持分に応じて出資した金額を預金する口座（shareholders’saving

（60）　ちなみに、イギリスの住宅金融組合は、アメリカの貯蓄貸付組合（S＆L＝

　Savings　and　Loan　associa廿ons）、つまり、住宅融資を主たる目的とする共済組合に相

　当する。ちなみに、アメリカの場合、株式を発行しているcorporateS＆Lsもある。
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account）を有している構成員である。そしてもう一つは、「借入組合員

（borrowing　members）」である。っまり、住宅金融組合から不動産担保

貸出（ローン）・融資を受けている構成員である（61）。これら組合員は、そ

の預金額あるいは借入額にかかわらず、「一人一票制〔一組合員一一議決

権〕の原則（onemembeちonevoterule）」に基づいて組合総会で組合権

を行使することができる。

　今日、イギリスの住宅金融組合が取り扱うリテール金融サービスは、伝

統的な組合員向けの住宅ローン〔不動産担保貸出・住宅金融〕や持分出資

預金口座（shareholders’saving　account）取引にとどまらない。定期預金

や通知預金、当座預金口座、無担保ローン、クレジットカードやデビッ

トカードの発行など組合員外向けリテール金融サービス（retail　nnancial

service）業務にも広く進出している。このため、ほとんどの金融サービ

ス業務において、普通銀行と競合している。

　20世紀初頭には2，200を超える住宅金融組合があった。しかし、廃業や

破綻、他の住宅金融組合との合併、さらには普通銀行（株式有限責任会社

／CLS）ないし公株式会社（PLC＝pubhc　limited　companyby　shares）〔最

低授権資本金5万～6万5，000ポンドを有し、ロンドン証券市場へ上場で

きる有限責任の株式会社〕への転換などが続き、2011年初頭で48にまで

その数を減らしている。今まさに、その存在意義が問われている。

　住宅金融組合業界は、全英で2，300万を超える組合員、5万1，500人を超

える従業者を擁し、47億ポンドを超える収入、3兆3千500億ポンドを超

える資産、抵当権付き資産2兆2千500億ポンド、預金残高2兆2千ポン

ド有している（62）。住宅金融組合のイギリスにおけるシェアは、リテール

預金額の約20％、抵当権付き貸出（ローン）金額の約20％である。

（61）　したがって、預金口座（deposit　account）開設者、個人ローン（personal　loans）

　利用者、クレジットカードロ座開設者、保険商品購入者、その他組合の子会社が販

　売する金融商品購入者は、組合員になる資格がない。
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（1）住宅金融組合における貸付と資金調達

　すでにふれたように、「住宅金融組合（building　societies）」は、本来、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たみ
互助・相互扶助（mutua1）の精神に基づき、民が協同して、持ち家を希望

する人たちを支援するねらいで設立された相互組織の金融機関である。こ

うした特徴を有することから、普通の銀行とは異なる様々な法的規制を受

ける。運営・監督規制に関する法令は多様である。しかし、それらのなか

でも、とりわけ1986年住宅金融組合法（Building　SocietiesAct1986）〔お

よび後年の改正法を含む。以下【1986年住組法】〕や2000年金融サービ

ス・市場法（FSMA＝Financial　Services　and　MarketAct2000）【FSMA】な

どが重要である。

　以下に、住宅金融組合に対する法的規制の中核をなす「事業資産額に占

める法定住宅不動産担保ローン（貸付）枠」および「個人組合員からの法

定資金調達枠」にっいて点検してみる。

（a）住宅不動産担保貸付（ローン）枠にかかる規制

　住宅金融組合（または「グループ住宅金融組合（society’sgroup）」を

含む。以下同じ。）は、その事業資産（businessassets）額の75％を、個

人組合員が完全な担保を設定して住宅不動産（residential　property）を購

入する資金ローン（貸付）に供するように求められる（1986年住組法6

条1項）（63）。「事業資産」額とは、①組合（グループ組合）の総資産に、②

貸倒額および貸倒引当金を加算し、③固定資産、流動資産および長期保険

基金ならびに抵当権が設定された資産を減算して算出した額である。ちな

（62）　イギリスの住宅金融組合法制の変遷にっいて詳しくは、住宅金融組合協会

　（BSA＝BuildingSocietiesAssocia廿on）のホームページ参照。Availableat：http：／／www．

　bs乱org．uk／keystats／index．htm。また、経済学専攻者による分析としては、斉藤美彦

　／梁田優「イギリス住宅金融の新潮流』（時潮社、2010年）参照。

（63）以前は法人も（borrowingmembers）となることができた。1997年住組法はこれ

　を禁止した。このため、暫定的措置として法人の借入組合員を有する住宅金融組合

　があるのみである。
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みに、ここでいう「住宅不動産（residentialproperty）」には、自用および

賃借用を含む（64）。

　財務省は、状況に応じて75％の法定住宅不動産担保貸付（ローン）枠

を60％まで引き下げることができる（1986年住組法6条6項）。なお、こ

の貸付額比率は、イングランド銀行から財政支援を受けている住宅金融組

合には適用がない。ちなみに、組合が75％枠に違反してその組合員と住

宅不動産担保貸付（ローン）契約を締結した場合でも、組合と組合員との

当該契約自体は有効とされる（1986年住組法6条6項a号）。

（b）資金調達にかかる規制

　住宅金融組合は、資金の50％超を個人組合員の持分出資（預金）のか

たちで調達しなければならない（1986年住組法7条1項・2項）。すなわ

ち、個人組合員が当該組合への持分出資を引受けた後に当該組合に払い

込んだ金額のみがその組合員の口座の預金（deposit）、すなわち「持分

出資預金」、として取り扱われる。この「リテール預金額からの資金調達

（fmding）割合の義務化（50％超）」の規定は、1997年改乖法により導入

された（65）。

　住宅金融組合においては、個人が開設できる預金口座等の種類が制限さ

（64）　1986年法にいう「residendal　property」の言葉は、「居住用資産」と邦訳するこ

　とも可能である。ただ、わが国の税法では、納税者およびその家族が住居として使

　用する住宅を「居住用」とし、一方、他人に賃貸する住宅を「事業用」とし、区

　別して取り扱っている。この点、1986年法は、この言葉を、自用（forresiden廿al

　purpose）と賃借用（for　let）〔いわゆる事業用〕を含む意味で使っていることから、

　混乱を避けるために、ここでは「住宅不動産」あるいは「住宅資産」と邦訳しておく。

（65）改正以前は、組合員の預金と貸付の金額が50％、員外（金融市場等）からの借

　入と預金の金額が50％であった。また、後記「2007年バターフィル法（Butter且11

　Act2007）」〔議員立法〕案では、住宅金融組合が、財務省の認可を条件に、その事業

　資金を50％以上、最大で75％までを金融市場等から借入れが可能なように改正する

　内容であったが、同法案は成立しなかった。なお、2011年現在、住宅金融組合が員

　外（金融市場等）から調達している資金の比率は平均で30％程度である。Available

　at：http：／／www．bsa．org．uk／faq／whatisabuildingsoc．htm
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れる（1986年住組法8条1項a号）。また、住宅金融組合は、持分出資以

外の方法で個人から資金調達を行うことは、原則として禁止される（1986

年住組法8条1項b号）。もっとも、住宅金融組合は、個人向けの当座預

金口座、「顧客（client）」などの名称にっいた金融口座、定期預金口座、

小切手発行などのリテール金融サービスを提供することができる（1986

年住組法8条2項）。

　さらに、住宅金融組合は、後記の永続的利付出資持分債券

（PIBS＝permanent　interestbearing　shares）発行・引受けによる劣後（後

配）持分出資（deferred　shares）の方法によるなどの例外を除き、原則と

して法人から持分出資引受のかたちで資金を調達することが禁止される

（1986年住組法8条1項c号）。

（c）永続的利付出資持分債券（PIBS）とは何か

　新たな住宅金融組合を設立する場合には、伝統的に、最低10人の組合

員を維持するように求められる（1986年住組法5条8項関係別表2第1

条）。同時に、100万ポンドの最低持分出資金（minimumshare　capita1）を

維持するように求められる。もっとも、こうした最低組合員数要件などは

いまや過去の“遺産”のようにも見える。住宅金融組合は、銀行など他の

金融機関との競争が激しくなり、合併や事業買収などによりその数を減ら

すとともに、大型化してきている。2007年夏には、いわゆる「サブプラ

イム問題」が顕在化し2008年秋に世界的金融危機へと問題が深刻化して

いくなかで、かつてのように組合員の持分出資（share　capita1）という内

部的リテール預金に大きく依存する体質では、大型化する住宅金融組合

を、浮き沈みが激しい現実の金融界のレールに乗せてうまく経営していく

のが難しくなっていった。短期金融市場からの借入や債券発行による「流

動性（1iquidity）」の高い外部から調達される資金に深く依存せざるを得な

い状況が強まっていった。
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　イギリスの住宅金融組合は生き残りをかけ、国民年金基金（UK

insurance　and　pension　funds）のような外部の機関投資家から資金を調達

する住宅金融組合も増えていった（66）。しかし、一方で、住組法は、住宅金

融組合に資金の50％超を個人組合員の持分出資（預金）のかたちで調達

するように求める（1986年住組法7条1項・2項）。したがって、規模が

大きく経営の安定化に外部資金の導入が欠かせない住宅金融組合にとって

は、この要件を充足することはしばしば重い足かせとなる。

　こうした樫楷の下にありながらも、イギリスの主要な住宅金融組合が、

個人組合員持分出資金割合の要件を充足したうえで外部資金の導入をはか

るためにあみ出した手法は「永続的利付出資持分債券（PIBS＝permanent

interestbearing　shares）」の発行である。近年、この手法による外部資金

調達が広がりを見せている（67）。

　PIBSは、10％から13％程度の固定利払いのある償還できない債券であ

り、償還期日（満期）もない。債券保有者は発行者である住宅金融組合に

買い取りを求めることもできない。債券保有者は債券を購入し払い込んだ

持分出資金でその組合の自らの預金口座の入っている金額（元本）の引出

しも認められない。したがって、債券保有者は譲受人（購入者）を見つけ

出したときに限り現金化できるに過ぎない。ロンドン証券取引所で売買取

引されている。利払いは年2回、永続的に行われる。債券の価格（市場価

格）は市場金利に反比例するかたちで連動する。すなわち金利が高騰すれ

ば、債券の価額は下がる、あるいは、その逆となる。

　PIBSは、劣後（後配）出資持分債券（deferred　shares）である。した

がって、PIBS保有者は、住宅金融組合が破綻した場合などには、組合へ

の他の投資家・債権者が補償された後に補償を受けられるに過ぎない。ま

（66）　See，Tamara　Bume11，‘The　Role　ofExtemaI　Capital　Providers　to　the　Build圭ng　Society

　Sectoず16SocietyMatter（Summeち2010）at．10，available　at：http：／／wwwlbsa．org．uk／

　docs／publications／society＿matters／sm＿summer10．pdf

（67）　Available　at：http：／／www．bsa．org．uk／faq／whatarepibs』htm
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た、PIBS保有者には、金融サービス補償制度（FSCS＝Financial　Services

CompensationScheme）が適用にならない（68）。投資家サイドからすると、

いわば「ハイリス久ハイリターン」の金融商品の一種といえる。

　ちなみに、個人のPIBS保有者は、当該PIBSを発行する住宅金融組合

の組合員として取り扱われ、持分出資組合員（shareholdingmembers）や

借入組合員（borrowing　members）と同様に、組合員総会に出席し、その

出資持分に関係なく各議案に対して1票（一組合員一票）を投じることが

できる。

（2）住宅金融組合の沿革と変容

　イギリスで最初の住宅金融組合は、1774年にバーミンガムで設立され

た。当初の住宅金融組合は、すべての組合員が住宅を入手したならば、

解散するという存続期限付き組合（temporaryortermin甜ngbuilding

societies）のかたちをとっていた。これが、次第に、当初の組合員が

住宅を取得した後も、新たな組合員を募集し、事業を継続するかたち

（ゴーイングコンサーン）の「永続的住宅金融組合（pemanentbuilding

socie廿es）」に変容していった。1930年代に入ってのことである。

（a）住宅金融組合の経営環境の変容

　住宅金融組合は、「住宅を持っておらず、取得資金も十分にない人たち

に対して融資し、住宅を取得できるように皆で助け合っていく」という

「互助・相互扶助（mutua1）」が基本理念である。従来、住宅金融組合は、

持分出資組合員への利払い率および住宅不動産担保貸付（ローン）利率に

（68）　共済組合が発行する払戻可能な出資持分（withdrawable　shares）その他非譲渡

　性出資持分（non－transferableshares）は、2000年FSMA法にいう「規制対象投資

　（controlled　investment）」にはあたらない。このため、目論見書規制などの適用が免

　除される。その一方で、「金融サービス補償制度（FSCS）」〔FSMA第15編212条以下〕

　の下での保護を受けることもできない。Availableat：http：／／www漉cs．org．uk／．
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ついて他の金融機関よりも有利な利率を提供（与信）するということで、

活動を続けてきた。すなわち、基本的には、株式会社のような外部株主へ

の配当の極大化を心配することなく、組合員の預金にできるだけ高い利子

を支払う一方で、借入組合員に対してもできるだけ低利の不動産担保融資

をすることを理念に事業運営をする金融機関である。しかし、今日、銀行

は、事業の効率化をすすめ、多様な金融商品を販売するとともに、住宅金

融組合の持分出資預金利子よりも高い預金利子を提供することも可能に

なってきている。住宅金融組合の設立理念と金融界の現実との乖離がはっ

きりしてきている。これが、住宅金融組合の数を減らす一因にもなってい

る。

　また、理論的に、住宅金融組合はその組合員が所有している。しかし、

現実には、定時総会における組合員の投票権は制限され、かつ、組合員は

理事者が仕上げた条件を鵜呑みにして投票せざるを得ないように年次報告

書などの総会提出資料の内容がねじ曲げられることさえも出てきている。

批判のあるところである。このように、住宅金融組合によっては、組合員

よりも「理事が主役」のかたちに変貌し、組合員が隅に追いやられ、理事

に食いものにされている実態がないわけではない（69）。もちろん、「エコロ

ジー住宅金融組合（EcologyBuildingSociety）」（70）のように、相互組織の本

（69）　理論的には、住宅金融組合は、利益の極大化を考える必要がない金融機関のは

　ずである。ところが、現実の経営においては利益向上指向を強めてきている。この

　背景には、理事が利益の一部をボーナス（賞与）として受け取ることができること

　もある。理論的には、理事がボーナス（賞与）を受け取ることは、組合員の持分出

　資への利払いの増額にもつながるものと解されている。こうした理解が、利益至上

　的経営を鼓舞するインセンティブともなっている。しかし、現実には、理事に対す

　る巨額のボーナス（賞与）が支給され、必ずしも組合員への利払いの増額につな

　がっていない場合も多い。組合員よりも理事への支払が優先されるような利益分配

　方針の決定過程の不透明さが指摘されている。理論的には、平理事（non－executive

　directors）は、組合員の利益を代表して、専務理事（execu廿ve　directors）らによ

　る組合経営を、独立した立場からモニターする役割を担っている。しかし、現実に

　は、そうした役割はあまり期待できる環境にはない。むしろ、余分な報酬支払が必

　要となる理事がさらにいるという実情にある。

（70）　Available　at：http：／／www．ecology．co．uk／．
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旨を尊重し、「組合員の利益が第・一（members’interests丘rst）」で運営さ

れている団体もある。

　いずれにしろ、1980年代に入り、普通の銀行が住宅ローン市場に進出

するなど、金融市場における競争が激しくなり、住宅金融組合は、普通

の銀行と同様の業務を行うようになって行った。競争激化に対応するね

らいから、住組法の定めに従い、合併（mergers）した住宅金融組合もあ

る（1986年住組法93条～96条、93条、94条及び95条関係別表16）。合併に

は、2つ以上の組合が新たな組合を設立する新設合併（amalgamations）

（1986年住組法93条）と他の組合へ事業を譲渡する吸収合併（transfer　of

engagements）がある（1986年住組法93条）。

　また、全組合員の50％以上が投票し、そのうちの75パーセントの

組合員が賛成すれば、共済組合である住宅金融組合を非相互組織化

（demutualisadons）し、株式有限責任会社（CLS）、公会社／株式有限責

任公会社（PLC）あるいは特定目的会社（speciallyformed　company）に

転換（transferofbusinessto　commercialcompany）し、普通銀行になるこ

とも可能である（1986年住組法97条～102条のD、法97条及び98条関係別

表17）。この場合、組合員の出資持分権は、会社の株式権に転換される。

実際にこの道をすすむ住宅金融組合も少なくない。さらに、一部の住宅金

融組合は、公会社（PLC）に転換、証券市場に上場を果たした。また、巨

大銀行に買収されたものもある。

（b）住宅金融組合に対する政府規制の経緯

　住宅金融組合に対する固有の政府規制は、1874年住宅金融組合法

（BuildingSocietiesAct1874）の制定にはじまる。

　住宅金融組合は、全盛期には、各地方団体に一つは設けられていた。し

かし、すでにふれたように、銀行のような規模の大きい競合する金融機関

の出現、さらには、そうした金融機関に対抗するための合併・買収（M＆
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A）を繰り返し、次第に数を減らしていった。

　銀行や投資会社のような金融機関との事業の競合、生き残りの競争が激

しくなるなか、一部の住宅金融組合は、一般の事業者への貸付や自己査

定・高金利の抵当権付き住宅ローンをはじめるなど、経験のない分野へ進

出する住宅金融組合も出てきている。なかには、新分野へ進出したもの

の、金融危機や世界同時不況の影響をもろに受け、破綻する住宅金融組合

も出てきた。

　イギリス政府は、組合員や預金者保護の観点から、組合本来の業務で

ある法定住宅不動産担保貸付（ローン）枠の引上げ（75％以上）（1986年

住組法6条1項）や個人組合員からの持分出資のかたちでの法定資金調

達枠の引上げ（50％超）（1986年住組法7条）、組合員の預金などを原資

とした金融派生商品（derivatives）販売への規制を強めてきている（71）。さ

らに、住宅金融組合への最低持分出資金維持要件（minimum　share　capital

requirements）（100万ポンド）を設けるなどで具体的に対応してきた（72）。

（c）住宅金融組合規制の現代化

　住宅金融組合に対する政府規制は、1874年にはじまったが、時代的な

要請に応えるために、その後も1894年、1939年、1960年と度々改正を重

ねた。住宅金融組合の力量を最大限に発揮できるようにするするための政

（71）例えば、1986年住組法は、原則として住宅金融組合またはその子団体に、証券取

　引、先物取引、外貨取引などを行うことを禁止する（9条のA）。

（72）組合員の持分出資金（shares）が、「資本（capita1）」に仕分けされるのか、ある

　いは「負債（liabilides）」に仕分けされるのかは争いのあるところである。持分出

　資金は、一般的な事業資金として機能し、かつ、負債に対する担保として機能して

　いると考えると、‘‘資本”とみることが可能である。しかし、一方で、持分出資金は

　組合員が払戻請求できる性質のものである（輌thdarable　share　capita1）との考えに

　沿うとすれば、“負債”とみることも可能である。イギリス金融サービス庁（FSA）

　の統計においては、住宅金融組合の「資本（capital）」とは、資本準備金（capital

　reserves）を指し、持分出資金や個人の預金などは「調達資金（funding）」と表示し

　ている。
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府規制の見直しで、もっとも至近かっ重要なものは、1986年住宅金融組

合法（Building　SocietiesAct1986）の制定および、次のようなその後の一

連の立法である（73）。

〔図表III－15〕住宅金融組合規制現代化のための立法一覧と特質

1986年住宅金融組合法（BundingSocie廿esAct1986）〔rlg86年法」〕（87年1月1日施行）

①住宅金融組合を規制する機関「住宅金融組合コミッション
　（BSC＝Building　Societies　Commission）」の導入〔ただし、その後、

　BSCへ規制権限は、2000年の金融サービス庁（FSA）の創設に伴い、

　FSAへ移譲され、BSCは解散した。〕

②住宅金融組合を、法人または法人とみなすこと。

1997年住宅金融組合法（BundingSociedesAct1997）〔rlgg7年法」〕（g7年5月g日施行）

①住宅金融組合理事会の組合員に対する説明責任の強化

②住宅金融組合の公会社（PLC＝public　limited　company）への法人組織

　転換に関する法制の整備

2000年金融サービス・市場法（FSMA＝FinancialServicesandMarkets
Act2000）〔r2000年法」〕（2001年12月1日施行）

①住宅金融組合コミッション（BSC）の規制権限の新設された金融サー

　ビス庁（FSA＝FinancialServiceAuthority）への移譲

②BSCの規則制定権限の財務省（Treasury）への移譲

2003年1986年住宅金融組合法（電子通信）令〔BuildingSocietiesAct
1986（Electronic　Communications）Order2003〕（2003年3月20日施行）

住宅金融組合が、附属定款記載事項〔定時総会、会計および監査報告な

ど〕の伝達に電子通信手段を使用するのを認めること

2007年住宅金融組合（資金調達）及び共済団体（譲渡）法〔Building
Societies（Funding）andMutualSocieties（Transfers）Act2007〕〔r2007年法」
または　［バターフィノレ法（ButterfinAct）」＊〕

（73）　ちなみに、ブレア政権（当時）の「社会的企業」育成のための一連の法改正では、

　この住宅金融組合法制現代化策が一っのモデルとされた。
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①共済団体〔例えば、住宅金融組合、共済団体（friendly　society）、勤

　労者共済組合（IPS＝industrial　and　providentsociely）〕が、他の共済団

　体の子団体となる場合に、事業譲渡を容易にすることをねらいとした

　法律

②住宅金融組合がその事業資金の最大75％までを金融市場から借入が

　可能なように、また、組合が破産した場合に組合員優先を止めその持

　分払戻請求権を一般の債権者と同列に扱うことができるように、財務

　省に対して住宅金融組合法令を改正できる権限を付与すること。〔ち

　なみに、この議員立法は成立しなかった。〕

2009年銀行法（BankingAct2009）（2009年2月12日成立）

①金融危機、預金者の保護および金融システム安定化に向けて、イング

　ランド銀行、金融サービス庁および財務省の三者が協調体制を構築す

　ること

②破綻している銀行や住宅金融組合に対応するための特別破綻処理制度
　（SRR＝SpecialResolutionRegime）を導入すること（74）

＊議員立法（privatemembers’bil1）

　これら一連の法改正は、端的にいえば、組合の資金調達および貸付要件

の明定化に加え、今日の「見える化」社会の要請に応えた経営内容の公開

や、効率的な経営刷新のための株式有限責任公会社（PLC＝public　limited

company　by　shares）への法人組織転換法制の整備、住宅金融組合を含む

金融機関に対する政府規制制度の一元化などがねらいである。

（d）カーペットバッガー

　すでにふれたように、1980年代に入って、他の金融機関との生き残り

競争が激しくなるなか、住宅金融組合の経営環境は大きく変化した。政府

は、住宅金融組合を他類型の法人（PLC／株式有限責任公会社）へ転換を

促す政策も実施した。組合員の75％の賛成があれば、住宅金融組合が株

式会社へ組織転換できるように法改正を行った（75）。

　こうした法人組織転換（demutualis磁ons、conver忌ion）の動きに呼応

（74）　なお、SRRに関する財務省の公開諮問（public　consulta廿on）Available　at：http：／／

　㎜．fsa．gov：uk／pubs／cp／joinL－doc＿st丑bili砿pdf



イギリスのチャリティ制度改革（2）（石村）　63

するかたちで、住宅金融組合に最低額の持分出資預金口座を開設し、組合

員となり投票権を得て、組合総会での法人組織転換を発議し、棚ぼた的に

新会社の株式の配賦を受けようとする投機家が出現した。こうした人たち

は「カーペットバッガー（carpetbaggers）」と呼ばれる（76）。

典型的な手口は、次のようである。まずく①ターゲットとした住宅金融

組合に投機家集団（77）が100ポンド程度の持分出資をし預金口座を開設し、

組合員になる。②そして、組合員総会で会社組織への転換（conversion）

（75）　1989年7月に、当時住宅金融組合業界の16％を占める伝統ある「アビーナショナ

　ル住宅金融組合（AbbeyNa廿onalBuildingSociety）」は、非相互組織化を実施し、株

　式有限責任公会社〔普通銀行／AbbeyNationalplc〕に転換したうえでロンドン証券取

　引所へ上場した。上場当時の株価は1株当たり1．3ポンドであった。その後、2000年

　に14ポンドまで上昇したのを最後に、株価は下がり続けた。その原因は、転換後、

　ホールセール分野へ積極経営に乗り出したものの、うまく軌道に乗らず膨大な赤字

　を抱えるにいたったためである。その後、経営をリテール分野へ回帰させたが、業

　績回復は思わしくなかった。その当時イギリス第6位の銀行になっていたアビーナ

　ショナルは、95％の株主の賛成を得て、2004年7月26日に、スペイン最大の銀行「サ

　ンタンデール・セントラル・ヒスパノ（BSCH＝BancoSantandorCentralHispano）」

　の買収提案（takeoverbid）を受け容れた。裁判所の正式承認を得て、2004年11月4

　日に、サンタンデール・グループの傘下に入った。アビーナショナルのケースは、

　住宅金融組合業界の実情を知るうえで生きた教材の一つといえる。See，BBC　News，

　κabbey　agreesto　Spanish　takeover”（Mondayl26Julyl2004）．Available　at：http：／／news．

　bbc．co．uk／2／hi／business／3925489．stm

（76）　カーペットバッガー（Carpetbagger）という言葉は、本来、アメリカ合衆国の南

　北戦争（Ci樋1war）後の国の再建時代（1865年～1877年）に、南部に移住した北部

　の人たちを指す。自分の持ち物一切をカーペットバッグ（カーペットの生地でっくっ

　た旅行カバン）に詰め込んで敗北した南部に赴き、搾取や略取を考えていた人たち

　を指して使われた。何のつながりもなない地域で行き政治的な地位を求める、ある

　いは、買収した企業に乗り込んで棚ぼた利益を得ようとするアウトサイダーを言い

　回すときに使われる。イギリスにおいて、この言葉は、住宅金融組合を非相互組織

　化し、株式会社に転換・上場する、あるいは既存の株式会社に事業譲渡し、当該会

　社から配賦・取得した株式を譲渡して棚ぼた利益をあさる投機家集団を蔑視する意

　味で使われる。

（77）　投機家集団によっては、例えばMembersforConversiongroupのように、1

　万人の会員を要するグループもある。See，News，“Retumofthecarpetbaggers，”

　Telegraph（10January，2001）available　at：http：／／www．telegraph．co．uk／finance／

　personalfinance／4477578／Return－of－the－carpetbaggers．htmL　Also，http：／／www．tes．

　co．uk／arUcle．aspxPstoryco（le＝42782．
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を発議する。③転換提案通過後に、組合権に応じた新会社の持分株式を受

け取る。④配賦を受けた株式を譲渡して利益を手にする。ちなみに、こう

した棚ぼた利益を手にするのには、住宅金融組合の公会社（PLC）への営

業譲渡（transferofbusiness）の手法も活用された（78）。

　住宅金融組合は、過去の組合員の協力を得た永年の事業活動を通じて巨

額の資産を蓄積しているところも少なくない。新規に組合に加入し、非相

互組織化（組織転換）という手法を用いて、こうした過去の組合員が残し

た資産を現金化し棚ぼた利益を求めて住宅金融組合を食いつぶす新参者の

カーペットバッガーの動きに、堅実な経営を行ってきた住宅金融組合のな

かには大きな不利益を被るところも出てきた。また、こうした転換実務に

対しては組合員からの異論も少なくない（79）。住宅金融組合の数が年々減少

（78）　See，News，旺nvestors　cash　in　on　demutualisationfeveち”The　Lawyer（4Septembeち

　1996）．Available　at：http：／／www．thelawyeLcom／investor餅cash－in－on－demutualisation－

　fever／85150．arUcle．

（79）　ノーザンロック住宅金融組合（NorthemRock）は、1997年に、非相互組織化

　し、普通銀行（NorthemRockplc）に転換し、株式を上場する道を選んだ。その

　際、組合の資産は利益を受ける現在（当時）の組合員だけでなく過去の組合員に

　よって形成されたので、非協同組合化は、組合創設以来有する相互組織の精神に

　抵触するのではないかとの理由から、現在（当時）の組合員による棚ぼた利益の吸

　収（asseレstdpping）に対する異論も強かった。ノーザンロックはこのような懸念に

　対し、保証有限責任会社（CLG）形態の登録チャリティである「ノーザンロック基

　金（NRF－NorthemRockFound甜on）」を設立し、NRFに対し、初年度にノーザン

　ロック銀行発行済み株式の15％を、さらにノーザンロック銀行の年間利益の5％を

　継続的に寄附することを約東した「公益寄附約款（deeds　ofcovenImt）」を結ぶこと

　で、組合員からの懸念に応える途を選んだ。2007年9月、ノーザンロック銀行は、

　市場からの資金調達比率が高かったことも裏目に出て、当時にサブプライムローン

　問題を契機とする世界的な金融危機に連座し、資金繰りが悪化した。ノーザンロッ

　ク銀行は、中央銀行であるイングランド銀行に支援を求めたことから信用不安が広

　がり、預金払戻などを求める客が銀行店頭やインターネットロ座に殺到した。数日

　で預金残高の8％にあたる20億ポンド（2007年9月当時の為替レートで約4600億

　円）が引き出された。財務省や金融サービス庁（FSA）は「預金の安全性を保障す

　る」旨の声明を出し沈静化を図った。次いで2008年2月に、イギリス政府は一時国

　有化を行うことを決めた。その後、新旧分離を行い2009年12月31日にノーザンロッ

　ク資産管理会社〔Northem　Rock（AssetManagement）plc〕となり、翌日銀行業務

　を新たに設立されたノーザンロック銀行（Northem　Rock　plc）に事業譲渡した。
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して行くなか、生き残った住宅金融組合は、カーペットバッカー対策のた

め、組合の基本定款や附属定款を変更していった。多くの場合、定款を改

正して新たに加入した組合員は、法人組織転換（非住宅金融組合化）が行

われても、加入から数年間は、保有する組合権を新会社の株式との交換の

かたちでは分配を受けられないこととする、といった対応策がとられた。

また、定款を改正して、組合員資格が得られる持分出資預金口座開設の際

の最低貯蓄額（最低基準残高）を100ポンド以上から2，000ポンドに引き上

げるような対応策をとる住宅金融組合も出てきた。

（3）1986年住宅金融組合法の骨子

　1986年住宅金融組合法（Building　Soci磁esAct1986）【1986年住組法】

は、その後改正され、現在、12の章、95条からなる。その構成は、次の

とおりである。

〔図表III－16〕1986年住宅金融組合法の骨子

第1章〔金融サービス庁の権限〕
第2章〔住宅金融組合の根本原則〕

第3章〔前払貸金、貸付金その他の資産〕

第5章〔金融サービス庁の管理権限〕

第7章〔当局の規制権限〕

第8章〔住宅金融組合の経営管理〕

第9章〔会計及び監査〕
第10章〔紛争処理〕

第11章〔解散、清算、合併、事業譲渡〕

第12章〔各種金融サービスに係る雑則及び補則並びに送達〕（80）

旧ノーザンロック銀行は、2007年の破綻に伴うNRFに対する寄附の停止をするま

で、NRFに対し総計で約1億9千万ポンドの寄附金を支出した。See，“Northem

Rock　squeezes　out2m　charity　boost，”BBC　News（28，J且nuaryl1998）．Available　at：

http：／／news，bbc．co．uk／1／hi／business／51281．stm．HM　Treasuryl　Treasury　confirms

l　January　restructu血g　of　Northem　Rock，”（8，Decembeち2009）．Available　at：http：／／

webarchive．nationalarchives．govluk／＋／http：／／www．hm！treasury：govluk／press＿116＿09．

htm．
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（a）金融サービス庁の規制権限

　すでにふれたように、金融サービス庁（FSA＝Financia1Services

Authority）は、2000年金融サービス・市場法【FSMA】に基づいて創設さ

れたイギリスにおける包括的・一元的な金融規制機関である。同法は、そ

の第1章でFSAの職務と規制権限にっいて定める。従来、住宅金融組合

の規制に関しては、住宅金融組合コミッション（BSC）が行っていた。し

かし、FSAの発足に伴い、BSCの規制権限は、FSAへ移譲された。

　1986年住組法は、住宅金融組合に関するFSAの規制権限について、次

のように定める（1986年住組法1条a項～c項）。

〔図表lll－17〕住宅金融組合に対するFSAの規制権限行使の趣旨

・住宅金融組合が、その組合員から相当の資金提供を受け、かっ、住宅

資産に担保を付して貸付をすることを目的または主たる目的としてい

るかどうかを監督すること

・1986年住宅金融組合法【1986年住組法】に基づいてまたは同法に定

める住宅金融組合に対する規制を実施すること、ならびに、

・住宅金融組合に関する事項について財務省その他の省に勧告および答

申をすること

（b）住宅金融組合の目的

　1986年住組法は、住宅金融組合の目的にづいて定義する。すなわち「そ

の目的またはその主たる目的は、その組合員から相当の資金提供を受け、

かつ、住宅不動産に担保を付して貸付（ローン）をすること」と定める

（1986年住組法5条1項）。したがって、一般の金融機関とは異なり、住

宅金融組合が‘‘ハイリスク、ハイリターン”な金融商品の販売などを経営

の中核に据える場合には金融サービス庁（FSA）による規制の対象とな

る。

（80）　ちなみに、第4章〔投資家の保護〕は金融サービス庁に権限移譲により廃止され、

　短い別表のみが存続している。第6章は1997年法により大幅に改正・廃止された。
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　住宅金融組合（またはそのグループ組合）は、原則として、その運営

資金の50％超を個人組合員の出資による持分保有のかたちによって調達

しなければならない（1986年住組法7条）。すなわち、組合員が持分出

資を引受け住宅金融組合に払い込んだ金額のみがその組合員の口座の預

金（deposit）、すなわち「持分出資預金」、として取り扱われる。言い換

えると、一定のリテール金融サービスを除き（1986年住組法8条2項c

号）、住宅金融会社の組合員は、原則として持分出資引受けが伴わない預

金は認められない（1986年住組法8条1項a号）。「持分出資預金」は、

住宅金融組合の事業運営に使われる資本等を構成することから、銀行の預

金とは異なり自由に引き出すことはできない。

　個人が住宅金融組合に開設できる預金口座（deposit　accounts）の種類

は、定期預金や通知預金、当座預金などに限定される（1986年住組法8

条2項c号）。また、原則として法人が住宅金融組合の持分出資者となる

ことは禁止される。ただし、法人が、住宅金融組合に法令が認める種類の

預金口座を開設することや、持分出資ではないかたちで組合に対し融資

（貸付）をすることについては、その限りではない（1986年住組法8条

1項）。

　1997年住組法は、住宅金融組合が基本定款（memorandum）に定めを

置き、その範囲内で組合が事業を営む権限を認めている（1986年住組法

5条5項）。もっとも、住宅金融組合の顧客のほとんどは、その組合員で

ある。したがって、法的に住宅金融組合が多様な事業をも営むことが認め

られるとしても、現実には組合員向けのリテール金融サービス（貸付、小

切手の換金等）を中心とせざるを得ず、おのずからその範囲は限られてく

る。

　また、住宅金融組合の定款の定めその他法令に違反する行為（不作為を

含む。以下同じ）があると思われる場合に、金融サービス庁（FSA）は、

2000年金融サービス・市場法【FSMA】36条および37条に基づいて規制権
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限を行使できる（1986年住組法5条4項のA第a号）。ただし、法令違反

等があったとしても、無過失の顧客との取引自体は有効とされる（1986

年住組法5条4項のA第b号）。

（c）住宅金融組合の設立および定款

　住宅金融組合は、準則主義に基づいて設立が認められる。すなわち、

所管の金融サービス庁（FSA）に対して、基本定款（memorandum）

や附属定款（rules）（81）など必要な書類を添えて登録申請をし、登録

（registration）された日に法人となる（1986年住組法5条2項）。登録

された法人は「住宅金融組合（building　society）」として取り扱われる

（1986年法住組5条3項）。

　①設立登録手続

　1986年住組法によると、新規の住宅金融組合の設立には、10人以上の

発起人が必要である（1986年住組法別表2第1条）。手続としては、発起

人会を開き、（i）組合の目的または主たる目的および本法に準拠した基本

定款に盛られた権限、ならびに（ii）本法に準拠した附属定款に対する同

意を得、かっ、（iii）各発起人が自署した基本定款および附属定款の副本

をFSAに提出することになる（1986年住組法別表2第1条1項a号～c

号）。

　FSAは、（i）当該基本定款および（ii）当該附属定款が1986年住組法

に準拠しており、かつ、組合の名称が望ましくないものではないと判断

する場合には、当該組合を登録し、かっ、法人設立証書（certificate　of

incorporation）を発行する（1986年住組法別表2第1条2項a号～c号）。

（81）　有限責任会社（1imited　company）の場合の基本定款（memorandum）、付属定款

　（articles）に相当する。
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　②基本定款

　住宅金融組合は、その定款（memorandum）および附属定款（rules）

（1986年住組法別表2第3条）を、1986年法5条8項関係別表2の規定

に準拠して定めるように求められる。

　基本定款には、まず、当該組合は、組合員から相当の持分出資を受け、

かつ、住宅不動産に担保を付して貸付をすることを目的ないし主たる目

的とすることを明記しなければならない（1986年住組法別表2第2条1

項）。また、（i）組合の名称および主たる事務所、（ii）他の目的がある場

合にはその目的、および（iii）組合の権限、を記載しなければならない

（1986年住組法別表2第2条2項a号～c号）。次に、基本定款は、（i）

組合員および役員（ofncers）、（ii）組合員に代わって、もしくは附属定款

に基づいて権利請求をするものにも適用ある（1986年住組法別表2第2

条4項）。

　③附属定款

　住宅金融組合の附属定款（rules）には、持分権の種類、理事、総会、

表決などにっいての定めが置かれる（1986年住組法別表2第3条1項・

4項）。

〔図表1”一18〕附属定款記載事項

1．組合の名称および主たる事務所の住所

2．資金調達の方法

3．持分出資の発行条件を決定する方法および持分出資者が保有する持

　　分出資の条件を変更する場合の通知方法

4．優先持分出資債券もしくは劣後持分出資債券を発行するかどうか、

　　また、発行する場合には、その条件
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5．貸付（ローン）およびローンを返還する場合の方法、ならびに、借

　入組合員が貸付期間終了前に借入額を返還する場合の条件

6．損失計上および確認する方法

7．組合員資格の消滅

8．監査役への報酬支払方法

9．理事に関して

　　（a）理事の選任方法および理事の互選に可否

　　（b）ある者が理事になるもしくは理事を続ける場合にその組合の

　　　　持分の保有に関して充足しなければならない条件
　　（c）理事に対する報酬および、定時組合員総会の決議によりその

　　　　報酬額を決定することになっていない場合には、支払うべき

　　　　最高報酬額
　　（d）理事としての職位にあった者に対して年金支払の条件および

　　　　　当該年金の支払条件の決定方法

10．理事会の権限および義務

11．組合に帰属する抵当証書その他の証券の保管

12．組合印の印章、保管および使用

13．組合員総会の招集および開催、とりわけ、

　　（a）総会の招集を求める組合員の権利

　　（b）総会で発議をする組合員の権利

　　（c）総会で発議をすることができる旨を組合員に通知する方法

　　（d）総会で遵守すべき手続
　　（e）総会の収集通知方法および送達方法
　　（f）組合員の表決権、表決を求める権利および表決方法

14．組合の強制解散または任意解散の場合に、債権者への支払後に残

　　余資産の分配に参加する組合員の権利

④その他

住宅金融組合は、特別決議により、その目的、権限または附属定款を変

更することができる（1986年住組法別表2第4条1項）。特別決議によら

ない場合には、その変更は無効である（1986年住組法別表2第4条6項）。
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（d）組合員の権利

　住宅金融組合の附属定款（rules）は、持分出資組合員もしくは借入組

合員または双方の資格を有する組合員でないものは、当該組合の構成員に

なることはできない旨を定めなければならない（1986年住組法5条・93

条・94条・97条関係別表2第5条1項）。1986年法において、「借入組合

員（borrowing　member）」とは、不動産のすべてにもしくは不動産の相当

部分に担保を付して住宅金融組合から借入をしている個人をさす。一方、

「持分出資組合員（shareholding　member）」とは、住宅金融組合に持分

出資預金を有するものを指す（1986年住組法5条・93条・94条・97条関

係別表2第5条2項）。未成年者（18歳未満の者）は、附属定款に別段の

定めがない限り、組合員になることができず、動議を提案し組合の職位に

就くもしくは表決に加わるまたは特別総会の請求に加わることもできない

（1986年住組法5条・93条・94条・97条関係別表2第5条3項）。

　①定時総会に関する権利

　組合員は、定時総会（AGM＝amual　general　meeting）の開催通知を受

け、総会に参加し、かつ、表決に加わる権利を有する。定時総会（AGM）

は、事業年度終了から4ヵ月以内に開催されなければならない（1986年

住組法5条・93条・94条・97条関係別表2第20条1項）。一般に、住宅金

融組合の事業年度は毎年12月に終了する。したがって、定時総会は、通

例、翌年の4月までに開催される。

　理事は、財務省規則に定めるところに従い、年次報告書（amual

accounts）〔1986年住組法72条〕、年次事業報告書（amualbusiness

statement）〔1986年住組法74条〕、理事報告書（director’s　report）〔1986

年住組法75条〕および財務諸表要旨（summary且nancialstatement）

〔1986年住組法76条〕を作成し、定時総会に提出するように求められる

（1986年住組法81条）。これらの報告書等にっいては、監査人がレビュー
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を実施し監査報告書を作成し、かっ、それを定時総会に提出しなければな

らない（1986年住組法78条1項）。監査人は、組合に対して必要な資料開

示を求める権限を有し、かつ、組合役員に対して必要な質問をする権限を

有する（1986年住組法78条3項・6項）。また、監査人は、理事会が作成

した報告書に同意できないときには、留保意見を付すことができる（1986

年住組法78条2項）。さらに、監査人は、自らの職務に必要な定時総会へ

の出席通知を受け、その他の理事会に出席し事情を聴取する権限を有する

（1986年住組法78条7項）。

　定時総会は、監査人から法定報告書の提出を受け、これら報告書につい

て審議する。また、ほとんどの住宅金融組合では、今日、定時総会で、理

事報酬報告書（理事に報酬および報酬の決定方法など）の関する表決も

行っている。もっとも、この表決は、法定要件ではない。

　住宅金融組合の定款または附属定款の改正は、定時総会で審議される。

また、定時総会において、組合員は、理事会へ質問をし、かっ、住宅金融

組合の事業について回答を得る権利を有する。

　定時総会に先立ち、組合員は、総会で審議しかつ決議に付す議題を提案

する権利を有する。組合員は、決議に付す提案をするには、附属定款に定

める要件を充足しなければならない。また、決議が総会を通過するには、

他の組合員の支持を得なければならない。来るべき定時総会で議題を審議

するには、その事業年度終了までにその議題を組合に提出しなければなら

ない。ただし、理事会は、その提案が意味のないものまたは取り上げるに

値しないものであるときには、その議題を取り上げないことができる。

　住宅金融組合は、必要に応じて、特別の議題を審議するために、特別総

会（SGM＝specialgeneralmee廿ng）を開催することができる（1986年住

組法5条・93条・94条・97条関係別表2第20条のA）。例えば、他の住宅

金融組合と合併する提案をする場合、または、住宅金融組合を会社へ事業

譲渡する場合には、特別総会の決議に付すことができる。特別総会の招集
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は、理事会に対して求める。通例、2年以上にわたり組合員資格を有する

500人以上（ただし附属定款にそれ以下の人数を記載している場合にはそ

の数による。）の組合員の同意を要する（同別表2第20条のA第2項及び

5項）。また、住宅金融組合によっては、特別総会の招集請求者には一定

の手数料支払（ただし25ポンドを超えてはならない。）を求めることがで

きる（同別表2第20条のA第7項）。

　住宅金融組合は、総会での議決においては「一人一票制〔一組合員一議

決権〕（one　membe鶏one　vote）」が原則である。投票資格は、100ポンド

以上の抵当権付きローンまたは100ポンド以上の貯蓄預金があること（こ

の点については任意に高い金額を定めることができる。）、18歳以上であ

ることおよびその事業年度の終了から定時総会の日まで組合員であること

などが条件である（1986年住組法5条・93条・94条・97条関係別表2第

5条3項b号）。したがって、各組合員の借入金額または持分出資預金額

の多少にかかわりがない。すなわち、借入組合員か持分出資預金組合者か

を問わず、各組合員は平等である。

　組合員は、総会に出席できない場合には、委任状を書いて他人に出席を

依頼できる（1986年住組法5条・93条・94条・97条関係別表2第24条1

項）。この場合、出席する者は、組合員資格を有する者である必要がない。

　②組合員が求めることのできる情報

　住宅金融組合の組合員は、理事が作成した次のような情報（1986年住

組法72条～78条）を求める権利を有する。
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〔図表III－19〕組合員が請求できる情報

・住宅金融組合の基本定款と附属定款の副本を入手する権利（ただし、

請求がある場合）

・理事が作成した住宅金融組合の年次の会計書類（annual　accounts）の

副本（定時総会開催までに組合員へ送達または組合員が持分出資預金

口座を開設したとき）

・年次事業報告書（annual　business　statement）の副本（ただし、請求

がある場合）

・年次の会計書類（amual　accounts）〔1986年住組法72条〕、年次事業

報告書（amualbusiness　statement）〔1986年住組法74条〕および理事

報告書（director’sreport）〔1986年住組法75条〕に関する監査人報告

書（auditors’report）（ただし、請求がある場合）

・定時総会の開催通知

　住宅金融組合から不動産担保貸出を受けている人（ただし、100ポン

ド未満の人を除く。）あるいは住宅金融組合の持分出資預金口座（share

savingsaccount）を持っている人（ただし、100ポンド未満の人を除く。）

は、組合員となる資格を有している（1986年住組法5条・93条・94条・

97条関係別表2第5条）。したがって、前記の情報を入手する権利を有し

ている。一方、持分出資預金口座以外の定期預金口座や通知預金口座など

を有している人などは、組合員になる資格がない。

　③協同住宅不動産担保借入者と共同持分出資預金ロ座保有者

　共同名義で住宅不動産担保融資（ローン）を受ける、あるいは共同名義

で持分出資預金口座を開設している場合も少なくない（1986年住組法5

条・93条・94条・97条関係別表2第7条及び8条）。こうした場合、名義

が最初に記載された者が組合員としての権利を有しかつその権利を行使す

ることができる（同別表2第7条2項及び8条2項）。その次に記載され

た人は、とりわけ、情報を受け取る権利を有する（同別表2第7条3項及

び8条3項）。したがって、共同で、住宅不動産担保融資を受ける場合あ
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るいは持分出資預金口座を開設する場合には、名義の記載順序に十分注意

を払う必要がある。

（e）理事の職務と選任手続

　住宅金融組合は2人以上の理事を置かなければならない（1986年住組

法58条1項）。理事は、定時総会において、組合員によって選任される

（1986年住組法60条1項）。通例、住宅金融組合は、理事会（boardof

directors）に7人から15人の理事（directors）を選任する。すべての理事

は、その住宅金融組合の持分出資組合員（shareholding　member）でなけ

ればならない。理事のうちから1人の理事会の長（chairman　ofthe　board

ofdirectors）を選出しなければならない（1986年住組法58条2項）。

　理事は、専務理事か平理事かを問わず、定時総会で、通例、3年間の任

期で選任される。再選は妨げない。理事の選任にっいては、住宅金融組

合によっては、選任委員会（nominationcommittee）の推挙に基づき理事

会が候補者を推薦し、組合員が投票によって選任するかたちをとるとこ

ろもある。また、組合員も、理事の候補者を推薦する権利がある。ある

いは、自分自身が選挙にたつことができる。また、定時総会では、理事

（directors）に加え、1人以上の監査人（auditor　orauditors）を選任する

（1986年住組法77条）。監査人の選任・任期、資格について詳しくは1986

年住組法別表11による。また、監査人は、組合員および金融サービス庁

（FSA）に対して必要な報告をする義務を負う。

　専務理事（execu伽e　directors）は、住宅金融組合の専任でその職務

を遂行する。また、上級管理者（senior　managers）の選任を行うととも

に、日常の事業経営にあたる。平理事（non－executive　directors）は、事

業戦略を承認し、かっ、事業遂行を精査し、さらには、代表理事（chief

executive）を任命する。理事の過半数は平理事でなければならない。住宅

金融組合は、事務役（secretary）を置かなければならない（1986年住組
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法59条2項）。代表理事は事務役の職務を兼ねることができる（1986年住

組法59条3項）。事務役は、代表理事と同様に理事会で任命される（1986

年住組法59条4項）。理事は、法令や定款を遵守し、経営的手腕を求めら

れる。したがって、誰でもその職務に就けるとは限らない。また、理事は、

監督庁である金融サービス庁（FSA）で承認（approvedperson）を受け、

SFAが設定した規制を遵守するように求められる。

　理事会は住宅金融組合の経営上の決定を行う。利率の決定や組合全般の

事業戦略はもちろんのこと、提供する金融サービスや販売する金融商品な

どの開発を行う。

（f）組合員の責任

　住宅金融組合の持分出資組合員の責任は、その組合員が出資した金額に

限定される（1986年住組法5条・93条・94条・97条関係別表第2第6条

1項）。一方、借入組合員の責任は、担保付きの借入金について抵当権そ

の他担保財産の範囲で支払うことができる金額に限定される（1986年住

組法5条・93条・94条・97条関係別表第2第6条2項）。

（4）住宅金融組合業界団体

　イングランドとウエールズにおける住宅金融組合の大きな業界団

体は二っある。一っは、「住宅金融組合協会（BAS＝BuildingSocie行es

AssociaUon）」である（82）。そして、もう一つは、「住宅金融組合員協会

（BSMS＝BuildingSocieties　MembersAssociation）」である（83）。

　BASは、住宅金融組合を経営の視点から、業界の意見を公表し、かつ、

政府規制に業界の声を反映させることを目的とする団体である。また、

BSAは、住宅金融組合業界の現状を、統計、法制などを駆使して、広報

（82）　Available　at：http：／／www．bsa．org．uk／．

（83）　Available　at：http：／／www．buil（1ing－societies－members．o思uk／
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に努めている。住宅金融組合業界の規模縮小に伴い、2011年2月現在、

48会員を擁する（84）。

　一方、BSMSは、住宅金融組合は、共済団体（mutualsocieties）の一っ

である点に着眼し、その本旨にそった事業に立ち返るべきであるとの視点

から、組合員の利益を守るための活動をしている団体である。したがっ

て、「住宅を持っておらず、取得資金も十分にない人たちに対して資金を

提供し、住宅を取得できるように皆で協力する」という住宅金融組合の本

旨を重視する団体である。

4　信用組合

　イギリスの信用組合（クレジットユニオン／creditunions）は、組合員

が出資し、組合員が所有・経営する金融協同組合（且nancialco－oper甜ve）

である（85）。消費者金融に特化した組合であり、住宅金融に特化した住宅金

融組合（building　sociely）とともに、イギリスの共済組合の伝統に根ざし

た相互組織の一っである。イギリスの信用組合は、19世紀後半にドイツ

で盛んに設立された信用協同組合（kreditgenossensha丘）（86）がモデルとさ

れる。イギリスでは、1970年代後半に最初の信用組合が設立された。

　信用組合は、金融排除（nnancial　exclusion）問題が深刻な地域におい

て、低所得者を対象に持分出資預金、ローン（貸付）、小切手の換金など

の業務を行っている金融機関である。また、一般に、信用組合の多くは、

その理事（directors）などの役員を含め事務運営を無給のボランティアに

大きく依存している。近年、信用組合は、新設や合併、解散や破綻等によ

る動きが激しく、金融サービス庁（FSA＝Financial　Service　Authority）が

（84）　Available　at：http：／／www．bsa．org．uk／

（85）　イギリスの信用組合に関する邦文の研究して、重頭ユカリ「イギリスのクレジッ

　ト・ユニオン」農林金融2003年3月号参照。

（86）　ドイツの信用協同組合について邦文の文献として、田淵進「ドイツ信用協同組合

　グループの構造変化」大阪経大論集60巻5号139頁以下（2010年1月）参照。
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所管する数は500程度である。

　現在、1979年信用組合法（Credit　UnionsAct1979）【1979年信組法】、

1965年勤労者共済組合法（lndus岨alandProvidentSocietyAct1965）

〔および後年の改正法を含む。〕【1965年IPS法／現1965年協同組合・ベ

ンコム法】、2000年金融サービス・市場法（FSMA＝Financial　Services　and

MarketAct2000）【FSMA】、2003年規制改革（信用組合）令〔Regulatory

Reform（CreditUnion）Order2003〕、2006年法・規則改正法（LegislaHve

and　Regulatory　Reform　Act2006）【2006年法規改正法】、2010年法・規則

改正（勤労者共済組合及び信用組合）令〔LRO＝LegislativeandRegulatory

Reform（Industrial　and　Provident　Societies　and　Credit　Unions）Order

2010〕【2010年法規改正令（LRO）】（87）などに準拠して運営・監督規制が行

われている（88）。

　今日、信用組合は、大きな転機を迎えている。その契機となってのが、

2000年6月金融サービス・市場法【FSMA】の制定である。同法は、2001

年12月に施行、2002年7月から信用組合へ適用された。これを受け、信

用組合の規制・監督権限が、これまでの共済団体登録官事務局（Office

ofthe　Registry　ofFriendly　Socie挽s）から、金融サービス庁（FSA）に移

管され、一般の金融機関と同様の規制・監督を受けることになった（89）。

（87）　なお、2010年5月の政権交代に伴う政令（orders）や規則（regulations）の議会

　での承認手続の遅延が原因で、いまだ2010年法・規則改正（勤労者共済組合及び信

　用組合）令【2010年法規改正令（LRO）】は施行されていない。

（88）　Ava圭lable　at：http：／／www．opsi．gov．uk／RevisedStatutes／Acts／ukpga／1979／

　cukpga＿19790034」en＿1　ちなみに、わが国の中小企業等協同組合法および協同組合

　による金融事業に関する法律に準拠して設立・運営されている信用組合に相応する

　とみてよい。わが国の「信用組合」は、組合員の出資による協同組織である「信用

　協同組合」が正式名称である。わが国には、信用組合のほかに、地域における協同

　組織の金融機関として、信用金庫法に基づいて設立・運営される信用金庫がある。

　信用組合および信用金庫は、協同組織の金融機関としての事業原資（基本財産）を

　「持分出資」に求めている。株式会社形態の銀行が事業原資を「株式資本」に求めて

　いるのとは対照的である。

（89）　従来は、銀行、証券、保険等の三分野に分かれて政府規制が実施されていたが。

　金融サービス市場法の施行により、これら三分野をFSAが一元的に規制・監督する

　ことになった。信用組合（クレジットユニオン）も、2002年7月から、FSAが所管

　している。
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また、一般の金融機関と同様に、信用組合にも、金融サービス補償制度

（FSCS＝FinancialSeMces　CompensationScheme）が適用されることに

なった（go）

（1）イギリスの信用組合制度の概要

　1979年信用組合法に定める信用組合の組合員となる法定要件は、同一

の職業あるいは同じ地域に居住しているなど共通の関係〔コモンボンド

（common　bond）〕で連帯感を漂々していることが特色である。「コモン

ボンド」は「共通の結び付き」「紐帯（ちゅうたい／血縁・地縁・利害関

係など、社会をかたちづくる結びつき）」とも邦訳されている（91）。各組合

員は「コモンボンド」として、最低1ポンドの出資をするように求められ

る。信用組合は、最低21人の組合員を要しなければならない（1979年信

組法6条1項）。

　信用組合の目的は、後に詳しく紹介するが、端的にいえば、①組合員が

定期的に持分出資をすることを奨励すること、②組合員の公正かつ相当な

利率で貸付をすること、および③必要に応じてその組合員に対して金銭管

理等についての研修・支援を行うことである（1979年信組法1条3項a

号～d号）。

（a）信用組合の「持分出資預金」の特質

　イギリスの信用組合制度の特質としては、「持分出資預金」制度をあげ

ることができる。信用組合は、原則として組合員以外はもちろんのこと

組合員からも預金（deposits）の受入れは認められていない（1979年信組

（90）2002年7月に信用組合にFSCSが適用されて以降、2009年までに42の組合が債

　務超過に陥っている。See，FSA，ReviewoftheCreditUnionsSourcebook（CRED）

　（November2009）at3，note3．http：／／www。fsa．govluk／pubs／cp／cpO9＿27．p（lf

（91）長谷川勉「日本におけるクレジット・ユニオンの理論と動向」生活協同組合研究

　2001年2月号参照。
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法8条1項）。例外的に18歳以下（ただ、し組合規約で16歳から組合員にな

れる資格を認めている場合には16歳以下。）の者からの一定金額までの預

金の受入れができるに過ぎない（1979年信組法8条1項、1965年IPS法

【1965年協同組合・ベンコム法】20条）。

〔図表Iil－20〕信用組合運営の仕組み

組合員への貸付 受領した利子　他の収益

《継続的持分出資預金》

組合員　　　　麗翻璽璽を
　　　　　　　　　プールする

騨

付以外の資金を銀行等に投 銀行等から得た利子

酔一準備《配当は年次組合員総会で決定》

【費用】生命保険料、

報酬、減価償却費、一

般管理費、不良債権、

租税等

　信組法上、信用組合の組合員（members）になることができるのは、

「コモンボンド（common　bond）」（「共通の結び付き」）を有する個人で

なければならない（1979年信組法1条4項）。また、個人以外は組合員

になれない（1979年信組法5条1項）（92）。組合員は最低でも額面1ポン

ドの持分出資（shares）を引き受けなければならない（1979年信組法7

条1項）（93）。引受けは一人何口でもよい（94）。もっとも、組合は、その規約

（92）　なお、2010年法・規則改正（勤労者共済組合及び信用組合）令【2010年法規改正

　令（LRO）】〔政権交代に伴う承認手続遅延により未施行〕第4章第15条は、信用

　組合規約に定めを置くことを条件に法人を組合員にすることを認める（新1979年信

　組法5条のA）
（93）　ちなみに、ここで言う信用組合の「持分出資（shares）」とは、株式市場で自由

　に取引され、価額が変わりかつ株主は株式保有数だけ投票権を有する株式とは異な

　る。すなわち、組合員はその持分数にはかかわりなく、協同組合のビジネスモデル

　で採られる一組合員一票制のルールに服する。

（94）以前、各組合員は、持分出資額を最高で5，000ポンドまたは信用組合の総出資額の

　1．5％までのどちらか多い方の額までに制限されていた。2002年に、当時の政権の規

　制緩和政策実施に伴い、この制限は撤廃された。その理由は、信用組合は、一組合

　員一票制のルールの適用があることから、大口出資者の組合支配は間題にならず、“

　逆に持分出資額制限は信用組合の財務体質を弱める結果を招く不要な規制であると

　のことである。
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（rules）において、組合員となる要件として5ポンドを超えて持分出

資をするように義務づける記載をしてはならない（1979年信組法5条2

項）。組合員が持分出資を引受け信用組合に払い込んだ金額のみがその組

合員の口座の預金（deposit）、すなわち「持分出資預金」、として取り扱

われる。言い換えると、持分出資引受けが伴わない預金は認められない

（1979年信組法8条1項）。

（b）組合員への貸付

　信用組合の主たる業務の一つは、組合員の持分引受けに伴い払い込まれ

た出資額（預金額）をプールして、組合員に対する貸付（ローン）をする

ことである（1979年信組法11条1項）。信用組合にもよるが、通例、組合

員は貸付を受けるには、最低12週間出資するように求められる。持分出

資額は、週1ポンド、週5ポンド等々、金額は問われない。単に継続的に

持分出資預金をするように求められるだけである。

　一方、信用組合は、担保付きあるいは無担保で組合員に対する貸付をす

ることができる（1979年信組法11条1項、11条のA）。組合員が受けるロー

ンの利率は月1％以内でなければならないし、ローンを組む場合には手

数料等は当該利子に含まなければならない（1979年信組法11条5項）。ま

た、組合員がローンを組むと、自動的に生命保険に加入し、保険料の負担

もない。したがって、万一の場合には、生命保険受取金でローンを返済で

きる。生命保険の支払額は、ローン相当額である。

（c）組合員に対する配当

　信用組合は、その会計年度終了時に、収益（pronts）が生じた場合、諸

経費（running　expenses／生命保険料、報酬、一般管理費等）および組合

に留保する金額（準備金／reserves）を差し引いたうえで、組合員総会で

の承認を得たうえで、残額を組合員へ配当することができる。
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　信用組合は、しばしば特定の預金に対して利子（interest）の支払を表

記してマーケティングを行っているケースがみられる。しかし、現行信金

法は、組合員が持分出資引受に伴い信用組合に払込み預けた金銭に対して

は利子のかたちでの支払いを禁じている（1979年信組法8条1項）。した

がって、信用組合は配当金（dividend）のかたちによる支払より認められ

ない（95）。

　各組合員の出資（預金）額に対して最高で8％まで配当（dividend）を

支払うことができる（1979年信組法14条4項）。もちろん、限度額いっぱ

いまで配当の支払が可能な信用組合の数は限られる。通例、4～5％程度

である。

（2）信用組合に対する規制緩和と消費者保護の立場からのFSA規制の強化

　1994年規制緩和・外部委託法（DeregulationandContrachngOutAct

1994）の成立に伴い、財務省は、1998年11月に、1979年信金法に基づく

信用組合への政府規制緩和の提案を行った（96）。

　また、2000年金融サービス市場法【FSMA】の成立、2002年7月からの

信用組合への適用に伴い、信用組合に対する規制権限が、共済団体登録官

事務局（Of且ceoftheRegistryofFriendlySocie且es）〔同局の廃止〕から金

融サービス庁（FSA）に移管された。FSAは、信用組合に対する不要な政

府規制を撤廃する一方で、消費者保護のための規制を強化してきている。

また、FSAは、金融機関一般への規制業務に関する資料集『FSAハンド

ブック（FSAHandbook）』を出す一一方で、信用組合規制業務に関する資

（95）　もっとも財務省（HMTreasury）は、配当に加え、利子の支払もできるように

　する方向での法改正の検討を行っている。See，FSA，‘℃reditunions　using　the　term

　‘interest’on　savings，”7Credit　Unions　Newsletter（May，2008）at3．Available　at：

　http：／／www．fsa．govluk／pubs／newsletters／cu＿newsletter7．pdf

（96）　See，HMTreasuryl　ProposedAmendmenttothe　CreditUnionAct1979：Consulta廿on

　Document（Novembeち1998）．Available　at：http：／／archive。treasurylgovluk／pub／htm1／

　reg／cucon．h血L
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料集『信用組合ソースブック（CRED，credit　union　sourcebook）』を出し

ている（97）。

（a）実施された主な規制改革

　FSAの規制において運営面では、信用組合は、FSAが承認した者

（approved　person）によってのみ運営でき、適切な会計を維持し、事業

を継続するに十分な財源を有していることなどを証明するように求められ

る。また、信用組合は、事業免許を有する銀行や他の信用組合から資金調

達を行うことができる。忠実義務違反に起因する損失補てん保険（fideli取

bonds）の最低適用額の引上げ、組合員夫婦共同口座制の導入も実施され

た（98）。

（b）FASによる信用組合に対する規制

　信用組合に対する規制については、金融サービス庁（FSA）発行の

『FSAハンドブック（FSAHandbook）』に典拠を求めることができる。

FSAは、信用組合を次の二つに分類して規制する方式を採用している（99）。

〔図lII－21〕第1種信用組合と第2種信用組合に対する主たる規制の概要

①第1種信用組合（驚rsion1CreditUnions）

《純資産維持要件》

・第1種組合は、常にプラスの金額の持分出資金を維持するものとする。

（97）CREDは、信用組合に対するFSAの規制や事務運営方針（ガイダンス）などを集

　成、アナウンスするためのFSA発行に資料集である。

（98）　See，P　Goth，D．McKiHop＆C．Ferguson，BetterPerforming　CreditUnions，Mergers

　and　Fast　Growth：Choosing　How　Best　to　Serve　Disa（1vantaged　Communities（2005）．

　Available　at：http：／／www．ucc。ie／acad／foodbus／CCS／ICA／Ppr＿Goth＿McKillop＿

　Ferguson．pdf．

（99）　FSAHandbook（December2006）at8．2．and8．3Available　athttp：／／www．fsa．govluk／

　pubs／hb－releases／re160／rel60cre（i．p〔廿
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《準備金の設定》

・第1種組合は、普通準備金（general　reserve）勘定を設定しかっ一定

額を維持するものとする。

　（i）会計年度の終了時に、普通準備金は少なくとも総資産の10％の額

　　にあること。したがって、当該10％の水準にない場合には、その

　　水準に達するまで、少なくとも当該年度の利益（pro且ts）の20％

　　を準備金勘定の繰り入れるものとする。

　（ii）「利益（pronts）」とは、収益から費用を差し引いたもので、配当

　　　（d踊dend）支払前の金額を指す。

・信用組合は、普通準備金が総資産の10％の水準にない場合には、他

の勘定への繰入はできないものとする。

《最低初期持分出資金額制》

・第1種組合は、初期持分出資金金額として最低1，000ポンドを維持す

るものとする。

《大規模第1種信用組合の持分出資金要件》

・第1種組合で500万ポンド以上の総資産もしくは5000人以上の組合員

または双方を有する信用組合は、常に総資産額の5％を超える割合の
持分出資金額を維持するものとする。

（i）第1種組合で1000万ポンド以上の総資産もしくは10000人以上の組

　合員または双方を有する信用組合は、常に総資産額の8％を超える
　割合のリスク調整済持分出資金額（risk－adjusted　capita1）を維持す

　るものとする。

（ii）「リスク調整済持分出資金額（risk－adjustedcapita1）」とは、後記第

　　2種信用組合に適用される意味のものと同様とする。

②第2種信用組合（驚rsion2CreditUnions）

（i）第2種組合は、常に総資産額の8％を超える割合のリスク調整済持

　分出資金額（risk－adjustedcapita1）を維持するものとする。

（ii）「リスク調整済持分出資金額（RAC＝risk－adjusted　capita1）」とは、

　次のとおりである。RAC＝持分出資金＋（貸倒引当金一借入者の純

　債務一12ヵ月以上の貸付滞納額一3～12ヵ月間の貸付にかかる滞納
　額の35％）

《最低初期持分出資金額制》

・第2種組合は、初期持分出資金金額として最低5，000ポンドを維持す

るものとする。
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規模の大きい第2種信用組合は、2006年11月から、組合員に対してディ

ビットカード（debitcard）の発行が認められ、ATM（現金自動預払機）

ネットに接続した。

（c）信用組合に対する規制見直しの動き

金融サービス庁（FSA）は、信用組合の実情のあわせて共済基準

（prudential　standards）の改正、すなわち『FSAハンドブック（FSA

Handbook）』を目指して、公開諮問／意見聴取（publicconsult甜on）を

行ってきた。

改正点を簡潔に述べると、以下のとおりである。

〔図lll－22〕信用組合に対する規制見直しの動き

①最低初期持分出資金額の引上げと資産／総資産に対する持分出資金比

　率の設定

《最低初期持分出資金額の引上げ》，

・第1種組合の最低初期持分出資金額を現行の最低1，000ポンドから最

低1万ポンドに引き上げる。

・第2種組合の初期持分出資金額を現行の最低5，000ポンドから最低
5万ポンドに引き上げる。

《総資産に対する持分出資金比率の設定》

・第1種組合の総資産に対する持分出資金比率を3％までとする。

②負債総額に対する流動資産保有比率の見直し

・組合は、常に負債総額の5％相当額の流動資産【現金や預金、受取小

切手、有価証券など比較的短期間に換金できる資産】を保有すること

が義務づけられている。加えて、第1種信用組合の場合には、各会計
年度の2四半期にわたり継続して負債総額の10％相当額の流動資産
以下になってはならないことになっている。

・2010年法・規則改正（勤労者共済組合及び信用組合）令【2010年法
規改正令（LRO）】では、現行の負債総額に対する流動資産保有比率

を、5万ポンドかまたは負債総額の5％相当額かいずれか多い方の額
　とすることになっている。

・一方、金融サービス庁（FSA）は、第1種組合および第2種組合とも
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に、常に負債総額に対する流動資産保有比率10％を維持するように求
める提案をしている。

（3）イギリスの信用組合概念の分析

　信用組合は、信用組合法の下、一定の員外利用も認められるが、貸出は、

原則して組合員に限られ、貸出金利も、月1パーセントを上回らないよう

に法定制限がある。組合員を対象としているが、マイクロクレジット（小

口信用）、マイクロファイナンス（小口金融サービス）の提供において、重

要な役割を果たしている。ただ、イギリスにおける消費者信用・金融に占

める割合は、全体の1パーセントにも届かない。その運営も、無償のボラ

ンティアがあたるなど、規模は小さい。住宅金融組合（building　sociedes）

と比べると、資金規模や経営基盤などの面で脆弱な面は否定できない。

（a）信用組合のコモンボンド

　イギリスにおいて、信用組合が事業を開始するのは、金融サービス庁

（FSA）から認可を受けなければならない。適格信用組合となるための法

定要件、すなわち「コモンボンド」（共通の結び付き、紐帯）は、次の6

っである（1979年信組法1条4項a号～f号）。

〔図IIi－23〕主なコモンボンド

・組合員資格が特定の職業に就いていること（followingaparticular
occupation）

・組合員資格が特定の地域に居住していること（residingin　apar廿cular
locality）

・組合員資格が特定の地域で雇用されていること（being　employed　in　a

particular　employed）

・組合員資格が同じ雇用主のもとで働いていること（being　employed
by　aparticular　employer）

・組合員資格が真正な団体その他信用組合として登録する目的以外で組
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織された組合の組合員であること。

・組合員資格が特定の地域に居住しているまたは雇用されていること
　（resi（iingin　orbeing　employed　in　aparticularlocality）．

（b）信用組合の目的

　79年信用組合法によると、信用組合は、次の目的で組織することがで

きる。すなわち、①預金積立による組合員への貯蓄奨励、②組合員向けの

公正かっ適正な金利で与信をする、③相互利益の目的に組合員の預金の管

理・活用、④金銭管理や金融管理についての組合員の研修・教育である

（1979年信組法1条3項a号～d号）。

（4）信用組合の登録

　社団（associadon）たる共済組合（society）は、預金（deposits）引

受業務を行うに先立ち、信用組合法4条1項に規定するところに従い規

約（rules）を定め、2000年金融サービス・市場法【FSMA】40条に基づ

いて金融サービス庁（FSA）に申請して、認可を受けなければならない

（1979年信組法1条1項b号・d号）。FSAは、申請人がFSMA別表第6

の定める要件を充足すると判断する場合には、1965年IPS法【1965年協

同組合・ベンコム法】に定める共済組合法人として登録する。登録された

共済組合は、規制された預金引受業務を行うことが許され、「信用組合」

として業務を行うことができる（1979年信組法1条1項e号）。信用組合

にはFSAから登録番号が付与される。また、信用組合は、有限責任であ

ることを明確にするねらいからその名称に「Limited」の文言を付け加え

るように求められる。

（5）信用組合の規約

信用組合が定める規約（rules）には、①組合の名称、②組合の目的、
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③登録事務所の住所、④組合員になる要件、⑤決算および事業（予算）の

承認ならびに規約の改正等を含む総会での定足数、⑥運営委員（理事その

他の役員）の任免、委員の権限および報酬、⑦各組合員が最大限保有でき

る持分出資口数（ただし、この定めを置くには金融サービス庁（FSA）の

事前承認を要する。）、⑧組合から脱退する場合の持分出資金の引出しおよ

び払戻方法、⑨組合員への貸付（ローン）の条件および組合員への生命保

険に関する規定、⑩組合印の保管と利用、ならびに⑪1人以上の組合監査

役（auditors）による組合会計の監査などに関する規定が記載されていな

ければならない（1979年信組法4条1項関係別表1）。

（6）組合員資格と投票権

　すでにふれたように、信組法上、信用組合の組合員（members）にな

ることができるのは、「コモンボンド（common　bond）」（「共通の結び付

き」）を有する個人でなければならない（1979年信組法1条4項）。また、

個人以外は組合員になれない（1979年信組法5条1項）（100）。さらに、組合

員になるには、最低でも額面1ポンドの持分出資（shares）を引き受け

なければならない（1979年信組法7条1項）（101）。引受けは一人何口でもよ

い（102）。もっとも、組合は、その規約（rules）において、組合員となる要

（100）なお、2010年法・規則改正（勤労者共済組合及び信用組合）令〔政権交代に伴

　う承認手続遅延により未施行〕【2010年法規改正令（LRO）】第4章　第15条は、信

　用組合規約に定めを置くことを条件に法人を組合員にすることを認める（新1979年

　信組法5条のA）

（101）　ちなみに、ここで言う信用組合の「持分出資（shares）」とは、株式市場で自由

　に取引され、価額が変わりかっ株主は株式保有数だけ投票権を有する株式とは異な

　る。すなわち、組合員はその持分数にはかかわりなく、協同組合のビジネスモデル

　で採られる一組合員一票制のルールに服する。

（102）　以前、各組合員は、持分出資額を最高で5，000ポンドまたは信用組合の総出資額

　の1．5％までのどちらか多い方の額までに制限されていた。2002年に、当時の政権

　の規制緩和政策実施に伴い、この制限は撤廃された。その理由は、信用組合は、一

　組合員一票制のルールの適用があることから、大口出資者の組合支配は間題になら

　ず、逆に持分出資額制限は信用組合の財務体質を弱める結果を招く不要な規制であ

　るとのことである。
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件として5ポンドを超えて持分出資をするように義務づける記載をしては

ならない（1979年信組法5条2項）。

　組合規約の定めに従い賛否同数の場合に議長が投じることのできる決定

票（キャスティングボート）の場合は別として、各議決において各組合員

は、その持分出資額にかかわらず、1票のみを投じることができる（1979

年信組法5条9項）。すなわち、金融協同組合の一種である信用組合では、

組合員による表決において「一組合員一票制」をとる。

5「社会的企業」構想の核となる非営利・相互組織のさらなる刷新プラン

　ブレァ政権（当時）の立てた「社会的企業部門」構築の構想では、イ

ギリスにおける伝統的な「共済組合（fdendly　societies）」や「勤労者共済

組合（IPS＝industrial　and　provident　socie廿es）」、「住宅金融組合（building

socie且es）」、「信用組合（creditunions）」のような非営利・相互組織の刷

新政策が盛られ、実施された。こうした刷新策は、その後のブラウン労働

党政権にも引き継がれ、推進された。

　労働党政権（当時）は、2006年に、「社会的企業」構想の核となる非営

利・相互組織のさらなる刷新に必要な改革ポイントを明確にするため、

2006年法規改正法を制定した。この2006年法規改正法を実施にっなげる

ため、政府は、2010年3月に、2006年法1条に基づく2010年法規改正

令〔2010年法・規則改正（勤労者共済組合及び信用組合）令／LRO＝

Legislative　Reform（lndustrial　an（1Provident　Societies　an（I　Credit　Unions）

Order2010〕を作成し、公表した。

（1）2010年法規改正令（LRO）の骨子

　2010年法規改正令（LRO）は、「社会的企業」構想実現の“器”と

期待されている非営利・相互組織のうち、とりわけ「勤労者共済組合

（IPS＝industrialandprovidentsocieties）」と「信用組合（creditmions）」
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にターゲットを絞って、次のような刷新策を盛り込んだ政令（order）で

ある（103）。

〔図III－24〕2010年法規改正令（LRO）に盛り込まれたIPSおよび信用

　　　　　組合刷新策の骨子

（a）1965年および1968年勤労者共済組合（IPS）法関係改正点

・IPSの組合員資格に関する最低年齢制限および役員任用に関する最低

年齢の引下げ

・IPSの払戻請求のできる出資持分の最大保有額に関する制限の撤廃

・IPS規約の副本発行手数料に関する規定の改正

・IPSの解散を容易にする改正

・IPSが自由に事業年度の開始を設定できるようにすること

・IPSが中間会計決算に対する検査を廃止すること

（b）1979年信用組合法関係改正点

・「信用組合の組合員資格要件（コモンボンド）の改正

・信用組合の無資格参加者に関する制限の見直し

・法人に信用組合の組合員になる資格を認め改正をすること

・信用組合の持分出資預金に対する利子の支払を認める改正をすること

・信用組合の組合員に対する配当にかかる年8％までの制限を廃止する

　こと

・信用組合員の持分出資の払戻請求を認めない規定を改正すること

・信用組合が、その組合員に対する付加的に提供するサービスの有償化

を認めること

（103）2010年法規改正令（LRO）の骨子について、See，HMTreasu堀Legisla廿ve

　Reform（ln（1ustrial　and　Provident　Societies　an（l　Credit　Unions）Order2010：

　Explanatory　document（March2010）；FSA，‘The　LRO　and　the　new　CRED　rules，”12

　Credit　Union　Newsletter（Novembeち2010）at1．Avai1αble　at：http：／／www．fsa．govluk／

　pubs／newsletters／cu＿newsletter12．p（1f
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（2）政権交代に伴う2010年法規改正令（LRO）施行の遅延

　2010年法規改正令（LRO）は、公開諮問／意見公募（pubHcconsultadon）

手続を終え、議会の承認を得るてはずとなっていた。ところが、2010年

法規改正令（LRO）は、2010年5月の政権交代に伴う議会における政令

（orders）や規則（regulaUons）などの議会制定法従位文書／委任立法

（statutoryinstruments）承認手続の遅延が原因で、2011年2月現在、いま

だ施行されていない。

6　地域社会益会社（C［C）と新公益法人（CIO）制度の特徴

　ブレァ政権（当時）は、「社会的企業部門」の強化・刷新のための構

想において、二つの新制度の導入をはかることにした。すなわち、一つ

は、①登録「地域社会益会社（CIC＝communityinterestcompany）」制

度の導入である。そしてもう一つは、②「新公益法人（CIO＝charitable

incorporatedorganisation）」類型の導入である。

　「社会的企業部門」構想の大きなねらいは、社会基盤としてのコミュニ

ティを立て直すためには、多様な企業形態を総動員しようということにあ

る。すなわち、活動原資（capitamnance）を、慈善寄附金、助成交付金・

補助金のような公的資金に大きく依存する第三セクターにあるチャリティ

の活用だけではできる施策が限られてしまうおそれがある（104）。

　こうした弱点を克服するために、利益をしっかりと確保しながらも、利

益追求はあくまでも地域社会の利益を拡大再生産する手段（再投資用の原

資）であるとする目的を持つ（したがって、利益の極大化が目的ではな

い。）営利会社である社会的企業を育成しようというわけである。

　このために設けられた「地域社会益会社（CIC）」認定・登録制度にお

（104）個人や企業からの寄附金の支出は、時々の経済状況に大きく左右される。このた

　め、寄附金に過度に依存するのでは、活動原資を安定的に確保することは難しくな

　る事態も想定される。また、公的資金（公的補助金等）に過度に依存するのも、そ

　の時々の政権がとる政策の改変によるリスクが避けられない
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いては、地域社会益（コミュニティインタレスト／community　interest）

をねらいとした法人企業（社会的企業）に投資する投資家は、通常の投資

利益（ファイナンシャルリターン／nnancialretum）だけではなく、社会

貢献益（ソーシャルリターン／social　retum）をも享受できるかたちにし

たわけである（105）。

　確かに、政府が「貯蓄から投資」と高らかに叫んでも、利益の極大化一

辺倒の株式や債券など金融商品に対する投資には興味の薄い人も少なくな

い。これが、‘‘ハイリスク、ハイリターン”のタイプとなると、一層抵抗

感が増してくる。

　しかし、投資に興味の薄い人たちでも、各種救貧事業や貧困層向けの無

担保小口金融（マイクロファイナンス債）のような社会貢献をうたった投

資には、多少なりとも関心が持てるはずもある。したがって、資金の使い

途が透明で社会貢献がねらいである投資に対する潜在的な需要は大きいと

みてよい。誘導政策次第では、さらにその重要は顕在化してくる可能性が

高い。

　一方、イギリス政府の「社会的企業部門」の強化・刷新のための構想に

おけるもう一つの目玉は、新「公益法人（CIO）」類型の導入である。こ

れまで、保証有限責任会社（CLG）の法人形態を選択し公益（慈善）活動

を行う場合、会社登記所（Companies　House）とチャリティコミッション

（CC）双方の機関による政府規制を受けてきた。このため、年次報告書

（amual　retum）などの提出は、双方に提出するように求められる（106）。

これが、新たに導入されたCIO類型を活用してチャリティ活動を行え

ば、チャリティコミッション（CC）のみの規制で済むことになる。政府

規制の緩和という視点からは、確かに公益法人／CIO活用の利点はある。

　しかし、第三セクターのカテゴリーに位置する公益法人（CIO）の場

（105）　もちろん、「ソーシャルリターン」は、投資家個人に帰属するものでないことか

　ら、個人的な満足度にも等しいともいえ、数値測定は難しい。
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合、コモンローの法理に従うと、法人の理事に対する報酬支払は原則とし

て禁止される（107）。これに対して、第ニセクター（営利企業）のカテゴリー

に位置する認定・登録地域社会益会社（CIC）の場合、その経営を行う取

締役等に相応な額の報酬を支払うことが認められる。

　この点について、法人経営の視点からどのように評価すべきかが問われ

る。実際、新たな公益法人（CIO）類型を創設にあたっても、新法人類型

の創設はよしとしても、イギリスのチャリティの伝統にしたがい、CIO役

員に就任する者が、無報酬で健全な経営に精力的に取り組めるのか。言い

換えると、CIOが、制度として、無報酬で名誉職として役員に就任する既

存の公益団体の伝統的な経営手法を継受しても、チャリティ界の大胆な革

新につながらないのではないかなどの点にっいても議論された。

　CICの場合、市場経済、金融市場を通じて持分株式（share　capita1）な

どの発行もできる。一方、CIOの場合、官製経済を基盤に寄附金や補助金

など公的資金に大きく依存することになる。CICの方が、キャピタルファ

（106）登録チャリティ（registered　charides）は、財務諸表等を作成・保存するととも

　に、チャリティコミッション（CC）に対して年次の会計書類、報告書その他法定書

　類を提出するように求められる（1993年チャリティ法41条～48条）。CCに対する報

　告内容（報告項目、その詳細度等）は、年次の事業収入額により異なる。Available

　at：http：／／www．charitycommission．govluk／Charity＿requirements＿guidance／What＿

　informadon＿must－trustees＿send＿index．aspx．一方、会社法に基づいて設立された有

　限責任会社形態の登録チャリティは、「会計書類（accounting　records）」（2006年会

　社法386条以下）、「年次会計書類（amual　accounts）」（2006年会社法393条以下）、

　「取締役報告書（directofs　report）」（2006年会社法415条以下）、その他法定書類

　（statutory　records）を作成・保存するように義務づけられている。なお、報告内容

　（報告項目、その詳細度等）は、基準年度（当年度および前年度）の事業収入額等

　により、小規模会社期間（small　companies　regime）〔2006年会社法381条以下〕に

　該当するか、また、上場会社（quoted）か非上場会社（unquoted　companies）かで

　異なる（2006年会社法358条）。また、会社の取締役（および事務役）は、会計年度

　ごとに、これらに加え、「年次報告書（amual　retum）」（書式ARO1）を会社登記所

　（CompaniesHouse）へ提出するように求められる（2006年会社法441条以下）。

（107）　See，Rosie　Chapman，Trustee　Remuneration：Views　from　the　sector（CC，7

　November，2007）．Available　at：http：／／www．charity－commission．gov．uk／1ibrary／

　仕rosiepptpdLf．
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イナンス（capitamnance／活動原資の確保）ルートの多様化に加え、活動

規模の拡大や地域経済の活性化などに機敏に対応できるようにも見える。

　一方、タックス・インセンティブ（税制上の支援措置）の面ではどう

であろうか。所得課税や消費課税などの面で、CIOがさまざまなインセ

ンティブ（税制上の支援措置）を享受できる。これに対して、CICの場合

は、原則的に普通の株式有限責任会社（CLS）と同等の課税を受ける。

　この点について、政府は、例えば営利企業の収支が合わない研究開発事

業向けに税額控除制度や直接補助制度を設けるなど、さまざまな公的支援

措置を用意している。普通の株式有限責任会社であるCICも、当然、普

通法人としての税制上の支援措置を享受できる地位にある（108）。したがっ

て、チャリティのみが手厚い税制上の支援措置を享受していると断定する

のは、まさに「木を見て森を見ない」見解ともいえる。このように、CIC

とCIOはそれぞれ、さまざまなインセンティブとディスインセンティブ

を有している。

　こうした点を織り込んだうえで、双方の制度的な特徴を対比し簡潔に図

説すると、次のとおりである。

〔図1”一25〕地域社会益会社（CIC）

　　　　　徴の対比

と新公益法人（CIO）との制度的特

地域社会益会社（CIC） 新公益法人（CIO）

発　　案 戦略室の報告書『民間活力、 戦略室の報告書『民間活力、

公益増進案』 公益増進案』

典　　拠 2004年（監査、調査および地 2006年1チャリティ法【イング

域社会企業）法〔以下「CIC ランド・ウェールズ】2005
法」〕【イングランド・ウェ旨 年チャリティおよび受託者投

ルズ・スコットランド】 資（スコットランド）法【ス

コットランド】

（108）　See，Anp　Malani＆Eric　A　Posne蔦‘The　Case　For－Pro五しCharities，”93Va．L　Rev

　2017（2007）．
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制度設計 社会的企業部門の確立【自
らの事業活動からあげた利

潤を原資にして、社会的利
益を拡大生産することを望
む企業からなる部門の確立】

CIC認定・登録制度の対象
は広い。保証有限責任会社
（CLG）や株式有限責任会

社（CLS）はもちろんのこ
と、勤労者共済組合（IPS）

なども広く対象となる。

会社法とチャリティ法双方に

基づく二重規制からくる煩雑

な手続から解放されたうえ

で、法人格を得て公益〔慈

善〕事業を営むことを望む
チャリティの‘‘公器”づくり

がねらい【チャリティの負っ

た負債に対する受託者・理
事、社員の個人責任の限定を
含む。】

地　　位 チャリティとしての地位なし 常にチ・ヤリティとしての地位
あり。

課税取扱 チャリティとしての課税上
の支援措置なし。〔原則とし

て、普通の株式有限責任会社
（CLS）と同様に課税される。〕

CIOは、非収益事業非課税や
みなし寄附金100パーセント
など、他のチャリティと同様

な課税上の支援措置あり。

目　　的 CICとして認定・登録を受け
るためには、会社は、「地域

社会益基準」を充足しなけれ

ばならない。この基準は、理

性を有する人が、その会社の

活動が、地域社会益に資する

活動を行っていると判断でき

る場合に充足しているとみな

される。

CIOになるには、申請主体
は、公益目的を明確にするよ

うに求められる。

2006年チャリティ法に定め
る13の公益目的類型の一っ
以上にあてはまる事業を行う

ことをねらいに設立される必

要がある。

目的変更 CICは、その目的を変更でき
る。ただし、変更後も、地域

社会益基準を充足し、かつ、

CIC規制官からその変更につ
いての承認を得なければなら
ない。

CIOは、その目的を変更で
きる。ただし、新たな目的が

2006年チャリティ法に定め
る13の公益目的のいずれか
に該当し、かつ、チャリティ

コミッションからその変更に

ついて承認を得なければなら
ない。

ガバナンス CICは、普通の株式有限責任
会社（CLS）と同様に、会社
の経営事項の決定および業務

CIOは、法人の経営事項の決
定および業務執行の意思決定

については、理事会（board
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執行の意思決定については、 oftrustees）がこれを行う。

取締役会がこれを行う。日常 日常の業務執行については、

の業務執行については、各取 各理事（trustee）がこれに
締役（director）がこれにあ あたるか、あるいは執行役員

たるか、あるいは執行役員 （manager）があたる。
（manager）があたる（109）。

責　　任 CICの取締役は、特段の契約 CIOの理事は、通例、CIO
がある場合を除いて、CICの の負債に対しては責任を負わ

負債に対して責任を負わな ない。また、CIOの理事は、
いo CIOに対する忠実義務違反
一方、CICの取締役は、CIC があった場合には、法規則に
に対する忠実義務違反などが 定める範囲に限り責任を負
あった場合には、その限りで

》
つ
o

はない。

（109）2006年会社法1121条〔オフィサーの職務解怠責任〕2項において、「オフィサー

　（of貸cer）」とは、a号「取締役（director）、執行役員（manager）、事務長（secretary）」

　（訳者傍線）に加え、b号「該当する規定においてその会社のオフィサーとして取

　り扱われる者」を指す、と定義する。この規定に関する議会上院（貴族院）での審

　議において、オフィサーにあてはまる者の職務解怠責任をはっきりさせるために、

　「マネジャー（manager）」を明確に定義すべきかどうかが問題となった。なぜなら

　ば、イギリスにおいて、「マネジャー」は久しく会社が慣習的に使用してきた内部の

　職制であり、会社法に規定する正式な職制ではなかったからである。法案の議会審

　議段階では、時間切れで十分な質疑討論（ディベート）が展開されずに終った。法

　律では、究極的に、「マネジャー」は会社の内部職制であることは確認されたもの

　の、これを明確に定義することは見送られた。Sθ召，伽κs醐4HL　Deb，Vol680，ser5，

　col　GC369（30March2006）．Available　at：http：／／wwwpublications．parliament、uk／pa／

　1（i200506／ldhansrd／voO60330／text／60330－32．htm＃60330－32＿spnew1．

　　ちなみに、アメリカ会社法（諸州の会社法）では、会社の内部職制として、業務

　に関する意思決定をする“取締役（director）”と、業務執行をする‘‘執行役（ofncer）”

　とに分けて規定している。わが国は、こうしたアメリカの法制をモデルにして、執

　行役員制度や、委員会設置会社の執行役の制度を導入している。わが国の会社法で

　は、“役員”とは、取締役、会計参与、監査役を指す（329条）。また、この役員に、

　執行役、会計監査人を含めて、職務解怠責任を負う‘‘役員等”と呼ぶ（423条1項）。

　このような定義からもわかるように、‘‘執行役（418条）とは異なり、‘‘執行役員”は、

　会社法に定められた職制ではない。この点、イギリスにおいて、実務的には取締役

　会から雇用されて業務執行を行う者（取締役ではない業務執行を行うオフィサー待

　遇の従業者）を、「マネジャー」と呼んでおり、その定義は定かではないものの、そ

　の者が任務を怠ったときには、会社に対して任務解怠責任を負わせている（2006年

　会社法1121条）。本稿では、「マネジャー（manager）」の文言を、職制の特質やその

　法律存在意義などを考慮に入れて、「執行役員」と邦訳（仮訳）しておく。
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役員への CICの取締役は、取締役とし CIOの理事は、他の類型の
報酬支払 ての職務に対して相応な額の チャリティの受託者・理事と

報酬を受けることができる。 同様に、特別に法的な典拠が

CICは、取締役に支払う報酬 あり報酬支払がゆるされる場
についてCIC規制官に対し 合〔例えば、使用人兼務の場
て報告するように求められ 合の使用人としての役務提
る。また、その報告書は、閲 供。物品や専門職としてなど
覧に供される。 特別の役務提供への支払〕を

除き、その職務に対する報酬

の支払は禁止される。

法が禁止する報酬支払が行わ

れた場合、チャリティコミッ

ションが救済のための処分を

行う権限を有する。また、報

酬支払がゆるされる場合で
あっても、その額が過大であ

ると思われるときには、チャ
リティコミ　ッション亭ま、　CIO

資産の私的流用とみなして
は、介入する権限を有する。

法人資産 CICは、CICの資産が、地域 CIOは、他の類型のチャリ

の分配 社会益目的に供され、かつ、 ティと同様に、支出を超える
私益に供されないようにする 剰余が発生した場合、その剰

ために、CLG形態のCICの 余はもちろんのこと、法人資
場合には、社員／会員に対 産をすべて公益目的に費消し
する配当はない。一方、CLS なければならない。したがっ
形態のCICの場合には社員／ て、CIOは、会員を擁する
株主に対する配当ができる。 形態の場合、その会員に対す

ただし、「資産の利用目的限 るいかなる分配も認められな
定（アセットロック）原則」 いo

が適用になり、利益ないし資

産の分配を制限される

清　　算 CICの清算に際し、当初の出 CIOの清算に際し、法人の純
掲（出資）額の返還を求める 資産については、サイプレス

ことができる。ただ、清算所 の法理に従い、公益目的を有
得（剰余）の分配を求めるこ する他のチャリティヘ移転・

とはできない。当該剰余は、 継承的処分を行わなければな

CIC規制官の認可・監督の らない。

下、他のCICまたはチャリ
ティヘ移転・継承的処分をす

ることになる。
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資本および CICは、法人資産を担保に借 CIOは、法人資産を担保に資

資金調達 入ができる。CICが、株式有 金の借入ができる。ただし、

限責任会社形態を採っている 株式発行による資金調達はで

場合、株主に対する配当制限 きない。CIOは、他のチャリ
のある株式を発行し、運営資 ティと同様に、寄附金、補助

金の調達ができる。 金、CIOが提供するサービス
利用料、投資所得などを活動

原資として費消できる。

登　録／ CLGないしCLSが、CICと CIOになろうとする団体
登　　記 して登録を受けるためには、 は、公益目的を有するなど、

当該法人は、会社法に基づ チャリティコミッションにお

いて設立され、会社登記所 いて登録チャリティになれる
（Companies　House）で登記 適格を有している必要があ
された会社でなければならな る。CIOとして登録されてい

い。会社登記官を通じてCIC るという事実は、公益適格が

への登録申請があれば、それ あることの証明になる。

を受けて、CIC規制官がCIC
登録要件を充足しているかど

うかを審査して、登録簿に搭

載する。

規　　制 CICは、原則として、会社法 CIOに対する規制は、チャ
に定めるあらゆる要件を遵守 リティ法に準拠してチャリ

しなければならない。また、 ティコミッションが行う。

CICは、CIC法に基づいて規 チャリティコミッションのよ

制権限を有するCIC規制官 るCIOに対する規制は、本

による規制を受ける。ただ 質的には、他のチャリティに

し、CICに対する規制はでき 対する規制と同等である。

るだけ軽微であるべきであ チャリティコミッションと
る、というのが立法意思であ CIC規制官とは、同じく社会
る。したがって、規制は、 的企業部門（socialenterprise

CICの信用を維持するに必要 sector）の構成員として、こ

な程度において監督権限を行 の部門の信用を確保するため

使するように求められる。 に監督責任を果たすことに

CIC規制官による処分は不服 なっている。加えて、チャリ
審査の対象になる。 ティコミッションは、CIOに

関して、法律遵守、社会・経

済的影響評価、説明責任の向

上という面から監督責任を果

たすように求められる。
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転　　換 CIC法に準拠して、CLGや チャリティ法に準拠して、現
CLS形態で現存する非公益 存する公益会社はCIOに転
の会社は、地域社会益基準を 換できる。CIOに転換した

充足できれば、CICに転換登 場合、当該公益会社はその目

録できる。CLGやCLS形態 的を変更する必要がない。公
で現存する公益会社は、チャ 益信託ないし公益社団も、新

イティコミッションの同意が たなCIOを設立することに

得られれば、CICに転換登録 より、CIO類型に転換する
できる。 ことができる。この場合、新

公益会社は、CICに転換登録 CIOと消滅するチャリティ
した場合、転換前から保有す は同一の公益目的である必要

る資産は公益目的に費消する があり、かつ、消滅するチャ

ように求められる。したがっ リティのすべての公益用資産

て、この場合、新CICは、 は新CIOに継承されるよう
旧公益会社の公益用資産にっ に処分（移転）されなければ

いては、受託者の役割を演じ ならない。

ることになる。

CIC法に準拠して、CICは、
チャリティに転換登録するこ

とができる。

報　　告 CIC法は、登録CICに対し CIOは、登録チャリティー一般
て年次地域社会益法人報告 に求められる報告義務を課さ
書（CIC　report）を作成し、 れている。したがって、CIO
会社登記官（Registrar　of は、内務大臣が定めた規則に

Companies）に提出するよう 従って、年次報告書を作成
に義務付けている。当該報告 し、チャリティコミッション

書は、公の閲覧に供される。 に提出しなければならない。

年次CIC報告書は、CICが 当該報告書は公の閲覧に供さ
その年度において、いかに地 れる。

域社会益に資する活動を行
い、かつ、利害関係人との関

係を保ってきたのかなどにっ

いての記録である。また、

CICは、会社法に基づいて有
限責任会社一般に求められる

年次会計書類や年次報告書な

どを会社登記官へ提出するよ

うに求められる。
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III地域社会益会社（CIC）登録制度

　すでにふれたように、「社会的企業」構想実現のための目玉政策の一つ

は、「地域社会益会社（CIC＝community　interest　company）」認定・登録制

度の創設である。

　CIC制度がめざすのは、新たな‘‘法人類型の創設”ではない。むしろ、

従来からある営利法人（会社）のうち、社会・地域社会・生活環境の利

益増進を目的とする法人（会社）を、「地域社会益会社（CIC）」として認

定し、社会基盤としてのコミュニティの再生につなげようというものであ

る。

　言い換えると、第三セクターに位置する法人であるチャリティ（チャリ

ティ法人・公益法人）の途を選択するのではなく、あくまでも第ニセク

ターのなかで社会貢献をしながら企業活動をしようとする途を選択する法

人向けの‘‘新ブランド／CIC”の創設である。

　したがって、この「新ブランド／CIC」認定・登録の対象となるのは、

主に、会社法（Companies　Acts）に基づき有限責任形態で新設されるあ

るいは既に設立されている株式有限責任会社（CLS＝companies　limited　by

shares）および保証有限責任会社（CLG＝companieslimitedbyguarantee）

である（2004年地域社会企業法36条以下）。

　ちなみに、CLSは、社員（members）は、同時に「株主／持分社員

（shareholders）」である場合が多い。一方、CLGは、社員（members）

を有するが、いわゆる「株主（shareholders）」は有しない（110）。

　なお、登録チャリティもCICへの転換登録できるが、あくまでも法人

形態のものに限定される。すなわち、非法人形態の登録チャリティは、

CICへの転換登録の対象外である。

（110）1981年までは、CLGであっても持分株式（sharecapita1）を有する形態も存在した。

　しかし、2006年会社法は、持分株式を有するCLGの新設を認めないことにした。
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1　地域社会益会社（CIC）制度検討の経緯

　　「地域社会益会社（CIC）」制度は、「社会的企業（social　enterprise）」

のうち、その資産や利益（剰余金）をもっぱら社会的目的（social

purposes）のために活用・費消する法人を一般の営利法人と差別化し、

CICという新ブランドで認定・登録することにより、保護しようとするこ

とにある。

　この地域社会益会社（CIC）構想は、当初、2002年9月の内閣府戦略室

報告書『民間活力、公益増進案』に盛られた。これを契機に、財務省（HM

Treasury）、当時の通産省（DTI＝Department　ofTrade　and　Industry）（111）、

内務省（Home　Department）（112）などが省間協議・検討を行い、CIC構想

を煮詰めていった。そして、最終的に、2004年会社（監査、調査およ

び地域社会企業）法（Companies（Audit，InvestigぬonsandCommun醇

Enterp且se）Act2004）【2004年地域社会企業法】第2編（113）および2005年

地域社会益会社規則（CommunityInterestCompanyRegula伽ns2005）

【2005年CIC規則】（114）として結実した。

　また、地域社会益会社（CIC）に関する規定は、その後成立した2006年

（111）会社法上の法人登記や法人年次報告情報の管理・運営業務などを行っている会社

　登記所（CompaniesHouse）は、当時、通産省（DTI）の執行工一ジェンシー（execu伽e

　agency）であることから、通産省も、CIC構想の協議・検討に加わった。ちなみ

　に通産省は、1970年に、それまであった通商委員会（BoardofTrade）と技術省

　（MinistryofTechnology）が合併し、誕生した。2007年6月28日に、通産省（DTI）は、

　事業企業規制改革省（BERR＝DepartmentforBusiness，EnterpriseandRegulatory

　Refom）と革新大学技能省（DIUS＝Departmentforlnnovation，Universi廿esand

　skills）に分割、再編された。そして、さらに、2009年6月5日に、BERRとDIus

　は、再度統合され、事業革新技能省（BIS＝Business，Innovation　and　Skills）として現

　在にいたっている。こうした流れを受けて、現在、会社登記所（Companies　House）

　は事業革新技能省（BIS）の執行工一ジェンシーとして存在している6

（112）内務省は、新たに創設された公益法人（CIO＝charitableincorporatedorganisa廿on）

　その他チャリティを所管するチャリティコミッションの所管省であることから、CIC

　構想の検討に参加した。

（113）　AvailabIe　at：http：／／www．opsi£ov：uk／acts／acts2004／ukpga＿20040027＿en＿5＃pt2．

（114）　Available　at：http：／／www．opsi．gov：uk／si／si2005／20051788．htm．
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会社法（CompaniesAct2006）6条〔地域社会益会社〕にも盛られた（115）。

地域社会益会社（CIC）制度実現に向けた検討のおおまかな経緯は、次

のとおりである。

〔図III－26〕地域社会益会社（CIC）制度検討の経緯

2002年9月 ・内閣府戦略室報告書『民間活力、公益増進案』のなか
で、地域社会益会社（CIC）制度の骨子を提案（116）

2003年3月 ・囲：財務省（HMTreasury）が、内務省や通産省
と協力して、答申「地域社会企業：地域社会益会社
　（CIC）制度案』【『CIC制度政府原案』】を公表（117）

2003年6月 ・囲：通産省（DTI）が、内務省などと協力して、研
究報告書『地域社会益会社：国際比較』を公表

2003年10月 ・通産省（DTI）が報告書『社会貢献企業：社会企業に関
する経過報告書、成功戦略』を公表（118）

・通産省（DTI）が、内務省などと協力して、報告書『地

域社会企業：地域社会益会社（CIC）制度案に対する

一般からの意見および政府の見解』【「CIC制度政府草
案』】を公表（119）。

2004年10月 ・匡：［亘］：通産省（DTI）瓜2004年会社（監査、調査およ

び地域社会企業）法（Companies）Audit，Inves丘gaUons

㎝dCo㎜uni取Ente咽se）Act2004）【2004年地域社会

企業法】の下で制定する『地域社会益会社規則案（CIC

draftregula廿ons）に対する公開諮間』を開始（2005年
1月4日まで）（120）

・囲：CIC制度創設の核となる立法「2004年会社（監

査、検査および地域社会企業）法（CompaniesAudit，
Investigations　and　Community　EnterpriseAct2004）」

　【2004年地域社会企業法】が女王の裁可を得て成立

（115）すでにふれたように、2006年に新法が制定されるまで、イギリス会社法は、

　1985年会社法（CompaniesAct1985）をベースに、1989年会社法（CompaniesAct

　1989）その他マイナーな年次修正を加えるかたちの法律となっていた。2006年6

　月になるまでは、会社法改正は、引き続き1985年会社法に修正を加えるかたちで

　行う予定であった。しかし、政府は、今回はきわめて大掛かりな改正を伴うことか

　ら、無用の混乱を避けるために、06年6月に修正を加えるやり方をやめた。そし

　て、新法として会社法を制定することにした。See，SaleemSheikh，AGuidetothe

　CompaniesAct2006（2008，Routledge－Cavendish）at174．
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2004年12月 ・通産省（DTI）が、報告書「地域社会益会社（CIC）：
地域社会益会社（CIC）の導入案』を公表（121）

2005年1月 ・通産省（DTI）が、報告書「地域社会益会社（CIC）：
地域社会益会社（CIC）の所管案』を公表（122）

・『地域社会益会社規則案（CIC　draft　regulations）1こ対す

る公開諮問』に対する一般からの意見および政府の見
解』を公表（123）

2005年7月 ・［工亜］：2005年地域社会益会社規則（Communi取
Interest　Company　Regulations2005）【2005年CIC規
則】の施行（124）

（116）　Cabinet　Office，Strategy　Unit，Private　Action，Public　Benefit（September，2002）at

　　53αs89・Available　at：http：／／www．cabinetoffice．govluk／media／cabinetoffice／strategy／

　　assets／strat％20（iata．pdf

（117）　See，HM　Treasur又Enterprise　for　Communities：Proposals　for　a　Community

　　Interest　Company（March2003）・Available　at：http：／／www・intelligentcommunities．

　　org．uk／documents／consultation％20document％20一％20community％20interest％20

　　companies．pd£

（118）　See，DTI，SocialEnterprises：AProgressReportonSocia1Enterprise：A

　　Strategy　for　Success（October，2003）．Available　at：http：／／www．sustainweb．org／pdf／

　　StrategyforSocia1Enterprise＿ProgressReport＿2003．pd£

（119）　See，DTI，Enterprise　for　Communities：Proposals　for　a　Community　Interest

　　Company：Report　on　the　public　consultation　and　the　govemment’s　intentions（October

　　2003）．

（120）　See，DTI，Consultation　on　draft　Regulations　for　Community　Interest　Companies

　　（October2004）、Available　at：http：／／www．berr．gov：uk／files／file14630．pdf．

（121）　See　DTI，Community　Interest　Companies：An　Introduction　to　Community

　　Interest　Companies（December，2004）。Available　at：http：／／www．w－n－c．org／files／

　　Community％201nterest％20Companies％20Fact％20Sheet．pd£

（122）　See　DTI，Community　Interest　Companies：The　Regulator　of　Community　Interest

　　Companies（Janu＆ry2005）。Available　at：http：／／resources．socialfirms．co．uk／files／

　　resources／cicfactsheet2．pd£

（123）　See，DTI，The　draft　Community　Interest　Regulations2005：The　Consultation

　　Responses　and　the　Government’s　Intension（January2005）．Available　at：http：／／www．

　　berLgov：uk／files／file14631．pdf。

（124）　Statutory　Instrument2005No．1788）．Available　at：http：／／www．opsi．govIuk／si／

　　si2005／20051788．htm．
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2　C［C制度導入の契機

　確かに、登録「地域社会益会社（CIC）」制度導入の大きなねらいは、

社会基盤としてのコミュニティを立て直すために、CICという新ブランド

を創設し、社会・地域社会・生活環境の利益増進に寄与する企業っくりに

あった。しかし、このほかに、表面に出てきてはいないがCIC制度導入

の足がかりとなるいくつかの事情があった。それらは、次のように大きく

（1）営利企業セクター側の事情と、（2）非営利法人セクター側の事情

とに分けることができる。

〔図1”一27〕CIC制度導入のねらい

《営利企業セクター側の事情》 《非営利法人セクター側の事情》

・営利企業の社会的責任（CSR） ・「エクイティファイナンス（株式

の一環としての社会的責任投資 や転換社債の発行）」を含む活動

（SRI）先の確保 資金源の多様化・社会的責任投

資（SRI）のための「受け皿」つ
くりへの協力

（1）営利企業セクター側の事情

　近年、営利企業セクターにおいては、「企業の社会的責任（CSR〒corporate

socialresponsib皿廿es）」が厳しく問われるようになってきている。同時に、

金融界に身を置く企業などが投資先を選ぶ場合には社会的責任をもって投

資をするように求めること、つまり「社会的責任投資（SRI）」を行っている

かどうかも精査されるようになってきている。

　登録「地域社会益会社（CIC）」制度は、まさに、こうした営利企業セ

クター側の事情を勘案し、社会的責任投資先として、CICを活用できるよ

うにし、同時にCICの活動原資（capitalfinance）を確保しようという、

第二（営利）セクター界と第一（政府）セクターの間で共有できる一石二

鳥の考え方が足がかりとなっている。
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（2）社会的責任投資とは何か

　　「社会的責任投資（SRI＝socia皿yresponsibleinvesdng、sociallyresponsible

investment）」とは、個人投資家ないしは企業、企業の年金基金、投資信託

などの機関投資家は、従来からある財務分析による投資基準に加え、自ら

の社会的責任の一環として、法令遵守、・差別のない雇用、・人権問題、・消

費者保護、・環境対策、・地域社会投資など基準に基づく評価も含めて企業

を選定し、投資するように求める考え方である。

　これらの基準のうち、「地域社会投資」基準に基づく評価においては、

低所得者用住宅建設や高齢者施設運営、若年者職業訓練、コミュニティ交

通サービスなど、地域社会の生活環境を整備する事業や生活環境を保全す

る社会的企業に対し重点的に投資するように求めることになる。

　近年、イギリスやアメリカでは、とくに投資信託を運用する投資信

託会社などは、①「銘柄（screening）投資」に加え、①「株主行動

（shareholder　advocacy）投資」（社会的責任を果たすように株主総会な

どで経営陣に改善を求めることをねらいとした投資）、③「地域社会投資

（communityinvesdng）」を積極的に行うようになってきている（125）。

3　社会的責任投資（SRl）とCIC制度

　イギリス政府は、地域社会益会社（CIC）への投資家は、自己利益の

追求を主眼とするのではなく、地域社会益（communilyinterest）に着

眼すべきであるとしている。すなわち、CIC制度の導入の大きな目的の

一つは、篤志家的なセンスのある投資家（博愛投資家～philanthropic

investors）に対し、ある程度の見返り（剰余金の配当や利子支払）を期待

（125）詳しくは、谷本寛治編著『SRI社会的責任投資入門』（日本経済新聞社、2003

　年）、秋山をね『社会責任投資とは何か』（生産性出版、2003年）。環境省「社会的

　責任投資に関する日米英3か国比較調査報告書～我が国における社会的責任投資の

　発展に向けて」（2003年6月）．Available　at：http：／／www．envgojp／policy／kinyμ／rep＿

　h1506／．
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できるようにしたうえで、会社（法人）形態で地域社会の再生に向けた活

動している非営利組織に対し資金提供を願おうというわけである。

　不安定な景気が長引くなか、営利企業は、社会貢献負担をコスト増要因

と見る傾向を一段と強めてきている。このため、営利企業からのチャリ

テイヘの寄附金の支出は細る一方である。社会的企業は、どのような手法

を用いれば潤沢な活動原資を確保できるのか重い課題をかかえていた。

　こうした事情の下、当時のブレァ政権は、社会的企業側の活動資金源確

保ぺの二一ズと、営利企業側の‘‘社会的責任投資（SRI）先の確保”の二一

ズとをうまく調和させることで、解決の糸口を見つけられないか模索・検

討していた。

　その結果、政府が考えたデザインは、登録地域社会益会社（CIC）制度

（新ブランド）をつくるとともに、第二（営利）セクター界の要望も織

り込んで、CICを営利企業の「社会的責任投資（SRI）」の‘‘受け皿”とし

て活用できる仕組みの構築である。すなわち、CICを、営利企業の「グ

リーンな投資先」基盤として活用できる仕組みに練り上げることにした

わけである。具体的には、地域社会益会社（CIC）の仕組みを、利害関

係者が望めば、「エクイティファイナンス（equity且nance／株式や転換

社債の発行）」を活用できるかたちにし（126）、そこへ社会貢献投資（social

investment）ができるようにアレンジした。これにより、CICを、いわゆ

る“役所業務の補完・受け皿”としてではなく、‘‘営利企業、機関投資家の

社会的責任投資（SRI）先”として使えるようにしたわけである。

　このように、イギリスにおけるCIC制度の創設は、法人企業の社会的

責任投資先の基盤（インフラ）整備、そのための広く会社法制の改革など

とも深くかかわっている（127）。

（126）　投資家側から見れば、「エクイティ・インベストメント（e〔1uityinvestment）」と

　なる。

（127）欧米と日本とでは企業の文化が違う面もあってか、わが国では、個人はもちろん

　のこと、企業や企業年金基金、投資信託など機関投資家に対し、社会的責任の一環

　として、低所得者住宅建設とかコミュニティ交通システムの運営など地域社会の生
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　イギリスの会社法制の改革は、旧通産省（DTI）〔現事業革新技能省／

BIS〕主導の下、1998年から、会社法検討審議会（CLRSG＝Company　Law

Review　Steering　Group）で行われた（128）。一連の会社法制見直し、さらに

はチャリティ制度改革のプロセスにおいて、政府が、地域社会益会社

（CIC）制度の検討を早急に押しすすめたのは、とくにその当時、エンロ

ン（Enron）事件やワールドコム（WorldCom）事件、その他企業倫理を

欠いた投資信託に関連する事件が多発したことが大きな要因であったと

いわれる。っまり、これらの企業破綻ケースの余波、企業の社会的責任

（CSR＝corporatesocialresponsibilides）確立の一環として、CICという

新ブランドを整備し、これを積極的に活用する途が模索されたわけであ

る（129）。

　これは、政府が、CIC制度創設の趣旨として、「企業は、株主にリター

ンで報いることだけでなく、社会的に報いる責任も果たさなければならな

い」と言明していることからもわかる（130）。

　活環境を向上させる事業や活動をしている社会的企業に重点的に投資するように求

　める「社会的責任投資（SRI）」の考え方があまり浸透していない。残念ながら、現

　実の政策論議にも出てこないわけである。議論の立て方を今一度検討する必要があ

　る。

（128）　CLRSG’s　Consultative　Papers（1998～2001）and　Final　Report（June，2001）on

　Company　Law　Reform．Available　at：www．（iti．govIuk／cld／review．htm；Govemment

　White　Papeピ‘Modemising　Company　Law”Cm5553Vdumes　I（Comment）and　II

（Dr誼CompaniesBil1）HMSO．Availableat：㎜．ditgovuk／com脚iesbill／whitepapeL

　htm．

（129）　See，SIF（SociallyInvestmentForum），2003Report　on　SociallyInvestingTrends　in

　the　Unite（1States（October2003）．

（130）　わが国では、投資信託会社を始めとした機関投資家が、経済的格差解消などをね

　らいに、資本流入の乏しいあるいは貸し渋りなど金融排除（丘nancial　exclusion）の

　著しい特定地域の企業に積極的に投資していることが、投資の際の企業評価の基準

　の一つになったり、逆にそうした投資を手控えていることが経営陣への圧力になる

　といった状況からは、いまだ程遠い状況にある。もっとも、わが国でも社会的責任

　投資に対する関心が強くなってきており、グリーンな金融商品も出回ってきている。
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4　CIC制度から浮かび上がる「三位一体論議」の中身

　確かに、登録地域社会益会社（CIC）制度の立ち上げは、コミュニティ

の立て直しに貢献できる企業（会社）向けの新ブランドを育成することが

一番のねらいであった。

　しかし、CIC制度導入にあたり、こうしたねらいとは若干次元を異にす

る政策目標があった。それは、CICに認定された法人（会社）に対し、‘‘官”

主導の、公的資金（補助金など）を使った直接の支援や税制などを通じた

間接的な支援の常態化を防ごうという目標である。すなわち、CICと認定

される社会的企業（会社）が、‘‘公的資金漬け”にならないようにするこ

とである。

　CICが「官製経済」のなかで官からの公的支援という生命維持装置をっ

けて生かされるのではなく、「市場経済」のなかでCIC自らの力で生きて

いける体質に改善するには、さまざまな制度的な工夫が要る。CICが、そ

の活動原資の調達（キャピタルファイナンス／capitalHnance）にあたり、

これまでの「デットファイナンス（借入金や社債など）」に加え、「エクイ

ティファイナンス（株式や転換社債の発行）」の手法を活用できるように

工夫したのが目立つ特徴である（131）。

　CICの認定を受けた社会的企業側において最も重視されることは、と

りわけ「キャピタルファイナンス（活動資金の調達）」、っまり、“カネ勘

（131）　わが国の民間非営利公益界では、「寄附文化」が未成熟であり、これを育てる必

　要があるとのことで、寄附金控除・損金算入枠の拡大が声高に叫ばれる。国もこう

　した声に応えて、寄附金控除・損金算入枠の拡大に前向きになってきている。しか

　し、そもそも税制を活用して寄附する文化を育てようとする政策がない国で、こう

　した主張・政策が実効性を持っのかはすこぶる疑問である。民間非営利公益界は、

　活動原資調達にもっと「市場経済」「金融市場」を活用する手法を注目し、民間非営

　利公益法人の財務基盤の強化策を提示すべきである。官製経済のなかで生かされて

　きたわが国の非営利公益法人を支える法人制度は、非持分型が主流であり、協同組

　合・共済団体分野を除き、持分資本（sharecapita1）の手法による資金調達手法は活

　用できない。しかし、今日、営利法人の多くが債券発行などによる資金調達（デッ

　トファイナンス）を積極化させており、民問非営利公益界は、こうしたファイナン

　スのルートにもっと注目すべきであろう。
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定”である（132）。この点を重視する視角から、CIC制度の検討にあたって

は、「コーポレートガバナンス（法人統治）」、「コーポレートディスクロー

ジャー・アカウンタビリティ（運営開示・説明責任）」に加え、「キャピタ

ルファイナンス（活動原資の調達）」を入れて、三位一体のかたちで論議

された。

〔図Ill－28〕CIC制度検討の3本柱

・コーポレートガバナンス（法人統治）

・コーポレートディスクロージャー・アカウンタビリティ（運営開示・
説明責任）一

・キャピタルファイナンス（活動原資調達）

　　「キャピタルファイナンス」は、営利か非営利かを問わず、法人（会

社）がサバイバル（存立）するあるいは自立するうえで、避けて通れない

重い課題である（133）。

（132）　翻って、2002年からはじまったわが国での公益法人制度改革論議では、「キャピ

　タルファイナンス（活動資金の調達）」問題にはまったく手つかずのかたちですす

　められた。わが国では、大半の公益法人や非営利（NPO）法人は、民間の金融機関

　からの融資や債券発行による資金調達（debt丘nance）には関心が薄い。会費や補助

　金、寄附金などを主な原資に「官製経済」のなかで活動するのが正道であるとする

　考えがいまだに根深い。公益法人制度改革時に、わが国の役所〔内閣官房行政改革

　推進事務局〕がまとめた「公益法人制度の抜本的改革に向けて：論点整理」（2002年

　8月）などでは、「キャピタルファイナンス」のあり方については、一言も触れてい

　ない。これは、民間非営利公益セクターで‘‘船頭役”を努めている公益財団法人公

　益法人協会のまとめた報告書〔『調査研究事業報告書・21世紀の公益法人と制度のあ

　り方を探る』（2002年11月）〕などでも同じである。こうした現状にあって、役所主

　導で仕上げられ、2006年5月に成立・2008年12月に施行された民間非営利公益法人

　制度〔公益法人制度改革3法〕においても、‘‘民間活力を活かし公益の増進をはかる”

　ためのキャピタルファイナンスの仕組みにはまったくふれるところがなかった。一

　方、役所〔財務省〕がまとめ2008年4月に成立し2008年12月に施行された新公益法

　人税制において、非営利法人は、全所得が課税対象（原則課税）が基本とされ、金

　融収益に対する課税特例などは削ぎ落とされ、普通法人と同じ課税取扱に大きく変

　わった。フルコースの税制上の支援措置を享受できる公益法人は、非営利公益法人
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（1）CICに会社の内部留保金の地域社会益への還元方法を学ぶ

　総資本に対する「内部留保／内部留保金」の比率は、総資本に占める自

己資本（株主資本と評価・換算差額等の総計）の比率とともに、会社企業

の財務内容の安定性や耐久性を示す指標として経営分析に幅広く使われて

いる。

日本では、高度成長期に奨励された過度に他人資本に依存する経営手法

が批判される一方で、1990年代に金融機関が貸し渋りを強めたことも手

伝って、企業は、自己資本比率を高め、かつ、内部留保／内部留保金を重

視する姿勢を強めていった。その一方で、大企業のなかには、過度に人件

費や配当を抑制することにより合理的な比率を超えるほど内部留保／内

部留保金を貯め込むところも散見され、内部留保／内部留保金のあり方や

その費消方針の不透明さが問われ出した。とりわけ、2008年の世界的金

融危機「リーマン・ショック」に連座した急激な景気後退を機に、一部の

　のなかでも内閣総理大臣ないし知事のお抱え機関〔公益認定等委員会〕からお墨付

　きをもらい、‘‘官製公益法人”と認定された優良法人〔公益認定法人〕だけとされた。

　現実に目を向けると、民間非営利公益セクターに投入される公的資金（補助金など）

　や寄附金などは細る一方である。しかも、新公益法人税制の中身からも自明のよう

　に、財務省は寄附金税制の拡大には慎重である。これでも、なおかつ民間非営利公

　益セクター界は「キャピタルファイナンス」間題を真摯に考えておらず、役所と一

　緒になって「ガバナンス」や「ディスクロージャー・アカウンタビリティ」向上の

　旗振り一辺倒である。これでは、まるで‘‘武士は食わねど高楊枝”そのものといえ

　る。しかし、“衣食足りてガバナンスやアカウンタビリティなどを知る”が常道であ

　る。とりわけ、寄附金支援税制の適用が制限され、収益事業課税が強化されてきて

　いる現状にあって、非営利公益法人の「キャピタルファイナンス」の仕組みがしっ

　かりと整備されているかどうかも重要である。「寄附金税制の整備」を声高に叫ぶだ

　けでなく、頭を切り替え、「キャピタルファイナンス・ルートの多様化」を叫んでみ

　るのも一案である。わが国の民間非営利公益セクター界の資質が問われている。こ

　の点、イギリスの制度改革では、‘‘カネ勘定”の問題について、しっかりとした議論

　を展開していることは評価できる。

（133）　この点、わが国では、伝統的に行政補完型の非営利公益団体が大多数を占めて

　きた。こうした伝統も手伝ってか、とかく民間非営利公益セクターは、第一（政府）

　セクターとの共生が強調されるきらいがある。概して独立心に欠け、「官製経済」依

　存症に病んでいるのが実情である。こうした現状を変えるためにも「キャピタルファ

　イナンス」も含め、三位一体で制度改革問題を今一度精査する必要がある。
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大企業が非正規労働者の大量解雇、期間契約更新の拒否などで企業防衛に

動いたために、職・住を確保できない人たちが路頭にあふれた。こうした

労働者の生存を脅かすような労務慣行に対しては理念なき企業経営そのも

のであるとして厳しい批判が浴びせられた。

　とりわけ、労働者の大量解雇などを実施した大企業のなかには、具体的

な用途目的もなく巨額の資金が内部留保／内部留保金にかたちで塩漬け

になっていたり、あるいは、配当性向が低いところも少なくない。資産の

社内蓄積の極大化を第一とし、労働者の生存を脅かすような労働慣行を平

然と続けるのみならず、配当方針、成長戦略なども不透明な企業が、一方

では、しばしばファンドや外国企業の買収のターゲットになったりしてい

る。

　企業が抱える巨額の内部留保／内部留保金を、非正規および正規労働者

の雇用の維持や創出に積極的に活用すべきではないかとの議論が起きたの

も、ある意味では当然の流れともとれる（134）。

　すでにふれたように、イギリスの地域社会益会社（CIC）の仕組みで

は、資産の利用目的限定／アセットロック（assetlock）原則が、その根

幹をなす。アセットロック原則の下、CICは、内部留保／内部留保金を含

むそのあらゆる資産は、「コミュニティ（地域社会）の利益」に資する用

途目的に費消・還元するように求められる。わが国での会社の内部留保金

処理のあり方やその費消方針を考えるうえで、CIC制度から学ぶところが

ないのか、今一度精査してみる必要がある。

　ここで、会社の内部留保／内部留保金の用途目的、とりわけ地域社会益

（コミュニティインタレスト）への費消・還元のあり方、そのための制度

構築を検討するに先立ち、企業財務の視角から営利会社の事業資金（総資

（134）　田村八十一「トヨタ、ホンダ、日産の「内部留保」を解剖する」経済168号（2009

　年9月号）、小栗崇資「内部留保の雇用への活用は可能か」経済164号（2009年5月

　号）、参照。

　Available　at：http：／／wwwjcp．orjp／akahata／aikO7／2009－02－13／2009021303＿02＿0．htm1
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本）の構成にっいて、理解を深めることは有益である。おおまかに図にま

とめてみると、次のようになる。

〔図表1”一29〕会社の事業資金（総資本）の構成図
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　「内部留保（reserves）」ないし「内部留保金（retained　pro丘ts）」にっ

いては、会社法あるいは企業会計上、これを具体的に定義した規定はな

い。したがって、極めて不確定な概念である（135）。ただ、一般には、内部留

保／内部留保金とは、会社が事業で得た利益のうち再投資に費消する目的

あるいはそうした名目で会社内部に蓄積された資産（資金）を指す。「社

内留保」「社内留保金」、さらには俗に「社内埋葬金」などとも呼ばれる。

　一般に、内部留保／内部留保金とは、会社が多年度にわたり累積した利

益の留保額全体を指すことが多い。しかし、単年度ごとに生じる利益の留

保額を指すこともある。内部留保／内部留保金は、大きく‘‘狭義”と‘‘広義”

とに分けて捉えらることができる。

（135）　わが法人税法は、特定同族会社への「留保金課税」を行っている（法人税法67条）。
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　図表m－29に沿って説明すると、（a）「狭義の内部留保／内部留保

金」とは「利益剰余金」を指す。利益剰余金とは、純利益から配当や役員

賞与など社外に流出した分を差し引いた金額である。必ず内部留保／内

部留保金に含められ、貸借対照表（B／S）の貸方「資本の部」（日本では

「純資産の部」）に勘定科目として表記される。「利益剰余金」は、法定準

備金である①利益準備金のほか、②任意準備金（任意積立金）、③その他

利益剰余金（繰越利益剰余金）からなる。①利益準備金は、その用途目的

が、資産が資本を下回った場合、それを取り崩して補うことなどに限定さ

れる。わが国の場合、会社法で毎決算期に一定額を積み立てるように求め

られる（日本会社法445条4項）（136）。一方、②任意準備金は、法定準備金

以外の準備金で、定款または株主総会の決議により積立てられるものを指

す（137）。ちなみに、「狭義の内部留保／内部留保金」説は、利益剰余金、す

なわち「公表内部留保／内部留保金」、のみを内部留保／内部留保金と捉

えることにっながるという意味では、大企業の内部留保／内部留保金の極

大化を擁護することにつながる。

（136）　配当額の10分の1を資本準備金または利益準備金として積立計上しなければな

　らず、資本準備金との合計額が資本金の4分の1に達するまで、利益準備金を積み

　立てなければならない。例えば、100万円の株式配当をするには110万円の剰余金が

　必要であり、利益準備金として10万円仕訳し、100万円は未払配当金の勘定科目に記

　載する。

（137）　また、会社の定款や株主総会の決議によって任意に用途目的を決定できる。た

　だ、一般に、目的や用途があらかじめ指定されているものが多い。「事業拡張積立

　金」や「配当平均積立金」などが典型例である。もっとも、任意準備金（任意積立金）

　は、用途目的が指定されていない、あるいは、あらかじめ用途目的が指定されてい

　る積立金であっても株主総会の承認を受ければ当初の用途外の目的に充てることが

　できるとされている場合もある。ちなみに、任意準備金（任意積立金）は、純利益

　を算定する段階ですでに費用として控除されている各種引当金（例えば、減価償却

　引当金、価格変動準備金、退職給与引当金など）とは異なる。なお、会社がどの程

　度まで配当可能なのかについては、内部留保／内部留保金と当期純利益からおおよ

　そ想定できる。利益剰余金（狭義の内部留保／内部留保金）の一部をなす前期繰越

　利益を当期純利益に加算して、当期未処分利益となり、配当原資となる。同じく利

　益剰余金の一部である任意積立金も株主総会の承認があれば、取り崩して配当に充

　てることが可能である。
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　これに対して、（b）「広義の内部留保／内部留保金」説では、公表内部

留保／内部留保金だけでは、真実を反映していないとし、利益剰余金に加

え、その他の勘定科目、例えば資本準備金やその他資本剰余金、さらには

その他の包括利益（評価・換算差額等）も入れて、内部留保／内部留保金

を捉えることになる。言い換えると、「実質内部留保／内部留保金」を基

準に内部留保／内部留保金をとらえようとする。

　もっと広い「実質内部留保／内部留保金」基準を用いて会社の内部留保

／内部留保金を捉えることも可能である。内部留保／内部留保金は「準備

金」、「積立金」、「引当金」といった勘定科目に表記されることが多い。し

かし、実際には、現金や預金だけではなく、売掛金、金銭債券、有価証券

のかたち、さらには土地建物、機械設備といった固定資産など資産のかた

ちをとっていることも多々ある。したがって、わが国の規模の大きい会社

が抱える内部留保／内部留保金は、広義でとらえると、想定以上に巨額に

なるようにも見える。

　会社の事業資金ルートは多様であり、株式や転換社債／新株予約権付き

社債の発行（本人資本）、借入や短期債券の発行（他人資本）によること

ができる。この場合、会社は、株主への配当支払、債券保有者への利子支

払、金融機関への元本返済や利子支払の義務を負うことになる。これに対

し、貯蓄（資産）でもある内部留保／内部留保金は、そのような義務を負

わずに調達できる資金である。この点に着眼して、内部留保／内部留保金

は「社内埋蔵金」と呼ばれることもある。

　内部留保／内部留保金は税引き後の‘‘資金”であるため、これに課税す

れば二重課税となるという理由で、特定（特定同族会社への留保金課税）

の場合を除き、原則として内部留保／内部留保金に対する課税は行われて

いない（138）。

（138）　特定同族会社への留保金課税（法人税法67条）は、一部の同族支配の会社が租

　税回避場所となるとの立法事由からそれを防止する趣旨から実施されている。し

　かし、特定同族会社以外への内部留保に対する課税は二重課税となると解する一
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　すでにふれたように、わが国では、大企業の内部留保／内部留保金を、

非正規・正規労働者の雇用維持・創出に活用すべきではないかとの議論が

起きた。用途目的が不透明なまま社内に塩漬けになっている巨額の内部留

保／内部留保金を社会貢献、地域社会益の増進に向け積極的な費消・活用

を図るためにも、イギリスのCIC制度およびその理念などを真摯に精査

する必要がある。

（2）社会的企業の活動原資調達方法

　話をイギリスに戻そう。社会的企業（social　enterprise）は、普通の営利

会社（for・pro且tcompanies）と同様に、さまざまな活動原資調達方法（キャ

ピタルファイナス／capital伽ance）を選択もきる。典型的な活動原資調達

方法の一っは、従来からの「デットファイナンス（debtnnance）」、すなわ

ち金融機関などからの借入金や普通社債／債券（bonds）発行のような、

返済期限の定まった他人資本／借入資本（debtcapita1）の活用である。

　そして、もう一つは「エクイティファイナンス（equity且nance）」、つ

まり株式ないし出資持分（shares）の発行や転換社債（CB＝convertible

bonds／新株予約権付社債）の発行など、原則として返済期限の定めのな

い自己資本（equity　capital）の活用である。活動原資調達方法の選択・活

用においては、常に総資本に占める他人資本／借入資本と自己資本との構

成比率に注目する必要がある。積極的事業展開を考えると、他人資本／借

入資本の活用をおそれてはならない。

　その一方で、自己資本構成比率が極端に低くなると、社会的企業の信用

や健全性に疑問符が付き、他人資本／借入資本の活用が難しくなるおそれ

もある。社会的企業部門に関するキャピタルファイナス問題を考えるとは

方で、特定同族会社に内部留保は二重課税の例外としてゆるされると解する考え方

は、規模の大きい非同族会社においてもその用途目的などが不透明なまま内部留保

として巨額の資金が塩漬けになっているという現実に着眼する限りでは、合理性を

欠いていると言わざるを得ない



116　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）

言っても、それほど単純にはいかない。

　また、例えば、登録チャリティ（registeredcha且ties）（2003年チャリティ

法3条以下）の場合は、原則として出資持分の発行を通じたエクイティ

ファイナンスの手法を使った資金調達はできない。したがって、自己資本

比率が急激に下がらないように配慮しながら、いかにデットファイナンス

を巧みに活用するかが重い課題となる。

　また、地域社会益会社（CIC＝communityinterestcompany）、とりわ

け株式有限責任会社（CLS＝companylimitedbyshares）がCICの認定を

受けるかあるいは登録をしている場合には、デットファイナンスの手法

もエクイティファイナンスの手法も活用できるが、「資産の利用目的限

定／アセットロック（assetlock）」原則や「配当および利子制限（cap　on

distribuUon　and　interest）」原則が適用になることに注意する必要がある

（2004年地域社会企業法30条・31条）。すなわち、後に詳しくふれるよう

に、CICが解散する場合、投資家社員（株主）は、初期投資額プラス未払

配当は受け取れるが、アセットロック原則の適用により清算所得の分配は

受けられないことになる。

　ちなみに、社会的企業に対するエクイティファイナンスのかたちでの資

金提供者（投資家社員／株主）は、社会的企業の経営が立ち行かなくなり

倒産した場合には、出資分に対する分配順位は、金融機関や社債権者より

も劣後になる。したがって、この場合には、エクイティファイナンスの方

が、デットファイナンスよりも、リスクは高くなる点に注意する必要があ

る。

（3）主な社会的企業の典型的な活動資金調達方法

　これまで、協同組合（わo％餌εcooper甜vesocie廿es）および地域社

会益共済組合（ベンコム／communiむybene且tsocie行es）、住宅金融組合

（building　societies）、信用組合（クレジットユニオン／creditunions）を
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はじめとして主要な社会的企業（social　enterphse）の資金調達（capital

finance）方法について精査してきた。

ここで、地域社会益会社（CIC）、公益団体（charities）や公益法人

（CIO＝charitableincorporatedorganization）を含め、これらイギリスの社

会的企業が活用できる活動原資調達方法をまとめてみる。

〔図表III－30〕主要な社会的企業の典型的な活動原資調達方法一覧

助成交付金・補助金（rants，subsidies）、寄附金（ifヒs，donations）

（a）助成交付金・補助金：社会的企業は、地域社会益増進事業、公益

増進活動を行うために、国家（国や地方団体）や公私各種団体から助成

交付金（grants）ないし補助金（subsidies）を受けることできる。いわ

ゆる「活動原資交付金（capital　grants）」の受給である。一般に、こう

した活動原資交付金は、応募ないし受給できる事業分野が限られている

場合も少なくない。とりわけ、株式有限責任会社形態（CLS）の社会的

企業の場合で、地域社会益会社（CIC）の認定を受けていないもしくは

登録をしていないとき、または、共済組合（society）の場合で地域社会

益共済組合（ベンコム／community　bene£t　society）の認定を受けてい

ないもしくは登録をしていないときには、アセットロック原則（asset
rock　rule）や「配当や利子支払に対する上限（cap　on　distributions　and

interest）」規準の適用がなく、活動原資交付金が株主または組合員への

配当もしくは利子支払に充当されるおそれもあることから、受給対象か

ら外されている場合も少なくない。この点、登録チャリティ（registered

charity）の場合は、サイプレス（砂ρ〆2s）原則やこの原則から派生する

「利子支払に対する上限（cap　on　interest）」規準等に配慮せざるを得

ず、例え原資調達に借入資本の手法を導入し債券（bonds）を発行して

いたとしても、過大な利子支払につながるおそれは少ない。

（b）寄附金：社会的企業は、個人や法人が支出した寄附金を受け入

れ、それを地域社会益増進事業、公益増進活動の原資とすることができ

る。ただし、CICおよびベンコムの場合には、登録チャリティの場合と

は異なり、寄附金を支出した個人ないし法人は所得課税額の計算にあた

り寄附金控除ないし損金算入ができない。

利益（rofits）、剰余金（reserves）、留保金（retained’rofits）

事業利益・留保金の地域社会益増進ないし公益増進への充当：CICやベ

ンコムは、事業利益、剰余金ないし留保金が生じた場合には、それを株

主または組合員への配当や利子支払に充てるのではなく、地域社会益の
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増進に充てるように求められる。CICやベンコムは、この「地域社会益

増進への充当要件」を充足する途を選択できる。例えば、地域公共交通

サービス事業を営むCICの場合、事業利益や剰余金、留保金を自らが
営む事業活動自体が地域社会益の増進に充ててもよい。これに加え、当

該事業からあがった利益や剰余金、留保金を、若年失業者の職業訓練事

業に投入するかたちで地域社会益の増進財源に供する途も選択できる。

・一方、登録チャリティは、事業利益、剰余金ないし留保金が生じた場合

には、それを公益増進目的に充てるように求められる。

借入（debts）

（a）金融機関からの借入金：CICやベンコムが、地域社会益に資する

事業を営むために通常の商業利率での借入による資金調達（デットファ

イナンス／debt且nance）をすることについては問題がない。ただし、

異常に高い利率での借入が行われ、そのことについて特段の事由がない

場合には、役員がその責任を問われる可能性が出てくる。また、この場

合、地域社会益を護るための課されたアセットロック原則やこの原則か

ら派生する「利子支払に対する上限（cap　on　interest）」規準に抵触する

おそれも出てくる。一方、登録チャリティの場合は、原則としてエクイ

ティファイナンスの手法を使っての資金調達はできないが、デットファ

イナンスの手法は活用できる。

（b）債券の発行：CICやベンコムは、地域社会益に資する事業を営む

原資を確保する手段として「債券／社債（bonds，debenture）」の発行

も活用できる。一方、登録チャリティも、債券の発行による原資調達が

可能である。債券保有者には社員権（会員権／組合員権）がないことか

ら、債券保有者が増加しても社員（会員／組合員）の投票行動に左右さ『

れないで組織運営ができるという長所もある。しかし、社会的企業部門

においては、社債を発行して活動資金調達をはかる方法は、必ずしも一

般的ではない。債券／社債の発行に消極的になる背景には、一つは、債

券／社債保有者に対しては「利子支払に対する上限（cap　on　interest）」

規準の適用があることがあげられる。また、金融サービス庁（FSA）に

よる規制、とりわけ目論見書要件（prospectus　requirements）の充足な

ど発行についてのハードルが高いことがあげられる。小規模発行にっい

ては、目論見書要件の適用除外措置などの適用があるものの、逆に専門

家の支援などに要する調達コストが高くなるという短所があり、普及し

ていない。

（c）資産に対する抵当権設定：CICやベンコムは、基本的に会社法
（CompaniesActs）の適用を受ける。CICは、他の営利会社と同様に、

金融機関などからの借入れの際に、土地建物、車輌その他の法人資産を

抵当に付すことができる。その場合、抵当権（chargeson　assets）が設
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定された事実を明らかにするために、設定されてから21日以内に、会

社登記所（Companies　House）で抵当権設定登記をするように求めら

れる。CICは、浮動担保（no面ng　charge）を設定することも可能であ

る。浮動担保とは、担保物を特定せず、変動する営業資産を担保目的と

する、または、清算などのときに担保目的物が具体的に特定するかたち

の担保方式である。社債発行の場合などに活用される。一方、チャリ

ティ法（CharitiesActs）の適用を受ける登録チャイティも、デットファ

イナンス手法の活用の一環として公益事業用資産に対する抵当権設定
（securityandguaranteesa血chtothedebt）ができる。

持分（e　ui）
（a）払戻請求権付き持分出資（withdrawable　share　capital）：ベンコ

ム（地域社会益共済組合）および真正協同組合、すなわち旧勤労者共
済組合（IPS＝industrial　and　providential　socie且es）は、伝統的に、その

事業資金調達（capitamnance）を内部の組合員からの持分出資（share

capita1）に深く依存してきている。ベンコムや真正協同組合において

は、組合員が組合への持分出資を引受けた後に当該組合に払い込んだ
金額は、これを持分資本（equity　capita1）として会計処理することにな

る。ただし、組合がその規約（rules）の出資持分（share　capita1）に関

する規定に特段の定めを置き、払戻請求権付き持分出資（withdrawable

share　capita1）の仕組みを採用することができる。すなわち、組合員

は自己が払い込んだ出資額の払戻を受けられるかたちにもできる。こ

の場合には、払込持分出資額を負債（debt）と会計処理することにな

る。さらに、組合規約で、持分出資を行った後数年間は払戻を請求でき

ないとの制限を付す、あるいは、理事に対して払戻請求を拒否するこ

とのできる裁量権限を与えたとすると、同じく払込持分出資額を負債

（debt）と会計処理することになる。組合の持分出資は、株式有限責任

会社が発行する株式と同様に、譲渡権付き（transferable）にすること

も可能である。さらに、払戻請求権付き（輌thdrawable）＋譲渡権付き

（transferable）にすることもできる。ただし、組合規約に明定する必

要がある。

（b）普通株式（ordinary　shares）：株式有限責任会社（CLS）形態

のCICは、いくつかの単位に分けられた、あるいは額面ある持分株式
（share　capita1）を発行できる。一つあるいは一単位の株式に与えられ

る株主の権利が平等である（株主平等の原則適用のある）株式を「普通

株式（ordinary　share）」という。無額面株式の発行価額あるいは額面株

式の1株の金額は、通例1ポンドである。ただし、会社登記所へ届け出

れば、これ以下あるいはこれ以上の価額ないし金額でも株式発行ができ

る。CLSの普通株式を保有するもの（普通株式保有者）は、配当でき
る利益が出た場合には配当を受け取ることができる。しかし、アセット

ロック原則およびこの原則から派生する配当や利子支払に対する上限
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（cap）規準が適用になることから、支払は制限を受ける。一方、普通

株式保有者は、CLSが業績不振で清算をする場合には、最後に補償を
受けることになっているために、危険負担は大きい。なお、会社形態の

CICは、消却できる株式（redeemable　shares）を発行し、将来のある
時期に当該株式を会社に譲渡できるとすることも可能である。

CICが、株式有限責任会社（CLS）として設立された法人であり、従業
者持株制度（employee　share　ownership　scheme）を維持しているとす

る。この場合には、その従業者は、自社の株式に投資することが可能で

ある。言い換えると、この種のCICは、従業者である投資家・株主（持

分社員）から地域社会益に資する事業への原資を獲得することができ
る。

（c）優先株式（preference　shares）：優先株式とは、普通株式に比べ

て、利益の配当を優先的に受けるもしくは残余財産の分配を優先的に受

ける、または双方について優先的に受けることのできる性質を備えた株

式である。株式有限責任会社（CLS）形態のCICの場合、持分社員（株
主）がおり、普通株式にっいては、利益が生じている限り、配当できる。

ただし、配当支払に対する上限（cap）が法定され、イングランド銀行

の貸出利率内に限定される。これに対して、優先株式の場合には、この

上限（cap）に縛られず、剰余金が上がっている限り、普通株式よりも
有利な配当率を設定できる（139）。このうち、利益の配当については、所

定の優先株式配当金以外に普通株式配当を受けられる参加型と、所定の

優先株式配当のみ受けられる非参加型がある。また、ある事業年度にお

いて優先株主に対して支払うべき株主配当の金額が優先株主配当金の額

に達しない場合には、その不足分を次期以降の利益から次期以降の優先

株主配当金とあわせて支払うことのできる累積型と、その不足分が次期

以降には繰り越せない非累積型とがある。なお、優先株主に対しては、

投票権を付与しないこともできる。

5　CIC制度政府素案の目指すところ

登録地域社会益会社（CIC）制度は、「社会的企業」を強化・育成しよ

うとの趣旨でデザインされ、整備された。ただ、外見だけから判断する

と、わが国の、現在の特定非営利活動（NPO）法人制度、あるいは新設

された非営利法人制度に近い仕組みを導入しようとしているようにも見え

る。

（139）詳しくは、IV3および4参照
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　しかし、実際は、新たな非営利法人制度などをつくるのではなく、会社

法の下で設立された営利法人や非営利目的で活動する法人（さらには登録

チャリティのかたちで公益活動をしてきた法人）などを、地域社会益会社

（CIC）として認定・登録（ないしチャリティからCICに転換登録）する

制度の導入である（2004年地域社会企業法36条～40条）。

　独自の認定・登録、監督など規制を行うための機関（CIC規制官／CIC

Regulator）も設けられた（2004年地域社会企業法41条以下）。認定・登

録対象も、株式有限責任会社（CLS）形態のものから保証有限責任会社

（CLG）形態のものにまで、幅広く法人格を有する各種の法人（会社）

を含む。言い換えると、会社法に準拠して普通営利会社と同様の手続で

設立されたものを主なターゲットに、もっぱらコミュニティのインタレス

ト（地域社会の利益）に資する目的を持った法人を、地域社会益会社と認

定・登録して、育成しようとする仕組みである。

　それでは、CICの認定対象としては、どういった活動が想定されている

のであろうか。

　地域社会益会社（CIC）のイメージは、報告書『地域社会企業：地域

社会益会社案（EnterpriseforCommuni廿es：ProposalsforaCommmi取

Interest　Company）』（2003年3月26日）【『CIC制度政府原案』】で示され

ている（140）。このなかでは、CIC（地域社会益会社）にっいて、地域をベー

スに、低所得者用住宅、地域バス事業、保育事業など、地域社会の二一ズ

にあうサービスを提供するのが、この法人の目的とされている。もっと

も、病院とか学校のような政府規制の厳しい分野の事業を営むことは想定

されていない。ということは、地域社会の生活環境改善など地域社会益の

増進を目的とするCICは、チャリティコミッションの認定の対象となる

（140）　See，HM　Treasuryl　Enterprise　for　Communities：Proposals　for　a　Community

InterestCompany（March2003）．Availableat：h枕p：／／㎜．intelligentcommunities．

　org．uk／documents／consultation％20document％20一％20community％20interest％20

　companies．pdf
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登録チャリティ（公益団体）ではない。

　新たにCIC登録審査・監督などを行う独自の規制機関（CIC規制

官／CICRegulator）が設けられ、登録CICには、「地域社会益基準

（communityinteresttest）」に基づき「年次コミュニティインタレスト

報告書」の作成が義務づけられた（2004年地域社会企業法34条、2005年

CIC規則第7章26条以下）。これにより、「公益（public　bene且t）」を目的

とする登録チャリティ（公益団体）とは別途に、「地域社会益（コミュニ

ティインタレスト／communityinterest）」を目的とする登録CIC会社が存

在するという、‘‘二元構造”ができあがった。

　このCIC制度の導入により、チャリティコミッションが所轄するこれ

までの「登録チャリティ（公益団体）」制度と、新たな規制機関（CIC規

制官／CIC　Regulator）が所轄する「登録地域社会益会社（CIC）」制度の

二本立てとなった。

　イギリスでは、‘‘地域社会益”も、広い意味での‘‘公益”に入ると解され

ている。したがって、‘‘地域社会益”の増進をねらいとする法人（会社）

は、登録チャリティ（公益団体）になる途と登録地域社会益会社（CIC）

となる途のいずれかを選択できる。ある意味では、二本立てとなったこと

により、双方の制度は、‘‘擬似市場競争”をさせられることになる。別の

見方をすると、「社会的企業セクター」をもっと市場競争メカニズムに組

み込み、活性化につなげようしているようにも見える。

　加えて、勤労者共済組合（IPS＝industrialandprovidentsociety）【現ベン

コムおよび真正協同組合】という伝統のある非営利団体制度とCIC（地域

社会益会社）の大きな違いは、IPSが会員制で受益対象が限られる非営利

団体である点である。IPSは、イギリスで長い伝統がある。したがって、

IPSは、制度を刷新し基盤を強固にした上で、受益対象が不特定多数で地

域社会益を目的するCICと共存させる方針をとったわけである。なお、

IPSは、望めば、CICに転換登録する途も拓かれている（1965年IPS法
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【1965年協同組合・ベンコム法】52条）。

6　「社会的企業」の実例をみる

　ここで、実例〔「HCTグループ（HσrGroup）」（旧ハックニィ・コ

ミュニティ・トランスポート／HCT＝Hac㎞eyCommunityTransport

Limited）〕をあげて、社会的企業（social　enterprise）の実態を点検してみ

たい（141）。

　HCTは、1982年に、ロンドンのハックニィ地区の25余りのボランティ

ア団体が共同で始めた地域ミニバス交通事業を営む会社である。保証有限

責任会社（CLG）形態で、400余りの地域のボランティア団体やコミュニ

ティ団体が社員（会員）である。HCTは、発足当初は、その力量や定款の

趣旨から、特定地区の極限られたルートを運行、高齢者などふつうの交通

手段を利用できない地域住民の‘‘足”となることが目的であった。しかし、

いまや幹線ルートにも進出、タクシー事業やグループ利用にまでサービス

を拡大している。発足当時は、車両4台、有給職員は1人であった。しか

し、HCTは、「ドア2ドア（Door2Door）」サービスや、大家族や妊産婦

向け、高齢者や障害者の買物向けの「CTプラス（CTPlus）」バスサービ

スなど、コミュニティの多様な二一ズに沿った事業を展開している（142）。そ

の他、公益活動の一環として、クルド人やソマリア人など難民で英語が話

せない人たちの移動支援、バス運転手になる就労支援なども手がけている。

　2008年にHCTは、「HCTグループ（HCT　Group）」に改称した。Hσr

グループは、有限保証責任会社（CLG）形態をとっており（会社登録番号

1747483号）、チャリティコミッションの認定を受けた登録チャリティで

ある（登録チャリティ番号1091318号）（143）。Hσrグループは、子法人とし

（141）　Available　at：http：／／www．hctgroup．org／．

（142）Availableat：h廿p：／／www．hac㎞eyct．org／htm／services－details．h廿nl．

（143）Available　at：http：／／www．charity－commission．gov．uk／SHOWCHARITY／

　RegisterOfChahties／SearchMatchList．aspx
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て次のような3っのCLG形態地域社会益会社（CIC）を有している（1必）。

〔図III－31〕HCTグループを構成する地域社会益会社（ClC）

会　社　名 CIC登録番号 地　　区 設立登録／転換登録日

CTプラス地域社会会社
（㏄PLUSCo㎜⑩h総restComp飢y）

04137890 ロンドン 2007年4月20日

CTプラスハンバー地域社
会会社
（㏄PLUSH㎜berCo㎜蜘㎞terestCompmy）

07208888 ロンドン 2010年9月2日

CTプラスヨークシャー地
域社会会社
（㏄PLUS脆rksh丘eCo㎜㎜i取InterestCom脚y）・

05629152 ロンドン 2006年9月29日

＊2010年9月現在

いまや、HCTグループは、450人を超える職員をかかえ、売上げも2010

年度には1，900万ポンド超（1ポンドー130円で換算、25億円弱）にまで達

している。HCTは年々、民間の営利会社に匹敵する規模に成長している。

HCTは、その利益のすべてを本来のコミュニティバス事業などに再投資

している（145）。

（144）　HCTグループ（HCT　Group）のビジネスモデルは、親団体が有限保証責任会社

　（CLG）形態の登録チャリティであることから、その役員（理事者）は報酬1を受け

　取ることができない。しかし、子団体（子会社）として3っのCLG形態の地域社

　会益会社（CIC）を有している。したがって、登録チャリティである親団体（Hσr

　Group）の定款等に、親団体の役員は、報酬を得て子団体（子会社）の役員を兼務

　できる旨の記載をして、実質的には登録チャリティの役員として報酬を得ることが

　可能な仕組みになっている。また、このビジネスモデルでは、子団体（子会社）を

　株式有限責任会社（CLS）形態のCICとしてではなく、有限保証責任会社（CLG）

　形態のCICを設けている。すなわち、持分株式（sharecapital）発行による「エク

　イティキャピタル」の導入には必ずしも積極的ではない姿勢がうかがえる。結果的

　には、登録チャリティ役員無報酬のルールに風穴を開け登録チャイティ役員に報酬

　を提供するビジネスモデルのようにも見える。

（145）　Available　at：http：／／www』hctgroup．org／in（iex．phpPsectionid＝1

ノ
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IV　CIC制度の分析

　すでにふれたように、政府は、2003年3月26日に『CIC制度政府原案』

を公表した。この答申に対し、政府は、2003年6月18日を期限に、パブリッ

クコンサルテーション（公開諮問／意見公募）を求めた。その後、政府

は、2003年10月22日に、報告書「地域社会企業：地域社会益会社（CIC）

制度案に対する一般からの意見および政府の見解』【『CIC制度政府草

案』】を出した（146）。このCIC制度政府草案は、寄せられた134のコメント

（意見）を分析し、政府の最終見解を盛り込んだものである。　こうした

経緯からも分かるように、CIC制度政府草案は、その後の法制化作業で重

要な意味を持っ資料であった。

　各界から寄せられたこうしたコメントは最終法案第2編（147）に盛ら

れ、議会での審査を経て、2004年10月28日に、女王の裁可を得て、

2004年会社（監査、調査および地域社会企業）法（Co血panies（Audit，

Investigations　and　Community　Entelprise）Act2004）【2004年地域社会企

業法】として成立した（148）。その後、同法に準拠して2005年地域社会益会

社規則（CommunilyInterest　Company　Reguladons2005）【2005年CIC規

則】（149）が制定され、2005年7月1日に施行された。

　さらに、会社登記所（CompaniesHouse）のCIC規制官（Regulator

ofCommunitylnterestCompanies）事務局は、『CIC情報ガイダンス

（lnformadon　and　Guidance　notes／事務運用指針）』を出している。『CIC

情報ガイダンス』は、CICの運営、受忍義務などについて、実務的な典拠

となる（150）。

（146）　See，DTI，Enterprise　for　Communities：Proposals　for　a　Community　Interest

　Company：Report　on　the　public　consultation　and　the　govemment’s　intentions（October

　2003）

（147）　Available　at：http：／／www．publications。parliament．uk／pa／cm200304／

　cmbills／158／2004158．pdf．

（148）　Available　at：http：／／www．opsLgovluk／acts／acts2004／ukpga一20040027＿en＿5＃pt2．

（149）　AvailabIe　at：http：／／www．opsi．govluk／si／si2005／20051788．htm．

（150）See，Re劉1atorofCo㎜uni取InterestComp飢ies，1㎡orma且onandGuid㎝cenotes，

　available　at：h旗）：／／www．cicregulatorgovuk／guidanceindex．sh血1
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1　CIC制度政府原案の概要

　「地域社会益」とか、「コミュニティインタレスト」とかは、わかりづ

らいコンセプトである。イギリス政府は、CICの登録要件としては、法人

の目的が、コミュニティ全般に奉仕する、あるいはより広い公益を目的と

し、サービスの利用者を不当に厳しく制限しないことなどを考えていた。

ということは、もっぱら“地域社会益”あるいは“公益”の、どちらを目

的にしていても、CICの認定・登録は受けられる方向を目指していた。

言い換えると、社会的企業にあてはまる法人は、“エクイティファイナン

ス”も使える「登録CIC」か、各種“支援税制”の適用ある「登録チャリ

ティ」か、いずれかの途を選べることになる。結局、社会的企業側から見

ると、どちらの途がその法人の活動にとり使い勝手がいいのか、といった

基準で選択することになる。

　ここで、『CIC制度政府原案』を手がかりに、新たな登録法人制度であ

るCIC制度案のコンテンツ（内容）を図説する。

〔図111－32〕CIC（地域社会益会社）制度政府原案の主な内容

（1）CICの基本的な特徴

《CICの骨格》

①CICは、コミュニティの利益をはかることを目的とする有限責任法人

　　〔保証有限責任会社（CLG）〕、〔株式有限責任会社（CLS）〕である。

②CIC登録は、CIC登録会社の新設、既設会社のCIC転換登録のいず
　れかの方法でできる。

③普通会社の設立登記などを担当する会社登記所（Companies　House）

　の会社登記官（Registrar　ofCompanies）に申請し、‘‘審査”を経て合

　格すれば、登録され適格を得る。

④CICは、会社法に基づいて会社登記官（RegistrarofCompanies）の
　規制・監督を受ける。

⑤CICの適格‘‘審査”は、会社登記官の付託を受けて、新たに会社登記

　所内に置かれたCIC専任の審査・監督機関〔正式名称「CIC規制官
　　（Re即1atorofCo㎜uni取InterestCom脚ies）」〕が行う。CIC規制官
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　は、登録CICを監督する。
⑥CICは、コミュニティ（地域社会）の利益にっながる活動の増進に努

　めなければならない。

《登録要件》

①登録適格を審査する場合に、CIC規制官は、理性ある人（reasonable

　person）が、申請団体が特定にコミュニティの利益ないしより広範な

　公益を目指していると思われるかどうかといった「質的基準」による

　ものとする。

②「地域社会益基準（CommunityInterestTest）」（2004年地域社会企業

　法35条、2005年CIC規則第2編3条）では、次のような具体的な基
　準が盛られている。

　（a）コミュニティの利益を目的としているかどうかの判定は、定款

　　　の目的のみならず、申請時の証拠資料によるものとする。

　（b）申請時の判定においては、申請団体のサービス利用の機会がよ

　　　り広範な人々に開かれていることを求めるものとする。

　（c）地域社会（コミュニティ）とは、「特定地域」もしくは「利益

　　　を享受するコミュニティ」を指す。

　（d）政府は、登録時、「地域社会益」について、できる限り柔軟な

　　　姿勢で、幅広い活動について認定するものとする。

《規制の仕組み》

①登録後、CICはコミュニティ（地域社会）に対する利益の提供に専念

　するように求められる。

②CICは、「年次コミュニティインタレスト（地域社会益）報告書」
　　【「年次報告書」】を作成し、CIC規制官に提出するように求められる。

③年次報告書には、その年度に行った地域社会益または公益に関する活

　動および利害関係者（stakeholders）について記載するものとする。

④CIC規制官は、監督責任および苦情調査の権限を持つものとする。

⑤CIC規制官は、必要に応じ、CICの資産およびCICの目的を維持す

　るために、CICに介入する権限を有するものとする。

⑥CIC制度は、社会的企業家がCICを自由に経営しかつ自己責任を負
　えるように、できるだけ「軽微な規制」の仕組みとする。

（2）禁止される活動

①政党や政治団体は、法人格を有していても、CICの認定・登録を求め

　ることができない（不適格会社／excluded　company）。また、政党や

　政治団体は、子法人（子会社）を設立するかたちでもCICの認定・
　登録を求めることができない。

②CICの認定・登録を求める法人（会社）は、議会工作活動（直接ロ
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ビイング）に加え、政治広報活動（直接ロビイング）も原則として禁

止される。

（3）登録チャリティ適格との関係

①CICは、その目的が「登録チャリティ」と同様に、公益を目的とする

　場合も考えられる。したがって、申請法人（会社）は、CIC〔軽微な

　規制、ただし税制上の支援なし〕か、登録チャリティ〔より厳しい規

　制、ただし税制上の支援あり〕か、いずれかの途を選択できる。

②新設法人（会社）のみならず、現存する法人（会社）についても、こ

　の登録の選択、転換登録の選択を認める。

（4）CICの組織、統治（ガバナンス）および説明責任（アカウンタビリティ）

①CICは、普通の営利会社と同様に、取締役（directors）と社員
　（members）を有するものとする。CLS（株式有限責任会社）形態の

　場合、社員は同時に、いわゆる「株主・持分社員（shareholders）」

　である場合が多い。

②社員権は、そのCICの定款で社員権の譲渡を禁止しない限り譲渡可
　能とする。

③社員は、「普通社員」〔議決権はあり・利益分配請求権等はなし〕と

　「投資家社員」〔議決権はなし・利益分配請求権等はあり〕の2種類

　とする。

④取締役が、CICの経営方針や日常の経営上の業務運営を行う。

⑤CICは、年次報告書、会計書類を会社登記所に提出する一方、これら

　に加え、年次コミュニティインタレスト報告書などをCIC規制官に
　提出し、公の閲覧に供するものとする。

⑥説明責任の面での登録事項や内容は、持分の保有、取締役の変更、利

　害関係人（stakeholder）の関与状況など、幅広い分野にわたり、法

　改正が必要になる。

⑦資家社員が、どの程度まで、CI¢を支配できるのかも重要な検討課題

　である。

（5）利子・配当「上限」付きでのCICの資金調達（キャピタルファイナンス）

①政府は、社会的企業部門における資金調達問題に対応するために、イ

　ングランド銀行の調査やコミュニティ投資税額控除（CITC）の導入

　を始めとした多様な検討を行っている。CIC制度のデザインにおいて

　は、CICが、より柔軟に資金調達ができるように選択の幅を広げるた

　めの検討をしている。

②CICにとり、金融機関からの融資（debt丘nance）は、最も身近
　な資金調達方法である。加えて、CICは、投資家に向けて、配当
　（d柄dends）や利子（interests）については「上限（cap）」を付した
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　うえで売買可能な株式（shares）や転換社債（conver廿ble　debentures）

　の発行、すなわちエクイティファイナンス（equitynnance）、による資

金調達を認めるかたちでデザインされた。

③CICが解散する場合、投資家社員は、清算所得の分配は受け取れない

　が、初期投資額プラス未払配当は受け取れるかたちでデザインされた。

（6）CICの資産に対する「利用目的限定（アセットロック）」原則の適用

①CICの基本財産や基金、その果実や収益（資産）は利用目的が「限
　定（lock）」され、‘‘コミュニティ　（地域社会）の利益”に資する目的

　を増進するために充当されなければならない。

②資産の利用目的限定／アセットロック（assetlock）原則の下にあっ

　ても、地域社会益増進目的の範囲内であれば、例えば融資を受ける際

　の担保を供するために、基本財産や基金を利用することができる。

③CICの基本財産が、会社（法人）の地域社会益増進目的の利用に必

　要な範囲を超えるほど累積している場合には、その定款に、他の

　CICないし登録チャリティ（登録公益団体）に対し超過する分を譲

　渡できる旨の定めがあり、かつ、利害関係人に通知しかつCIC規制

　機関（CIC規制官）の同意を得たときには、その譲渡が認められる

　ものとする。

2　立法趣旨の分析

　CIC制度政府原案に盛られた内容は、成立した2004年会社（監査、調査

および地域社会企業）法【2004年地域社会企業法】第2編、および2005

年地域社会益会社規則【2005年CIC規則】に具体化された。

　以下においては、登録地域社会益会社（CIC）制度の根幹をなす原則や

仕組みなどについて、CIC制度に関する民間非営利公益セクターからの意

見や政府見解を含め、その立法趣旨を中心に具体的に詳しく分析する。

（1）「資産の利用目的限定（アセットロック）」原則とは何か

　地域社会益会社（CIC）は、地域社会益増進目的で保有する基本財産な

いし基金、その果実や収益などの資産（「活動原資」）の利用目的が「限定

（10ck）」される。このルールを、「資産の利用目的限定／アセットロック
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（assetlock）」の原則（以下「アセットロック原則」）という。アセット

ロック原則はCIC制度の根幹をなす。

〔図表III－33〕CICに適用ある「アセットロック原則」とは

CIC規制官
はCICの規
約に分配制

限および地

域社会益資

産の継承的

処分に関す
る規定があ

る場合に
は、登録を
認める。

登録 CIC規制官は、CICの
ガバナンスを尊重しな

がらも、CICの法令遵

守状況を監督し、CIC

にアセットロック違反

がある場会には、ベン

コム登録を抹消でき
る。

地域社会益資

産利用の監督　αCの

存続期問

アセットロッケ

違反への制裁

解散・引C登録抹消の

際の地域社会益資産
の継承的処分

CICは、解散その他CIC登録を抹消する場合
には、地域社会益資産を、他のCICその他の

アセットロックト団体に譲渡（継承的処分）

するように求められる。

　アセットロック原則の下、法人資産は、コミュニティ（地域社会）の利

益に資する目的に限定して利用するように求められる。この背景には、次

のような政策上の理由・立法趣旨がある。

　一般に、CICは、新設登録時ないし登録転換時に、活動原資としてチャ

リティ（公益団体）や個人、営利法人（会社）などが出指した基本財産な

いし基金などの資産を継受する。一方、CIC制度の下では、登録の対象と

なる法人（会社）は、私益を目的とする投資家をかかえる株式有限責任会

社（CLS）の類型を選択し、「持分（出資）型非営利法人」の仕組みも活

用できる。このため、法人資産が、CICの収益の一部として会計処理され、

株主や社債権者などに配当や利子のかたちで分配されるようでは問題であ

る。そこで、そうした資産の利用目的を限定（10ck）しようというわけで

ある。

　アセットロック原則は、CIC適格を有する会社が、その持分社員（株

主）や社債券保有者のような投資家に対して活動原資である基本財産ない
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し基金まで分配し、いわゆる「資産の食い潰し」を行うことの防止がねら

いである。地域社会益の増進を目的に出据・蓄積された資産の目的外費消

に歯止め策を講じようという趣旨のルールである。この原則の下では、

CICの本来の目的の範囲、例えば事業のための融資を受ける際の担保に供

するようなときには、資産を利用することができることになる。また、

CICが事業取引の結果債務超過に陥り、契約上の義務を履行するために地

域社会益用資産の処分をしなければならないことも想定される。この場

合、アセットロック原則は適用にならない。

　ちなみに、法人格を有するかどうかにかかわらず、資産の利用目的が

限定され、地域社会益増進に費消するように求められる団体は、「資産の

利用目的限定団体（asseし10ckedbody／アセットロックト団体）」と呼ば

れる。会社法に準拠して認定・登録される地域社会益会社（CIC）はア

セットロックト団体に該当する（2004年地域社会企業法30条）。ほかに

2006年チャリティ法に準拠して登録される各種チャリティ（registered

charities）〔2006年チャリティ法第3章9条以下〕、さらには2006年チャ

リティ法に基づいて創設される公益法人（CIO＝charitableincorporated

organiz甜ons）〔2006年チャリティ法18条、34条関係別表7〕も、残余資

産などを公益目的増進に費消するように求められる。これら登録チャリ

ティの場合には、「サイプレス（のρ郷）ルール」に基づいて、公益目的

資産の継承的処分（chahtable　asset　settlement）が行われる（2006年チャ

リティ法第4章15条以下）（151）。

（151）　ちなみに、チャリティに関する伝統的な法原則である「サイプレス（砂ρ郷）ルー

　ル」と社会益目的「資産の利用目的限定（asset　lock）」原則との違いが、いまいち

　定かではない。アセットロック原則の具体的適用について手続的には、例えば、

　CIC清算の場合には、法人債務や持分社員の当初の出資額の返還分などを差し引い

　た後に、地域社会益目的資産にあたる残余資産（remainingresidualassets）がある

　場合には、当該資産にっいての継承的処分（communityinterestassetsettlement）が

　求められることになる。その後、CIC規制官の監督の下、当該資産を同種のCICや

　登録チャリティのようなアセットロックト団体へ移転するように求められる（2004

　年地域社会企業法31条1項、2005年CIC規則23条4項以下）。
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（2）認証コミュニティ開発金融機関（CDFl）への投資とコミュニティ投

　　　資税額控除（CITR）の適用

　「キャピタルファイナンス（capital伽ance）」、つまり公益増進を目的

とするチャリティや地域社会益増進を目的とする地域社会益会社（CIC）

が活動資金（原資）を調達するルート、を確保することは極めて重要であ

る。通例、チャリティやCIC、勤労者共済組合（IPS）【現ベンコム／地域

社会益共済組合】のような社会的企業（social　enterprises）がその活動に

使う資金を調達するルートは複数ある。主なルートをあげると、次のとお

りである。

〔図川一34〕社会的企業の活動原資調達　（キャピタルファイナンス）ルート

①助成交付金・補助金

②財産や現金の寄附・基金への出掲

③金融機関などからの借入金や債券／社債の発行〔借入資本／デット

　ファイナンス〕

④株式や転換社債等の発行〔自己資本／キャピタルファイナンス〕

⑤その他

　これら社会的企業が活用できる活動原資調達（キャピタルファイナン

ス）ルートにっいては、すでに基本的な精査を行ってきたところである。

ブレア政権（当時）は、地域社会益会社（CIC）や勤労者共済組合（IPS）

【現ベンコム／地域社会益共済組合】のような社会的企業が、とりわ

け、地域金融機関から借入・融資（デットファイナンス／debtnnance）

を受け易くなるようにとの配慮から、「認証コミュニティ開発金融機関

（accredited　CDFI需accreditedcommunity（levelopmentfinancialinstitu恒on）」

制度および税制に「コミュニティ投資税額控除（CITR＝communi取

investmenttaxrehef）」の仕組みを導入する政策を実施した。すなわち、

この制度および政策税制の実施により、地域金融機関（CDFI）が社会的



イギリスのチャリティ制度改革（2）（石村）　133

企業に貸付・融資するに必要な潤沢な資金が集められるように、さらに

は、個人ないし法人（投資家）が、①認証CDFI（accredited　CDFls）”の

持分（株式／shares）の引受、②認証CDFIの債券／社債（securities／

bonds）の引受ないし③認証CDFIへの貸付（loans）・貯蓄（savings，

deposits）した場合、当該投資家は、法人税ないし所得税の確定申告に』お

いて、コミュニティ投資税額控除（CITR）を受けることができるように

配慮した。

〔図III－35〕認証コミュニティ開発金融機関（CDF［）への投融資と「コ

　　　　　　ミュニティ投資税額控除（CITR）」適用の構図

【所管】BIS（事業革新技能省） 【所管】Treasury（財務省）、HMRC（歳入関税庁）

《金融機関側》

BIS

《納税者（個人・法人投資家）側》

の誰蔚諺
②識卿諄

i【適格投融資の範囲】　　　　　i
i①認証CDFIの持分ノ株式の引受i

②認証CDFIの債券／社債の引受　i
i③認証CDFIへの貸付／貯蓄　　　i
I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

CDFI　認証CDFI
②囎貿

投資家（個人・法人）

④麟 控除淵諄

　　　　　　　　⑤税額控除調書を添付しCITR確定申告

　⑥申告是認

　　　HMRC（歳入関税庁）

　以下においては、コミュニティ開発金融機関（CDFI）の認証制度と、

認証CDRIに投資家（個人・会社）たる納税者が行った投融資に対するコ

ミュニティ投資税額控除（CITR）適用の仕組みについて、精査する。

（a）認証コミュニティ開発金融機関（CDFl）

　ブレア政権（当時）は、地域社会益会社（CIC）や勤労者共済組合

（IPS）【現ベンコム／地域社会益共済組合】、チャリティのような社会的

企業の活動原資（キャピタルファイナンス）の多様化をねらいに、事業活



134　白鴎法学　第18巻1号（通巻第37号）（2011）

動収益はもちろんのこと、各種の補助金（公的資金）や寄附金なども重視

する方針を打ち出した。これらに加え、社会的企業の事業資金調達源の

多様化の一環として、地域金融機関から特別融資（デットファイナンス／

debtnnance）が受けられるように配慮する政策を打ち出した。

　政府が、地域金融機関による特別融資を広げようとした背景には、大手

金融機関による、いわゆる‘‘貸し渋り問題”が深刻化していた事情があっ

た。とりわけ、条件不利地域（disadvantagedcommmides）で営業して

いる事業者ならびにCICおよびIPS【現ベンコム】のような社会的企業

を、これら大手金融機関が‘‘カスタマー（顧客）”にしたがらない実情、す

なわち「信用排除（credit　exclusion）」や「金融サービス排除（nnancial

exclusion）」問題、が深刻になっていた。このことから、ブレァ政権（当

時）は、貸し渋り対策（Hnancial　inclusion）として、地域金融機関を窓口

とするマイクロクレジット（小口信用）、マイクロファイナンス（小口金

融サービス）の広げる方向へ舵を切ったわけである。

　イギリスには、地域の生活環境改善をする場合に特別の融資をするさま

ざまなコミュニティ開発金融機関（CDFI＝communitydevelopment且nance

insUtutions）がある。信用組合（creditunions）（152）、コミュニティ融資基金

（CommmityFinanceFund）、マイクロ金融基金（MicroFinanceFund）、

社会銀行（Social　Bank）、チャリティ銀行（Charity　Bank）（153）などが典型

である。

　政府は、こうしたコミュニティ開発金融機関（CDFI）を通じて、条件

不利地域で営業している零細企業やこうした地域で社会益増進活動を行っ

ているCIC（地域社会益会社）伝統的なIPS（勤労者共済組合）【現ベン

コム／地域社会益共済組合】のような社会的企業に対する融資を広げると

（152）　イギリスの信用組合（クレジットユニオン）は、本来、組合員が所有しかつ経営

　する金融協同組合（丘nancial　co－opera伽e）である。したがって、一般の銀行などと

　は異なり、必ずしも不特定多数を顧客とする金融機関ではない。本稿第3部II4参

　照。
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ともに、金融排除で差別を受けている条件不利地域の住民に対する「金融

サービス提供（且nancial　inclusion）」を確保するための救済策を検討する

ことにした（154）。

財務大臣は、この問題の検討を行うために、‘‘政府・営利企業・NPO

が協同しパートナーシップ”を組んだ「社会投資促進対策会議（Socia1

InvestmentTaskForce）」〔政府審議会〕を立ち上げた。そして、同会議に

対して「コミュニティを企業化する：福祉よりも豊かさを（Enter画sing

Commmities：W6alth　beyond　W翫are）」の表題で実効的な対策を早急に

検討するように諮問した。同会議は、諮問事項を検討し、社会投資促進策

を答申した（155）。

（153）チャリティ銀行（Charity　Bank　Limited）は、個人や法人から寄附金を募るとと

　もに、不特定多数者が預けた資金（預金）なども原資（capita1）にして、チャリティ

　のみならず、地域社会益会社（CIC）をはじめとして広く社会的企業一般を顧客に、

　融資業務に特化した金融機関である〔2009年4月現在：従業者34人・ボランティア

　2人〕。A〉ailable　at：http：／／www．charitybank．org／．チャリティ銀行は、預金など銀行

　業務を営むことから、金融サービス庁（FSA）の規制を受け、認可が必要となる。

　また、認可要件の一つである「資本（capita1）」の充足をはかるため、株式有限責

　任会社（CLS）形態をと取らざるを得なかった。チャリティ銀行CLS形態での登

　録チャリティの申請をした。2002年4月1日に、チャリティコミッションは、CLS

　形態ではチャリティ登録を認めないとして以降、極めて異例としながらも、チャ

　リティ銀行を登録チャリティと認定した〔登録番号1091648〕。Available　at：http：／／

　㎜．charity－commission．govluk／Library／registration／pdfs／charitybankdecision．pdf

　ちなみに、チャリティ銀行、従来は、80年以上もの伝統のある「チャリティ支援基

　金（CAF－Cha甜esAidFoundation）」〔公益信託形態の登録チャリティ：登録番号

　268369。2009年4月現在：従業者469人〕の傘下にあった。このことから、チャリ

　ティ銀行への寄附者は、登録チャリティであるCAFのグループロ座に寄附金を支

　出するかたち（通過勘定方式）により、所得税上の寄附金控除ないし法人税計算上

　の損金算入も可能であった。しかし、チャリティ銀行は、CFAから巣別れをした。

　Availableat：http：／／www．cafonline．org／Default・aspx？page＝7353．このため、チャリ

　ティ銀行は、あらたにチャリティコミッションに登録申請をし、登録チャリティの

　途を選択し、その認定を受けた。この結果、チャリティ銀行に直接支出した寄附金

　には、原則として税制上の支援措置の適用がある。一方、かつてチャリティ銀行の

　親団体であったチャリティ支援基金（CAF）の方は、金融サービス庁（FSA）の認

　可を受けて別会社〔株式有限責任（CLS）形態〕の「CAF銀行（CAFBanklimited）」

　を設立し、チャリティ向けに特化したかたちで金融サービス業務を行っている。

　Ava11able　at：http：／／www．cafonline．org／Default．aspxPpageゴ6880．
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（b）認証CDFlへの投融資に対する租税優遇措置

イギリス政府は、社会投資促進対策会議の答申を参考にし、条件不利

地域でマイクロ金融業務に専念している各種コミュニティ開発金融機関

（CDFI）に対する体力増強策を実施した。政府は、緊急対策として、ま

ず、これらのCDFIに対し公的資金を注入した。

また、これらCDFIのうち、条件不利地域の事業者などへの融資に積極

的に応じている金融機関にっいては、‘‘優良なマイクロクレジット、マイ

クロファイナンス”とお墨付きを与える「認証CDFI（accreditedCDFI）」

制度を導入した（156）。そのうえで、認証CDFIに投融資した法人や個人の

（154）　マイクロクレジット（小口信用）、マイクロファイナンス（小口金融サービス）

　の考え方は、本来、‘‘金融NGO”が、発展途上国（upcoming　countries）における貧

　困解消をねらいに社会的排除（social　exclusion）対策として広めた活動がもとになっ

　ている。しかし、先進諸国における市場経済至上主義の広がり、その“負の遺産”と

　しての社会・経済格差の解消が重い政策課題になるにつれて、こうしたマイクロク

　レジットやマイクロファイナンスの考え方は、先進諸国に‘‘逆輸入”されるにいたっ

　た。今やイギリスやアメリカなど主要先進諸国内における条件不利地域での貧困対

　策、とりわけコミュニティ金融の振興、に幅広く活用されてきている。ちなみに、

　例えば、「シェアードインタレスト（SharedInterest）」〔正式名：Sharedlnterest

　Society　Limited〕は、イギリスに本拠を置き、グローバルな活動をしている著名な

　金融NGOの一つである。シェアードインタレストは、イギリス国内法上は、金融

　サービス庁（FSA）所管の“金融共同組合（丘nancial　c（｝operぬve　society）”〔勤労者

　共済組合（IPS）登録番号27093R〕である。また、シェアードインタレストは、傘

　下に「シェアードインタレスト基金（SIF＝Shared　Interest　Foundation）」を置いて、

　発展途上国でマイクロクレジット、マイクロファイナンスのような‘‘金融NGO”活

　動を行っている。SIFは、チャリティコミッション所管の登録チャリティ〔登録チャ

　リティ番号1102375〕である。親団体であるシェアードインタレストと子団体であ

　るSFIは、共同で「社会口座（social　account）」を維持・管理し、中米諸国やパレス

　チナをはじめとして世界各地でマイクロクレジット、マイクロファイナンスを広げ

　る活動を取り組んでいる。Availableat：http：／／www．shared－interestcom／found甜on．

　php；http：／／maiLshared－interest．com／pub／soc＿ac＿08＿finalRpdf

（155）　社会投資促進対策会議は、2000年から2005年にかけて、各種の報告書（答申）

　を作成・公表している。Availableat：http：／／www．enterprising・communi廿es．org．uk／

　rpレcont．shtml．

（156）　ちなみに、コミュニティ投資税額控除（CITR）は、社会投資促進対策会議（Social

　InvestmentTaskForce）が答申した事項の一っである。Availableat：http：／／www．

　enterprising－communities．org．uk／／．
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投資家に対して、法人税ないし所得税計算にあたりコミュニティ投資税

額控除（CITR＝community　investmenttax　relief）を認める仕組みを整備し

た（157）。

ちなみに、「認証CDFI（accredited　CDFI）」制度に関する執行行政は、

歳入関税庁（HMRC）と事業革新技能省（BIS＝Business，InnovaUonand

skills）（158）が共管している。具体的には、Blsが‘℃DFIの認証業務”を担

当し、一方、HMRCがコミュニティ投資税額控除（CITR）業務を担当す

る。

投資家たる納税者が、5年以上にわたり、BERR（現BIS）担当相か

らお墨付きをもらった①認証CDFI（accredited　CDFls）”の持分（株式／

shares）の引受、②認証CDFIの債券／社債（securities／bonds）の引受、

ないし③認証CDFIへの貸付（10ans）・貯蓄（s舗ngs，deposits）した場合

（2007年所得税法336条1項・2項、2007年財政法57条関係別表16第2条

1項・2項）、当該投資家たる納税者は、法人税ないし所得税の確定申告

（157）2003年4月以降、CDFIのうち、一定の要件を充たした金融機関を「認証

　（accredited　CDFls）」し、投資家（法人・個人）認定CDFIに投融資をした場合、税

　制上の優遇措置が受けられる【2002年財政法（Finance　Act2002）別表16、17《投

　資家が法人の場合》、2007年所得税法（IncomeTaxAct2007）第7編333条一382条

　《投資家が個人の場合》、2003年コミュニティ投資租税特別措置（CITRの承認）規

　則〔The　Community　InvestmentTax　Relief（Accre（iitation　ofCommunity　Development

　Finance　Ins廿tu廿ons）Regula且on2003〕《投資家が法人・個人の場合》、2008年コミュ

　ニティ投資租税特別措置（CITRの承認）規則〔TheCommun呈tyInvestmentTax

　Relief（Accreditation　of　Community　Development　Finance　Institutions）（Amendment）

　Regulations2008〕《投資家が法人・個人の場合》など】。この租税特別措置は、「コ

　ミュニティ投資租税特別措置（CITR－Community　InvestmentTax　Relief）」と呼ば

　れる。歳入関税庁（HMRC）の解説（CITM9900－CITR：Abhefguide　for　investors）

　参照。Available　at：http：／／www．hmrc．g帆uk／manuals／citmanua1／CITM9900．htm．ま

　た、CITRにっいて詳しい分析として、See，VinceHeaney＆KぬeHil1，lnve甜ngin

　Social　Enteπ）rise：the　role　of　tax　incenUves（CSFI＝Centre　for　the　Stu〔iy　of　Financial

　Imovation　Mayl2010），available　at：http：／／www．nesta．org．uk／1ibrary／documents／

　Inves廿ng・in－Social－EnterPhse．P（迂

（158）制度導入時の担当省は、旧通産省（DTI）を再編して誕生した企業・規制改革省

　（BERR＝DepartmentofBusiness　Enterprise　andRegulatoryReform）【現BIS】であっ

　た。
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において、5年間にわたり各年、投融資額の5％までコミュニティ投資税

額控除（CITR）を受けることができる（2007年所得税法335条、2007年

財政法57条関係別表16第19条以下）（159）。

　こうした制度を通じて、CIC（地域社会益会社）やIPS（勤労者共済組

合）【現ベンコム／地域社会益共済組合】のような社会的企業を間接的に

支援したい投資家に、タックスインセンティブ（租税優遇措置）を講じて

いる。登録チャリティ（registered　chari廿es／登録公益団体）〔1993年チャ

リティ法3条〕に支出した寄附金について個人や法人に寄附金控除または

損金算入を認める課税取扱（160）に対応するパラレルな措置ととらえること

ができる。各種の社会的企業に対する政府による税制上の支援措置につい

てのイコールフッテング（競争条件の均等化）はある程度確保された、と

みることができる。

　①コミュニティ開発金融機関（CDFI）認証基準

　CDFIの認証業務を担当するBIS（事業革新技能省）【旧企業・規制改

革省／BERR】担当相は、条件不利地域において優良なマイクロクレジッ

ト、マイクロファイナンスに専念しているコミュニティ開発金融機関

（CDFI）であると認証する場合の法定基準（criteriafor　accreditation）

は、簡潔にまとめると、次のとおりである〔2007年所得税法7編340

条以下、2007年財政法57条関係別表16、2003年コミュニティ投資租

税特別措置（CITRの承認）規則〔TheCommunitylnvestmentTax

Relief（Accreditation　of　Community　Development　Finance　Institutions）

Regulation2003〕【2003年l　CITR規則】〕（161）。

（159）　Available　at：http：／／www。hmrc．govluk／specialist／citc＿guidance．htm．

（160）　現在、ギフトエイド（支援寄附金／g置aid）、給与・年金天引き寄附（payroll

　gift）および評価性資産の寄附（taxreliefonasset）の三つの方法がある。See，

　James　Kessler＆Harriet　Brown，ル耀蜘％げChα7痂εs，（7th　ed．，2009，Key　Haven

　Pubhca廿ons）．
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〔図III－36〕CDFI認証基準

・認証を申請するコミュニティ開発金融機関（CDFI）は、長期にわた

　り、最低でも5年間、事業を継続する意思で設立されていること

・当該CDFIは、認証を受ける期間にわたり、その事業の75％以上が、

条件不利地域の企業に対する融資、または、融資および営業について

の助言を目的とする事業であること（2003年CITR規則8条c号）

・当該CDFIの顧客は、他の融資先、とりわけ大手金融機関（商業銀

行）から融資が受けられないでいる企業であること（2003年CITR規
則10条b号）

・当該CDFIは、中規模企業ないし小規模企業（以下「中小企業」）〔従

業者250人以下であり、かつ、年間売上が5，000万ユーロを超えない、

または、年間の貸借対照表が4，300万ユーロを超えないこと、ならび

に、当該中小企業が他の団体に支配されている場合にはその資本もし

くは投票権の25％を超えていないこと〕要件を充たす企業のみを対

象に融資を行っていること（2003年CITR規則10条1項a号、2項）

・条件不利地域にかかる各種要件〔①政令で指定した地域かどうか、②

その他所得、失業、健康・貧困・障害、教育・技能・訓練、各種サー

ビスヘのアクセス、住宅供給などの度合、または、③当該中小企業が

民族・性別・年齢・信仰・障害その他の要因を考慮に入れて条件不利

者と認められる複数の個人により所有されかつ経営されているもしく

はそうなるとみられるかどうか、などの基準〕のうち、少なくとも

1っを充たす中小企業に対してのみ融資を行っていること（2003年

CITR規則10条1項c号）

・当該CDFIは、直接あるいは間接に、法令が禁止する住宅不動産
　（residendalproperty）の取得、建設または開発向けの投資のための融

資を行っていないこと（2003年CER規則11条4項関係別表1第7項）

認証を受けようとするコミュニティ開発金融機関（CDFI）（以下「申請

人」ともいう。）は、所定の書式を用いて、担当国務大臣（BIS）（162）あて

（161）　See，BIS，Community　Investment　Tax　Relief（2008）。Available　at：http：／／www．

　berLgovluk／files／file43003．doc．Also，see，Material　conceming　the　Accreditation　of

　Community　Development　Finance　Institutions　published　by　the　Secretary　of　State

　for　Trade　and　Industryl15January2003and　revised　on　ll　March2008．http：／／bis．

　ecgroup．net／Publications／Ente塔）hseBusinessSupport／F血ance．aspx

（162）2009年6月5日からは、事業革新技能省（BIS＝Business，Innovぬon　and　Skills）

　担当国務大臣である。
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に申請を行わなければならない（2007年所得税法340条、2007年財政法57

条関係別表16第4条）。申請については、特段、指定された期限はない。

認証されれば申請人に通知される（2003年CITR規則4条）。認証は発行

日から3年間有効である（2007年所得税法342条、2007年財政法57条関係

別表16第7条）。認証の更新については、少なくとも現在の認証期間が終

了する2ヵ月前にその申請を行う必要がある。

　認証または不認証について、BISは、原則として完全な申請書類を受理

してから2ヵ月以内に通知しなければならない。認証通知書（noti且cation

ofaccredit甜on）には、申請団体が「小売CDFI（retailCDFI）」〔主とし

て適格中小企業に直接融資する金融機関〕か、「卸売CDFI（wholesale

CDFI）」〔主として他の認証CDFIに事業資金を融資する金融機関〕か、

いずれのCDFIとして認証したのかを明記しなければならない（2007年所

得税法340条8項、2007年財政法57条関係別表16第4条7項）。

　不認証の通知を行う場合、担当大臣は、その理由を附記しなければなら

ない（2003年CITR規則5条）。一方、申請人は、通知書に付記された理

由を斜酌し、必要な書類を整え、さらには追完する措置を講じたうえで、

いつでも再度申請を行うことができる。

　認証CDFIの側に認証基準違反があると認められる場合、BISは、認証

を取り消すことができる（2003年CITR規則15条）。なお、不認証処分ま

たは認証取消処分があった場合、申請人または取り消されたCDFIは、そ

れぞれの処分について定められた不服申立て期限内に、第一段階審判所

（Firs距erThbuna1）に審査請求をすることができる（2003年CITR規則

16条）（163）。

②コミュニティ投資税額控除（CiTR）の概要

投資家（個人・会社）たる納税者が、条件不利地域でマイクロ金融業務

（163）近年、イギリスの租税審判所制度は大きく変容した。詳しくは、拙論「イギリス

　の租税審判所制度の抜本改革」白鴎法学16巻1号参照。
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に専念している認証CDFIに適格投融資（qualhンing　investments）をした

とする（2007年所得税法334条、2007年財政法57条関係別表16第8条）。

この場合、法人税ないし所得税の確定申告において、認証CDFIが発行

したCITR税額控除調書（tax　reliefcertificate）（2007年所得税法348条、

2007年財政法57条関係別表16第12条）を添付して、コミュニティ投資税

額控除（CITR〒communityinvestmenttaxrelief）が受けることができる

（2007年所得税法340条、2007年財政法57条関係別表16第1条）。

　このように、CITRは、認定CDFIに投融資した場合にかぎり認められ

るものである（2007年所得税法340条2項以下、2007年財政法57条関係

別表16第4条2項以下）。したがって、条件不利地域で営業している事業

者、CIC（地域社会益会社）ないしIPS（勤労者共済組合）【現ベンコム

（地域社会益共済組合）】のような社会的企業に対し、認定CDFI（認証

コミュニティ開発金融機関）を通さず、直接投融資した場合には、CITR

は適用にならない。こうした仕組みを採用したのは、コミュニティ金融機

関（CDFI）自体が国等からの助成金や補助金の交付に傾斜し公的資金漬

けになるのを防止するためである。言い換えると、コミュニティ投資税額

控除（CITR）を通じて、認証CDFIへ民間資金の注入を促すことがねら

いである。

　確定申告でこの税額控除を申請した投資家たる納税者は、最大で投資額

の25％（投融資した年から5年継続で各年5％）を法人税額ないし所得

税額から控除できる（2007年所得税法335条、2007年財政法57条関係別表

16第19条および第20条）。この場合、投資家たる納税者は、当該投融資を

中途で引揚ないし解約したりすることなく、一定期問にわたり継続してい

ることが前提となる（2007年所得税法336条4項、2007年財政法57条関係

別表16第19条および第20条）。例えば、個人投資家の場合で、2009年6月

1日に認証CDFIの持分10，000ポンドを引き受けたとする。2009分の所得

税の確定申告時に500ポンド（10，000ポンドの5％）を税額控除できる。
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　また、当該年を含め5年間にわたり総計で2，500ポンドの税額控除を受

けることができる。なお、5年以内に契約を解約することは制限されてい

る。CITRの適用を受けている場合、例えば貸付については、2年間は解

約ができない。さらに、3年目、4年目、5年目については、それぞれ解

約の額は当初契約額の25％、50％、75％を超えてはならない。加えて、

こうした許容される範囲内で解約をした場合でも、従前にCITRの適用を

受けていた金額との差額について、投資家たる納税者に対する取戻課税が

行われる（2007年所得税法354条以下、2007年財政法57条関係別表16第22

条・23条）。さらに、投資先である認証CDFIが、その認証を取り消され

た場合も、5年の契約期間のうち喪失時から残存期間にかかるCITR適用

について、投資家たる納税者に対する取戻課税が行われる（2007年所得

税法356条以下、2007年財政法57条関係別表16第24条）。

　なお、コミュニティ投資税額控除（CITR）の対象となる適格投融資と

は、次のものを指す（2007年所得税法344条、2007年財政法57条関係別表

16第2条）。

〔図1“一37〕適格投融資の種類

認証CDFIの持分（株式／shares）の引受：例えば、条件不利地域で零

細事業者や社会的企業を融資相手としてマイクロファイナンス業務を営

んでいる認証CDFIである金融勤労者共済組合（financial　IPS）【現ベン

コム（地域社会益共済組合）】や金融地域社会益会社（伽ancial　CIC）

などに出資〔エクイティ投資〕をした場合、その時に引受額を全額払い

込まなければならない。この場合、原則として、当該投資の日から5
年間その引受契約を解約することはできない（2007年所得税法347条、

2007年財政法57条関係別表16第11条）。

認証CDFIの債券・社債（securities／bonds）の引受：例えば、条件不

利地域で零細事業者や社会的企業を融資相手としてマイクロファイナン

ス業務を営んでいる認証CDFIである金融会社（financial　CIC）が発行

する社債／債券に投資〔エクイティ投資〕したとする。この場合、契約

時に全額支払をし、原則として、当該投資の日から5年間当該社債を保

有しなければならない（2007年所得税法346条、2007年財政法57条関係
別表16第10条）。
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認証CDFIへの貸付（Ioans）　：例えば、条件不利地域で零細事業者や

社会的企業を融資相手をとしてマイクロファイナンス業務を営んでい

る認証CDFIである信用共済組合（creditunions）などに対して貸付
（ローン）をしたとする。この場合、当該信用共済組合などは、契約時

に全額受領していなければならない。また、当該ローン契約は、投資の

日から5年間、貸付金を他の投資に回すことを認める内容であってはな

らない（2007年所得税法345条、2007年財政法57条関係別表16第9条）。

認証CDFI銀行での貯蓄（savin　s）　例えば、条件不利地域で社会
的企業を融資相手としてマイクロファイナンス業務を営んでいる認証

CDFIである銀行（bank）に口座を開設し貯蓄をするかたちで投資をし

たとする。この場合、5年継続など一定の要件を充たすことを前提に、

コミュニティ投資税額控除（cnR）の適用上、適格投融資とみなされる。

（c）コミュニティ投資税額控除（CITR）活用の現状

　認証CDFIに対する投融資の額には制限はなく、また、コミュニティ

投資税額控除（CITR）の適用にあたっても、各投資家たる納税者は、投

資額全額について控除の対象とすることができる。さらに、適格投融資

にっいても、「エクイティ・インベストメント〔株式（持分）や社債の引

受〕」、「貸付」、「貯蓄」と選択肢は広い。表面的には、このインセンティ

ブは、投資家にとり魅力あるようにもみえる。しかし、近年のCITRの利

用実績は、当初予想していたよりもかなり下回っている（164）。

　その原因は、さまざまな角度から分析されている（165）。認証CDFIである

といっても、もっぱら金融排除（伽ancialexclusion）を受けている事業者

などを取引相手にマイクロ金融を営んでいる金融機関が破綻する確率は決

して低くない。また、こうした金融機関は、投融資契約において、投資家

の投融資を別建てで保証することなどは極めて稀である。したがって、投

（164）　社会投資促進対策会議（Social　InvestmentTask　Force）は、2000年に、利用は

　2003年4月の法施行から5年間で10億ポンドあるものと積算していた。しかし、

　2007年で5，500万ポンドにしか達しなかった。

（165）　See，Dermon　Finch，‘‘Tax　Incentives　for　Social　Investment”，in　Paul　Hackett（ed．），

　Incentives　for　Growth（2006，The　Smith　Institute）Cha．7available　at：http：／／www．

　smith－institute．org．uk／pdfs／incentives．p（if
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資家にとり、コミュニティ投資税額控除（CITR）は魅力的なインセンティ

ブと映るものの、5年にわたりCDFIに多額の投融資をすることのリスク

は決して低いものではない。

　2005年11月現在で、コミュニティ投資税額控除（CITR）の利用実

績3，800万ポンドのほとんどは、個人投資家にかかるものであった。

準大手のコミュニティ金融機関が加盟するコミュニティ開発金融協会

（CDFA＝CommmityDevelopmentFinanceAssociadon）（166）の資料による

と、2005年11月現在で、73会員のうち、認証CDFIとなったのは23会員

であり、コミュニティ投資税額控除（CITR）の対象となる投融資で実績

をあげたのは11会員に留まる。

　この背景には、法人投資家にとり、マイクロ金融を営んでいる認証

CDFIが、極めて零細（通例数人）であり、大規模な投融資をするにはリ

スクが大きすぎる（認証CDFIの42％が認証を受けてから2年以内に破

綻）との懸念がある。場合によっては、経営陣が株主から経営責任を問わ

れかねないからである。政府からお墨付きを得た認証CDFIであると言っ

ても、コミュニティ金融機関（CDFI）の多くは、企業ブランドが確立し

ておらず、そうした努力にも欠けるきらいがあることが指摘されている。

　また、多くのコミュニティ金融機関（CDFI）が、事業原資を政府など

からの助成金・補助金（capitalgrants）、いわゆる「公的資金」に大きく

依存している実情があげられる。政府は、このようなコミュニティ金融

機関（CDFI）の公的資金依存体質を改善し、コミュニティ投資税額控除

（CITR）を整備し、投資家からの民問資金の導入をはかり、CDFIの事業

資金源の多様化を図ろうとしている。しかし、こうした政府の意図がコ

ミュニティ金融機関側に十分に理解されていないことがあげられる。さら

（166）コミュニテ欄発金融協会（CDH、一Co㎜塒DevelopmentF血㎝ce趣soda且on）、

　CDFIに関するロビイング（政治的働きかけ）と権利擁護活動（advocacy）を目的とす

　る事業者団体（trade　associa廿on）である。保証有限責任会社（CLG）形態の非営利法

　人である。Avanableathttp：／／㎜．cd血．org．uk／cm丘ame．php～pm飼＝1100。なお、C皿F制

度の骨格にっいて詳しくは、鋭e，CD恥Co㎜面馳ves㎞ent伽Rehef－AG樋de鉛r
　CDFI（1993）．Available　at：http：／／www．cd血orguk／（iocuments／CnRCDFlguidef血aLp〔丘
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に、「コミュニティ開発金融機関（CDFI）」という名称の重さも問われて

いる。「コミュニティ・バンク」のような親しみのある名称に改称すべき

ではないかとの指摘もある。

　また、コミュニティ金融機関が認証CDFIになり、民聞資金を導入して

資金量を増加させても、コミュニティ投資税額控除（CITR）の適用を受

ける投資家から得た資金にっいては、居住用住宅開発を手がける社会的企

業には貸出ができないなど、融資先での融資の対象となる事業に対する使

途制限が強すぎることがあげられる。

　こうした指摘を受けて、政府は、コミュニティ投資税額控除（CITR）

をより使い勝手のよい制度に改善する意向を示している。しかし、こうし

た租税特別措置を、この実効性も十分に検証することなく拡充することに

対しては批判もある。こうした批判は、CITR制度改善が遅々としてすす

まない原因ともなっている（167）。

　①エクイティファイナンスを重視する背景

　もう一方で、イギリス政府は、CICの活動原資調達ルート多様化や

社会的責任投資（SRI）の‘‘受け皿”つくりの観点から、「エクイティ

ファイナンス（equitynnance）」、つまり「株式（shares）や転換社債

（CB＝convertible　bond）（168）の発行による資金調達」方法の導入を積極的

に推進して行く方針をとった。

（167）政府も、CITRの制度改善に向けた検討を行っている。CDFIの業界団体のコミュ

　ニティ開発金融協会（CDEA）は、CHRの活性化に向けた建設的な提言を行っている。

　CDFA，Community　InvestmentTax　Relief：Response　to　call　for　evidence（Feb．2007）

　Available　at：ht仁p：／／www．cdfa、org．uk／documents／CITRConsulta盤on℃dfaresponsefinal．

　pdf
（168）CBの保有者は、株式に転換すれば、株価の値上り益（キャピタルゲイン）を期

　待できる。一方、社債のまま保有すると、利付債券として定期的に利子を受け取る

　ことができる。償還日には額面金額が払い戻される。わが国において、CBは、従来

　「転換社債」と呼ばれていたが、近年の商法改正で、2002〔平成14〕年4月1日以降、

　「転換社債型新株予約権付社債」と称されている（日本会社法236条2項）。
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　エクイティファイナンスを含む、こうした活動原資の多様化政策をとる

理由はいくつかあげられている。

　イングランド銀行が、2003年5月に、報告書『社会的企業の資金調津

案（TheFinancingofSocialEnterprises）』を公表している（169）。この報告書

のなかでは、地域社会の生活環境を整備する事業を行う社会的企業は、一

般に、配当や利子の極大化よりも社会貢献度の極大化に感心があり、この

ことが、逆に、商業銀行が融資に消極的になる原因になっている、と指摘

している。つまり、利益が出ない企業への融資・貸付（debt且nance）に

及び腰である金融機関の姿が浮き彫りにされている。

　一方、政府財政の窮状からは公的資金（助成交付金・補助金など）の拡

大投入は期待薄である。したがって、社会的企業に対する、いわゆる‘‘貸

し渋り対策”の面からも、直接金融、エクイティファイナンスを奨励する

方針を採らざるを得ない実情にある。イギリス政府は、社会的企業はこれ

までも、独自で、資金調達方法の多様化に熱心に取り組んできている点を

評価している。したがって、社会的企業に対するこの面での規制を強化し

過ぎて、こうした自助努力に水をさすことのないようにしなければならな

い、と考えているわけである（『CIC制度政府草案』17頁）（170）。

　②迷走した政府のエクイティファイナンス活用策

　‘‘非営利”とは、本来、④株式・社債・転換社債等（以下「株式等」と

もいう）の発行はしない、つまり「エクイティファイナンス」以外の方法

で資金調達をする、ということを意味する。ところが、CIC制度政府原案

では、地域社会益法人（CIC）は市場取引のできる株式等を発行できるよ

うにすべきであるとの提案をしている。したがって、エクイティ（株式や

転換社債発行による）ファイナンスを奨励することにより、ある種のベン

（169）　See，Bank　of　England，The　Financing　of　Social　Enterprises：A　Special　Report　by

　the　Bank　ofEngland（May2003）．Available　at，http：／／www．caledonia．org．uk／papers／

　Financing％200秘20Socia1％20Enterprises％20in％20the％20UKpdf
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チャー型の社会的企業を育成していこうという方針のようにも見える。

　ただ、この点については、先にふれたように、政府は、この提案に原則

として賛成しながらも、配当（dividends）や利子（interests）に「分配の

上限（cap）」を設定し、一方では、活動原資である基本財産ないし基金、

さらには法人の残余資産あるいは清算所得の分配などに対する「資産の利

用目的制限（アセットロック／assetlock）」を付す方針を実施した。これ

により、CICに限りなく「非営利」の性格を持たせ、市民から寄せられた

寄附金や無償の労力（ボランティア活動）により得られた蓄積・剰余まで

もが、株主や社債券保有者に分配されてしまうのを防いでいるわけである。

　確かに、経済界には、市場原理に基づき配当や利子の極大化が至上命

題であるとする投資家の考え方がある。そして、もう一方には、市場原

理の重要性を認識しながらも、社会貢献ないし社会責任を旗印にCICの

配当や利子に政府規制をかけ上限を設けた方がよいとの政府の考え方があ

る。CICのエクイティファイナンス（株式等の発行による資金調達）のあ

り方をめぐっては、経済界（投資家）と政府との間には、かなりの意識の

ギャップが出てくるのは当然といえる。

　ただ、双方は‘℃ICの活動資金源の多様化は必要”という点では共通す

（170）　ちなみに、わが国において、役所主導で実施された公益法人制度改革では、寄附

　者に対する寄附金控除拡大にはまったく消極的である。それでいて、一方で、「非配

　当としながらも原則課税」の非営利法人制度を打ち出してきている。これでは、わ

　が国の民間非営利公益セクターの存立が危ぶまれる。イギリスやアメリカなど民商

　法が一元化されている。こうした英米法の伝統の下では、営利・非営利の区別に余

　り固執することなく、「キャピタルファイナンス」の課題を検討することができる素

　地がある。これに対して、わが国の法制は、民商法が二元化されている大陸法の伝

　統を受け継いでいる。こうしたことも手伝ってか、商事会社は「市場経済」、民法法

　人その他非営利法人などは「官製経済」といった垣根に目を奪われてしまって、「キャ

　ピタルファイナンス」の課題を根本からしっかりと検討できていないように見える。

　見方を換えると、わが国の民商法が二元化されている土壌の下では、民間非営利公

　益セクターでの「エクイティファイナンス」の活用とか、「委員会設置法人」形態の

　選択とか、営利セクターでの‘‘常識”を取り入れようという動きにはつながりにくい

　法環境にある、といえる。
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る認識がある。助成交付金・補助金や一般から寄せられる寄附金や無償の

労力に加え、投資家社員などを抱えることには、異論が少ない。問題は、

CICに生じる剰余（利益）には、会計処理の仕方によっては、市民から寄

せられた浄財・寄附や熱心なボランティア活動の結果からあがった分も含

まれる可能性もあり、その部分までCICの投資家に還元、分配されてし

まうことには強い抵抗感が示された。これを放置することでは、CIC制度

に対し国民的なコンセンサスを得るのは難しい事情もあった。事実、CIC

のエクイティファイナンス活用案に対するパブリックコンサルテーション

に寄せられた批判的な意見の多くも、同じことを指摘していた（『CIC制

度政府草案』16頁）。

　そこで、政府は、地域社会益法人（CIC）は投資者たる社員を有する仕

組みとし、市場取引のできる株式等を発行できるようにしながらも、その

一方で、CICの活動原資や果実が投資家社員の利益に費消されっくされる

ことのないように、「資産の利用目的制限（asset　lock）」や「分配の上限

（cap）」のかたちで一定の政府規制をかける政策を選択したわけである。

これにより、活動原資の維持に加え、配当の極大化よりも、できるだけ多

くの果実をそのCIC登録会社の社会貢献投資に回せるような仕組みを構

築した（171）。

（3）配当等に対する適正な「上限」とは

イギリス政府は、CICが一一般投資家に向けて株式や転換社債の発行（エ

（171）　翻って、わが国の民間非営利セクターでは、年間予算も容易に組めないような

　ひ弱なNPOがひしめき合っている。こうした実情では、「金融市場」にアクセスし

　公開株式を発行するなどの考えは、まさに“夢物語”といえる。ただ、仮にわが国で

　エクイティファイナンスも活用できる非営利法人制度ができたとする。この場合、

　ある程度の規模の事業をやっている非営利法人などについては、法人転換や新規設

　立などにより、市場取引可能な株式発行による活動原資の確保の途も開かれる。ま

　た、行政補完型の公益法人、いわゆる「官益法人」の私化にも使える。ともかく、

　わが国では、こうしたエクイティファイナンス活用の発想や話題がうまく伝わらな

　いのは、わが国の民問非営利公益セクターが、経営規模や理念などの面ではグロー

　バルスタンダードからは程遠い状態にある証拠ともいえる。
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クイティファイナンス）による資金調達を行う場合には、配当や利子にっ

いては上限（cap）を設けたうえで取引する政策をとることに決めた。た

だ、この場合、合理的な分配基準をどう定めたらよいのかについては、当

初、政府も暗中模索の状態であった。

　例えば、地域社会の利益を増進するために法人資産の維持や活動原資の

確保と、投資家が納得できる配当をし、さらなる投資を促すこと、とのバ

ランスを取ることはかなり悩ましい問題であった。政府原案にかかるパブ

リックコンサルテーション（公開諮問／意見公募）に応じて提出されたコ

メント（意見）のなかでは、「分配の上限」設定にっいては、実に様々な

意見が寄せられた。例えば、政府による企業活動の自由を過度に束縛する

こと（過度な公的関与）のないように、各自が会社定款で上限を定めるこ

とができるようにすべきであるとの意見があった。その一方、上限は厳格

に固定するのではなく、市場の状況に直ちに連動できるように、柔軟性が

求められる。したがって、市場金利に連動した分配基準を採用すべきであ

るとの意見等があった（『CIC制度政府草案』18～20頁）。

　こうしたコメントを検討した結果、政府は、①基本財産や基金など「資

産の利用目的限定（assetlock）」と、②債券や借入金にかかる利子および

利益や剰余金の配当ならびに残余資産の分配に対する「上限設定（cap）」

との二つを柱とするCIC制度において、これらの具体的基準設定につい

ては、新たに設けられたCIC専任の規制機関（CIC規制官）に委ねる方

針を明らかにした（『CIC制度政府草案』20～21頁）。

　この方針を受けて成立したCIC法の定めるところによると、地域社会

益法人（CIC）は、CIC規則が定める場合や清算の場合を除き、原則とし

てその社員に対して会社「資産」を分配（distribute）することができな

いことになっている（2004年地域社会企業法30条1項、31条）。また、

CIC規則の定めるところにより分配（dis伍b面ons）が認められる場合で

あっても、その額はCIC規則が認める範囲までに限られる（2004年地域
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社会企業法30条2項）。ちなみに、ここでいう「資産（asset）」とは、基

本財産はもちろんのこと、事業活動から生じた利益（profits）その他剰余

金（surpluses）を含む意味である。

　一方、地域社会益会社（CIC）は、発行した転換社債／債券（CB＝

converHblebond，debentures）や借入金（debts）にかかる利子（interest）

の支払についても、CIC規則の定める範囲内までに限られる（2004年地

域社会企業法30条3項）。支払利子に関する上限は、CIC規制官が、パブ

リックコンサルテーション（公開諮問／意見公募）などの手続を踏んだう

えで、その結果を踏まえてこれを決定することになっている（2004年地

域社会企業法30条4項・5項・6項）。

（4）CIC「不適格会社」とは

　地域社会益会社（CIC）の登録が認められない場合（消極要件）があ

る。こうした会社を「不適格会社（excluded　company）」という。まず、

「政治活動」を行う法人（会社）が、こうした消極要件の適用を受ける。

こうした法人（会社）は、たとえ社会・地域社会・生活環境の利益増進目

的の事業を行っているとしても、CICの認定・登録を受けることはできな

い（2004年地域社会企業法35条6項、2005年CIC規則6条1項a号～c

号）。

　地域社会益の増進を目的とする法人（会社）であっても、政府や議会に

対し、法律制定の働きかけ、すなわち「直接ロビイング団体」に加え、新

聞をはじめとしたマスメディアに政治的意見広告を出すことを目的とす

る、いわゆる「間接ロビイング団体」は、CICの認定を受けることはでき

ない。

　また、集票活動を含む政党を支持することあるいは政治活動を行うこと

を目的とする団体（政党・政治団体）は、法人格を有していても、CICと

して登録できない。また、政党が関連法人あるいは子法人として立ち上げ
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た法人（会社）も、CICの認定・登録を求めることができない。

　この点について、政府原案に対するパブリックコンサルテーション（意

見公募／公開諮問）に対する各界から提出されたコメント（意見）のなか

では、CIC自身が、設立目的の範囲でのコミュニティ活動を達成するねら

いで、行政や議会などに陳情（直接ロビイング）をすることや、政治性の

ある広報活動（間接ロビイング）を余儀なくされることも多々ある点を指

摘した声が多く出された。とりわけ、CICはコミュニティの利益増進を目

的とするのであることから、ロビイング活動を必要とすることも少なくな

く、より現実的な立法対応を求める声が強かった。この点について、政府

は、CICがその設立目的の範囲内で行うロビイングにっいては、運用を含

め柔軟な対応をとる旨を明らかにした（『CIC制度政府草案』11～13頁）。

また、CICを使って宗教活動をすることについて、規制を求めるコメント

（意見）もあった（172）。

（5）CICは普通法人並み課税取扱

　地域社会益会社（CIC）は、法人所得税上は、本来に事業を含めて課税

対象となる。つまり、普通法人並み課税（いわゆる「原則課税」）を受け

る（173）。なぜならば、CICに対しては、現在、登録チャリティに講じられて

いる‘‘本来の事業が課税除外”になるなどの税制上の支援措置が講じられ

ていないからである。したがって、課税庁（HMRC／歳入関税庁）が運営

する、チャリティに適用あるギフトエイド・スキーム（GiftIMd　Scheme／

（172）　ちなみに、わが国のNPO法でも、NPO法人は、特定候補者の集票活動は全面的

　に禁止されている（特定非営利活動促進法2条2項2号ハ）。しかし一方で、ロビイ

　ング活動については、それがそのNPOの主たる目的でない限り認められている。

（173）　イギリスのチャリティ税制においては、その団体本来の（非営利公益）事業とそ

　の事業に関連する事業〔関連事業〕が、法人所得課税の対象外となる。一方、本来

　の事業と関連しない事業〔非関連事業〕は課税対象外となる。この点、CICは、普

　通法人（営利法人）と同様に、すべての事業が課税対象となる。詳しくは、拙論「欧

　米主要国のNPO法制と税制」ジュリスト1105号参照。
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支援寄附金制度）などの適用はない（174）。

　CICの場合、構成員の一部に投資家たる社員（優先株主）がおり、投資

家たる社員に対する配当は、限定はあるものの、認められる。また、残余

資産ないし清算所得の分配はできないが、初期投資額プラス未払配当は受

け取れる。CICの本来（社会・地域社会・生活環境の利益増進目的）の事

業は所得課税の対象となる。投資者たる社員（優先株主）に対する配当

は、この税引き後所得があてられることになる。

　CICが行う課税資産や課税サービス（以下「課税資産等」）の取引は、’

原則として付加価値税（VAT＝value　added　tax）の課税対象となる。ただ

し、事業者免税点以下の額に課税資産等の取引を行うCICには、VATは

かからない。また、社会政策的な観点から、教育、保健や福祉分野は、

VATの課税対象外となることから、CICが行うこの分野にかかる課税資

産等の取引にはVATがかからない。

　なお、イギリスの場合、地方団体（counci1など）は、法人の資産に対

しカウンシルタックス（counciltax）、レイツ（businessrates）を課して

いる。CICが保有し、地域社会益の増進に使われる事業資産に対し、どの

ような税の軽減措置を講じるかは、それぞれの自治体の判断による。

（6）チャリティか、地域社会益会社（CIC）かの選択

　伝統的なチャリティは、公益目的（chadtable　purposes）で活動する団

体である。チャリティ法の規定に基づいて、チャリティコミッションに申

請し、公益増進基準（public　benefittest）を充足すると認定されれば、登

（174）1990年10月1日から導入されたイギリスで最も普遍的なチャリティ（公益団体）

　に対する寄附金の支出方法である。「単年寄附（single　g流）」制度とも呼ばれる。現

　在、ギフトエイド（支援寄附金／giftaid）のほかに、給与・年金天引き寄附（payroH

　gift）および評価性資産の寄附（tax　relie∫on　asset）の三つの方法がある。イギリス

　の公益寄附金税制については後に詳論するが、邦文の分析としては、さしあたり、

　石村耕治編著『宗教法人法制と税制のあり方』（法律文化社、2006年）221頁以下

　参照。See，James　Kessler＆HarhetBrown，ル劣協o％げG肋擁魏，（7th　ed．，2009，Key

　］ヨ［aven　Pubhca臆ons）．
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録することができる。これに対して、地域社会益会社（CIC）は、会社法

の規定に基づいて設立登記した法人が任意に申請して認定登録を受ける仕

組みにある。申請があれば、会社登記所（Companies　House）内に置かれ

た地域社会益法人規制官（CIC規制官／CIC　Regulator）が、CIC法やCIC

規則の規定に基づいて審査して、地域社会益（community　interest）の増

進に寄与すると認定されれば、会社登記官（RegistrarofCompanies）の

下で登録ができる（2004年地域社会企業法35条、2005年CIC規則3条以

下）。チャリティも、CICもともに、社会的企業（socialenterprises）部門

に属する。

　チャリティ登録の途か、あるいはCIC登録の途かは、申請人が自主的

に選択できる。

（a）チャリティヘの寄附か、CICへの投資か

　社会的企業への投資者は、個人に限らない。法人企業もある。先にふ

れたように、イギリス政府は、法人企業の場合、見返りが少なくとも、

社会的責任（CSR）を果たす一っの途として、CICへの「社会責任投資

（SRI）」を選択するように呼びかけている。一方で、公益団体（チャリ

ティ）へ寄附金を支出することでも、社会貢献あるいは社会責任を果たす

ことができる。同じカネを出すのであれば、会社は、伝統的な公益団体

（チャリティ）へ寄附金を支出するか、あるいは新進気鋭のCIC（地域社

会益会社）へ社会責任投資（SRI）するか選択できるようになっている。

　双方が競い合って社会的企業セクターを大きく育てるという意味でこの

政策には好感が持てる。ただ、CIC制度の政府草案に対しては、「ふつう

の市民や資金提供者の方からすれば、チャリティとCICの違いがよく見

えてこないのではいか」とのコメントも出されている（『CIC制度政府草

案』39頁）。

　CICに寄附しても寄附者には寄附金控除・損金算入の適用がないとすれ
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ば、寄附したくないと思う人も少なくないはずである。この点、寄附に代

えてCICに投資すれば、優先株主として少しでも見返りが期待できる。

登録チャリティヘの寄附とCICへの投資とを、イコールフッテング（競

争条件の均等化）の確保という観点から、差別なしに取り扱うことで、か

なり一般の人たちからもコンセンサスが得られるものと思われる（175）。

（b）CIC登録の長所

　民間の自律的な利益創出手法を用いて市場経済のなかで地域社会の建て

直しに尽力したい企業家意識の高い人たちがいる。こうした人たちにと

り、CIC登録制度は魅力的である。また、CICは、チャリティと違い、地

域社会益（community　interest）という、公益目的（public　interest）より

も広い非営利目的で活動できることから、自由度が高いといえる。

　ただ、CICの登録を求めると、ブランドイメージ、社会的な認知度は高

まるものの、利益分配などの際に上限（cap）を課されることになること

から、社会責任投資（SRI）などの考え方に十分な理解がないと、継続的

な投資意欲を削ぐおそれも出てくる。

　イギリスの場合、チャリティの理事・受託者は、通例、無給である。例

外的に、団体・法人の根本規則（定款／規約等）に報酬規定がある場合に

限り、その支払が受けることできる。言い換えると、チャリティの創設者

（175）配当法人の場合は税引き後利益を配当できることから株式発行などの手段で資本

　市場からの資金調達（capita1丘nance）が容易である。これに対して、非配当法人で

　ある非営利公益法人の場合は、資本市場以外からの資金調達ができるように支援す

　る必要がある。すなわち、寄附者に非営利公益法人に支出した寄附金に対し一定比

　率まで公益寄附金控除・損金算入措置を認めて資金の提供・調達を奨励する必要が

　あるとする見解がある。「資本アクセス説（capital　access　theory）」とも呼ばれる。

　いいかえると、この学説では、“投資者”は、営利法人へ投資し配当を受け取るか、

　非営利公益団体へ寄附金を支出し公益寄附金控除・損金算入の適用を受けるかを選

　択できる構図になるのが公正であると見る。See，TimothyJ．Goodspeed＆DaphneA

　Kenyon，“The　NonprofitSector’s　Capital　Constraint：Does　ItProvi〔ie　aRationalefor廿1e

　TaxExemption　Grantedto　NonprofitFirmsP，”21Pub．Fin。Q．415（1993）．
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で、報酬支払を期待する場合には、理事・受託者にはならずに、有給職員

として勤務するよりない。しかし、CICの場合、当該法人（会社）の取締

役として、報酬の支払を受けて、経営に携わることができる。

（7）CIC制度の政策目標は何か

　従来から、イギリスでは、公益団体やNPOは、営利法人の設立準拠法

である会社法の下で、多くは保証有限責任会社（CLG）を設立するかた

ちで法人格を取得している。そして、こうした法人で、公益目的で活動す

るものは、チャリティコミッションに申請して、認定を受け、登録チャリ

ティの資格を得る仕組みになっている。

　この仕組みに加え、今回のチャリティ制度改革の一環として、登録CIC

（地域社会益法人）制度ができた。当然、相互の登録の転換があるものと

想定し、必要な法制上の整備も行われた。

　例えば、現在、保証有限責任会社（CLG）のかたちで法人格を取得し、

チャリティコミッションで認定を受け、登録チャリティになっている法

人（会社）があるとする。この法人（会社）が、今後、地域社会益会社

（CIC）への登録転換を求めるとする。この場合には、登録、監督などを

行っている規制機関を変えること、つまり“登録転換”手続を要する。こ

の手続は、会社登記官へ申請して行うことになっている（2004年地域社

会企業法39条）。

　とりわけ、現在、大多数のチャリティは、保証有限責任会社（CLG）形

態で存続している。以前は、株式有限責任会社（CLS）形態で公益活動を

行い、チャリティ登録を求めることができた。しかし、その後、チャリティ

コミッションの方針もあり、現在は、法人形態のチャリティ（チャリティ

法人）は、保証有限責任会社（CLG）形態でしか認められない。

　社会的企業の拡大政策を取り、「エクイティファイナンス」が可能な登

録CICの増加政策を押しすすめ、登録チャリティから登録CICへの転換
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を奨励したとしても、保証有限責任会社（CLG）形態では、株式発行はで

きない。わずかに従前から株式有限責任会社（CLS）形態でチャリティ登

録を受けてきたチャリティ法人に対してCIC転換を促せるに留まる。し

たがって、「エクイティファイナンス」の活用を普及させるためには、現

実には、株式有限責任会社（CLS）形態のCIC登録会社の新設を促すしか

ない。登録チャリティである既設会社からCICへの転換では限界がある。

　　「エクイティファイナンス」の活用・普及ではなく、別の理由から登

録チャリティである既設会社からCICへの転換を目指すことも考えられ

る。例えば、登録チャリティの場合、その理事等に対する報酬の日払いは

認められらないとするコモンロー上の禁止原則による縛りがかかる。これ

に対して、登録CIC（地域社会益会社）の場合、理事等に対する報酬支払

は原則として認められる。したがって、理事等に対する‘‘報酬支払”がね

らいであるとすると、保証有限責任会社（CLG）形態の登録チャリティで

あっても、登録CICへの転換は意味がある（176）。

　政府は、「登録チャリティから登録CICへの転換」については、チャリ

ティコミッションの承認があることを条件に認める方針を取っている。こ

の場合、公益用資産の移転・帰属について、厳格な審査を実施する方針を

明らかにしている（『CIC制度政府草案』41頁）。

　いずれにしろ、理論的には、CICからチャリティに、あるいはチャリ

ティからCICに、登録転換が可能である。ただ、実際に、そうした転換

例がどれくらい想定されるのかは、現時点では定かではない。ちなみに、

（176）　この他に、登録チャリティが、役員への報酬支払をねらいにその子会社として

　CICを新設するモデルがある。登録チャリティの役員が当該CICの役員を兼務すれ

　ば、報酬支払を受けることが可能になるからである。ただ、通例、登録チャリティ

　が子会社を設立する理由は、収益（非関連）事業を営み、かつ、その全収益を登録

　チャリティヘ無税で寄附するためである。これはチャリティコミッションが、収益

　事業にっいては別会社（子会社）を設立して営むように指導しているからである。

　したがって、もっぱら役員への報酬支払を目的としたCICタイプの子会社設立は、

　本末転倒ではないかとの批判がある。Available　at：http：／／www．chari呼commission．

　gov1uk／PubhcaUons／cc35（i．aspx．
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チャリティとCIC双方の登録をすることは認められない。

（8）普通社員と投資家社員の区別

　CICには、「持分主（株主のいるかたちのもの／CLS）」と「持分主がい

ないかたちのもの／CLG」がある。「持分主のいるCIC／CLS」において

は、社員権はどのような仕組みになっているのかが問題となる。

　CICは、地域社会の利益の極大化に奉仕することを目的とする法人であ

る。ところが、ふっうの営利会社では、投資者である株主の利益（配当）

の極大化が最大の目的である。また、株主は、総会において取締役の任免

を通じて自己の利益を計ろうとする。当然、「持分主のいるCLS（株式有

限責任）形態の登録CIC」では、地域社会の利益の極大化への二一ズと株

主（持分主）の利益の極大化への二一ズがぶつかり合うことが予想され

る。この点、『CIC制度政府原案』では、CICの目的のためには、「投資家

の権利」～とりわけCICの活動に介入する権利に制限を加えるべきだ、

と提案している。したがって、どのようにバランスをとるかが問われてく

る。

　この点については、『CIC制度政府原案』のなかでは、持分のあるCIC

に関しては、投票権のある「普通社員（ordinarymembers，fullvoting

members）」と、投票権のない「投資家社員（investormembers）」とに

分けて社員の権利をデザインし、CICの本来の目的である「地域社会益／

コミュニティインタレスト」に資する仕組みにするとしている（30頁）。

『CIC制度政府原案』では、「社員の権利」あるいは「社員権」を、大き

く①議決権と②利益分配・残余財産請求権とに分けたうえで、「持分主の

いるCIC／CLS」の社員権について、次のようにイメージしている。
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〔図II［一38〕『CIC制度政府原案』に盛られた持分主のいるCICの社員権

　　　　　のイメージ

社員の種類 議　決権 利益分配・資産の請求権

（a）普通社員 完全な議決権あり 利益分配なし。残余資産
請求権なし

（b）投資家社員 原則として議決権なし。 一定の利益配当あり。残
ただし、持分権の内容変 余資産の分配について
更などの議案については は、初期投資額プラス未
議決権あり 払配当に限り受取る権利

がある。

　普通社員は、議決権はあるが、利益の配当請求権や残余資産の分配請求

権はない。一方、投資家社員は、利益の配当に関しては‘‘優先権”はある

が、議決権はない、といった仕組みになる（177）。投資家社員は、経営権の支

配を目的としない、いわゆる“ポートフォリオ投資家”としてデザインさ

れている。したがって、投資家社員は、自ら・の意思で取締役／役員の排除

などはできない。

　また、『CIC制度政府草案』のなかでは、持分のあるCICでは、投資家

社員の持分は25％未満となるように求めている（30頁）。これにより、絶

対多数（75％以上）の票決の要る会社定款の変更などは、投資家社員で

はなく普通社員の意思によれる仕組みとしている。

　一方、投資家社員は、社員総会で自分らの持分権の内容変更や不利益が

及ぶ議題があがっているケースでは、議決権行使が認められる。また、こ

の場合、多数者である普通社員の専断を防ぐために、別途の投資家社員だ

けのクラス承認を求める仕組みをデザインしている。すなわち、例えば経

営陣が新規事業のため巨額の借入をする方針を立てたとする。この場合、

（177）　つまり、投資家社員は、わが国の会社法108条1項3号に定める「議決権制限株

　式」の保有者に相当するとみてよい。
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投資家社員は、持分の価額や配当の下落が予想され、その方針に疑義があ

るときには、特例としてクラス承認を求めることができることになる。

　『CIC制度政府草案』には、各界から寄せられた政府素案に対するコメ

ントが掲載されている。とくに、‘‘ポートフォリオ投資家”である投資家

社員に法人の経営評価を期待する方向を目指すのか、それとも、その法人

のCICとして“哲学”を優先させる方向なのか、いまいち政府の政策指針

が不透明である、との批判が出ている（『CIC制度政府草案』28頁）。

　CICは、NPO（非営利）法人と営利法人のハイブリッド（雑種）のよ

うな存在である。したがって、投資家社員の議決権総数の割合を25％未

満とするのが適正な水準なのかなどの点が、問題になるものと思われる。

イギリス政府は、この点、投資家社員は、「CICに君臨すれども、統治せ

ず（shouldbe　able　to　influence　butnotcontrol　over　CIC）」を原則に、制度

づくりをすすめるとしている（『CIC制度政府草案』29頁）。

（9）CICに対する政府規制のあり方

　CIC制度は、保証有限責任会社（CLG）はもちろんのこと、株式有限責

任会社（CLS）のうち地域社会貢献を目的としたものに対しても、CIC（地

域社会益法人）として、役所が認定しお墨付きを与え、これにより投資家

を保護しようというのがその趣旨である。この場合、役所がお墨付きを与

える制度をどうデザインするのかが問題になる。お墨付きを与えること、

っまりCICとしての認定を受け登録することは、いわゆる「マル適マー

ク」の交付を受けるに等しいわけである。

　マル適マークは、役所でなくとも、民間の認定機関が申請に基づいて与

えてもよい。必ずしも役所ないしは役所の息のかかった規制機関である必

要はない。役所依存体質が強くない国民性の国であるならば、民間評価の

方向にすすむ可能性もある。しかし、イギリス政府は、旧通産省（DTI）

およびその後継省である旧企業・規制改革省（BERR）〔現事業革新技能
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省（BIS）〕主導で新たな規制機関（CIC規制官／CIC　Regulator）を立ち

上げ（178）、同省所管の執行工一ジェンシー（execu伽e　agency）である会社

登記所（Companies　House）および会社登記官（Registrar　ofCompanies，

Company　Registrar）と協力して、CICの認定・登録、監督など規制業務

にあたる体制を整備した。

　これは、ある意味では、役所機能を大きくする提案である。政府に寄せ

られたコメントのなかにも、CICは会社登記所や会社登記官によって規制

を受けるのであるから、新たなCIC専任の規制機関（CICRegulator）の

創設は過重規制ではないかという意見があった（『CIC制度政府草案』32

頁）。CICの認定を受けるかどうかは、その法人が任意に選択でき、しか

も課税上の特典などもないわけであり、新たな規制機関など不要との意見

があって当然である。

　この点、イギリス政府は、CIC専任の規制機関は、①模範CIC定款の

策定、それから、②基本財産や基本金の利用目的の「制限（10ck）」とか、

③配当や利子等に対する「上限設定（cap）」の基準づくりの面でも必要不

可欠との判断を下している。しかし、できるだけ軽微な（1ight　touch）組

織として立ち上げる意向を示し、組織づくりを目指した（『CIC制度政府

草案』33頁）。

　さらに、政府提案では、CIC専任の規制機関に、苦情調査などを実施す

るための介入権が与える意向を示した。この点についても、「現在、通産

省（DTI）の会社調査局（CIB＝CompaniesInve甜gadonBranch）が調査権

を持っており、こうした介入権は不要」、「CIBや会社登記所による調査に

加え、あらたなCIC規制機関による多重／過剰規制は問題」とのパブリッ

クコメントが寄せられている（『CIC制度政府草案』34頁）。とくに、過重

規制にともなうコンプライアンスコストの増加および非効率を問題にする

意見も多く、極力、政府規制から自主規制（民民規制）に切り替えるべき

（178）CIC規制官について詳しくは、Available　at：http：／／www．cicregulatoLgovuk／．
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であるとしている（179）。

　この点について、政府は、CIC専任の規制機関（CICRegulator）には、

独自の調査権を持たせずに、むしろCIBや会社登記所の決定や処分に不

服な者に対する審判機能を持たせたい。これにより、裁判所に行かなくと

も、簡易に救済が受けられるようにしたいと、CICサイドに奉仕する性格

の機関にする意向を示し（『CIC制度政府草案』35頁）、この線にそって制

度が整備する方向性を示した。（もっとも、実際にできあがった仕組みで

は、CIC規制官は、幅広い監督権限を有するかたちとなった。）

（10）CICのガバナンスの課題

　『CIC制度政府素案』では、CIC（地域社会益会社）の「ガバナンス

（corporate　govemance）」、つまり「法人統治」のあり方にっいて、検討

をしている。とくに、「利害関係者（stakeholders）の関与」と「投資家

の権利」などについて、ふつうの営利会社とは異なる視点から、そのあり

方を探っている。

　この問題は、結局、「CICは誰のものか」という点に集約される。とく

に、CICは、地域社会の利益を目的とした法人である。しかも取締役会は

もちろんのこと、株式有限会社のかたちをとる場合には、優先株主である

投資家社員がいるわけである。その他に、その法人のサービスの利用者な

いしは受益者もいる。当然、ステークホールダー（利害関係人）の範囲

も、ふっうの営利会社とは異なってくる。

　CICの運営の透明化は重要である。『CIC制度政府原案』では、CICの

会計書類（accomtingreports）や事業報告書（companyreports）は、「公

の支配（public　domain）」に属するといった水準で、公表するように求め

ている。CICのガバナンスも、透明化の一環として、当然、かなりの水準

（179）　See，e．g。，Chari旬Finance　Directors’group，Press　Release：Raising　public

　Con五dence　in　Ch諭廿es　through　Seh｝Regulation（Dec．14，2001）．
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を求めている。

　しかし、問題は、それほど単純ではない。例えば「ステークホールダー

（利害関係者）の関与」といっても、どのようなグループの人たちを指す

のか定義するのは困難をきわめる。提供するサービスの種類などにより、

その法人のステークホールダーも大きく変わってくる。また、取締役の経

営判断と、ステークホールダーの積極的な関与とをどのように調整したら

よいのかなども、重い課題である。先にふれたように、持分のある株式有

限責任会社（CLS）のかたちをとるCICの場合には、利益配分請求権はあ

るが原則として議決権のない投資家社員（優先株主）もいる。こうした関

係者をも含めて、CICのステークホールダーを、どう定義するのかも容易

ではない。

（11）CICの運営開示・説明責任の課題

　先にふれたように、「コーポレートディスクロージャー・アカウンタビ

リティ（運営開示・説明責任）」、つまりCICの品質管理は、新たにっく

られるCIC専任の規制機関（CIC　Regulator）が、会社登記官（Registrar

ofCompanies）と協力してすすめていくとのことであった。その手助けと

なるようにとのことで、CICに対して、こうした機関にさまざまな書類を

提出するように求めている。

　イギリスにおいては、会社法に基づいて設立されたすべての有限責任

会社は、「会計書類（accounting　records）」（2006年会社法386条以下）、

「年次会計書類（amual　accounts）」（2006年会社法393条以下）、「取締役

報告書（director’s　report）」（2006年会社法415条以下）、その他法定書類

（statutory　records）を作成・保存するように求められる。また、これら

に加え、「年次報告書（amualretum）」（書式ARO1）を提出するように求

められる。わが国でも、一時、法務省の役人が最低資本金制度とともに、

法人の会計書類などを登記所に提出し、誰でも見られるようにすべきだと
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頑強に主張していたことを記憶している人も少なくないと思う（180）。

　いずれにしろ、「④CICは、これら会社法上の法定帳簿・報告書等に加

え、年次の地域社会益会社報告書（コミュニティインタレスト会社報告書

／community　interest　company　report）を会社登記所に提出し、公の閲覧

に供すること」を求めているのは、本来、イギリスの会社の登記・報告制

度からくるものである。役所に大きな役割を期待する国ならではの仕組み

と見ることもできる。もっとも、こうした政府原案に対し、「CICは、本

来、民間部門に属する会社のはずであるから、年次コミュニティインタレ

スト（地域社会益）会社報告書の作成・公表などは、非現実的な水準の説

明責任を課すものであり、承服できない」というコメントも出されている

（『CIC制度政府草案』33頁）。拝聴すべき意見といえる。

　結果的に、政府は、CICのステークホールダー（利害関係人）を保護す

るために必要不可欠とし、CICに対して、会社法上の年次会計報告書、取

締役報告書等に加え、年次コミュニティインタレスト（地域社会益）報告

書（communityinterestcompanyreports）を会社登記所に提出するように

求め、かつ、会社登記所の登記官（Registrar）はその副本をCIC登録官

へ送達する仕組みを導入した（2004年地域社会企業法34条6項、2005年

CIC規則26条以下）。また、これら提出された報告書類は、普通会社の例

と同様に、公の閲覧に供される。

V　CICの新設登録、既設会社のCIC転換登録

　地域社会益会社（CIC）制度は、新たな法人類型をつくるものではな

い。たんに新たな登録法人制度をつくるものである。CICになるのは、新

（180）わが国でも、イギリスやドイツなど政府規制の強い国の仕組みを真似しようとい

　う考えがあった。国民や企業・NPOなどを管理するのが大好きなわが国の役人らし

　い発想ともいえる。ところが、最低資本金制度や中小法人の有限会社化政策は、そ

　の後‘‘負の遺産”となり、廃止された。制度導入当時、有限会社に転換するとか、株

　式会社のステータスを維持するために増資だとか、踊らされ、苦渋をなめた事業者

　にとっては悪夢以外の何ものでもなかった。
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設会社（法人）が登録をするかたちをとる場合と、既存の会社（法人）が

CICの登録をする場合とがある（181）。

1　C℃会社の新設

　手続的にみると、地域社会益会社（CIC）の設立と、通常の会社（法人）

の設立とは、原則的にはほぼ同じである。しかし、申請人は、CIC登録に

必要な資料を追加して提出しなければならない（2004年地域社会企業法

36条1項・2項、2005年CIC規則11条・12条）。

　申請先は、イングランドとウエールズにおいては、会社登記所

（Companies　House）内にあるイングランド・ウェールズ会社登記官、ス

コットランドにおいてはスコットランド会社登記官、北アイルランドでは

。北アイルランド会社登記官である（以下、イングランド・ウェールズ会社

登記官を中心に説明する。）（182）。

　会社登記官（Company　Registrar）は、CIC規制官（CIC　Regulator）が

申請した会社がCICに適格であると認定し（2004年地域社会企業法36条

4項）、かつ、その旨を登記官に通知（notice）があるまで、CICとして会

社を設立することができない（2004年地域社会企業法36条5項・6項）。

　会社をCIC登録したかたちで設立場合、申請者は、会社登記官に対し

て、設立申請書に加え、次のような資料を添付しなければならない（2004

年地域社会企業法36条1項・2項、2005年CIC規則n条・12条、CICガ

イダンス1．3．2．）。

（181）CIC規制官事務局はCICガイダンスを公表している。CICの法務にっいて

　は、このCICガンダンス（CIC　Information　and　Guidance　notes）が参考になる。

　Available　at：http：／／www．cicregulatoLgovluk／guidanceindex．shtml

（182）以下、イングランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランド、いずれか

　を問わず、「会社登記官」という。
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〔図lli－39〕ClC会社の新設の際に添付を要する資料等

①CIC規則の基づいた作成された基本定款、附属定款

・模範CIC基本定款および附属定款（mode1CICMemorandumand
Ardcles　ofIncorpor甜on）が公表されており、それらに必要事項を記

載するかたちで作成できる。

・書式CIC36〔CIC設立に関するCIC申請書（CICDeclarationson
forming　a　CIC）〕【地域社会益（コミュニティインタレスト）記載書

　（Community　Interest　Statement）、申請会社が不適格会社でない旨の

申告などを含む】

・地域社会益記載書（Community　Interest　Statement）とは、会社が地

域社会益を増進する目的で設立されている旨を説明した資料。この記

載書は、CIC規制官がCIC登録の際に審査にも活用される。（いった

んこの記載書を提出し、CIC登録をした場合、申請会社は、その目的
変更をしない限り、CIC登録を任意に抹消できない。

・不適格会社でない旨の申告とは、申請会社が、政治活動を目的とする

ものでないこと、地域社会益の増進を本来の目的としていることなど

CIC法に定める不適格要件に該当しない旨を証する書類を指す。

②書式10〔初代の取締役・事務役、登記上の事務所の所在地記載書〕

・初代の取締役・事務役、会社の住所・登録上の事務所などの詳細。特

段CICに限ったものではなく、会社の設立申請一般に求められるも
の。

③書式12〔登録申請宣誓書〕

・登録申請宣誓書（Declaration　onApplication　for　Registration）とは、

会社設立にかかる法的要件を遵守する旨の制定法上の宣誓書。

④会社登録料として所定金額手数料支払の小切手

2　既設会社のCIC転換

CICになるには、新設会社（法人）を登録するかたちをとる場合と、既

設の会社（法人）をCICとして登録をする場合とがある。

（1）CIC転換申請時に提出を要する資料等

既設会社がCICの登録をする場合、会社登記官に対して、申請者は、
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次のような資料を添付しなければならない（CICガイダンス2．4．）。

〔図III－40〕既設会社のCIC転換登録申請に際に添付を要する資料等

①CIC規則の基づいた作成された基本定款、附属定款

・CICに転換を申請する既設の会社は、既存の基本定款、附属定款

　を、CIC法およびCIC規則に準拠したものに書き改め、提出する
　必要がある。なお、模範CIC基本定款および附属定款（modelCIC
　Memor2mdum　andArticles　ofIncolporadon）が公表されており、それ

　らを参考にして作成できる。

②次の事項に関する社員総会での特別決議の副本

・CICに転換に関する会社附属定款の変更の件

・CIC法の要件を充足するための基本定款および附属定款の変更の件

・CIC法指定の名称に合うように会社名称を変更（Ltdからc．Lc）する件

③書式CIC37〔CICへの転換に関する申請書（Declarぬonsonconverting

　to　aCIC）〕【地域社会益記載書（CommmityInterestStatement）、申請

　会社が不適格会社でない旨の申告などを含む】

・地域社会益記載書：どのような地域社会益を増進する活動をしている
　か、その種類、内容等の説明。

・申請会社が不適格会社でない旨（政治活動をしていないこと、地域社

　会益の増進を本来の目的としていること）の申告などを含む。

④会社登記料として所定金額支払の小切手

　CICへの転換は、申請会社の決議が登録された日に発効する。その日

以降、会社登記官は、当該会社はCICである旨を記載した会社設立証書

（certificate　ofincorporation）を発行できる。

（2）CIC転換登録時の課題

既設の会社がCICに転換登録するに際しては、さまざまな問題が生じ

る。以下においては、主な課題について点検してみる。
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（a）CIC転換登録決議における反対社員

　CICへの転換に際しては、さまざまな決議をする必要がある。しかし、

社員のなかには、公的関与を嫌う、あるいは、自由市場で分配の極大化の

企業精神を尊重した事業経営を継続したいなどの理由から、CICに転換決

議に反対の社員もいるものと思われる。この場合、少数社員（株主）は、

訴訟を提起して争うことができる。

　少数社員は、例えば、転換によるCIC適格を有し分配制限を課される

ことは、利益分配を受ける権利を不当に侵害することになることを理由に

提訴できる。また、特別決議を行うための総会の招集が、決議の日から21

日前に総会通知を行い、定足数の4分の3以上の賛成を要する。したがっ

て、場合によっては、転換手続上の暇疵を提訴理由にできる。さらに、従

前に社会的企業でなかった会社（普通の営利会社）がCICに転換する場

合には、会社の目的変更をしなければならない。一般に、会社がその目的

変更をする場合、それに反対の社員（株主）は、変更決議の日から28日

以内にその取消しを求めて裁判所へ提訴できる。この場合、裁判所がその

変更決議を承認するまではその効力が停止される（2004年地域社会企業

法37条のA）。

（b）会社登記官への転換登録決議の提出期限

　CICに転換申請をする場合、申請人は、転換決議を申請期限までに提出

するように求められる。提出期限は、事案により異なり、次のとおりであ

る。

〔図IlI－41〕ClC転換登録にかかる転換決議の提出期限

①会社の目的変更が伴わない場合には、転換決議の日から15日以内

②目的変更を伴う場合で、この点について訴訟になっていないときに

　は、決議の日以降22日経過日から36日まで

③目的変更を伴う場合で、この点について訴訟になっているときには、

　裁判所が判断を下した日から15日以内
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3　チャリティからCICへの転換登録

　2004年地域社会企業法は、イングランドとウエールズの場合、チャリ

ティは、その名称変更〔charityからc．i．c．〕を承認する社員による特別決

議があり、かつ、チャリティコミッションからの事前承認があることを条

件に、CICへの転換を認める（2004年地域社会企業法39条1項）。これに

対して、スコットランドと北アイルランドの場合には、こうした転換を認

めない（2004年地域社会企業法40条1項等）（183）。もっとも、これらの非独

立国家においても、チャリティが地域社会益増進を目的とする100パーセ

ント子会社を設立し、そこへ公益目的資産を譲渡し、その会社がCICへ

の登録手続をとる選択肢は認める。

（1）CIC転換登録できるチャリティ

　CICの登録の対象となるのは、有限責任会社（limited　company）形態

の公益目的法人（charitable　companies）に限られる。したがって、法人

格のない社団（任意団体）形態のチャリティは、原則としてCICへの転

換のための申請はできない。また、登録チャリティは、チャリティコミッ

ションの事前の承認なしには、CICに転換することはできない（2004年

地域社会企業法39条1項）。チャリティとCIC双方の登録はできない。し

たがって、CIC登録が認められると、チャリティ登録は抹消される。

（2）CIC転換登録申請時に提出を要する資料等

　公益目的法人（チャリティ法人）が、CIC登録を申請する場合、申請

者は、会社登記官に対して、次のような資料を提出しなければならない

（CICガイダンス2．4．）。

（183）　ただし、これらの非独立国家においては、CIC本法ではなくCIC規則におい

　て、こうした転換を認める方向にある。
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〔図”卜42〕チャリティ法人がCIC転換登録申請に際に提出を要する資料等

①CIC規則の基づいた作成された基本定款、附属定款

・CICに転換を申請するチャリティ法人は、既存の基本定款、附属定

款を、CIC法およびCIC規則に準拠したものに書き改め、提出する
必要がある。なお、模範CIC基本定款および附属定款（model　CIC

Memorandum　andAr恒cles　ofIncorporation）が公表されており、それ

らを参考にして作成できる。

②次の事項に関するチャリティ法人社員総会での特別決議の副本

・CICに転換に関する会社附属定款の変更の件

・CIC法の要件を充足するための基本定款および附属定款の変更の件

・CIC法指定の名称に合うように会社名称を変更（Ltdからc．tc）する件

③チャリティコミッションからの事前承認書

・転換決議が通過した時点では、いまだチャリティである。

・チャリティコミッションからの事前承認書を得、添付する必要がある
　（93年チャリティ法64条）。

④公益目的資産の継承的処分

・転換にあたり、チャリティ法人がチャリティであった期間に得た公益

目的資産は、払込持分にあたる分などがある場合にはその分を除き、

公益目的信託に付される。これは、チャリティ法人が清算するときに

継承的処分が必要になるのと同様である。抜け殻となったチャリティ

法人は、当該公益目的の信託資産の継承的処分が終るまでその資産の
受託者となる。

・登録CICは、同時に登録チャリティになることはできない。このこ

　とから、チャリティ法人は、CIC法人登録が完了すると同時に、登録

チャリティの適格を失う。チャリティ登録の抹消は、会社登記官が転

換決議を登録した日に発効する。

・手続的には、CIC法人の取締役が、定款等の変更事項をチャリティコ

ミッションヘ通知することになっている。

⑤書式CIC37〔CICへの転換に関する申請書（Declara廿onsonconver丘ng

　to　a　CIC）【地域社会益記載書、申請会社が不適格会社でない旨の申告

　などを含む】

・地域社会益記載書：どのような地域社会益を増進する活動をしている

か、その種類、内容等の説明。

・申請会社が不適格会社でない旨（政治活動をしていないこと、地域社

会益の増進を本来の目的としていること）の申告などを含む。
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⑥会社登記料として会社登記所あての所定金額支払の小切手

（3）CICへの転換登録の効果

　会社登記官は、CIC規制官による転換審査通過の通知を受けて、会

社登記官がCIC転換決議を登記した日に発効する。発効後、会社登記

官は、当該会社はCICである旨を記載した会社設立証書（certmcate　of

incorporation）を発行できる。また、会社登記官は、発効後すみやかに当

該CICの基本定款と附属定款の副本をチャリティコミッションに送達す

る。チャリティコミッションは送達後すみやかにチャリティ登録を抹消す

る。

　ちなみに、CICへの転換手続の開始は、チャリティ法人の法人格自体に

は影響を及ぼさない。当該法人には会社法が適用になる。ただし、登録

CICへの転換後には、チャリティ法や規則は適用にならず、チャリティコ

ミッションの監督からも外れる。そして、CIC法やCIC規則が適用され、

CIC規制官の監督に服することになる。

4　勤労者共済組合（IPS）からCICへの転換登録

　すでにふれたように、勤労者共済組合（IPS－industrial　and　provident

societies）【現ベンコムおよび真正協同組合】は、1965年勤労者共済組合

法（lndustrial　and　Provident　Socie廿esAct1965）【1965年協同組合・ベン

コム法】に準拠して設立される法人格を有する団体である。現在、金融

サービス庁（FSA＝Financial　ServiceAuthority）が所管し、登録簿を維持

している。

　勤労者共済組合（IPS）のうち、協同組合（60耀ガ4εcoopera伽esoci磁es）

類型に該当するものは地域社会益法人（CIC）に転換登録はできない。一

方、地域社会益共済組合（ベンコム／BenComs）に該当するものはCIC

に転換登録できる。ただ、勤労者共済組合（IPS）【ベン，コム】がCICへ
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転換登録する場合に関する具体的な定めがない。これは、二段階の手続

を踏む必要があるためである。すなわち、IPS【ベンコム】は、第一に、

1965年勤労者共済組合法【1965年協同組合・ベンコム法】52条に基づい

て「普通の会社」に転換し、そのうえで当該普通会社が、2004年地域社

会企業法26条2項に基づいてCICに転換する手続を踏まなければならない

からである。

　この場合、手続的には、IPS【現ベンコム】の構成員総会において、普

通会社転換のための特別決議をする必要がある（1965年勤労者共済組合

法【1965年協同組合・ベンコム法】52条1項）。この特別決議を行えば、

FSAに登録され七いるIPS【現ベンコム】の定款等は、1985年会社法の下

で効力を有する定款とみなされる（1965年勤労者共済組合法【1965年協

同組合・ベンコム法】52条2項）。次に、IPS【現ベンコム】は、会社登記

所（Companies　House）へ出向き、必要な書類を提出して株式有限責任会

社（CLS）か、保証有権責任会社会者（CLG）となる登録手続をとること

になる。そのうえで、CIC登録をする手続をすすめる。ちなみに、IPS【現

ベンコム】が普通会社に転換した後にCICに転換するには、まず、地域

社会益／コミュニティインタレスト基準を充足する必要がある。また、こ

の基準を満たした場合には、IPS【ベンコム】もCICも、地域社会益／コ

ミュニティインタレストを追及するという意味では同じ目的を持っことに

なるわけであり、資産の継承については特別の手続を要しない。

　IPS【現ベンコム】がCIC転換を申請する場合、申請者であるIPS【現

ベンコム】は、会社登記官に対し提出する申請書に、次のような資料を添

イ寸しなければならない。
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〔図III－43〕IPS【現ベンコム】がCIC転換登録申請に際に提出を要する

　　　　　資料等

①CIC【現ベンコム】規則の基づいた作成された基本定款、附属定款

・CIC【現ベンコム】に転換を申請するIPS【現ベンコム】は、既存の

基本定款、附属定款を、2004年地域社会企業法および2005年CIC規

則に準拠したものに書き改め、提出する必要がある。なお、模範CIC

基本定款および附属定款（modelCICMemorandumandArticlesof
Incorporation）が公表されており、それらを参考にして作成できる。

②次の事項に関するCIC【現ベンコム】社員総会でした特別決議の副本

・CICに転換に関する会社附属定款の変更の件

・2004年地域社会企業法の要件を充足するための基本定款および附属

定款の変更の件

・2004年地域社会企業法指定の名称に合うように会社名称を変更（IPS

【現ベンコム】からc．i．c）する件

③IPS【現ベンコム】からCICに転換を求める理由説明書

④書式10〔筆頭の取締役・事務役、登録上の事務所の所在地記載書〕

⑤書式12〔登録申請宣誓書〕

⑥書式CIC36〔CIC設立に関するCIC申請書（CICDeclarationson
foming　a　CIC）〕【地域社会益記載書、申請会社が不適格会社でない

旨の申告などを含む】

⑦登録料として会社登記所あての所定金額支払の小切手

　会社登記官は、CIC登録申請があった場合、申請書類の副本を作成し、

CIC規制官に送付し、CIC登録審査をCIC規制官に付託する。この付託

を受けて、CIC規制官はCICの登録業務を担当する。審査に合格すれば、

CIC規制官はその旨を会社登記官に通知する。会社登記官は、CIC規制官

による転換審査通過の通知を受けて、会社登記官がCIC転換決議を登録

した日に発効する。発効後すみやかに会社登記官は、申請人に通知すると

ともに、そのCICの基本定款と附属定款の副本をIPS【現ベンコム】の所

管庁であるFSAに送達する。FSAは送達後すみやかにIPS【現ベンコム】
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登録を抹消する。

5　CICの新設登録、既設会社のC［C転換登録の実績

　2004年会社（監査、調査および地域社会企業）法【2004年地域社会企

業法】に準拠して2005年地域社会益会社規則【2005年CIC規則】（184）が制

定され、2005年7月1日に施行された。CICの規制業務は、これら2004

年地域社会企業法および2005年CIC規則の定めるところに従い、CIC規

制官が担当することになっている（2004年地域社会企業法27条1項・3

項および27条関係別表3）。

　会社登記所（CompaniesHouse）の統計によると、2010年11月7日現

在、イギリスには、264万8085の会社が存在する。うち、公会社（public

companies）の数は、9，950社である（185）。

　一方、CIC登録会社の新設数、既存会社のCIC転換登録数は、CIC認

定・東麓制度稼働後から最近まで（2005年6月一10年3月期）では、次

のとおりである（186）。

〔図表1”一44〕CICの新設登録数、既存会社のCIC転換登録数（2005年

　　　　　　6月一10年3月期）

全土 イングランド 北アイノレランド スコットランド ウエールズ

新設CIC登録会社

既存会社のCIC登録

3，092

　480

2，844

　442

31

2

127

25

90

11

《総計》 3572
　フ

3286
　，

33 152 101

《資料》CommunityInterestCompanies：AmualReport2009－2010（Department　for

　　　Bushless　Innovation＆Skills，July2010）at23．

（184）　Available　at：http：／／www．opsi．govluk／si／si2005／20051788．htm．

（185）　See，Companies　House，Company　Register　Statistics　for　November2010．Available

　at：http：／／wwwcompanieshouse．govluk／about／busRegArchive／businessRegisterStatistic

　sNov2010．p〔if
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また、活動分野別に見ると、CICの数は、次のとおりである。

〔図表llI－45〕活動分野別CICの数（2005年6月一10年3月期）

分野
全土

イング
ランド

北アイル

ランド

スコット

ランド
ウエールズ

A）農業・狩猟・林業 22 21 0 1 0
B）漁業 4 4 0 0 0
C）鉱業・採石 0 0 0 0 0
D）製造業 74 57 0 9 8
E）電気・ガス・水道 17 ．13 1 1 2
F）建設 11 9 0 2 0
G）卸売・小売・補修 100， 91 0 5 4
H）ホテル・飲食業 53 48 0 2 3
1）交通・倉庫・通信 59 52 4 3 0
J）金融仲介業 22 21 0 1 0
K）不動産・賃貸・研究
　　開発その他の事業

489 452 5 14 18

L）公的管理・保護 29 29 0 0 0
M）教育 710 670 4 22 14

N）保健・社会事業 577 558 3 11 5
O）その他の社会・人

　　的サービス給付
1591 1452 17 74 48

P）家事代行業 0 0 0 0 0
Q）法定業務外団体 0 0 0 0 0
《総計》 3758

，
3，477 34 145 102

（注）一部重複活動分野を含む。

《資料》Co㎜uni取InterestCom脚ies：ノ㎞nu田Report2009－2010（Dep痴entfor

　　　Bus㎞ess　Innovation＆Sldlls，July2010）at25．

（186）　Regulator　of　Community　Interest　Companies，Annual　Report2009－2010

　（BERR＝Department　for　Business，Enterprise　and　Regulatory　Reform）at288孟s8g．

　Available　at：http：／／wwwしcicregulatoLgo凧uk／news／Annua1％20Report／Annual％20

　Report％202009－10一％20FinaLp（if
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VI　CIC規制官の審査業務と審査基準

　地域社会益会社（CIC）制度を運用・監督するねらいから、専任の規制

機関（CIC規制官／CICRegulator）が置かれた。CIC規制官には、独自の

調査権を持たせずに、むしろCIBや会社登記所の決定や処分に不服な者

に対する審判機能を持たせたい。これにより、裁判所に行かなくとも、簡

易に救済が受けられるようにしたいと、CICサイドに奉仕する性格の機関

としてデザインするとの当初の方針にそって制度が整備された。

1　CIC規制官とその業務

　2005年4月1日に、旧通産省（DTI）〔現事業革新技能省／BIS〕担当大

臣は、5年以内の任期で、地域社会益会社（CIC）を所管する初代のCIC

規制官（CIC　Regulator）を任命した（2004年地域社会企業法27条1項・

3項および27条関係別表3）。

（1）会社登記官とC［C規制官との関係

　地域社会益会社（CIC）益録に関して、会社登記官（CompanyRegistrar）

とCIC規制官（CIC　Regulator）とは、それぞれ独立した役割を担ってい

る。会社登記官の本務は、会社全般に適用ある会社法（CompaniesActs）

およびそれらに基づいて発せられた規則（reguladons）や命令（orders）

を遵守させることである。これに対して、CIC規制官の本務は、CIC登録

をした会社に適用ある2004年地域社会企業法第2編（187）および2005年CIC

規則などを遵守させることにある。

　会社登記官に対するCICの新設、既設会社のCIC転換申請があったと

する。この場合、会社登記官は、CICの登録業務に関してはこれをCIC規

制官に付託する。この付託を受けて、CIC規制官はCICの登録業務を担当

する。

（187）　Available　at：http：／／www．opsi．gov：uk／acts／＆cts2004／ukpga＿20040027＿en＿5＃pt2．
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　一方、会社登記官は、申請した会社がCICに適格であるとしたCIC規

制官からの通知があり、かつ、その会社が会社法上の要件をすべて充足し

ている旨の確認ができるまで、必要な登録を行い、当該会社はCICであ

る旨を記載した会社設立証書（certtacate　ofincorpora盤on　ofa　company　as

aCIC）を発行してはならない。

　ちなみに、CIC登録申請にっいては、会社登記官が、その申請書の受付

窓口になり、かつ、申請手数料を徴収している。これは、申請者の便宜を

はかる観点から取られた一本化措置（singleentrypoint）に過ぎない。

（2）C℃規制官の職務の範囲

　CIC規制官（CICRegulator）は、公職任用コミッショナー事務局

（Ofnce　ofthe　Commissionerfor　PublicAppointments）が公募し、CICを

所管する大臣が任命する（2004年地域社会企業法27条1項・2項及び27

条関係別表13第3条）。CIC規制官は事務局（OfHce　ofthe　Community

InterestCompanies）を有し、現事業革新技能省（BIS）〔旧通産省／（DTI）

およびその後継省である企業・規制改革省（BERR）〕所管の執行工一ジェ

ンシーである会社登記所（Companies　House）内に置かれている。CIC規

制官の職務の範囲は、次のとおりである（2004年地域社会企業法27条4

項～5項・41条～46条）。

〔図IIl－46〕CIC規制官の職務の範囲

・CIC申請書の審査
・CICの法律遵守義務の確保
・CICの重大な受忍義務違反の取締

・CICの新ブランドの確立

・CICの認定・登録を求める人たち向けのガイダンスの発行
・その他CICの支援およびCIC関係専門職の支援
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（3）CICの業務運営方針

　CIC規制官事務局は、CICの登録審査業務、監督業務などの規制業

務、さらには指導業務などを担当する（2004年地域社会企業法41条～

46条）。これらCICの業務運営は、‘‘軽微（1ighレtouch）”であることを

基本方針としている。ある意味では、チャリティに対する包括的かつ

積極的な規制を方針とするチャリティコミッションとは、対照的な監

督・規制を目指していたといえる。もっとも、実際にできあがった仕組

みでは、CIC規制官は、幅広い監督権限を有するかたちとなっており、

批判もあるところである。批判が出ている背景には、CICが、会社法に

基づいて設立された他のすべての有限責任会社と同様に、会社登記所

の法人登記官（RegistrarofCompanヱCompanyResistrar）に対して、

「会計書類（accountingrecords）」（2006年会社法386条以下）、「年次

会計書類（annualaccounts）」（2006年会社法393条以下）、「取締役報

告書（director’sreport）」（2006年会社法415条以下）、その他法定書類

（statutory　records）を作成・保存するとともに、これらを、会計年度ご

とに、「年次報告書（annualretum）」（書式ARO1）とともに、会社登記所

（Companies　House）内の会社登記官（CompanyResistrar）へ提出する

ように義務づけられていることがある（2006年会社法441条以下）。

（4）CIC規制官の監督権限の範囲

　CIC規制官は、会社登記官にCIC登録申請があった場合、CIC領域に

関する書面審査を行う権限を付与されている。その審査領域は、地域社会

益記載書（Community　InterestStatement）、その他登録資料について、申

請者が会社登記官に提出した会社の基本定款、附属定款が2004年地域社

会企業法・2005年CIC規則等に準拠したものになっているかどうか、CIC

転換登録にかかる社員（株主）総会特別決議の副本その他の書類が真正な

ものかどうかなどにまで及ぶ。CIC登録にあたり、最も重要なことは、法
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定の「地域社会益基準（communityinteresttest）」を充たしているかどう

かである。CIC規制官は、この審査にあたり、補正が必要な場合には、非

公式に追加資料の提出を求める。この場合、できるだけ簡便に電話や電

子メールで質問することで処理する方針を取っている。また、CIC規制官

は、CICの受忍義務の状況調査にあたっても、できるだけ非権力的な手法

を用いる方針を取っている。また、利害関係人間で紛争があった場合で、

それが話合で解決可能な場合には、そうした処理方法を用いる。

法令に定められたCIC規制官の監督権限をおおまかに図説すると、次

にとおりである（2004年地域社会企業法41条以下）。

〔図表”1－47〕CIC規制官による監督権限の範囲

相談およびガイダンス（advice　and　uidance）　CIC規制官は、CICお

よび担当大臣（BIS担当大臣。以下同じ。）が必要と認めた事項に関す

るガイダンス（事務運営方針）の発行その他の支援を行うものとする。

CIC規制官は、ガイダンス発行に先立ち、利害関係人に対して公開諮問

／意見聴取を求めなければならない。既定の手続を踏んだうえで発行し

たガイダンスは、インターネットで公開するものとする。

CICおよびその事務局は、CIC一般に関する事項について、関係する個

人または団体と協議を行う機会を持つことができる。ただし、特定の

CICの相談に乗ること、または、正式は申請手続がある前に特定のCIC

に対して裁断を下すことをしてはならない。

CICおよびその事務局が発行するガイダンスその他の相談は、特定の事

案に対する専門職による相談に相当するものと解されてはならない。

調査（investigations）：2004年地域社会企業法42条および42条関係別

表7は、CIC規制官に対して、1985年会社法（2006年会社法による修
正を含む。）447条に基づいて担当大臣およびその委任を受けてBIS／事

業革新技能省の会社調査部（CIB＝Companies　InvestigaHon　Branch）に

付与されたと同じような調査権限を付与する。

CIC規制官は、CIC適格等について、自らが、あるいは、会計士や弁護

士のような第三者に依頼して、調査を実施することができる。

CIC規制官は、自らの負担で監査人（auditors）に依頼し、特定のCIC

が提出した会計報告書（accounts）を調査し報告するように求めること

ができる。
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ちなみに、CIC規制官に付与された権限は、会社のCIC適格に関し
て調査を可能にする範囲のものである。言い換えると、2006年会社
法改正を受けて1985年会社法447条に基づいてBISのCIB（会社調査

部）が行使する権限、または、1985年会社法432条に基づいて調査官
（lnspector）に依頼する権限を代替するものではない。

このことから、特定のCICについて、詐欺、不正行為そのた法令違反

があると認められる場合で、そのCICがイングランド・ウエールズ・
スコットランドで登録されているときには、BISのCIB（会社調査部）

会社調査官（lnspector　ofCompanies）にあてて苦情申立てを行うこと

になる。こうした事案についてCIC規制官に苦情申立てがあった場合
には、CICとCIBとの間で協議・調整を行うことになる。

権限行使（enforcement）：政府は、CIC規制官によるCICの監督は、
できるだけ軽微な（1ight　touch）な仕組みとする。CIC規制官には独自

の調査権を持たせずに、むしろCIBや会社登記所の決定や処分に不服
な者に対する審判機能を持たせたい。これにより、裁判所に行かなくと

も、簡易に救済が受けられるようにしたいと、CICサイドに奉仕する性

格の機関にする意向を示し（『CIC制度政府草案』33～35頁）、この線

にそって制度が整備する方向を示していた。しかし、実際に仕上がった

監督の仕組みにおいて、CIC規制官はかなり強い権限行使ができるもの

となっている（2004年地域社会企業法41条、45～51条）。

《CICに代わっての民事訴訟手続の開始》CIC規制官は、CICの社員ま

たは取締役が法令、定款に違反する場合には、当該CICに代わって民
事訴訟手続を開始することができる（2004年地域社会企業法44条）。例

えば、CICの取締役の忠実義務違反がある場合があげられる。

《役員の解任または任命（removal　or　appointment　of　o仔icers）》CIC

が、’解怠状態【①経営における不正行為、失敗等があると認められる場

合、②会社資産を保護する必要があると認められる場合、③地域社会益

／コミュニティインタレスト基準を充足していないと認められる場合、

④その会社の定款に定めた地域社会益／コミュニティインタレスト目
的に沿った事業が行われていると認められない場合】にあたるとする。

この場合、解怠状態を解消するために、CIC規制官は、当該CICの取
締役を解任ないし新たな取締役を任命する権限を有する（2004年地域
社会企業法45条～46条）。

《マネジャーの任命（appointment　of　a　manager）》CIC規制官は、CIC

が解怠状態にあると認められる場合には、その状態を解消する目的に限

りマネジャー（manager／執行役員を任命する権限を有する（2004年地

域社会企業法47条）。
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《CIC資産の直接管理・信託に付すこと（tovest（intrust）the
property　of　a　CIC）》CIC規制官は、CICが解怠状態にある場合で、当

該CICの財産が浸食される危険があると認められるときには、CIC規
制官事務局員を公財産保有人（Official　Property　Holder）（2004年地域

社会企業法29条）に任命または私人を任命して、CIC規制官の指示の
下、当該CICに代わってその財産を直接管理もしくは信託に付したう
えで、維持・処分させる権限を有する（2004年地域社会企業法48条）。

《CIC株式の譲渡命令（to　order　the　transfer　of　shares）》CIC規制官

は、CICが不適格会社（excluded　company）にあたると認める場合に

は、その会社の支配構造を変え、不適格会社でなくするために、株式有

限責任会社（CLS）形態のCICにっいては排除対象者保有の株式の強制

譲渡、または保証有限責任会社（CLG）形態のCICについては排除対
象者の社員権の強制譲渡を命じる権限を有する（2004年地域社会企業
法49条）。

《裁判所へのCICの清算請求（petition　to　the　Court　for　the　winding

upofaCIC）》CIC規制官は、正義・公正を確保するために、裁
判所に対して、公序（publicinterest）に反するなどを理由に、
CICの清算を求める権限を有する（2004年地域社会企業法50条）。

《裁判所へのCICの解散無効命令請求（to　apply　to　the　Court　for　an

order　that　an　order　that　the　dissolution　is　void）》CIC規制官は、1985

年会社法651条に基づいて、裁判所に対して、CICの解散は無効である
との命令を求める権限を有する（2004年地域社会企業法51条）。

（5）C［C規制官の決定に対する不服申立制度

CIC規制官は、さかざまな決定（処分）を行う権限を有する。これら

の決定（処分）が受け容れられない場合には、不服申立てを行うこと

ができる。2004年地域社会企業法および2005年CIC規則は、不服申立

制度（appealsframework）について規定している。すなわち、2004年

地域社会企業法は、「CIC不服審査官（Appea10fficer＝Appea10fficerfor

Community　Interest　Companies）」にっいて（2004年地域社会企業法28条

および28条関係別表4）、一方、2005年CIC規則は、不服審査官への申立

手続について規定している（2005年CIC規則第11章37条以下）。
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（a）C［C不服審査官による審査

　CIC不服審査官は、BIS担当国務大臣が、期間を定めて、任命または再

任する（2004年地域社会企業法28条1項、28条関係別表4第1条）。CIC

不服審査官は、CIC規制官が下した決定（処分／decisions）および命令

（orders）〔以下「決定等」〕に対する不服申立てがあった場合、それらを

審査する権限を有する（2004年地域社会企業法28条1項）。CIC不服審査

官は、政府およびCIC規制官から独立してその権限を行使する。不服申

立ては、CIC規制官が行った決定等において法律または事実にっいて実質

的な暇疵があったことを理由に、これを行うことができる（2004年地域

社会企業法28条4項）。

（b）不服審査請求の対象となる決定等

　CIC規制官が下した決定等のうち、不服審査の対象となるものを掲げ、

図説すると、次のとおりである。

〔図表川一48〕CIC規制官による決定等の種類と不服申立てができる者

CIC規制官による決定等の種類 不服申立てできる者 根拠法令

新設のCICとしての登録適格
なしとの決定

会社の基本定款署名人 法36条10項

既設会社がCICとしての登録
適格なしとの決定

会社 法38条のA第5項

慨怠状態にあるCICへのマネ
ジャー（manager／執行役員） 会社 法47条14項
任命命令

CICに代わっての財産の保有、

信託等にかかる命令

会社および命令を
受けた者

法48条12項

CLS形態のCICの場合で、特
定人（排除対象者）保有の株式

の譲渡命令

会社および株式の譲

渡命令を受けた者 法49条5項
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CLG形態のCICの場合で、特 会社および社員権
定人（排除対象者）保有の社員 の譲渡命令を受け 法49条6項
権の譲渡命令 た者

CICからチャリティヘの転換を

認めないとする決定
会社 法55条のA第4項

CICの基本定款に記載された目

的の変更を認めないとする決定
会社 規則15条8項

CICの清算にかかるCIC資産
の分配に関する指示

会社の社員または
取締役

規則23条11項

＊法＝2004年地域社会企業法　　規則一2005年CIC規則

（c）CIC不服審査官への不服申立て・審査手続

　CIC不服審査官による不服審査手続は、CIC規制官へ「審査申立書

（nodce　ofappea1）」を送付することからはじまる。すなわち、不服審査

請求人は、CIC規制官から理由を附記した決定等（2004年地域社会企業法

61条5項）を受理した日から2ヵ月以内にCIC規制官に対して、審査申

立書に決定等の副本を添付したうえで、不服審査の申立てをしなければな

らない（2005年CIC規則37条1項および4項）。ただし、CIC規制官が発

した指示（directions）にっいての不服申立ては（2005年CIC規則23条）、

その指示を受理してから3週間以内にこれをしなければならない（2005

年CIC規則37条2項）。

　CIC規制官は、審査申立書を受理したときに、応答書を作成することが

できる（2005年CIC規則39条1項）。CIC規制官は、その応答書を、審査

申立書を受理した日から2週間以内にCIC不服審査官に対して送達しな

ければならない（2005年CIC規則39条2項）。CIC不服審査官は、当該応

答書の副本を不服審査請求人に送達しなければならない（2005年CIC規

則39条3項）。CIC不服審査官は、不服審査請求人およびCIC規制官に文

書または口頭で意見を述べる機会を与えなければならない（2005年CIC
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規則39条4項）。

　CIC不服審査官は、必要に応じて、適切な日時や方法において調査、

聴聞等を実施できる（2005年CIC規則39条5項）。CIC不服審査官は、

提出されたあらゆる資料や理由などを総合勘案し、①棄却（dismiss）、

②容認（allow）または③CIC規制官への差戻し（remitthecasetothe

Regulator）のいずれかのかたちで裁断を下す（2004年地域社会企業法28

条5項、2005年CIC規則40条以下）。

2　地域社会益基準

　通例、ほとんどの営利会社（法人）は、たとえ雇用などで直接・間接に

地域社会に貢献しているとしても、主たる目的は、その社員や従業者に利

益をはかることにある。この点、地域社会益会社（CIC）は、異なる。そ

の主たる目的は地域社会益の増進をはかることにあり、法人を経営する人

やそこで働く人の個人的な利益をはかることが本来のねらいではない。

　この立法趣旨を明確にするために、CIC規則では、「地域社会益基準

（community　interesttest）」という文言で基本原則を定めている（2004年

地域社会企業法35条、2005年CIC規則第2編3条以下）。

（1）「地域社会」の定義

　CIC登録制度にいう「地域社会（community）」とは、イギリス国内外

を問わず、特定地域、特定部門などにおける一部または全部の人の集団な

どを指す（CIC規則3条～6条）。ただ、会社（法人）は、CIC登録申請

にあたり、どのような集団の人たちの利益をはかるのかをはっきりと記載

しなければならない。例えば、「自分の家族」「自分の友人」あるいは「O

Oビールの愛好者」といった、真正な意味での「地域社会」の利益に資す

るとは思われない集団を対象とした申請は却下される。

　したがって、少なくともCICが増進することをねらっている‘‘利益”と
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は、申請会社の社員や従業者の利益を超える広い利益の増進を目指してい
’
る
必
要 がある。このことから、「○○地区の居住者」、「識字が困難な人た

ち」、「高齢者」、「若年失業者」、「アフリカの小規模営農者」、「○○病の患

者」、「自動車産業でレイオフされた労働者」などがあげられる。また、

「環境汚染の調査」、「湿地の保全」、「言語や文化の保護」、「スポーツの振

興」、「博物館の建設」、「コミュニティ計画の支援」などがあげられる。

　また、一定の収益事業を行い、剰余金を地域社会の利益に供する場合

も、CIC登録の適格性を有するといえる。例えば、「収益事業を営み、そ

こからあがった剰余金を○○の支援に充てる」、「役務提供契約から生じた

剰余金をOOの利益に供する」などがあげられる。この場合、事業活動自

体がコミュニティの利益に資するものであってもよいし、事業からあがっ

た利益・剰余金をコミュニティの利益に供する場合でもよい。

（2）具体的判定基準

　CICの登録申請にあたり、会社（法人）は、CIC規制官に対して地域社

会益基準を充当している旨の証拠資料を提出しなければならない（2004

年地域社会企業法36条1項・37条1項）。申請人は、その証拠を「地域社

会益記載書（CommunityInterestStatement）」にしてCIC規制官に提出す

るように求められる（2005年CIC規則11条1項a号・12条1項b号）。

　会社（法人）は、CICとして登録が認められたとしても、恒常的に地域

社会益基準を充足するように求められる。CIC規制官は、当該会社（法

人）がこの基準を充足していないと判断した場合、是正をはじめとした一

定の処分をすることになる（2004年地域社会企業法41条～46条）。基準を

充足しているかどうかの判定においては、次のような要素が考慮される。
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〔図Ill－49〕具体的な判定における要素

・会社（法人）が設定している目的

・従事している事業の範囲

・その事業から誰が利益を受けるのか（事業の受益者）

　地域社会益基準は、不確定な概念である。この基準を充足しているかど

うかにっいては、理性ある人（reasonable　person）が、申請会社（法人）

の目的にそった活動が究極的に地域社会の利益増進に資すると見られる場

合に充足しているとされる。ただ、会社（法人）の目的にそった活動が、

必ずしも直接地域社会の利益にっながっている必要はない。したがって、

間接的に地域社会の利益増進につながっていることでもよい。

　例えば、会社（法人）の事業が、製品の製造・販売を目的としていると

する。したがって、必ずしもこの目的からは地域社会の利益に資する事業

をしているとはいえない。しかし、その事業からあがうた利益・剰余金

を、公益活動その他地域社会益を増進する活動に投入されている場合に

は、地域社会益基準を充足しているとされる。

（3）不適格会社

　地域社会益法人（CIC）の認定・登録が認められない場合（不適格会社／

excluded　company）がある。それらは、次の二つである（2004年地域社

会企業法35条4項、2005年CIC規則3条～6条）。

〔図III－50〕不適格会社となる（消極）要件

①法律制定の働きかけおよび法律制定の働きかけを支持する政治活動

②理性のある人が、その利益が特定団体の会員または特定の雇用主に雇

　われている従業者にのみに及ぶと判断できる活動
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（a）政治活動団体

　まず、「政治活動」を行う会社（法人）は、たとえ地域社会益を増進す

る目的の事業を行っているとしても、CIC登録を求めることはできない

（2004年地域社会企業法35条6項、2005年CIC規則6条1項a号～c号）。

　地域社会益増進を目的とする会社（法人）であっても、政府や議会に対

し、法律制定の働きかけ、すなわち「直接ロビイング団体」に加え、新聞

をはじめとしたマスメディアに政治的意見広告を出すことを目的とする、

いわゆる「間接ロビイング団体」は、CICの認定を受けることはできな

い。また、集票活動を含む政党を支持することあるいは政治活動を行うこ

とを目的とする団体（政党・政治団体）は、法人格を有していても、CIC

として登録できない。さらに、政党が関連法人あるいは子法人として立ち

上げた会社（法人）も、CICの登録ができない。

（b）特定会員の利益増進活動をする団体

　理性のある人が、その利益が特定団体の会員または特定の雇用主に雇わ

れている従業者にのみに及ぶと判断できる活動は、地域社会益を増進する

目的の事業とみなされない。

　企業の従業者向けのスポーツクラブは、その利益が特定団体の会員にの

み及ぶ事例に一つといえる。ただ、この場合でも、例えば、その施設がそ

の地域の住民一般にも開放されているときや、その地域において他で利用

できない訓練施設を提供しているときには、地域社会の利益を増進する目

的の事業とみなされる。

　また、会員制でサービスを提供する目的で設立された会社であっても、

そのサービスが社会的必要性に基づいている場合、あるいは、当該会社が

他では職を見つけにくい社会的弱者に対し雇用を提供している場合には、

地域社会の利益を増進する目的の事業とみなされる。この場合、利益が、

特定者のみならず、コミュニティー般の利益にも資すると判断できるから
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である。

3　資産の利用目的限定（アセットロック）原則の適用

　地域社会益法人（CIC）には、地域社会益用「資産の利用目的限定原則

（アセットロック原則／asset　lock　rule）」が適用になる。したがって、地

域社会益増進目的で保有する基本財産ないし基金、さらにはその事業活動

から生じた利益や余剰金などの資産（「活動原資」）は、原則としてその利

用目的が地域社会益用に限定される。

　アセットロック原則はCIC制度の根幹をなす。CICにアセットロック

原則が適用になるのは、CICは、‘‘コミュニティ益”増進をねらいとした

ゴーイングコンサーン（永続企業）であるからである。

　言い換えると、“配当の極大化”を至上命題とする純粋な営利企業とは

異なるからである。したがって、新設会社（法人）にしろ、既設会社（法

人）にしろ、CIC登録を目指す場合には、まず、アセットロック原則が

適用になり、常時‘‘コミュニティ益増進”の志が問われるゴーイングコン

サーンになることを重く受け止める必要がある。

（1）適格「資産の譲渡」要件

　CICが「資産（マイナス資産である負債を含む。以下同じ）が譲渡（処

分）（transfer　ofassets）」する場合、あるいは、CICが残余資産を譲渡す

る場合には、次の要件を充足しなければならない。（2004年地域社会企業

法31条、2005年CIC規則23条）。

〔図IIl－51〕適格「資産の譲渡」要件

①CICが保有する資産で譲渡の対象となるものの価額は、完全な対価
　　（例えば市場価額）で評価するものとする。

②残余資産（remaining　residual　assets）は、CICの基本定款または附

　属定款に規定された資産の利用目的限定団体（asseレ10cked　body／ア
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　セットロックト団体）、例えば、他のCICや登録チャリティ、CIOな
　どに譲渡するものとする。

③他のアセットロックト団体に対し残余資産を譲渡する場合には、CIC

　規制官の承認を要する。資産の譲渡は地域社会益に資するものでなけ

　ればならない。

　2005年CIC規則によると、CIC登録を求める会社は、以上のような内

容の資産の譲渡要件を、その基本定款もしくは附属定款に規定していなけ

ればならない（2005年CIC規則23条4項および5項）。また、CICは、自

らが望めば、資産の譲渡に関して、こうした法定要件よりも加重な要件を

任意で採用することができる（2005年CIC規則23条4項および6項）。

（2）アセットロックト団体の指定

　CICは、会社の解散（清算）をする場合で、それが債務超過に伴うもの

でないときには、地域社会益用の残余資産（remainingresidualassets）を

同種のアセットロックト団体（資産の利用目的限定団体）に譲渡するよう

に求められる（2005年CIC規則23条4項および5項）。

　CICは、その基本定款もしくは附属定款に規定することで、特定のア

セットロックト団体に対して、完全な対価以下の対価（価額）で残余資産

を譲渡することができる（188）。残余資産の譲渡先が明定されていない場合に

は、ICI規制官が、譲渡先を指定することができる（2005年CIC規則23条

4項および6項）。

　また、ICI規制官は、清算するCICの社員または取締役から、基本定款

もしくは附属定款に指定されたアセットロックト団体が不適切であるとの

申入れがあり、かつ、その申入れが正しいと認める場合には、自らが妥当

と考えるアセットロックト団体を指示し、そこに当該残余資産を譲渡する

ものとする（2005年CIC規則23条4項および6項c号）。ICI規制官は、

（188）　‘‘完全な対価以下”とは、実質的には‘‘無償”でもよいという意味である。
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この指示をするに先立ち、当該CICの社員や取締役と協議を行い、かっ、

当該CICの定款の定めに沿い望ましい譲渡先を決めるものとする（2005

年CIC規則23条7項a号およびb号）。

（3）清算時における持分社員に対する資産の返却制限

　CIC制度の下では、登録の対象となる会社は、私益を目的とする投資家

をかかえる株式有限責任会社（CLS）の類型を選択し、CIC登録をするこ

とができる。CLS形態をとるCICの清算（輌nding－up）〔2005年CIC規則

23条〕にあたっては、持分社員（株式引受人）に対する資産の返却（株

式の払戻しなど）が問題になる。原則として、持分社員に対する払込金の

払戻額を超えては残余資産の分配はできないことになっている。この場

合、配当等に対する法定の「分配の上限（cap）」原則が適用になる（2004

年地域社会企業法30条）。

（4）通常の取引基準の適用

　CICの登録の対象となっているのは、‘‘営利法人”あるいは‘‘営利企業”

である。CICが、通常の商取引にかかる債権・債務関係においては、ビジ

ネス界のルールを遵守し、責任を負うのは当然である。したがって、ビジ

ネス契約上の義務履行に対しては、アセットロック原則は適用にならな

いo

　例えば、CICが、通常の商取引を行った結果債務超過に陥った場合に

は、契約上の義務を履行するために、地域社会益用資産の処分をしなけれ

ばならないことも想定される。この場合、アセットロック原則を楯にし

て、契約上の義務を免れることはできない。

（5）資産の譲渡の意味

　「市場価格以下での資産の譲渡（transfer　ofassets　atless　than　market
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value）」の文言は、広く解釈されなければならない。また、CICが保有す

る大部分の資産が現金である例も少なくない。役務提供に対する支払は、

完全な市場価格でなければならない。この意味は、例えば、CICの取締役

や職員に対する報酬や給与は、その職務や役務内容に照らして、高すぎて

はならないという解釈を導き出すことができる。

（6）地域社会益基準とアセットロック原則との関係

　地域社会益基準とアセットロック原則とは相互関係にある。つまり、地

域社会益基準は、理性ある人がCICの事業がその会社の取締役や従業者

などの利益のために営まれてお9地域社会益のために営まれていないと判

断する場合には、充足されていないことになる。

4　C℃に適用される法定「分配制限」

　地域社会益会社（CIC）制度の下では、エクイティファイナンス（equity

finance）の仕組みを取り入れた投資家（株主や転換社債保有者）をかか

える会社類型（CLS）も参加している。しかし、CICの本来の目的は、‘‘配

当の極大化”ではなく、‘‘地域社会益の増進”にある。双方の二一ズを調整

するねらいから、法定の「分配制線（distribuUoncap）」が置かれている。

この法定分配制限は、一種のセーフハーバーである。CICは、社員総会で

の同意があり、この法的制限（セーフハーバー）内であれば、地域社会益

増進度合を勘案することなしに、分配が可能である。

　分配制限（distribution　cap）原則はCIC制度の根幹をなす。分配制限原

則は、大きく「配当制限（di願dendcap）」と「利子制限（interestcap）」

に分かれる。

（1）配当と配当制限

CICが、持分主に対して剰余金の配当（dividends）を支払うことがで
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きるかどうかは、それぞれの会社（法人）類型により異なる。また、配当

が許容される場合でも、そのCICの定款や規約など根本規則にその旨の

定めがあるかどうかなどにより、取扱は異なる。

（a）会社類型の違いに基づく配当制限の概要

会社（法人）類型ごとの配当制限（dividendcap）の概要を図説すると、

次のとおりである。

〔図IIl－52〕CIC登録した会社類型ごとの配当制限適用の概要

①持分なしの保証有限責任会社（CLG）類型のCIC

この類型の会社が登録CICになった場合には、持分主（株主）がいな
いため、配当はできない。

②株式有限責任会社（CLS）および持分を有する保証有限責任会社で、

　CIC規則別表第2の規定の適用あるCIC

この類型の会社が登録CICになった場合には、その基本定款または附
属定款に特段の規定があるときには、指定されたアセットロックト団体

に対して配当ができる。また、指定団体以外に対して配当をする場合に

は、CIC規制官の許可を受ける必要がある。ただし、これらの場合、配

当については、法定の配当制限の適用を受けない。ただし、普通法人と

同様に、‘‘利益なければ配当なし”ルールの適用を受ける。

③株式有限責任会社（CLS）および持分を有する保証有限責任会社で、

　CIC規則別表第3の規定の適用あるCIC

この類型の会社が登録CICになった場合には、その基本定款または附
属定款に特段の規定があるときには、指定されたアセットロックト団体

以外の持分主（株主）に対して配当ができる。この場合に‘‘持分主（株

主）”には、純粋な証券投資を目的とした株主を含む。ただし、これら

証券投資家に対する配当の支払については、法定の配当制限の適用があ
る。

以上のように、登録CICに対する法定の配当制限は、あらかじめ定款

等に規定されたアセットロックト団体、定款等に規定されていないアセッ
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トロックト団体の場合でも、CIC規制官の許可がある場合には、適用され

ない。

なお。登録CICが配当を行うに先立っては、普通法人（会社）の場合

と同様に、配当について、社員による普通決議ないし特別決議を要する。

したがって、取締役は、社員の同意なしに、持分主（株主）に対する配当

を行ってはならない。

（b）配当制限の仕組み

配当制限（dividend　cap）は、三っの要素からなる（2005年CIC規則17

条以下）。

〔図III－53〕配当制限3要素

①最大配当率制限（Ma｝dmumDividendCap）

【2005年7月1日～2010年4月5日まで】一株あたりの配当率に対す
る制限。具体的には、「イングランド銀行の基本貸出レート〔09年8
月現在では、0．5％（189）〕より5パーセント高い比率まで」に制限される

（2005年CIC規則22条1項a号）。なお、この場合に一株の「株価」と

は、「額面額＋プレミアム」を指す。しかし「市場価格」ではない。し

たがって、券面額が1ポンドで、プレミァムが2ポンド計3ポンドで発
行されている場合には、「株価」は3ポンドになる。この3ポンドの株

式を5ドルで取得して株主になっても、1株あたりの配当は、3ポンド
を基準に、株式取得契約時の基本貸出レート＋5パーセント以内の配当

率で算定する。

【2010年4月6日以降】当該会社株式の払込額の20％まで。

②総額配当割合制限（AggregateDividendCap）

会社収益のうち、配当に回すことが認められる総額の割合に関する制

限：現在35パーセントである（2005年CIC規則22条1項b号）。した

がって、残り65％は、地域社会益に資する活動に再投資される必要が
ある。

③配当の繰延と累積配当制限（CapforCarryingforwardUnused
Divi（iend）
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株式が配当繰延条項つき優先株式（1go）のかたちで発行されている場合に

は、当年における配当率制限内に支払われるはずの配当の一・部または全

部を繰り延べることができる。ただし、翌年以降の累積配当は、4年間

に限定される。しかも、総額配当割合制限が適用になる（2005年CIC
規則19条および20条）。

　なお、これらの比率は、CIC規制官が、パブリックコンサルテーション

（公開諮問／意見公募）を行ったうえで、寄せられたコメント（意見）を

参考にして、所轄大臣の承認を得たうえで、変更ができる。これらの比率

は上限（caps）を示したセーフハーバーである。したがって、CICによっ

ては、定款等においてこの比率よりも低い比率を規定することも可能であ

る。

（2）利子と支払利子制限

　CICは、普通法人と同様に、会社の基本定款ないし附属定款に規定する

ことにより、通常の商業利率で資金の借入れをすることができる。した

がって、ここで検討することは、CICの地域社会益増進事業に関する借入

れ（debts）や発行された社債・債券（bonds，debentures）に対して支払

う利子についてである。

（a）支払利子制限を設けている趣旨

　すでにふれたように、株式発行による地域社会益増進事業の資金調達

の場合その配当には上限（caps）が付されている。したがって、利子を支

払って地域社会益増進事業の資金調達をする場合に上限（caps）を付さな

（189）　A▽ailable　at：http：／／www．bankofengland．cαuk／monetarypolicy／decisions／decisionsO9．

　htm．

（190），配当繰延条項つき優先株式は、コーポレートファイナンス上は、財務状況が悪化

　した時などにキャッシュアウトを抑制し、企業財務の柔軟性・安定性をもたらすこ

　とができるという理由で活用される。
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いとすると、均衡を欠くことになる。イコールフッテング（競争条件の均

等化）の視点から、「利子制限（interestcap）」を設けることにしたわけで

ある。

　利子制限は、パーセント比率で表示される。利子の支払が伴う契約が発

効した日に公表されているレートが適用になる。既存の契約については、

その会社（法人）のCIC登録が完了した日のレートが適用になる。いっ

たん適用されたレートは固定的で、原則としてその契約が完了するまで不

変である。ただし、イングランド銀行の貸出レート等を基準に設定された

上限（caps）の変更に応じて、上下させることができる。

（b）利子制限率

利子制限率の変遷は、次のとおりである（2004年CIC規則21条、22条

1項c号および2項）。

〔図1”一54〕利子制限率

利子制限率（Interest　Cap）

【2005年7月1日～2010年4月5日まで】CIC規則に基づいて「イン
グランド銀行の基本貸出レートより4パーセント高い比率まで」となっ

ている（CIC規則22条1項c号関係別表4）。この利子制限率に基づく

と、例えば、CICが金融機関から社会益増進事業用資金として10パーセ

ントの利率で10万ポンド借入れ、その年中の借入額10ポンドを維持し

たとする。この場合、利子制限率が8パーセントだとすると、1万3，000

ポンドの利子は支払うことは認められない。支払利子は8，000ポンドに

制限される。

【2010年4月6日以降】イングランド銀行の基本貸出レートより4パー

セント高い比率までとなっている。

なお、利子制限率は、CIC規制官が、パブリックコンサルテーション

（公開諮問／意見公募）を行ったうえで、寄せられたコメント（意見）を
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参考にして、所轄大臣の承認を得たうえで、変更ができる。

5　CICの自己株式取得、株式消却および減資

　営利会社は、「利益なければ配当なし」ルールの支配を受ける。したがっ

て、例えば負債が自己資本に食い込んでしまって欠損状態に陥ってしまっ

ている場合には配当ができない。この場合、配当ができるようにするため

には、減資（二資本金の額の減少）によって欠損状態の解消をはかる方法

もある。また、株主が転売しにくい株式を手放すことを求めている場合あ

るいは会社を管理しやすくする場合には、すでにその会社が発行している

株式を減らす（減資）方法が取られることもある。こうした場合には、

いったんその会社が自社の株式（自己株式）を取得してから、会社内で消

却手続をすすめることになる。

　一般に、営利会社が自己株式取得（repurchaseofo㎜shares）、株式

消却（redem画onofshares）および減資（reducdonofcapita1）を行っ

た場合、その株主（持分社員）は、自己が払い込んだ価額を超える配当

を受け取ることも多い。これら自己株式取得、株式消却および減資の

手続にっいては、原則として2006年会社法の適用を受ける。これに加

え、CICの場合、2004年地域社会企業法や2005年CIC規則【株式の消却

（redemption）や自社株式の取得（purchase　ofown　shares）〔2004年地域

社会企業法30条1項および2項、2005年CIC規則24条〕、さらには減資

（redu面onofsharecapita1）〔2005年CIC規則25条〕】の適用を受ける。

（1）CICの自己株式の取得と株式消却

　2005年CIC規則24条は、CICに対して自己株式取得ないし株式消却を

通じて、その株主（持分社員）が払い込んだ価額を超える支払を行うこと

により、当該会社の資産の分配を制限している。この規定は、CICの定款

に記された資産の利用目的限定（アセットロック）原則を補強するもので
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ある。

　また、CICが株式を消却した場合には、発行済み株式の額面価額に相当

する資本金が減少されることになる。

（2）CICの減資

　2005年CIC規則25条は、CICに対して減資（資本金の額の減少）を通

じて、その株主（持分社員）に対して当該会社の資産の分配を行うことを

制限している。すなわち、減資により、その会社の株主（持分社員）の払

込みがなされていない持分資本に起因する個人的な債務を帳消しにするこ

と、あるいは、払い込んだ価額を超える支払を行うことを禁止している。

　ちなみに、CICが減資を行う場合には、その定款に減資ができる旨の記

載を要する。

V”CICのガバナンスとディスクロージャー

　地域社会益会社（CIC）登録の対象となる会社は、地域社会益の増進を

目的とする。多様な会社がCIC登録を行っており、また、その規模も大

小さまざまである。CICの統治（ガバナンス）のあり方を考える場合に

も、その種類や目的を斜酌することが大事である。

1　CICのガバナンス

　会社法（CompaniesActs）は、その構成員について、会社は、少なくと

も1人の取締役（director）を有するように求めている（2006年会社法7

条1項）。社員（株主）総会（membersmeetings）や取締役会（directors’

meetings）など会社のガバナンスの仕組みにっいては、基本定款または附

属定款に必要な定めをするように求めている（2006年会社法8条以下）。

　また、CICは、会社法に基づいて設立された他のすべての有限責任会

社と同様に、「会計書類（accoun廿ngrecords）」（2006年会社法386条以



イギリスのチャリティ制度改革（2）（石村）　197

下）、「年次会計書類（annual　accounts）」（2006年会社法393条以下）、「取

締役報告書（director’s　report）」（2006年会社法415条以下）、その他法定

書類（statutory　records）を作成・保存するように義務づけられている。

もっとも、報告内容（報告項目、その詳細度等）は、基準年度（当年度お

よび前年度）の事業収入額等により、小規模会社期問（small　companies

regime）〔2006年会社法381条以下〕に該当するか、また、上場会社

（quoted）か非上場会社（unquoted　companies）かで異なる（2006年会

社法358条）。また、CICの取締役（』および事務役）は、他のすべての有限

責任会社と同様に、会計年度ごとに、これらの法定書類に加え、「年次報

告書（amual　retum）」（書式ARO1）を会社登記所（Companies　House）

へ提出するように求められる（2006年会社法441条以下）。

　CICが上場会社の場合、ガバナンスや法定記録の作成・保存等にっいて

は、財務報告書協議会（FinancialReportingCounci1）が公表している「会

社統治に関する共通基準（Combined　Code　on　Corporate　Govemance）」

（2003年7月）（191）によることになっている。

　CICがガバナンスの仕組みを確立するにあたり大事なことは、取締役や

社員・株主が遵守可能な内容であることと、CICおよび地域社会の最良の

利益（bestinterest）にっながるものでなければならないことである。

（1）CICの取締役

　CICの取締役は、CIC登録をしていない会社の取締役の場合と同様に、

会社に対して忠実義務を負う。したがって、会社法その他の法律等、基本

定款や附属定款、社員・株主総会の決議を遵守し、その業務を忠実に行わ

なければならない。さらに、CICの取締役は、こうした一般的な義務に加

え、地域社会益（communityinterest）の増進に資する会社運営を行うよ

うに求められる。実務的には、CICの取締役は、会社の投資家社員に対す

（191）　Available　at：http：／／www．fsa，govluk／pubs／ukla／1r＿comcode2003．pd£
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る剰余金配当の極大化よりも地域社会益を優先するかたちその義務を遂行

するように求められるのが特徴といえる。

　一般に、会社の日常業務は、取締役（directors）が執行する。会社の

多くは、取締役会（board　ofdirectors）を置いており、この場合には、会

社の業務執行その他社員総会の権限に属する以外の事項については、取

締役会の決定に従い代表取締役（chiefexecutive）ないし財務担当取締役

（nnancialdirector）などがそれぞれの業務を執行する（192）。

　また、会社の規模が大きくなるに従い、取締役による日常業務の統制は

難しくなる。状況によっては、その会社の従業者に業務執行を委任する必

要も出てくる。ガバナンスを確立し、内部統制が効率的に働くようにする

ためにも、取締役は、業務執行の委任においては、その委任の限界を明確

にする必要がある。

　イギリス会社法上、取締役に正式に選任されていないとしても、その業

務執行が取締役の権限にあてはまる概観を呈している場合には、いわゆ

る「陰の取締役（shadow　director）」ないし事実上の取締役とみなされる

（2006年会社法521条）（193）。その者の業務執行の信頼を置いて取引を行っ

た善意の第三者は保護されることになっている。とりわけ、社会的企業で

あるCICの場合、一般社員や利害関係者が一体となって会社業務の運営

にあたっていることも多く、後発的な紛争を回避するためにも特定の従業

者に権限の委任が行われている場合にはその旨を明確にし、ガバナンスの

確立に努める必要がある。

（192）　もちろん、最高の意思決定については、社員（members）が重い役割を担ってい

　る。この点、例えばCIC登録会社の場合、剰余金の配当にっいては、取締役でない

　社員のみが決議することができることになっているなどの規制があり、注意を要す

　る。

（193）　邦文の資料として、坂本達也『影の取締役の基礎的考察』（2009年、多賀出

　版）、石山卓也『事実上の取締役理論とその展開』（1984年、成文堂）参照。
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（2）CICの社員

　CIC会社が、株式有限責任会社（CLS）形態を採っている場合、基本定

款や附属定款に定める社員（members）は「株主（shareholders）」であ

ることが多い。一方、CICが、保証有限責任会社（CLG）形態を採ってい

る場合には、通例1ポンド程度の保証引受人が複数いるが、株主はおら

ず、他は基本定款や附属定款に定める社員（members）として参加した

ものからなる。

　CICの業務は、取締役会が意思決定し代表取締役が執行するか、取締役

会を置かない会社にあっては各取締役が執行するか、あるいは取締役か

ら委任を受けた特定の従業者が執行することになる。しかし、CICの重要

な政策に関する本来的な意思決定権は社員にある。すなわち、社員総会

（members’meetings）が最高の意思決定機関である。

　会社法は、社員に対して社員総会の開催を求める権利を与えている。こ

の権限に基づき、社員は、取締役の選任や退任、特定事項について取締役

への委任、剰余金の配当、重要な取引の承認、会社根本規則（基本定款や

附属定款等）の改廃などについて、総会で決議することができる。社員が

こうした権限行使ができるのは、まさに、社員総会が最高の意思決定機関

であることに由来する。

　さらに、CICの場合、社員は、会社がその目的にそって地域社会益の増

進に資する運営を行っているのかどうか監督する任務を負っている。CIC

規制官による監督がより軽微で済むためにも、CIC社員による内部統制が

より重要な役割を担っている。

（3）CICと利害関係人

　CICは、社員、取締役、従業者、カスタマー（顧客）など、幅広い層の

利害関係人（stakeholders）を有する。CICの意思決定や実際の業務執行

は、こうした利害関係人にとり透明であり、これらの人たちの利益を保護
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するかたちで行われるように求められる。

　その一方で、CICの最大の目的は、‘‘地域社会益の増進”にあることも

忘れてはならない。したがって、CICのガバナンスにおいては、常に利害

関係人の利益と地域社会益とのバランスを保つ努力が求められる。

　こうしたバランスをはかるために、CICは、必要に応じて利害関係人総

会（stakeholders’meeHngs）を開催するのも一案である。また、利害関係

人を対象に、ニューズレターを頒布するのも一案である。今日では、利害

関係人が広く会社の財務情報や活動報告を知ることができるように、これ

らの情報をホームページ（HP）で公開する手法が広く用いられている。

2　取締役への報酬支払制限

　CICは、最大の目的は、‘‘地域社会益の増進”である。したがって、CIC

のガバナンスにおいては「取締役の報酬（directors’remunerぬon）」が適

正な金額かどうかが重い課題となる。取締役報酬にかかるルールをまとめ

て見ると、次のとおりである。

〔図III－55〕取締役への報酬支払ルール

・CICの取締役は、当該会社から報酬の支払を受けることができる。

・CICの取締役に支払われる報酬は、相応な金額でなければならない。

・CICの取締役に支払われる報酬額の決定は透明に行われるように求め

　られる。

・CIC規制官ないしCICの社員は、取締役への報酬支払額が不相応に
高額である場合には争訟に訴えることができる。

（1）C℃取締役への報酬支払

　チャリティ登録をしている会社の場合には、その取締役・理事を務める

者に対しては、原則として報酬支払をすることが認められない。これに

対して、CICの場合、その取締役に対する報酬支払は原則として認められ
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る。

　ひとくちにCICといっても、その業務内容や規模はさまざまである。

相当規模のCICの場合には、その地域社会の生活環境の改善、雇用の確

保という面でも、ゴーイングコンサーン（永続企業）であることが重要で

あり、常に経営の健全さが問われる。登録チャリティである会社のよう

に、理事者は無報酬が原則ということで、とかく名誉職の理事者に隠居場

として活用されている常態は健全ではない。

　CICの場合、資産の利用目的限定原則（アセットロック原則／assetlock

rule）が適用になるといっても、やはり、取締役の経営手腕は無視でき

ず、資質の高い取締役に対しては高い報酬を支払う必要も出てくる。

　CIC登録をしていない会社の場合には、取締役は、その業務執行の内容

に即して株主総会の決議、あるいは、基本定款ないし附属定款の定めると

ころに従い報酬の支払を受けることができる。この点について、CICの取

締役の場合にも、単純に社員総会の決議に従い報酬の支払を受けることが

できる。言い換えると、会社の基本定款ないし附属定款の定めるところに

よらずに報酬の支払を受けることができる。しかし、CIC規制官は、CIC

の取締役に対する報酬については、その基本定款ないし附属定款に明定す

るところに従い支払うように指導している。

　通例、取締役にかかる報酬規定は附属定款に盛り込まれることになる

が、この場合、社員総会ないし取締役会が決定することになる。また、こ

の場合、その決定に利害を有する取締役を投票に参加できないことになっ

ている。また、会社と取締役との間で締結された報酬支払契約も、社員総

会で承認を受けなければならない。

　この点について、CIC規制官が作成・公表している『CIC向けの模範規

約（Mode1ConstitutionsforCIC）』では、次のように規定する（194）。

（194）　See，CIC　Regulato蔦Model　Constitutions　for　CICs（December2006）．Available　at：

　http：／／㎜．cicregulatoLgovuk／guidance／MemArts6Dec2006．pd£ちなみに、CIC規制

　官事務局は、社員の少ない小規模保証有限責任会社（CLS・small　membership）用、
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〔図Ill－56〕CIC模範規約25条〔取締役の報酬その他役務提供の条件〕

第1項　1985年会社法、附属定款、当該会社が充足する地域社会益基
準および第2項の下で行った議決に従い、取締役は、取締役が執行する

業務または当該会社もしくはその子会社に提供する役務の条件（報酬を

含む。）を決定することができる。

第2項　社員は、普通決議により、取締役が得ることができる報酬を、

一般的または特別に、制限または特定することができる。

（2）CIC取締役への「相応」な報酬支払の意味

　すでにふれたように、CICの取締役の場合には、報酬支払ルールの適用

を受け、「支払われる報酬は相応な金額でなければならない」旨の制限が

課され、不相応に高額な報酬の支払は禁じられる。これは、CICであるか

どうかに関係なく適用あるルールといえる。言い換えると、取締役も社員

も、決議さえ通せば、自由に報酬額を決められる仕組みになっていない。

　とりわけ、CICの場合には、取締役の報酬については、地域社会益基準

（commmityinteresttest）と地域社会益用「資産の利用目的限定原則（ア

セットロック原則／asset　lock　rule）」の面から、精査するように求められ

る。

（a）地域社会益基準

　地域社会益基準は、理性ある人が、地域社会益の増進のために業務執行

をしている取締役に対する報酬が相応な範囲内にあることを求める。この

場合、例えば特定従業者のための取締役の業務執行などは、地域社会益の

増進に資するものとは解されない（195）。

　社員の多い大規模株式有限責任会社（CLG・large　membership）用など、7種類の

　CIC向け模範規約を作成・公表している。Available　at：http：／／www．cicregulatoLgov

　uk／CIC％20guidance／Annex％20A％20一％20August％202008％20（version％202）、

　pd£

（195）地域社会益基準について詳しくは、本稿第3部IV2参照。
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（b）アセットロック原則

　アセットロック原則は、CICがその資産を地域社会益の増進目的に費消

することを求める。この原則の下、CICは、会社資産を完全な対価（例え

ば固定資産については適正な市場価格）以下で譲渡することを禁じる規定

を附属定款に置くように求められる。したがって、例えば会社の地域社会

益用資産を適正な市場価格以下で役員報酬のかたちで移転するような実務

は、アセットロック原則に抵触する。ここまで明瞭でなくとも、取締役へ

の報酬支払額が、その業務内容に照らして不相応に高額とみなれる場合、

当該支払はアセットロック原則に反する。場合によっては、争訟により是

正を求める必要がある。

3　登録チャリティの受託者・理事とその子会社の取締役の兼務

　チャリティコミッションは、登録チャリティの収益事業規模が大きい場

合に、当該チャリティが別会社（子会社）を設立しそこで行うように求

めている。この場合、通例、当該子会社は株式有限責任会社（CLS）形態

で、持分株式を100パーセントその登録チャリティが保有している。イギ

リス税法は、登録チャリティが受け取る配当や利子などの金融収益に対す

る所得課税を非課税としている。このことから、当該子会社は、受け取る

配当等を登録チャリティは無税で本来の公益事業に費消することができ

る。また、当該子会社は、親団体であるチャリティ〔親チャイティ（parent

charity）〕に対して損金算入対象となる公益寄附金を支出することができ

る。こうした親チャリティに対する資金供給団体としての子会社の活用

は、一イギリスにおけるチャリティの活動原資を確保する意味で重要な役割

を演じている（196）。なお、この場合、登録チャリティ出資会社（CLS）は、

望めば、登録CICになることもできる。

（196）　See，CC　Guidance：CC35Trustees，trading　and　tax；How　charities　lawfully　trade

　（Apri1，2007）Available　at：http：／／www．charity－commission．gov：uk／publications／cc35d．

　asp＃16．
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　したがって、この場合の問題は、登録チャリティの受託者・理事

（trustees）が、その子会社（あるいは登録CIC）の取締役を兼務するこ

との是非である。イギリスチャリティ法上、チャリティの受託者・理事

は、その業務執行については無報酬であることが原則である。したがっ

て、受託者・理事が子会社（あるいは登録CIC）の取締役に就任した場合

に報酬の受取を認めるとすれば、チャイティ法あるいはCIC法上のガバ

ナンスを確保するうえで、どのようにとらえたらよいかが問われる。

　チャリティの受託者・理事が、その子会社の取締役会に参加する必要性

はある。しかし、仮に当該子会社は親チャリティに活動原資を供給する目

的で設立されているとしても、チャリティの全受託者・理事がその子会社

の取締役会に参加する、つまり全受託者・理事が取締役を兼務することに

っいては問題なしとはしない。

　この点について、チャリティコミッションは、少なくともチャリティの

受託者・理事の1人は、子会社の取締役でないように指導している。この

取締役を兼務していない受託者・理事が、チャリティと子会社の利害が抵

触するような事案について、独立した立場から適切な判断ができるような

態勢を整えるように求めている。

　また、チャリティの受託者・理事が、子会社の取締役あるいは従業者と

して業務を執行している場合、チャリティの根本規則のなかに子会社での

報酬受取を認める規定がある場合ないしチャリティコミッションから特別

の許可がある場合を除き、当該業務執行に対する報酬支払は認められな

い（197）。つまり、この場合には、原則としてチャリティ法上の“無報酬原則”

が適用される。

（197）　See，CC　Guidance：CC35Trustees，tradingαnd　tax；How　charities　lawfully　trade

　（April，2007）D15Can　charity　trustees　and　employees　also　work　for　a　trading

　subsidiaryP　Available　at：http：／／www：charity－commission．govluk／publications／cc35d．

　asp＃16．
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4　年次会計書類、年次報告書およびCIC報告書の提出

　イギリスにおいて、すべての有限責任会社は、「会計書類（accoundng

records）」（2006年会社法386条以下）、「年次会計書類（annual　accounts）」

（2006年会社法393条以下）、「取締役報告書（director’s　report）」（2006年

会社法415条以下）、その他法定記録（statutory　records）を作成・保存す

るように義務づけられている。また、会社の取締役（および事務役）は、

会計年度ごとに、これらを会社登記所へ提出するように求められる（2006

年会社法441条以下）。

　また、会社登記所（Companies　House）は、会社の取締役（および事務

役）に、「年次報告書（anmal　retum）」（書式ARO1）を作成したうえで、

提出するように求める。年次報告書には、会社の名称、会社の登録番号、

会社の種類（私会社、公会社等の区別）、登録事務所の住所、会社事務役

の経歴（ただし事務役を置いている場合）、取締役の経歴、年次報告書の

更新日、株式の種類等や株主構成のような基本的な情報を提供することが

目的である。会社登記所は、各年、会社の登録事務所へ年次報告書を期日

までに提出するように連絡してくる。

　会社登記所へ提出されたこれらの会計書類や年次報告書等の記録は、公

の閲覧に供される。その法人の利害関係人（ステークホールダー）に対す

るアカウンタビリティを確保することがねらいとされる。

　地域社会益会社（CIC）も、ふっうの会社と同様に、会社登記所に年

次会計書類や年次報告書を提出するように求められる。CICの場合、

加えて、「年次地域社会益会社報告書（CIC報告書／communityinterest

company　report）」を会社登記所に提出する受忍義務を負う（2004年地域

社会企業法34条、2005年CIC規則26条以下）。

（1）CIC報告書の記載内容

CICの取締役は、「年次地域社会益会社報告書（CIC報告書／
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communityinterestcompanyreport）」を会社登記所に提出するように求め

られる（2004年地域社会企業法34条、2005年CIC規則26条以下）。CIC報

告書の作成・提出を求めることの意味は、CICが地域社会益基準（コミュ

ニティインタレスト基準／communityinteresttest）を充足していることを

利害関係人に開示することにある。

　CIC報告書には最低でも次のような情報を記載しなければならない

（2005年CIC規則26条以下）。

〔図”1－57〕CIC報告書記載事項

・CICとして地域社会の利益に資する事業の詳細（2005年CIC規則26

条1項a号）
・CICの事業に利害関係人が関与することの詳細（2005年CIC規則26

条1項b号）
・取締役に支払われる報酬に関する情報。全取締役に支払われる報酬総

額、報酬支払総額が20万ポンドを超える場合には、最も高額な報酬

支払を受ける取締役の詳細、株主としての利益を享受する取締役の数

等を含む（2005年CIC規則26条1項c号）

・株式配当および債券利子支払の詳細（2005年CIC規則27条）ならび
に分配制限（distributioncap）原則の適用の詳細（2005年CIC規則
28条）

・地域社会益用資産に対する利用目的限定の原則（アセットロック原則／

assetlock　rule）の適用に関する情報。例えば、会社の地域社会益用

資産の適正な市場価格以下で譲渡があった場合、その情報（2005年
CIC規則26条2項）

　CIC規制官事務局は、「模範CIC報告書（model　CIC　report）」を公表し

ており、インターネットを通じて入手できる。この報告書フォームに書き

入れるかたちでも作成は可能である。

（2）C℃報告書の提出

会社法は、普通の会社が会社登記所に提出する 「年次会計書類（amua1
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accomts）」や「取締役報告書（director’s　report）」を、株主や社債券保有

者等にも送付するように義務づけている（2006年会社法423条）。これに

対して、CIC報告書については、そうした義務づけがなされていない。こ

の点の根拠は明らかではない。

　CIC報告書は、これを公的記録として保管する会社登記官（Registrar）

に提出することになっている（2004年地域社会企業法34条2項）。そし

て、会社登記官にCIC報告書の提出があれば、会社登記官は、その副本

をCIC規制官へ転送することになっている。ちなみに、CIC報告書の提

出期限は、各CICの会計期間の設定により異なる。しかし、年次会計書

類や取締役報告書の提出と同期限となっている（2005年CIC規則29条）。

＊本稿は、公益財団法人公益法人協会・法制委員会／コンプライアンス委員会合

同会議（平成23年1月27日開催）における筆者の講演資料「イギリスの『社会的

企業』構想における『地域社会益会社（CIC）』と新『公益法人（CIO）』制度の

所在」をもとに執筆した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（本学法学部教授）


